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序章 本研究の目的と枠組み 
 
第1節 本研究の問題意識と目的 
 今日、世界各国の企業では、「企業倫理の制度化」、「コンプライアンス・プログラム」、
「倫理遵守プログラム」などと呼ばれる取組みの導入が進められている。本研究は、これ
らを便宜上、「倫理・コンプライアンス・プログラム」と総称することにする。本研究で
は、先行研究における概念規定のレビューを踏まえ、この取組みを「コンプライアンスと
企業倫理の遂行を目的に、複数の制度から構成される組織的統制システム」と定義する（第
1 章）。すなわち、倫理・コンプライアンス・プログラムは、倫理綱領や内部通報制度、倫
理研修といった複数の制度的取組みの総合的な運営を通し、不正行為の防止や倫理的な行
為の促進に向けて、組織構成員の行動を統制（control）していこうとする取り組みである。
なお、倫理・コンプライアンス・プログラムの主体には、病院や学校といった企業以外の
組織も含まれるが、本研究では企業を中心に考察する。 
 今日、世界各国の企業で、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入が広く普及して
いるものの、各国の取り組みの国際比較は十分になされていない。また、近年のコンプラ
イアンス・リスクの高まりと複雑化を背景に、欧米各国の倫理・コンプライアンス・プロ
グラムは、倫理ではなくコンプライアンスを強く重視する形で実践がされているように思
われる。 
 倫理・コンプライアンス・プログラムの先行研究における倫理とコンプライアンスの概
念規定は非常にあいまいである。本研究は、CSR 論で一般的であり、なおかつ倫理・コン
プライアンス・プログラムの研究領域の概念規定とも共通項の多い、キャロルの概念規定
に基づいて、企業倫理とコンプライアンスの概念を規定する。社会には、企業などに対し
て、善悪についての期待が存在し、これには法律や規則として成文化されたものとそうで
ないものが存在する。コンプライアンスとは、前者の成文化された社会的諸期待の遂行で
あり、これは企業の義務である。これに対し、倫理とは、常識やマナーといった未だ成文
化されていない社会的諸期待である。その遂行は企業倫理の範疇に入る（Carroll, 1979, 
1991）。 
 なお、コンプライアンスの対象としての規則とは、上場規則など、一組織レベルではな
くより多くの主体に影響力を及ぼすことができる規則のことを想定している。この意味で、
企業の中で自発的に策定される倫理綱領は、成文化されてはいるものの、コンプライアン
スと企業倫理の両方の要素を含むものであるといえよう。 
 また、企業統治論は、経営者の任免権や企業の最高意思決定権を経営者が掌握している
ことを前提に、このような強大な権力を有する経営者に対する監視を目標として展開され
てきた（佐久間, 2003b）。本研究は、この企業統治論の問題意識と前提に立脚し、企業倫理・
コンプライアンスへの取組みについて研究する試みを、コンプライアンスと企業倫理の「企
業統治的研究」と呼ぶことにする。 
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 企業統治的研究は、2000 年代後半以降、アメリカで研究成果が公表され始めた比較的新
しい研究の潮流である。そこでは、経営者の権力行使による倫理・コンプライアンス・プ
ログラムの形骸化を防ぐために、プログラムの運営担当者の地位の向上や取締役会による
監督体制の強化の重要性などが指摘されてきた。既存研究では、取締役会の経営者に対す
る独立性が高いという暗黙の前提に立脚し、プログラムの運営担当者を取締役会の代理人
として位置付けるべきであるとするホフマンらの学説が存在する（Hoffman & Rowe, 2007; 
Hoffman et al., 2008）。本研究は、この学説を「取締役会の代理人説」と呼ぶ。取締役会の
代理人説はアメリカの倫理・コンプライアンス・プログラムを巡る制度改革に一定の影響
を及ぼしてきた（第 3 章）。 
 しかしながら、取締役会の代理人説の前提とは異なり、実際には、どの国においても、
経営者が取締役会に対して大きな影響力を行使できる場合が少なくないように思われる。
加えて、既存の企業統治的研究と呼べるもののほとんどは、アメリカ企業を分析対象とし
たものであり、ヨーロッパ企業の倫理・コンプライアンス・プログラムを分析対象とした
研究はほとんど存在しない。わが国においても、このアメリカで登場してきた企業統治的
研究の動向については、ほとんど知られていない。これらの事実から、倫理・コンプライ
アンス・プログラムの企業統治的研究は、国内外ともに発展の余地が大きい研究分野であ
るといえよう。 
 以上の背景と問題意識の下、本研究の目的は、企業統治的研究の今後の発展に向け、以
下の 2 つの推論（問い）を検証することである。 
 推論①「欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムが、倫理ではなくコンプライ
アンスを強く重視する形で実践がされていること」 
 推論②「倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者を取締役会の代理人として
位置付けただけでは、経営者によるこの取り組みの形骸化の防止の効果は多くを期待でき
ないこと」 
 
第2節 本研究の課題設定と枠組み 
 第 1 の推論と第 2 の推論のいずれを検証するにしても、欧米各国の現状分析およびその
国際比較が不可欠である。すなわち、第 1 の推論の検証には、欧米各国の倫理・コンプラ
イアンス・プログラムの普及の背景や導入状況、および共通点や相違点などを踏まえ、そ
の取り組みがコンプライアンス中心であることを示す必要がある（本研究の第 1 の課題）。
そして、第 2 の推論の検証には、欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムの運営
担当者、取締役会、経営者の権力関係などを分析し、経営者が運営担当者と取締役会の両
方に対して大きな影響力を行使しうることが少なくないことといった諸事実を克明に記述
する必要がある（本研究の第 2 の課題）。 
 本研究は、序章と結章を含む 14 章で構成される。序章では、本研究の問題意識と目的、
課題設定、枠組みについて整理する。次に、先行研究レビューを通し、既存研究の成果と
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課題、倫理・コンプライアンス・プログラムの研究領域における本研究の位置づけ、なら
びに本研究における主要概念の規定の経緯などについて明確にしていく（第 1 章～第 4章）。
そして、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの 4 カ国の現状分析を行い（第 5 章～第
10 章）、その結果を基に国際比較を行い、本研究の 2 つの推論の検証を試みる（第 11 章
と第 12 章）。ただし、後述するように第 10 章においては、4 カ国の国際比較に向けた参
考資料として、これら 4 カ国以外の国も分析する。最後に、結章では、第 11 章と第 12 章
の検証から得られた本研究の結論、本研究の意義、今後の課題を明示する。 
以下、本研究の内容をその構成に沿って整理する。 
 まず、第 1 章では倫理・コンプライアンス・プログラムの先行研究の潮流を整理、検討
し、この研究領域における本研究の位置づけを明確にする。本研究の特徴などについては、
主に第 2 章以降で詳細に検討する。しかし、本研究の倫理・コンプライアンス・プログラ
ムの研究領域全体における意義については、この第 1 章で事前に検討することとする。第 1
章では、まず、先行研究における概念規定のレビューを踏まえ、倫理・コンプライアンス・
プログラムを「コンプライアンスと企業倫理の遂行を目的に、複数の制度から構成される
組織的統制システム」と定義する。 
 そして、第 1 章では、本研究の特徴の明確化や第 2 章以降のより詳細な先行研究レビュ
ーの展開に向けて、倫理・コンプライアンス・プログラムの先行研究の潮流を、①実態調
査研究、②実践過程研究、②企業統治的研究の 3 つのタイプに整理・検討する。第 1 の実
態調査研究は、アンケート調査やアニュアル・レポートの分析などを通して、倫理・コン
プライアンス・プログラムの整備状況などを解明する研究スタイルである。次に、第 2 の
実践過程研究は、1990 年代以降展開されてきた倫理・コンプライアンス・プログラムの実
践に伴う価値観の変化や浸透の程度などの解明を重視する研究の潮流である。そして、第 3
の企業統治的研究は、強大な権力を有する経営者の存在とこのような経営者に対する監視
という企業統治論の前提と問題意識に立脚し、企業倫理・コンプライアンスへの取組みに
ついて研究する試みである。 
 第 2 章では、実践過程研究の先行研究をレビューし、先行研究における倫理、コンプラ
イアンス、倫理・コンプライアンス・プログラムといった主要概念の特徴をより詳細に分
析していく。というのも、倫理・コンプライアンス・プログラムの研究領域では、実践過
程研究の研究領域で構築・規定されてきた概念が用いられるケースが少なくないからであ
る。本研究の第 1 の問いは、倫理・コンプライアンス・プログラムが倫理とコンプライア
ンスのどちらを中心に展開されているのかを究明することであり、この 2 つの概念をより
明確に規定することが本章の主な目的である。 
第 3 章では、第 3 の企業統治的研究をレビューする。本研究の問題意識は、「企業倫理・
コンプライアンスへの取組みの実態を究明する上で重要性が高いと思われる企業統治的研
究は、発展の余地が大きい」との認識に立脚している。とりわけ、本研究の第 2 の問いは、
企業統治的研究の主要理論である取締役会の代理人説が、取締役会の独立性が常に高いと
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いう暗黙の前提に立脚しているとの認識から生まれたものである。本章の目的は、企業統
治的研究の動向や成果のレビューを通し、企業統治的研究に関する本研究の前提の妥当性
を明確化することにある。 
第 4 章では、内部通報に焦点を当てた研究（以下、内部通報研究という）の先行研究を
レビューする。企業倫理や CSR への社会的関心が高まった 1970 年代以降、アメリカでは
内部通報研究の豊富な蓄積がある。そこでは、権力や人間関係の作用など内部通報過程、
すなわち内部通報の動態的側面について様々な事実が明らかにされてきた。内部通報研究
で問題とされるのは、経営者の巨大な影響力のみではないため、全てが企業統治的研究に
属するものではないと思われる。しかし、そこで究明されてきた内部通報過程における権
力の作用は、経営者と倫理・コンプライアンス・プログラムのあり方を考察する上で、重
要な知見を提供するものと思われる。本章は、内部通報研究で究明されてきた報復のメカ
ニズム、および近年の不祥事の事例分析を踏まえ、経営者の権力と内部通報者に対する報
復の関係について考察する。 
以上の先行研究レビューを踏まえ、第 5 章以降では、本研究の課題の解明に向けた分析
を本格的に展開する。まず、第 5 章から第 10 章にかけては、国際比較を行うために、各国
の倫理・コンプライアンス・プログラムの実態を個別に分析していく。しかし、アメリカ
の現状については前章までの先行研究レビューの中で部分的に論じている。そこで、第 5
章では、アメリカの法規制や倫理・コンプライアンス・プログラムの導入状況、取締役会
の実態など第 4 章までに検討できなかった点について検討する。 
また、本研究の第 1 の問いである「欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムが、
倫理ではなくコンプライアンスを強く重視する形で実践がされているのではないか」は、
2000 年代以降の英米を中心とするコンプライアンス違反に対する規制強化という事実認識
を基に推論して得られたものである。 
第 6 章では、ヨーロッパ各国の分析に入る前に、アメリカの海外腐敗行為防止法、SOX
法、イギリスの贈収賄法の現状を分析する。本章の目的は、この分析を通し、英米におけ
る規制強化が諸外国の企業にとっても巨大な影響力を有していることを明示することにあ
る。 
第 7 章以降では、国際比較のために、①法規制、②倫理・コンプライアンス・プログラ
ムの導入状況、③同プログラムの運営担当者と経営者の権力関係、④同プログラムの監督
機関の現状と課題の解明という可能な限り共通の視点から、ヨーロッパ各国の現状分析を
行う。ヨーロッパの取締役会制度はイギリスとドイツのいずれかないしその両方をモデル
としている。また、フランスはアメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入
に対して否定的な見方が支配的であり、アメリカで開始されたこの取り組みの今後の更な
る国際的な拡大を考える上で大変興味深い国である。このような事情から、第 7 章から第 9
章では、それぞれイギリス、ドイツ、フランスの現状を個別に分析する。 
なお、ヨーロッパでは、企業統治の改善を問題意識に、取締役会改革が積極的に展開さ
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れてきた。本研究の分析対象は、あくまでアメリカ、イギリス、ドイツ、フランスである
ものの、国際比較を行うに当たっては、これら 4 カ国以外のデータも参考になると思われ
る。そこで、第 10 章では、倫理・コンプライアンス・プログラムの監督に重要な役割を果
たす監査委員会、倫理委員会、取締役会の独立性を中心にヨーロッパの取締役会改革の現
状について分析する。 
そして、第 11 章と第 12 章では、これまでの各国の分析結果を国際比較することで、本
研究の 2 つの課題を究明する。第 11 章では、第 1 の課題の解明に向け、欧米各国の倫理・
コンプライアンス・プログラムの普及の背景や導入状況などについてまとめ、各国の共通
点や相違点などを解明する。これにより、「欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログ
ラムの取り組みがコンプライアンス中心であること」を明らかにできれば、本研究の第 1
の推論が事実であることを解明したといえる。 
次に、第 12 章では、第 2 の課題の解明に向け、前章までに独立性の観点から国別に分析
した①経営者と運営担当者の関係、および②経営者と取締役会の関係の実態を国際比較す
る。これにより、運営担当者の経営者に対する従属性、取締役会の独立性の乏しさ、とい
った状態がどの国の企業でも見られる事実であることを究明できれば、本研究の第 2 の推
論が事実であることを解明したといえる。 
最後に、結章では、第 11 章と第 12 章の検証結果を踏まえた本研究の結論を提示する。
また、本研究全体の考察がもたらす意義を、学術的意義と実践的意義の 2 つの観点から整
理する。そして、本研究で究明できなかった点を整理し、今後の課題を明示する。 
本論文は、筆者の大学院の博士後期課程在学期間における研究成果をまとめたものであ
り、この間に幸運にも多くの先生方に御指導を頂くことができた。とりわけ、指導教授の
佐久間信夫先生からは、筆者の大学院生活の 7 年間に渡り、実に多くのことを学ばせて頂
いた。博士論文の執筆に取り組むに当たっては、若輩者である故、研究面や精神面など様々
な面で苦しいこともあったが、佐久間先生を初め、日本経営学会の多くの先生方のご指導
と励ましのおかげで、完成させることができた。本論文は、決して筆者一人の力で完成で
きたものではない。この場を借りて、筆者の大学院での研究生活を応援して下さった全て
の方に、心より感謝申し上げたい。 
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第 1章 倫理・コンプライアンス・プログラム研究の 3つの潮流 
 
はじめに 
今日、世界各国の企業では、倫理とコンプライアンスの確立を目指す①「企業倫理の制
度化（institutionalization of business ethics）」（Center for Business Ethics, 1986, 1992）
ないし②「コンプライアンス・倫理・プログラム」「倫理プログラム」「コンプライアンス・
プログラム」「倫理遵守プログラム」「企業倫理・コンプライアンス・プログラム」（e.g., 
Weaver & Treviño, 1999; Ethics Resource Center, 2007; Stansbury & Barry, 2007; Tyler 
& Blader, 2005; Weber & Wasieleski, 2013）などと呼ばれる取り組みの導入が進められて
いる。今日、後者の「プログラム」を付けた呼称が欧米で最も一般的と思われるため、本
研究ではこれらを全て便宜上「倫理・コンプライアンス・プログラム」に統一して表記す
る。 
本章の目的は、倫理・コンプライアンス・プログラムの先行研究の潮流を整理、検討し、
この研究領域における本研究の位置づけを明確にすることにある。本研究の特徴などにつ
いては、主に次章以降で詳細に検討する。しかし、本研究のこの研究領域全体における意
義については、その理解を容易にするために、事前に検討することとする。本章では、倫
理・コンプライアンス・プログラムの先行研究の潮流を、①実態調査研究、②実践過程研
究、②企業統治的研究の 3 つのタイプに整理・検討する。 
 
第1節  本研究における倫理・コンプライアンス・プログラムの定義 
第1項  先行研究における倫理・コンプライアンス・プログラムの定義の共通点 
各国の倫理・コンプライアンス・プログラムの現状を国際比較した先行研究は乏しい。
このような中で、既存の倫理・コンプライアンス・プログラムの定義のほとんどは、国際
的に通用することを意図して定義されたものではない。しかし、ヨーロッパ各国の倫理・
コンプライアンス・プログラムは、アメリカを模範に導入が進められてきたものである。
このような事情から、本節では、アメリカの先行研究における定義の共通点を整理し、後
章で詳細に分析するヨーロッパ各国の取り組みの現状も踏まえた上で、倫理・コンプライ
アンス・プログラムを定義する。 
倫理・コンプライアンス・プログラムの定義や呼称は、論者によって様々である。ウィ
ーバー＝トレヴィーニョは、倫理・コンプライアンス・プログラムを「倫理プログラム、
共有価値プログラム、コンプライアンス・プログラム、責任ある行動プログラムなどと様々
に称される（Weaver & Treviño, 1999, p.315）」倫理とコンプライアンスを管理（manage）
するプログラムと定義している。 
 とはいえ、倫理・コンプライアンス・プログラムの本格的な普及は、不正を犯した企業
の量刑がこのプログラムの実践状況によって大きく変化すると規定した、1991 年の連邦量
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刑ガイドライン1の改正により始まったものである。そのため、各論者の倫理・コンプライ
アンス・プログラムの概念や定義は、連邦量刑ガイドラインの規定の内容に基づいている
ものが少なくない。連邦量刑ガイドラインの規定に対応していることも含め、先行研究に
おける倫理・コンプライアンス・プログラムの概念・定義には、以下の 3 つの共通点があ
ると思われる。 
まず、第 1 の共通点は、連邦量刑ガイドラインが要求するものを中心とした各種制度の
導入である。連邦量刑ガイドラインでは、倫理・コンプライアンス・プログラムは、「コン
プライアンス・倫理・プログラム」と表記され、「犯罪行為を発見・防止するために設計さ
れたプログラム2」と定義されている。そして、この取り組みは、倫理綱領、倫理研修、相
談窓口、匿名の報告制度、倫理評価、懲罰制度などから構成される。エシックス・リソー
ス・センター（Ethics Resource Center、以下、ERC という）3は、連邦量刑ガイドライン
が要求するこれら 6 つを、倫理・コンプライアンス・プログラムの構成要素として規定し
ている（ERC, 2007, p.20）。 
もっとも、各論者が倫理・コンプライアンス・プログラムの構成要素として挙げる制度
は、倫理綱領や倫理研修を除き、必ずしも全て一致しているわけではない。たとえば、ウ
ィーバーらは、相談窓口と匿名の内部通報制度を「倫理伝達制度（ethics communication 
system）」という 1 つの範疇に統合している。そして、彼らは、倫理綱領、倫理研修、倫理
伝達制度、倫理評価、懲罰制度の 5 つに新たな構成要素であるオフィサーのみで構成され
る倫理委員会を加えた 6 つを、倫理・コンプライアンス・プログラムの構成要素としてい
る（Weaver et al., 1999b, pp.41-42）。なお、このように連邦量刑ガイドラインが要求する
ものを中心に、複数の制度で構成されるという特徴は、第 7～9 章にかけて検討するイギリ
ス、ドイツ、フランスの取り組みにおいても確認できる。 
次に、第 2 の共通点は、組織構成員の行動を倫理とコンプライアンスに違反しない行動
へと標準化するための統制手段である。上述したウィーバーらは、倫理・コンプライアン
ス・プログラムを、「倫理とコンプライアンスの領域内での従業員の行動を標準化すること
を目的とした組織的統制システム（Weaver et al., 1999b, pp.41-42）」と定義している。同
様に、スタンズバリー＝バリーは、倫理・コンプライアンス・プログラムを、従業員の行
動を標準化するための様々な統制メカニズムの集まり（collections）とし、統制の手段とし
て捉えている（Stansbury & Barry, 2007, p.247）。彼らは、統制を「明確化された目標を
追求する過程において、一貫性、予測可能性、知識習得、調和を促進する様々な組織的メ
カニズムの指図（Stansbury & Barry, 2007, pp.240-241）」と定義している。このように、
統制は、各組織構成員間の利害調整といった政治的な技術であり、倫理・コンプライアン
ス・プログラムは統制を行うための政治的な手段であるとされている。 
 そして、第 3 の共通点は、コンプライアンスと倫理の両方を対象とすることである。上
述したウィーバー＝トレヴィーニョの定義でも、倫理・コンプライアンス・プログラムは、
倫理とコンプライアンスを管理する取り組みとされていた（Weaver & Treviño, 1999, 
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p.315）。連邦量刑ガイドラインでは、倫理・コンプライアンス・プログラムの有効性を確
保するには、①犯罪行為の防止と発見のためのデュー・ディリジェンス（due diligence）
の行使と②倫理的行動と法令遵守（compliance with the law）へのコミットメントを助長す
る組織文化の促進の 2 つが必要であるとされている4。デュー・ディリジェンスは、「適正な
注意」（田中, 2011, 12 ページ）や「適正な評価」（松尾, 2005, 37 ページ）などと訳され、
ここでは犯罪行為の防止と発見のための自社の取り組みを精査することを意味していると
思われる5 。倫理・コンプライアンス・プログラムが、倫理とコンプライアンスの両方を対
象としているがゆえに、アメリカでは、第 2 章で詳述するようなどちらを重視すべきなの
かを問題意識とした研究がこれまで展開されてきたのである。 
他方、ヨーロッパにおいても、倫理とコンプライアンスのどちらを重視しているのかに
ついては程度の差がみられるものの、倫理・コンプライアンス・プログラムがこれら両方
を対象ないし目的として実践されていることに変わりはないように思われる。ヨーロッパ
各国の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入は、アメリカを中心とする国際的なコ
ンプライアンス・リスクの高まりへの対応を意図して進められてきたものである。 
そのため、「倫理プログラム」や「倫理の制度化」など倫理のみを対象とするかのような
名称が与えられていたとしても、その実践はコンプライアンスを強く意識したものになら
ざるを得ない。同様に、コンプライアンス・プログラムなど、コンプライアンスのみを対
象とするかのような名称が与えられていたとしても、そのプログラムの設計には、構成要
素に倫理綱領が含まれるなど、倫理とコンプライアンスの両方を意図したアメリカ型の設
計が強く反映されている。 
第 7 章で分析するイギリスでは、アメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログラムは、
「倫理プログラム（ethics program）」などと称され導入が進められているものの、その運
営と監督はコンプライアンスの専門家を中心に行われている。同様に、第 9 章で分析する
フランスでも、このアメリカ型のプログラムは、「倫理の制度化（l'institutionnalisation de 
l’éthique）」などと称され導入が進められているものの、コンプライアンスを中心に展開さ
れている。たとえば、フランスでは、内部通報制度の対象は一部の違法行為だけに限定さ
れており、倫理綱領など倫理に対する違反を内部通報することは法律で禁じられている。 
これに対し、第 8 章で分析するドイツでは、アメリカ型の倫理・コンプライアンス・プ
ログラムは、コンプライアンス・プログラム（Compliance-Programms）として導入が進
められている。だが、その構成要素には倫理綱領が含まれており、倫理を全く対象として
いないわけではない。また、倫理・コンプライアンス・プログラムの主体は、病院や学校
といった企業以外の組織も含まれるが、これらは例外として位置付けることとする。 
 
第2項  倫理とコンプライアンスの概念規定 
先述したように、先行研究における倫理・コンプライアンス・プログラムの定義では、
コンプライアンスと倫理の両方を対象とすることが共通点の 1 つである。しかしながら、
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先行研究では、これらコンプライアンスと倫理という 2 つの概念の違いが明確化されてい
ないという問題がみられる。 
このことを受け、本研究では、CSR 論で一般的であり、なおかつ倫理・コンプライアン
ス・プログラムの研究領域の概念規定とも共通項の多い、キャロルの概念規定に立脚して
倫理とコンプライアンスを定義する。社会には、企業などに対して、善悪についての倫理
的な期待が存在し、これには法律や規則として成文化されたものとそうでないものが存在
する。コンプライアンスとは、前者の成文化された社会的諸期待の遂行であり、これは企
業の義務である。これに対し、倫理とは、常識やマナーといった未だ成文化されていない
社会的諸期待であり、その遂行は企業倫理の範疇に入る（Carroll, 1979, 1991）。 
なお、倫理・コンプライアンス・プログラムの研究領域では、実践過程研究の研究領域
で構築・規定されてきた概念が用いられるケースが少なくない。そのため、倫理とコンプ
ライアンスの細かな違いについては、実践過程研究の先行研究をレビューする第 2 章で分
析することとする。なお、コンプライアンスの対象としての規則とは、上場規則など、一
組織レベルではなくより多くの主体に影響力を及ぼすことができる規則のことを想定して
いる。この意味で、企業が自発的に策定した倫理綱領や一組織の中でのみ機能する規則と
いったものは、コンプライアンスのみならず企業倫理としての要素を少なからず含むもの
であるといえよう。 
本節の先行研究における概念の分析を踏まえ、本研究では、倫理・コンプライアンス・
プログラムを、「コンプライアンスと企業倫理の遂行を目的に、複数の制度から構成される
組織的統制システム」と定義する。 
 
第2節 実態調査研究と本研究の関係 
第1項  アメリカ企業を対象とした実態調査研究 
最も古くから行われてきた倫理・コンプライアンス・プログラムの研究は、実態調査形
式の研究である。この実態調査研究は、アンケート調査やアニュアル・レポートの分析な
どを通して、倫理・コンプライアンス・プログラムの整備状況などを調査する研究スタイ
ルである。実態調査研究は、1990 年以前から行われていたが、1991 年の連邦量刑ガイドラ
インの改正以降年々増加してきた。 
初期の実態調査研究の有名なものとして、企業倫理センタ （ーCenter for Business Ethics, 
1986, 1992）6のフォーチュン 1000 社への 2 度のアンケート調査が挙げられる。第 1 回目
の調査は、1984 年に実施された（回答企業 279 社、回答率 28%）。そこでは、回答企業の
79.9%（223 社）が倫理・コンプライアンス・プログラムのための何らかの取り組みを行っ
ていたこと、そのうち、倫理研修を実施している企業は 99 社（44.4%）であったことなど
が明らかにされている（Center for Business Ethics, 1986, p.88）。また、第 2 回目の調査
（回答企業数 244 社、回答率 24%）では7、倫理・コンプライアンス・プログラムのための
何らかの取り組みを行っているとの回答が、前回の 79.9％から 93%（192 社）へと増加し
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たことなどが報告されている（Center for Business Ethics, 1992, pp.863-864） 
その後、1994 年には、ウィーバーら（Weaver et al., 1999a）も、企業倫理センターの調
査方法を参考にフォーチュン1000社へのアンケート調査（回答企業数254社、回答率26%）
を実施している。そこでは、倫理綱領、倫理担当役員・担当部署、内部通報制度、相談窓
口、倫理伝達制度、倫理研修、倫理監査といった各種制度の導入状況のほか、これらの取
り組みに対する経営者の参画状況などが明らかにされている。また、回答企業の多くが、
その規模や活発さには企業ごとに差がみられるものの、これらの制度の導入を進めていた。 
 導入状況の調査研究のうち、最も長期間にわたり定期的かつ大規模に実施されてきた研
究は、ERC の全米企業倫理調査（National Business Ethics Survey、以下、NBES という）
8である。NBES は、1994 年、2000 年、2003 年、2005 年、2007 年、2009 年、2011 年、
2013 年とこれまで 8 度行われてきており、NBES がこれまで調査してきた従業員数は、
34,000 人にも上る（ERC, 2014, p.10）9。NBES の調査は、大企業のみを対象としたもの
ではなく、全米の従業員から可能な限り無差別に回答を得ることを重視している。たとえ
ば、2009 年度の調査は、18 歳以上で、全従業員数が 2 人以上の会社で、1 週間で最低 20
時間以上勤務している全アメリカ国民を対象に行われた（回答者数 3,010 人、回答率 18.9%）
（ERC, 2009b, p.3）。 
 また、ERC は、全米企業倫理調査のほかにも、数多くの報告書を公表してきた。たとえ
ば、NBES の調査結果の中から、倫理文化や内部通報制度など特定の項目に関する調査結
果のみを抽出してまとめたレポートが数々公表されてきた。これらのほかに、ERC は、2012
年に、NBES と同様の調査を、フォーチュン 500 社に対しても実施している（有効回答者
数 2,172 人、回答率約 36.8%）。ちなみに、有効回答者の条件は、全従業員数 10 人以上か
つ年収 50億ドル以上のアメリカ企業で週 20時間以上勤務している 18歳以上の従業員であ
ることであった（ERC, 2012b）。 
 
第2項  アメリカ以外の国の企業を対象とした実態調査研究 
アメリカの倫理・コンプライアンス・プログラムが世界各国へ普及していく中で、ヨー
ロッパなどアメリカ以外の国の企業を対象とした実態調査研究の展開がみられる。この傾
向は、1997 年の外国公務員贈賄防止条約の締結、2002 年のアメリカの SOX 法の制定、企
業活動のグローバル化の進展などを背景に、2000 年代半ば以降、一層高まってきた。 
アメリカと同じアングロサクソンの国であるイギリスでは、倫理綱領に焦点を当てた実
態調査研究が、1990 年代には既に行われていた。たとえば、ロバートソン＝シュレゲルミ
ルヒ（Robertson & Schlegelmilch, 1993）は、1991 年にイギリス企業 1481 社に対してア
ンケート調査を行い（回答企業 102 社、回答率 7%）、倫理綱領の策定率は 7 割を超え、約
半数の企業が全従業員にこれを配布していたことなどを明らかにしている。なお、最近の
研究としては、プレウス（Preuss, 2009）が、2007 年の FTSE100 社10の倫理綱領を調査
し、製薬やアルコール飲料などの業界では、全ての企業がサプライチェーンに関する規定
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を設けていたことなどを明らかにしている。 
とはいえ、倫理・コンプライアンス・プログラム全体の導入状況についての調査が本格
化したのは、コンプライアンス・リスクが世界的に高まった 2000 年代以降のようである。
イギリス企業の同プログラムの導入については、企業倫理研究所（Institute of Business 
Ethics、以下、IBE という）が、倫理プログラムとして、FTSE100 社や FTSE350 社など
イギリス企業の現状を定期的に調査してきた（e.g., Webley & Werner, 2009; Webley et al., 
2011）。また、近年は、公認内部監査人協会（Chartered Institute of Internal Auditors, 2011）
やプライスウォーターハウス・クーパース（PricewaterhouseCoopers, 2011a）なども、イ
ギリス企業を中心とした各国の企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入状況に
ついての調査報告書を公表してきた。 
次に、ドイツでは、アメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログラムは、2000 年代後
半以降、コンプライアンス・プログラムとして導入が進展している。ドイツ企業を対象と
した先行研究に、上村ら（2006）、ウルリッヒ（2006, 2009）、エンゲルハルト（2009）、岡
部（2006）などがある。とはいえ、1990 年代以降の先行研究の豊富な蓄積があるアメリカ
とは対照的に（e.g. Paine, 1994; Tyler & Blader, 2005; Weaver & Treviño, 1999）、ドイ
ツ企業を対象とした先行研究はかなり少ない現状にある。 
その他に、フランスでも、①倫理憲章（charte d’éthique）と②内部通報（ l’alerte 
professionnelle）に焦点を当てたものがほとんどであるが、実態調査研究が行われてきた。
倫理憲章は、アメリカ企業における倫理綱領（codes éthiques）に相当し、先行研究では、
倫理憲章の策定状況や名称、内容、分量、形式などが明らかにされてきた（e.g., Roquilly, 
2011; Ernst & Young, 2011; Mercier, 2000, 2002; Pereira, 2009; Antonmattei & Vivien, 
2007）。他方、フランスでは、2005 年以降、内部通報についての研究が増加し（消費者庁, 2010, 
124ページ）、内部通報制度の設置の是非を巡っても活発な論争が行われてきた（e.g., Larue, 
2007; Antonmattei & Vivien, 2007）。 
とはいえ、2000 年代末以降は、世界四大会計事務所として名高いプライスウォーターハ
ウス・クーパース（Medina, 2009）やアーンスト・アンド・ヤング（Ernst & Young, 2011, 
2012, 2013）が、倫理担当者や倫理監査といった倫理憲章と内部通報制度以外の制度も対
象とした調査データを公表してきた。 
なお、日本においても、日本経営倫理学会に所属する研究者たちが、日本企業における
倫理・コンプライアンス・プログラムに関する調査を定期的に行ってきた（山田ら, 1998, 
2000, 2003; 福永ら, 2006; 中野ら, 2009）11。そこでは、1996 年から 2008 年にかけて、
日本企業における倫理・コンプライアンス・プログラムの各構成要素の設置率が、大幅に
上昇していることが報告されている。たとえば、企業倫理規範の設置率は 1996 年の 22.3%
から 2008 年の 98.6%へ、企業倫理教育の実施率は 1996 年の 5.4%から 2008 年の 68.9%、
企業倫理専門担当者の設置率は 1996 年の 7.1%から 2008 年の 85.1%へと増加している。 
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第3項  実態調査研究と本研究の関係 
本研究は、2 つの問いの検証を通して、企業統治的研究の今後の発展に寄与することを目
的としている。2 つの問いの 1 つは、「欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムが、
倫理ではなくコンプライアンスを強く重視する形で実践がされているのではないか」であ
る。この検証には、欧米各国の国際比較を通し、欧米各国の倫理・コンプライアンス・プ
ログラムの普及の背景や導入状況、および共通点や相違点などを踏まえ、その取り組みが
コンプライアンス中心であることを示す必要がある（本研究の第 1 の課題）。 
本研究は、実態調査研究の研究成果を主に分析、国際比較することで第 1 の課題の解明
に取り組む。各国の実態調査研究の成果を国際比較した先行研究が乏しいことを踏まえれ
ば、この取り組みは、実態調査研究の観点からも意義のあるものと思われる。 
 
第3節  実践過程研究と本研究の関係 
第1項  実践過程研究の発展と展開 
第 2 の研究の潮流は、実践過程研究である。これは、1990 年代以降展開されてきた、倫
理・コンプライアンス・プログラムの運営手法や従業員の認識の変化など、このプログラ
ムの実践過程の分析に焦点を当てた研究の潮流である。実践過程研究の初期の問題意識は、
ペイン（Paine, 1994）の提唱した倫理・コンプライアンス・プログラムの二類型の有効性
とその主張を検証することであった。 
ペイン（Paine, 1994）は、倫理・コンプライアンス・プログラムには、コンプライアン
スのみを目的に、これを組織構成員に強制的に守らせようとする性格のものと、コンプラ
イアンスのみならず組織構成員の自発性を重視した倫理的価値観の共有も目指す性格のも
のとに大別できるとした。ここでは、前者を仮に「コンプライアンス・アプローチ」、後者
を「価値観重視のアプローチ」と呼ぶことにする。そして、彼女は、企業倫理・コンプラ
イアンスの確立においては、価値観重視のアプローチはコンプライアンス・アプローチよ
りも優れていると主張した。 
これ以降、アメリカでは、ペインのこれら 2 つの理念型の有効性の検証を目的とした実
証研究が盛んに行われてきた。そこでは、先行研究レビューを通して設定した仮説をアン
ケート調査の回答結果の統計分析を通して検証する、仮説検証型の方法が踏襲されてきた
（e.g., Weaver et al., 1999b; Treviño et al., 2008）。企業倫理の定着を表す従業員等の倫理
に対する意識や実際の倫理的行為などは、人間の認識や価値観などの心理的な要因に大き
く依存するものである。そのため、分析手法としては、心理学などでよく用いられている
因子分析や回帰分析などが主に用いられてきた。 
これらの先行実証研究では、一貫して、価値観重視のアプローチのコンプライアンス・
アプローチに対する優位性が明らかにされてきた（e.g., Treviño et al., 1999; Weaver & 
Treviño, 1999; Weaver et al., 1999b; Tyler & Blader, 2005）。加えて、強制と自発性、抑圧
と価値観の両方を調和させることで、倫理・コンプライアンス・プログラムの効果はさら
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に高まるとされ、2 つのアプローチの補完関係も主張されてきた。さらに、どの要因が倫理・
コンプライアンス・プログラムの成果を最も大きく左右するのかということも明らかにさ
れてきた。ウィーバーら（Weaver et al., 1999b,c）は、経営者の倫理コミットメントが、
同プログラムの成果を左右する最も大きな要因であるとしている。 
2000 年代初めには、これらの一連の実証研究の成果もあり、制度の導入を倫理文化に結
びつけることの重要性が広く認識されるようになった。このような中で、2004 年の連邦量
刑ガイドラインの改正でも、倫理文化の構築が求められ、組織には、「倫理的行動および法
令遵守へのコミットメントを奨励する組織文化の促進（U.S.S.G. §8B2.1.(a)(2)）」が求めら
れることが新たに規定された。また、ERC の NBES でも、2000 年度の調査結果から倫理
文化のデータが測定・公表され始めた。 
その後、2000 年代後半以降は、倫理・コンプライアンス・プログラムの実践における人
間の心理や同プログラムと倫理文化の関係などより具体的な内容の解明が試みられてきた。
たとえば、トレヴィーニョら（Treviño et al., 2008）の実証研究では、階層の高い従業員ほ
ど自社の倫理・コンプライアンス・プログラムに対して前向きなイメージを抱く傾向があ
るため、コンプライアンスや倫理に関する問題に気付きにくいこと等が明らかにされてい
る。そのほかに、抑圧的な統制と権限付与的な統制が抵抗をもたらすメカニズム（Stansbury 
& Barry, 2007)、倫理・コンプライアンス・プログラムの各構成要素と倫理文化の各構成要
素との関係（Kaptein, 2009）12などの解明も試みられている。 
なお、実践過程研究の成果は、ペインの提唱した二類型の研究を中心に日本へも紹介さ
れており（梅津, 2005, 2007; 小山, 2011）、日本で最も知られている倫理・コンプライアン
ス・プログラム研究の潮流となっている。 
次章で詳述するが、先行研究では、倫理・コンプライアンス・プログラムの対象である
倫理とコンプライアンスが、実践の方法である自発的手法と強制的手法にそれぞれ結び付
けて論じられている。上述した一連の実証研究では、コンプライアンス・アプローチの特
徴である強制的手法が価値観重視のアプローチの特徴である自発性を重視する方法よりも
劣っていることを理由に、価値観重視のアプローチのコンプライアンス・アプローチに対
する優位性が主張されてきた。しかし、この実践方法上の有効性の違いからその対象の重
要性を評価することはできないため、この「コンプライアンス・アプローチ」という表現
と概念規定には問題があると思われる。 
むしろ、本研究は、企業倫理の確立においてはコンプライアンスだけでは不十分である
ものの、CSR の観点からはコンプライアンスを対象とした取り組みは倫理を対象とした取
り組みよりも重要であるとの立場に立つ。そして、この目的そのものの重要性は、そのた
めの方法の優位性の違いによって左右されないと考える。加えて、コンプライアンスを目
的とした場合には、強制的手法が中心になるかもしれないが、倫理を目的とした場合同様、
従業員の価値観や意思を可能な限り尊重することは重要であると思われる。 
また、どちらの方法が採られたとしても、倫理・コンプライアンス・プログラムは倫理
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綱領や法規制など所与の目的に向けて従業員の行動を統制していく政治的な手段であるこ
とに変わりはない。そして、経営者などが巨大な権力を有している場合には、倫理・コン
プライアンス・プログラムは、その良し悪しに関係なくこの権力者にとって都合の良いよ
うに運営される可能性がある。 
 
第2項  実践過程研究と本研究の関係 
前節でも確認したように、本研究の第 1 の課題は、欧米各国の倫理・コンプライアンス・
プログラムの普及の背景や導入状況、および共通点や相違点などを踏まえ、その取り組み
がコンプライアンス中心である事実を解明することである。本研究がこの事実を解明する
ことができれば、コンプライアンス中心からの脱却が、未だに大きな倫理・コンプライア
ンス・プログラムの国際的課題であることを明らかにすることにつながるだろう。この意
味で、本研究の第 1 の課題の解明への試みは、コンプライアンスだけを重視した倫理・コ
ンプライアンス・プログラムの実効性が比較的乏しいことなどを解明してきた実践過程研
究の観点からも、意義のあるものと思われる。 
もっとも、本研究がいうコンプライアンスの概念は、実践過程研究におけるコンプライ
アンスの概念と多少意味が異なっている。実践過程研究におけるコンプライアンスという
概念は、①目的としての法律・規則の遵守、および②方法としての強制的手法という 2 つ
の要素を特徴としてきた。しかしながら、本研究では、コンプライアンスは、法律・規則
の遵守を含む法的責任の遂行とし、コンプライアンス中心であるか否かの判断基準に強制
的手法かそれとも自発的手法かの違いを含めない。むしろ、コンプライアンス中心か否か
の主な判断基準は、倫理・コンプライアンス・プログラムが法律の専門家によって運営、
監督されているのか否かの違いに求める。この本研究と実践過程研究におけるコンプライ
アンスの概念の違いについては、第 2 章で具体的に検討する。 
 
第4節  企業統治的研究と本研究の関係 
第1項  アメリカにおける企業統治的研究の現状と課題 
 第 3 の研究の潮流は、企業統治的研究である。これは、経営者が倫理・コンプライアン
ス・プログラムの運営に対して、その実効性を左右するほどの強力な影響力を有している
ことを前提に、経営者による倫理・コンプライアンス・プログラムの形骸化を如何に防止
するかを問題意識とする。この問題意識は、強大な権力を有する経営者を如何に監視する
かという企業統治論の問題意識（佐久間, 2003b）と共通するところが大きいといえよう。
実際に、この研究が盛んになったのは、アメリカの企業統治制度の欠陥が露呈した 2000 年
代初頭のアメリカにおける大規模な企業不祥事の続発以降である（Hoffman & Rowe, 2007; 
Hoffman et al., 2008）。そして、これまで検討、議論されてきた方策も、取締役会という企
業統治制度の有効活用による倫理・コンプライアンス・プログラムの形骸化の防止であっ
た。 
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 企業統治的研究において大きな課題として指摘されてきたのが、倫理・コンプライアン
ス・プログラムの運営担当者に対する経営者の権力の抑制であった。この運営担当者は、
エシックス・オフィサ （ーethics officer）ないしコンプライアンス・オフィサ （ーcompliance 
officer）などと呼ばれ、その最高位の運営責任者は最高コンプライアンス責任者（Chief 
Compliance Officer、以下、CCO という）ないし最高倫理責任者（chief ethics officer）な
どと呼ばれる。もっとも、近年、アメリカでは、これらの運営担当者が倫理とコンプライ
アンスの両方を担当するとの観点から、この最高位の運営担当者を最高倫理コンプライア
ンス責任者（Chief Ethics & Compliance Officer、以下、CECO という）とする呼び方が
定着してきている（Chief Ethics & Compliance Officer (CECO) Definition Working Group
（以下、CECODWG という）, 2007）。 
 2000 年代以降、アメリカでは、企業統治的研究の観点からの制度改革が展開されてきた。
具体的な改革の内容については第 3 章で詳述するが、2004 年の連邦量刑ガイドラインの改
正では、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者への十分な資源（同プログラ
ムの運営のための人的・金銭的な資源など）と適当な権限、取締役会への直接的なアクセ
ス権、経営者ないし取締役会への定期的報告義務などの割当てが要求された
（§8B2.1.(b)(2)(C)）。この定期的な報告は、最低年 1 回以上行うことが要求されている
（U.S.S.G. §8B2.1Application Notes 3.）。また、2007 年には、ERC やビジネス・ラウン
ドテーブルなどが共同で策定した CECO のあり方に関するガイドラインが公表されており、
その中でも取締役会、経営者、CECO の関係について規定されている。 
 このような企業統治の観点からの制度改革の進展とは対照的に、企業統治的研究の先行
研究は、ホフマンらの研究以外見当たらない現状にある（Hoffman & Rowe, 2007; Hoffman 
et al., 2008）。彼らは、2000 年代半ばに発生した投資信託の不祥事のケース分析を通して、
経営者の部下である CECO が、経営者が積極的に関与する不正の防止と早期発見に貢献す
ることは極めて困難であると結論付けている。この分析結果を踏まえ、彼らは、CECO を
経営陣の部下ではなく経営陣を監督する立場にある取締役会の代理人（an agent of the 
board of directors）として位置づけ，CECO の報酬や評価，雇用，解雇，報告などの権限
を取締役会に与えることで，その独立性を高めるべきであると主張する。本研究では、こ
のホフマンらの主張を「取締役会の代理人説」と呼ぶこととする。 
 しかしながら、取締役会の実態は、上場の有無や企業の規模、出身国などの違いによっ
て大きく変化するものであり、取締役会の代理人説は理論命題として求められる普遍性な
いし適用可能性を欠いていると思われる。 
 また、本研究の第 1 の目的は、「欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムが、倫
理ではなくコンプライアンスを強く重視する形で実践がされていること」を検証すること
である。このことに関連して、企業統治的研究の先行研究では、CECO という概念の使用
が一般化しており、コンプライアンス・オフィサーとエシックス・オフィサーの違いがあ
まり考慮されていない。ホフマンらも、2000 年代半ばの投資信託の不祥事の事例分析を通
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して、取締役会の代理人説を提唱しているが、彼らがエシックス・オフィサーとして、分
析しているのは実際にはコンプライアンス・オフィサーである。 
なお、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者についての研究自体は、アメ
リカでは、1990 年代以前にもわずかであるが行われていた（Center for Business Ethics, 
1986, 1992; Fitzpartrick, 1996; Weaver et al., 1999a; Morf et al., 1999）。しかし、これら
の研究のほとんどは、同プログラムの実態調査研究の一環として運営担当者の設置率など
を部分的に解明したものにすぎなかった。また、アメリカでは、2000 年以降、運営担当者
のみを対象とした研究が増加したものの、その大半は、実態調査研究である（Weber & 
Fortun, 2005; HCCA & SCCE, 2009, 2010a, 2010b, 2011; Rebecca, 2009）13。 
 
第2項  企業統治的研究と本研究の関係 
1. アメリカ以外の国を対象とした研究の乏しさ 
 アメリカで登場した倫理・コンプライアンス・プログラムは、事業のグローバル化や、
汚職や内部通報等に関する世界的規模での規制強化などを背景に、近年アメリカ国外でも
普及が進んでいる。アメリカ国外の倫理・コンプライアンス・プログラムの運営と監督の
実態についてはほとんど明らかにされていない。 
筆者のサーベイでは、ドイツ語圏での研究としては、クロッツ（Klotz, 2010）がいち早
く、多国籍企業のコンプライアンス体制の構築過程における CCO からコンプライアンス・
オフィサーへの適切な権限委譲の重要性を指摘している。しかし、この研究は、CCO の独
立性と権限の基盤となる取締役会（Aufsichtsrat）ならびに執行役会（Vorstand）14との関
係についてほとんど考察していない。 
また、フランスでは、アメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログラムの否定論が支
配的であり、この中で経営者による取り組みの形骸化を指摘する論者もいる。たとえば、
倫理憲章や内部通報制度は、社会的責任を全うしているとの企業の評判を高めたり（Pereira, 
2009; デルガ, 2005）、業績を向上させたり（Larue, 2007）するために、導入されているに
すぎないといった主張がある。アントンマッティ＝ヴィヴィアン（Antonmattei & Vivien, 
2007, p.13）は、ユーロネクスト・パリ上場企業特定銘柄 40 社株価指数 CAC40 の構成企
業（以下、CAC40 社という）16 社、CAC40 社を含むユーロネクスト・パリ上場企業特定
銘柄 120 社株価指数 SBF120 の構成企業（以下、SBF120 社という）4 社、アメリカ企業
の子会社 4 社の倫理憲章を分析し、雇用者の行動規範と責任について規定した憲章は、ほ
とんどなかったと指摘している15。 
とはいえ、フランスにおける倫理・コンプライアンス・プログラムについての先行研究
は、フランスとアングロサクソンとの法的・文化的差異に焦点を当てた分析がほとんどで
ある。このような中で、この形骸化の主張の根拠となる経営者が①倫理担当者と②取締役
会に対し、強力な影響力を有しているか否かの事実関係については、これまでほとんど検
証されてこなかった。実際、アメリカの企業統治的研究に関する議論も、フランスでは、
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ようやく 2012 年末にフランス取締役協会（Institut Français des Administrateurs）によ
って紹介され始めた程度である（IFA, 2012, p.4）。 
とりわけ、各国の企業は独自の企業統治問題を抱えており、ホフマンらが主張したよう
に、取締役会と CECO との結びつきを強化するだけで監督機能が十分に強化されるとは一
概に言えないはずである。したがって、倫理・コンプライアンス・プログラムの国際比較
を行う際には、各国の企業統治問題の実態とその違いを踏まえた考察が必要であると思わ
れる。このような理由を踏まえ、本研究が各国の倫理・コンプライアンス・プログラムの
運営担当者と監督機関の実態を分析し、これを国際比較することは、企業統治的研究の今
後の発展に貢献することと期待される。 
 
2. 取締役会の代理人説の妥当性の検証 
 企業統治的研究の議論の動向や現状については第 3 章で具体的にレビューするが、企業
統治的研究の主要理論は、ホフマンらが提唱した取締役会の代理人説しか見当たらない状
況にある。同説は、取締役会の独立性の高さを暗黙の前提に、倫理・コンプライアンス・
プログラムの形骸化を防止するには、その担当者を取締役会の代理人として位置付けるこ
とが重要であると主張する。しかし、取締役会の代理人説の前提とは異なり、実際には、
どの国においても、経営者が取締役会に対して大きな影響力を行使できる場合が少なくな
いように思われる。 
 このような問題意識を踏まえ設定した本研究の第 2 の問いの検証は、取締役会の代理人
説の妥当性を検証する試みである。その問いは、「倫理・コンプライアンス・プログラム
の運営担当者を取締役会の代理人として位置付けただけでは、経営者によるこの取り組み
の形骸化の防止の効果は多くを期待できないのではないか」である。取締役会の代理人説
の限界を明らかにすることは、企業統治的研究の理論面での課題を解明することにもつな
がると思われ、このことは企業統治的研究の今後の発展に寄与するものと期待される。 
 
3. 本研究のその他の特徴 
 企業統治的研究では、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者と経営者の権
力関係に大きな関心が置かれるため、この運営担当者が倫理の専門家かそれとも法律の専
門家かといった違いはあまり問題とされない。しかし、本研究の第 1 の目的である、「欧
米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムの取り組みがコンプライアンスを中心に展
開されているのか否か」の検証には、この違いは重要であると思われる。というのも、企
業がもし、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営と監督をジェネラル・カウンセル
や監査委員会などに委ねているとすれば、このことは、その取り組みが倫理ではなくコン
プライアンスを中心に実践されている大きな証拠であると考えられるからである。 
 最後に、倫理・コンプライアンス・プログラムの世界的普及とは対照的に、実態調査研
究、実践過程研究、そして企業統治的研究のいずれにおいても、国際比較が十分に行われ
18 
 
ていない現状にある。このような中で、欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラム
の導入の背景や動機、現状、および運営担当者、経営者、取締役会の権力関係などの共通
点や相違点などについては、十分究明されていない現状にある。本研究は、アメリカ、イ
ギリス、ドイツ、フランスの倫理・コンプライアンス・プログラムの国際比較を通し、各
国の取組みの共通点や相違点などの究明を試みる。 
 
おわりに 
本章では、倫理・コンプライアンス・プログラムの先行研究の潮流を①実態調査研究、
②実践過程研究、②企業統治的研究の 3 つのタイプに整理・検討した。第 1 の実態調査研
究は、アンケート調査やアニュアル・レポートの分析などを通して、倫理・コンプライア
ンス・プログラムの整備状況などを解明する研究スタイルである。次に、第 2 の実践過程
研究は、1990 年代以降展開されてきた倫理・コンプライアンス・プログラムの実践に伴う
価値観の変化や浸透などの解明を重視する研究の潮流である。そして、第 3 の企業統治的
研究は、経営者の巨大な影響力を念頭に、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担
当者の資源と権限の強化、および取締役会の監督機能の向上を重視する研究の潮流である。 
序章で示したように、本研究は、以下の 2 つの推論（問い）を検証することで、企業統
治的研究の今後の発展に寄与することを目的としており、当然のことながら、企業統治的
研究に属する。 
推論①「欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムが、倫理ではなくコンプライア
ンスを強く重視する形で実践がされていること」 
推論②「倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者を取締役会の代理人として位
置付けただけでは、経営者によるこの取り組みの形骸化の防止の効果は多くを期待
できないこと」 
しかしながら、本研究は、以下のような理由から、企業統治的研究に限らず、実態調査
研究および実践過程研究の観点からも、意義のあるものと思われる。 
本研究は、第 1 の問いの検証に向け、欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラム
がコンプライアンス中心であることを示すために、欧米各国の倫理・コンプライアンス・
プログラムの普及の背景や導入状況、および共通点や相違点などの解明を試みる。これは、
国際比較の乏しい倫理・コンプライアンス・プログラムの実態調査研究の観点からも意義
のあることと思われる。 
また、実践過程研究では、コンプライアンスだけを重視した倫理・コンプライアンス・
プログラムの実効性が比較的乏しいことが指摘されてきた。本研究が、どの国の倫理・コ
ンプライアンス・プログラムもコンプライアンス中心であることを検証できれば、コンプ
ライアンス中心からの脱却が未だに各国共通の大きな課題であることを指摘することにな
る。 
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注 
1 連邦量刑ガイドラインは、裁判官が刑事罰の量刑を決める際に参考とするガイドライン。
1987 年に個人の量刑を対象として策定されたが、1991 年の改正により企業等の組織の量刑
も対象となった。連邦量刑ガイドラインについては、第 3 章と第 5 章で詳しく検討する。 
2 United States Sentencing Commission. 2007 Federal Sentencing Guidelines§8B2.1. 
Effective Compliance and Ethics Program ＜http://www.ussc.gov/2007guid/8b2_1.html
＞（アクセス日：2009 年 8 月 1 日） 
3 ERC は、公的・私的機関における倫理を対象に研修や調査、出版物の刊行などの活動を
行う 1922 年に設立されたアメリカの NPO である。倫理・コンプライアンス・プログラム
の実態調査研究に関しても、多くの報告書を公表している。 
4 連邦量刑ガイドラインの対象が，従来の「犯罪行為（criminal conduct）」ではなく，「コ
ンプライアンスと倫理」と明記されたのは 2004 年の改正による。 
5 もともと、デュー・ディリジェンスは「M&A 取引に関する意思決定を行うに際して、対
象会社ないしは事業等に対する実態を把握し、問題点の有無を把握するために行う調査の
こと」を意味する用語として使用されてきた。定義は以下から引用。あずさ監査法人 HP, 
http://www.azsa.or.jp/b_info/keyword/duediligence.html, 2012 年 4 月 3 日アクセス。 
6 1976 年に設立されたベントリー大学（Bentley University）の企業倫理研究機関。創立
者は、取締役会の代理人説を提唱したミカエル・ホフマン（Michael Hoffman）。ベントリ
ー大学の企業倫理センターのホームページ, 
http://www.bentley.edu/centers/center-for-business-ethics, 2013 年 11 月 27 日アクセス。 
7 正確な実施年は明記されていないため不明。 
8 NBES は、ERC が定期的に行ってきたアメリカにおける企業倫理の実践の実態調査であ
る。 
9 2013 年度の調査結果が公表されたのは、本論文の提出直前の 2014 年 2 月であり、その
結果の内容については本研究の中では具体的に検討できていない。 
10 FTSE100 社は、ロンドン証券取引所上場企業株価指数上位 100 社で構成される。 
11 歴代の調査論文の中では、倫理・コンプライアンス・プログラムは「企業倫理制度化」
と呼ばれている。 
12 カプタインの倫理文化の構成要素については第 2 章で具体的に検討する。 
13 その他の研究として，アドボル（Adbor, 2006）は，コールバーグやプラトンなどの先行
研究を整理して，エシックス・オフィサーという用語を用いて，それが成果を生み出す仕
組みを検討している。だが，その中では，連邦量刑ガイドラインの制定以降に CECO が増
加した歴史的背景と，その規定の中で CECO がコンプライアンスも担当するとされている
という制度的事実が全く言及されておらず，そのため現実に適応することは困難なモデル
であると位置づけられる。また，自らの CECO としての経験に基づいてコンプライアンス
と倫理の異質性を主張し，CECO を法務関係者が担当すべきではないと主張したダリー
（Daly, 2006）の研究等がある。 
14 ドイツは、業務執行と監督を分離する二層制の取締役会制度を採用している。監督機関
としての取締役会の国際比較を行うに当たっては、二層制の取締役会制度を採用する国で
は、監督を担当する機関を分析対象とするのが一般的である。このことから、本研究では、
二層制の取締役会制度を採用している国においては、業務執行の担当機関を「執行役会」、
監督の担当機関を「取締役会」と表記して、分析を行うこととする。 
15 具体的な数は、文献の本文に記載がなく不明。 
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第 2章 実践過程研究の理論と主要概念 
 
はじめに 
 実践過程研究は、1990 年代以降展開されてきた、倫理・コンプライアンス・プログラム
の運営手法や従業員の認識の変化など、同プログラムの実践過程の分析に焦点を当てた研
究の潮流である。倫理・コンプライアンス・プログラムの研究領域では、倫理やコンプラ
イアンスを含め、実践過程研究の領域で構築・規定されてきた概念が用いられるケースが
少なくない。とはいえ、実践過程研究の先行研究の概念規定には、いくつか疑問が生じる
ものが少なくない。 
 本章では、実践過程研究の先行研究をレビューし、先行研究における倫理、コンプライ
アンス、倫理・コンプライアンス・プログラムといった主要概念の特徴をより詳細に分析
していく。本研究の第 1 の問いは、倫理・コンプライアンス・プログラムが倫理とコンプ
ライアンスのどちらを中心に展開されているのかを究明することである。先行研究と本研
究におけるこの 2 つの概念規定の違いをより明確にすることが本章の主な目的である。 
 
第1節 倫理・コンプライアンス・プログラムの理論的特徴 
第1項  厳密さを欠く実践過程研究の概念規定 
 倫理・コンプライアンス・プログラムの理念型として最も広く知られ、議論されてきた
のは、ペインの提唱した二類型である。彼女は、倫理・コンプライアンス・プログラムは、
①コンプライアンスだけを目的に強制的手法を中心に運営されるものと、②倫理の確立を
主な目的に従業員の自発性を重視した運営がされるものに大別できるとした。もっとも、
この後者の倫理と自発性を重視した取組みにおいても、コンプライアンスが目的の一部と
して位置付けられていることには注意が必要である。本節では、彼女の提唱した二類型に
ついて分析する。 
 ペインの提唱した二類型の内容を厳密に論じるに当たっては、各類型の名称の不統一と
いう問題に直面することになる。そもそも提唱者であるペイン自身が、強制的手法を重視
するアプローチを「法令遵守プログラム（legal compliance program）」、「倫理へのコンプ
ライアンス・アプローチ（a compliance approach to ethics）」、「コンプライアンス戦略
（compliance strategy）」などと呼び、自発的手法を重視するアプローチも、「インテグリ
ティ戦略（integrity strategy）」や「インテグリティ・イニシアティブ（integrity initiative）」
などと呼んでおり、決まった呼び方をしていない（Paine, 1994, pp.110-113）。 
 このような事情から、ペインの 2 つのモデルの有効性の検証を目指した後続の研究者た
ちも、それぞれ独自の呼び方をする事態となっている。たとえば、スタンズバリー＝バリ
ー（Stansbury & Barry, 2007）は、それぞれ、「コンプライアンスに基づく倫理プログラ
ム（compliance-based ethics programs）」、「価値に基づく倫理プログラム（values-based 
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ethics programs）」と呼んでいる（Stansbury & Barry, 2007, pp.240-245）。そのほかに、
ウィーバー、トレヴィーニョ、コクラン、タイラーも、自発性を重視するアプローチを「価
値志向のプログラム（values-oriented programs）」、「価値ベースのプログラム
（values-based programs）」、「インテグリティ・アプローチ（integrity approach）」、
「価値・インテグリティ・アプローチ（the values-and-integrity approach）」などと呼ん
でおり、強制的手法を重視するアプローチに対しても様々な呼び方をしている（Tyler et al., 
2008; Weaver & Treviño, 1999; Weaver et al., 1999a, b, c）。 
なお、以上の一連の呼び名を見てもわかるように自発的手法を重視するアプローチの呼
び名には、インテグリティ（integrity）ないし価値（values）という用語が使用されるこ
とが多い。梅津（2007）によれば、インテグリティとは、力量の優秀さや人格の高潔さな
ど、様々な面での卓越性が、個人や集団の意思決定や行為の中に十分あらわれている状態
のことを言い、アメリカ企業の企業倫理関連の文書の中で広く用いられてきた用語である
という（梅津, 2007, 10 ページ）。このように、梅津はインテグリティの対象となる卓越性
には、善悪の要素だけでなく知識や技能の優秀さも含まれるとする。 
これに対し、インテグリティの評価基準を善悪の次元のみに留める見方もある。たとえ
ば、第 3 章で詳述する ERC やビジネス・ラウンドテーブルなどが共同で作成したガイドラ
インの中では、インテグリティは「一貫して、自分の個人的確信と原則に従って生き、正
しいことをすること（Chief Ethics & Compliance Officer (CECO) Definition Working 
Group（以下、CECODWG と表記する）, 2007, p.27）」を意味するとされている。 
このように、インテグリティを構成する卓越性の種類には論者によって若干の違いがみ
られる。しかし、インテグリティが制度の設置状況といった表面的・量的なものではなく、
意思決定や行為といった制度の影響を受ける対象の実際的・質的なものを問題とする概念
であることに変わりはないと思われる。 
もっとも、ペイン自身が「価値」という用語よりも「インテグリティ」という用語をメ
インに使用しているにもかかわらず、後続の研究者たちは、この「価値」という用語の方
を頻繁に採用している1。そして、先述したように、実践過程研究において、「価値」は、義
務としてのコンプライアンスの対比語として、個人の価値観を重視する自発性という意味
合いで使用されてきた。したがって、倫理・コンプライアンス・プログラムにおける「価
値」という用語は、個人の「価値観」に非常に近い意味合いを含んでいるといえよう。 
「価値」を主観的価値観とする実践過程研究の概念規定は、アメリカの企業倫理学とい
う研究領域における「価値」の概念規定と比べても特徴的である。価値という概念の性質
について、アメリカの企業倫理学者の間では、経営学と倫理学の方法論的統合を目指し、
1990 年代以降 2000 年代後半まで活発に議論されてきた（e.g. Treviño & Weaver, 1994; 
Freeman, 1994, 2000; Singer, 1998; Rosenthal & Buchholz, 2000; De George, 2006b; 
Rorty, 2006a, b; Werhane, 2006; Sandberg, 2008a, b; Wempe, 2008; Dienhart, 2008; 
Harris & Freeman, 2008 ; Hartman, 2008）。論争の中では、企業倫理を研究する倫理学者
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たちは、個人的で主観的な価値観ではなく、どのような経営者も従うべき普遍的な価値の
到達に努めてきたのであり、価値という用語は、本来「何をすべきか」を表す「当為」の
意味合いで使用されてきたことが指摘されてきた（Treviño & Weaver, 1994）。 
 
第2項  ペインの倫理・コンプライアンス・プログラムの二類型 
ここでは、ペインの提唱した①コンプライアンスを目的に強制的手法を中心に運営され
るプログラムと、②コンプライアンスのみならず倫理の浸透を主な目的に従業員の自発性
を重視した運営がされるプログラムを、それぞれ「コンプライアンス・アプローチ」と「価
値観重視のアプローチ」と呼ぶこととする。プログラムの類型の名称にその運営手法であ
る「アプローチ」という言葉を当てることには違和感が伴うが、このような呼び方は実践
過程研究の先行研究に共通した特徴であり、この点については後節で説明する。 
図表 2-1 は、ペインの提唱した 2 つの倫理・コンプライアンス・プログラムのそれぞれ
の特徴を表したものである。 
 
図表 2-1：ペインの倫理・コンプライアンス・プログラムの二類型 
 コンプライアンス・アプローチ 価値観重視のアプローチ 
精神的な支柱 外部から強制された基準への服従 選択した基準に基づいた自己統治 
目的（objective） 犯罪行為の防止 責任ある行動の促進 
リーダーシップ 弁護士主導 （弁護士や人的資源管理部門のサポートの下での）経
営者主導 
手法（methods） 教育、自由裁量の制限、監査、統制、
処罰 
教育、リーダーシップ、説明責任、組織のシステムと
意思決定プロセス、監査、統制、処罰 
人間の行動に対す
る基本的前提 
物的な自己利益に導かれる自律的
存在 
物的な自己利益のみならず、価値観、理想・観念、同
僚に導かれる社会的存在 
評価基準 刑法、規制（regulatory law） 企業の価値観や熱望、（法律を含む）社会的義務 
スタッフ 弁護士 （弁護士などのサポートの下で）経営幹部や管理職 
活動 基準の発展・改訂・強化、教育、コ
ミュニケーション、報告された犯罪
行為の対処、行動調査、監査、監査
の監視、 
企業の価値観や基準の発展の指揮、教育、コミュニケ
ーション、倫理・コンプライアンス・プログラムの企
業システムへの統合、ガイダンスや協議会の実施、実
践という面での価値観の評価、問題の認識・解決、コ
ンプライアンスの監視 
教育 コンプライアンスの基準・制度 意思決定と価値観、コンプライアンスの基準・制度 
出典：Paine, 1994, p.113 を一部修正（アプローチの名称など）。 
 
コンプライアンス・アプローチは企業の顧問弁護士などによって設計され、その目的は、
違法行為の防止・発見・処罰にある（Paine, 1994, p.109）。コンプライアンス・アプロー
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チは、人間は、その行動が複雑かつ動態的な心理的要因には左右されず、あくまで自己利
益の最大化という単純化された行動原理に従って行動する生き物であるとの人間観に基づ
いている。そのため、コンプライアンス・アプローチは、コンプライアンス基準の設定や
報告制度の設置といった、人間の心の外部にある諸条件を変化させることで人間の行動を
統制しようとすることに特徴がある。 
他方、価値観重視のアプローチは、コンプライアンス・アプローチとは異なり、人間の
行動は価値観や感情といった心理的側面の変化に大きく左右されるものであるとの前提に
立脚している。そして、人間の心理的側面の変化が人間の行動に与える影響は、金銭的報
酬や罰則といった心の外部の諸条件による影響よりも大きいとの前提に立脚している。そ
のため、価値観重視のアプローチは、コンプライアンス・アプローチ同様、従業員教育、
報告・監査・内部統制制度などといった各種制度が整備されるものの、あくまで従業員に
よる自己統治を基盤としたプログラムであるとされている（Paine, 1994, p.110）。 
また、組織構成員の行動を強制的に統制していくことよりも、企業倫理やコンプライア
ンスを重視するという価値観が、組織構成員の日々の姿勢や行動に文化という形で反映さ
れていくことこそが重要であるとされる。このような文化は、今日、倫理文化（ethical 
culture）と呼ばれている。ペイン（Paine, 1994）は、マーティン・マリエッタ（Martin 
Marietta）やノバケア社（NovaCare Inc.）といった倫理・コンプライアンス・プログラム
の成功事例では、全て価値観重視のアプローチを通した倫理文化の構築がみられると指摘
していた。 
 
第2節  倫理・コンプライアンス・プログラムと倫理文化の関係 
第1項  倫理文化の概念 
1. カプタインの企業倫理の美徳モデル 
倫理文化は、「倫理風土（ethical climate）」とも呼ばれ（Treviño et al., 1999, p.141）、
倫理・コンプライアンス・プログラムの成果を表す重要な指標の 1 つとして、活発に議論
されてきた（e.g., Treviño et al., 1999; Treviño, 2006; Tyler et al., 2008）。先行研究におけ
る倫理文化の定義には、①「倫理的に良い面と悪い面の両方を含めた倫理に関する文化」
とする広義の定義（Treviño et al., 1999; Treviño, 2006）2と、②倫理的に悪い面を非倫理
的な文化とし倫理的に良い面のみを倫理文化とみなす狭義の定義（Kaptein, 2008b, 2011; 
ERC, 2007, 2009a, 2010）の 2 種類がある。 
本章では、便宜上、狭義の定義を採用し、倫理的に良い文化を「倫理文化」、非倫理的な
文化を「非倫理的文化」と呼ぶことにする。カプタインは、従業員の倫理的な行動を促進
すると同時に従業員の非倫理的な行動を防止する組織文化を倫理文化 3としている
（Kaptein, 2008b, p.924）。 
カプタインは、倫理文化の測定指標として、企業倫理の美徳モデル（Corporate Ethical 
Virtues Model、以下、CEV モデルという）を提唱している。CEV モデルは、以下の 8 つ
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の指標から構成される4。この CEV モデルでは、それぞれの指標でどれだけ肯定的な結果
が得られるのかにより、当該組織の倫理文化を測定できるとされ、非倫理的な指標は評価
基準から除外されている。 
① 明白さ（clarity）：組織構成員が従うべき倫理的価値観の規準（以下、倫理規準と
いう）が具体的かつ明快な綱領や原則として明確化されている程度。 
② 現場の管理者の整合性（congruency of local management）：現場の管理者層が自
分たちの行動に組織の倫理規準を適用する程度。 
③ 上級管理者の整合性（congruency of senior management）：上級管理者層が自分
たちの行動に組織の倫理規準を適用する程度。 
④ 実行可能性（feasibility）：組織で従業員が自らの責任を果たすのに必要かつ十分
な時間、予算、設備、情報、権限などが用意されている程度。 
⑤ 支援可能性（supportability）：組織で従業員間での倫理的行動が促されている程
度。 
⑥ 透明性（transparency）：不正行為及びその結果が同僚、監督者、管理者、部下た
ちに見える程度。 
⑦ 討論可能性（discussability）：倫理的葛藤や不正行為などが、内部で討論されうる
程度。 
⑧ 処罰・是認可能性（sanctionability）：非倫理的なふるまいは処罰され、倫理的な
ふるまいは報われるだろうと、従業員が信じている程度。 
 第 1 の明白さは、組織が、その構成員に組織の価値観をどれだけわかりやすく具体的に、
明文規定を通して明示しているかということである。組織の価値観が明白にされていない
場合、不正行為が発生したり隠蔽されたりする危険性が高まりやすくなる。次に、第 2 と
第 3 の管理者の整合性とは、地位の低い管理者層とかなり地位の高い管理者層が、それぞ
れどれだけ組織の倫理的諸期待に沿って行動しているのかということである。たとえ、明
文規定を通して明白さが保たれていたとしても、実際に経営陣や工場長といった地位の高
い者が自らの行動で体現していなければ、地位の低い者を納得させることは困難であろう。 
 第 4 の実行可能性とは、従業員が組織が明示した倫理規準に沿って行動することを容易
にする制度的環境（予算の割当てや情報伝達制度の促進など）が、組織の中でどれだけ整
備されているのかということである。 
そして、第 5 の支援可能性とは、第 4 の条件の整備とは別に、組織の中で実際にどれだ
け従業員の倫理的行動が奨励されているのかということである。たとえ、十分な時間や予
算、権限が与えられていたとしても、それらの取り組みが形式的なものであり、そのよう
な行動をとる従業員に対して敵対心や不信が生ずるような風土が定着していれば、それだ
け倫理的行動は困難になると思われる。 
 次に、第 6 の透明性とは、あらゆる組織構成員から不正行為ならびにその結果がどれだ
け見えるようになっているかの程度であり、「可視性（visibility）」とも呼ばれる。「見える
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（visible）」とは「知ることができる」ないし「知ってもらうことができる」という意味で
あり、十分な情報公開や説明責任の実践に対応している。また、第 7 の討論可能性とは、
倫理やコンプライアンスについて討論することが組織内部でどれだけ許されているのかと
いうことである。これは「ディベート可能性（debatability）」とも称される（Kaptein, 2008b, 
p.926）。 
最後に、第 8 の処罰・是認可能性とは、組織の中で厳正な処罰のみならず評価が行われ
ていると従業員がどれだけ信じているかの程度である。不正行為の行為者が処罰を受ける
ことはないと従業員が信じているならば、従業員が企業内部の機関への内部通報を選択す
る可能性はそれだけ低くなるだろう。 
 
2. ERCの倫理文化の定義 
そのほかに、ERC も、カプタイン同様、倫理文化は、倫理的に良い要素のみで構成され
るとしている。ERC（2010）は、倫理文化を、①経営トップ、②全ての管理階層、③全て
の従業員の間で、倫理コミットメントが伝達、強化、定着している程度であるとしている
（ERC, 2010, p.10）。 
ERC は、この倫理文化を、①倫理的リーダーシップ（ethical leadership）、②管理者に
よる強化（ supervisor reinforcement）、③同僚の倫理へのコミットメント（ peer 
commitment to ethics）、④具現化された倫理的価値観（embedded ethical values）の 4 つ
の観点から評価できるとし、測定してきた（ERC, 2009a, p.25）。 
第 1 の倫理的リーダーシップとは、「正しいことをするとリーダー達を信頼できるという
信念、及び、トップとしての風格（ERC, 2007, p.9）」である。したがって、倫理的リーダ
ーシップは、経営者などのリーダー達が、部下達から信頼されうるような風格を備えてお
り、かつ、そのような信念が組織において全体的に共有されているか否かによって評価さ
れる。 
とはいえ、全ての従業員が経営者と常に接することは困難であり、従業員は、身近な上
司を手本に経営者の姿勢を判断する傾向がある。そのため、経営者のみならずそのほかの
全ての管理者層が常日頃から企業倫理の確立に向けて取り組むことが重要である（＝第 2
の管理者による強化）。また、上司との関係のみならず、同僚との関係においても、日常会
話や勤務態度などで企業倫理を重視する姿勢が体現されていることも必要である（＝第 3
の同僚の倫理へのコミットメント）（ERC, 2007, p.9）。このように、第 2 の管理者による強
化と第 3 の同僚の倫理へのコミットメントは、それぞれ、上司との垂直的な関係と同僚同
士の水平的な関係の中で、どれだけ倫理を重視する風土が確立されているかによって評価
される。 
最後に、第 4 の具現化された倫理的価値観とは、組織が目標として掲げる倫理的価値観
と実際に組織の中で確立されている倫理的価値観に矛盾がないことである。 
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第2項  倫理・コンプライアンス・プログラムと倫理文化の関係 
倫理・コンプライアンス・プログラムは、倫理綱領や相談窓口、倫理担当者等の各種制
度の導入と運用を通して従業員の行動を統制していこうとする取り組みである。他方、倫
理文化は、共通の価値観、信念、伝統などで構成される組織における非公式な統制のシス
テムである（Kaptein, 2009, p.262）。そして、倫理文化は、従業員の行動をコンプライア
ンスや倫理に違反しないものへと統制しようとする点では、倫理・コンプライアンス・プ
ログラムと共通している。 
とはいえ、倫理文化を構成する共通の価値観や信念、伝統などは、倫理綱領や相談窓口、
倫理担当者等の各種制度の有無に関係なく、従業員の行動を直接規律することになる。そ
のため、たとえ、倫理・コンプライアンス・プログラムが導入されていなくても、強固な
倫理文化さえ確立されていれば、従業員の行動をコンプライアンスや倫理に反しないもの
へと統制していくことは可能であると考えられる。この意味で、倫理文化は、倫理・コン
プライアンス・プログラムよりも企業倫理の確立に直結しているといえよう。 
そして、ペインの価値観重視のアプローチは、倫理・コンプライアンス・プログラムを
通して、従業員の価値観を変革したり、より良い価値観を共有したりしていこうとする取
り組みである。この意味で、ペインの価値観重視のアプローチの目的は、倫理文化の確立
にあるということができよう。そして、倫理文化の確立を目指す価値観重視のアプローチ
は、倫理文化をはじめとする心理的要素を無視するコンプライアンス・アプローチよりも
優れていると考えられる。 
実際、先行研究では、コンプライアンス・アプローチよりも価値観重視のアプローチの
方が優れているとしたペインの主張の正しさを裏付ける実証分析の結果が一貫して報告さ
れてきた。これらの実証研究では、強制的方法と自発性を重視する方法とでは、自発性を
重視する方法の方が倫理・コンプライアンス・プログラムの有効性5が増すことが明らかに
されてきた。そして、コンプライアンス・アプローチが強制的方法を、価値観重視のアプ
ローチが自発性を重視する方法をそれぞれ特徴とすることを理由に、価値観重視のアプロ
ーチのコンプライアンス・アプローチに対する優位性が主張されてきた。 
 
第3節  実践過程研究における概念規定の問題点 
第1項  プログラムそのものとアプローチの区別 
前節までの先行研究レビューを踏まえ、先行研究における倫理・コンプライアンス・プ
ログラムの概念規定には、以下の 3 つの問題点がみられる。 
① アプローチとプログラムそのものの違いが明確にされておらず、両者の概念の混同
や分析の際の不都合などが生じやすいこと。 
② 倫理とコンプライアンスの違いが明確にされてこなかったため、倫理・コンプライ
アンス・プログラムの対象が何であるのかについてよくわからないこと。 
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③ プログラムの目的であるコンプライアンスは企業倫理よりも重要な企業の責任であ
るにもかかわらず、コンプライアンス・アプローチは価値観重視のアプローチより
も劣っているとされてきたこと。 
第 1 の問題点は、アプローチとプログラムそのものの違いが明確にされておらず、両者
の概念の混同や分析の際の不都合などが生じやすいことである。そもそも、先述したよう
にペイン自身は、自身の提唱した倫理・コンプライアンス・プログラムの類型を、「プログ
ラム」、「アプローチ」、「イニシアティブ」、「戦略」など様々な名称で呼んでいる（Paine, 1994, 
pp.110-113）。また、ペインの 2つのモデルの有効性の検証を目指した後続の研究者たちは、
倫理・コンプライアンス・プログラムを語尾に「アプローチ」ないし「プログラム」のい
ずれかを付ける形で称する場合が多いものの、「プログラムそのもの」とその運営方法であ
る「アプローチ」を明確に区別しているわけではない（Tyler et al., 2008; Weaver & Treviño, 
1999; Weaver et al., 1999a, b, c）。 
しかしながら、倫理・コンプライアンス・プログラム自体は、あくまで倫理とコンプラ
イアンスを対象とした取り組みそのものを指しており、その運営方法とは明確に区別され
なければ矛盾が生じることになる。すなわち、先述したように、コンプライアンスのみを
目的としたプログラムの下で、人間の心理的内面の変化の作用を重視したアプローチが採
られた場合には、この取り組みは、コンプライアンス・アプローチの要素と価値観重視の
アプローチの要素の両方を兼ね備えている。他方、倫理的価値観の浸透を目的としたプロ
グラムの下で、強制的・抑圧的な手法が重視された場合にも、この取り組みは、コンプラ
イアンス・アプローチの要素と価値観重視のアプローチの要素の両方を兼ね備えている。 
また、倫理・コンプライアンス・プログラムの制度そのものは、倫理とコンプライアン
スの確立に向けて従業員の行動を標準化していくための統制手段である。そのため、これ
ら 2 つのうちいずれのアプローチがとられたとしても、程度の差はあれ、所与の組織の倫
理的価値観の個人の倫理的価値観への定着を目指す意味では、強制的であることに変わり
はないと思われる。 
したがって、倫理的価値観の定着を目的としたプログラムにおいても、その必要性故に、
自発性を重視する手法よりも強制的な手法が多く取られる事態が起きうると考えられる。
というのも、倫理・コンプライアンス・プログラムの下で確立が目指される倫理的価値観
は、①全ての従業員の間で完全に共有されるとは限らず、また、②必ずしも各従業員の倫
理的価値観と一致するとは限らないからである。このことはペイン自身も認識していたよ
うであり、図表 2-1 に示したように、価値観重視のアプローチの下では、あくまで従業員の
自己統治を基盤としながらも、監査、統制、処罰といった比較的強制的な手法は維持され
続けるのである。 
いずれにせよ、倫理・コンプライアンス・プログラムそのものの性質とアプローチの特
徴を混同しないためにも、「プログラム」と「アプローチ」という用語は、本来は厳密に区
別して用いられることが必要であると考えられる。 
28 
 
 
第2項  倫理とコンプライアンスの概念的性質の違い 
第 2 の問題点は、倫理とコンプライアンスの違いが明確にされておらず、両者の概念の
混同や分析の際の不都合が生じやすいことである。第 1 章第 1 節で指摘したように、倫理・
コンプライアンス・プログラムが倫理とコンプライアンスの両方を対象とすることは、先
行研究における倫理・コンプライアンス・プログラムの概念規定の共通点の 1 つである。
このことは、実践過程研究においても同じである。 
しかし、これらの先行研究では、倫理とコンプライアンスの両方を対象とするとされて
いても、倫理とコンプライアンスの違いが明確にされていない。そのため、実践過程研究
の先行研究では、倫理・コンプライアンス・プログラムの対象が何であるのかについて明
確に規定されないまま、分析が展開されてきたのである。 
このことを受け、本研究は、倫理とコンプライアンスの概念をそれぞれ以下のように規
定し、考察を行うものである6。まず、コンプライアンスの対象である法律ないし規則は守
らなければならない「成文化された社会的諸期待」であり、倫理は法律や規則として成文
化される前の段階の社会的諸期待である（Carroll, 1991）。社会には、企業やビジネスは「こ
うあるべき」ないし「こうあるべきではない」など、様々な主体や事柄に関する期待が形
成・共有されている。 
これらの社会的諸期待には、粉飾決算の禁止や危険な商品の提供など法律や規則といっ
たルールとして義務化されているもの（＝コンプライアンスの対象）と、一部の集団の中
だけで共有されていたり、新しい価値観として登場し始めたばかり等の理由から、まだ法
制度化の段階にまで至っていないもの（＝企業倫理の対象）の 2 種類がある（Carroll, 1979, 
p.500）。 
コンプライアンスの対象である法律や規則と企業倫理の対象である倫理には、それぞれ
以下のような特徴ないし相違点がある。なお、ここでいう規則は、上場規則など、一組織
レベルではなくより多くの主体に影響力を及ぼすことができる規則のことを想定している。
まず、法律や規則は、一部の集団などで共有されている程度に留まる倫理とは異なり、こ
れらを策定した国家などの下で強制力を伴うものである。加えて、コンプライアンス違反
に対しては、特定の公的な機関によって厳しい取り締まりや監査が行われているのが通常
であり、違反の中には厳しい罰則が科されるものも少なくない。また、コンプライアンス
違反のリスクは、その大きさ故に、一般的に広く知られていることが少なくない。 
これに対し、倫理は、社会で共有されている常識やマナー程度の位置づけであり、法律
ほどの強制力を伴うものではない。そのため、多少の違反を見逃しても価値観の共有や啓
蒙を通した意識の改善を図るなどの裁量が少なくともある程度は残されている（Carroll, 
1991; CECODWG, 2007, p.18）。また、倫理の内容は、各人の価値観や文化の違いなどに
よって大きく変化しやすく、倫理違反については、それが違反なのかどうかや非難される
べきかどうかさえ立場が分かれることがある。 
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以上のような相違点などを理由に、CSR の先行研究では、企業が果たすべき責任の中で
は、コンプライアンス（法的責任の遂行）は企業倫理（倫理的責任の遂行）よりも重要性
が高いと位置づけられるのが通常である。広く引用されている企業の社会的責任の定義に、
キャロル（Carroll, 1991）の定義がある。彼は企業の社会的責任は、①経済的責任（利益
追求や株主価値の最大化など）、②法的責任、③倫理的責任、④フィランソロピー的責任（社
会貢献）の順に重要であるとしている。これに対し、法的責任を経済的責任よりも重要で
あるとする論者（森本, 1994, 74-75 ページ）や、経済的責任を法的責任と倫理的責任7より
も下位に位置づける論者（De George, 2006c, pp.183-210）もいる。しかしながら、筆者が
知る限りでは、倫理的責任を法的責任に優先させる論者は見当たらない。 
このように、企業にとってコンプライアンスへの取り組みは企業倫理への取り組みより
も重要な社会的責任である。法律や上場規則ほどの強制力を伴わない倫理とは異なり、コ
ンプライアンスは企業が果たすべき義務である。加えて、企業の都合・利害という点でも、
コンプライアンスは倫理よりも重要性が高いものである。というのも、違反による罰則や
社会的制裁などのリスクも、コンプライアンス違反は倫理違反よりも被害の大きい深刻な
ものであるからである8。 
なお、第 1 章第 1 節で述べたように、企業が自発的に策定した倫理綱領や一組織の中で
のみ機能する規則といったものは、成文化されてはいるものの、法律や上場規則ほど社会
全体の価値観を反映したものとはいえないだろう。違反や罰則などの深刻度合いの点でも、
倫理綱領と法律や上場規則は異なっているといえる。このことから、本研究ではこれらの
組織レベルでの規則や倫理綱領は、倫理とコンプライアンスの両方の要素を含むものと位
置付ける。 
 
第3項  コンプライアンス・アプローチという概念の問題点 
第 3 の問題点は、倫理・コンプライアンス・プログラムの目的であるコンプライアンス
は企業倫理よりも重要な企業の責任であるにもかかわらず、コンプライアンス・アプロー
チは価値観重視のアプローチよりも劣っているとされてきたことである。このことについ
て、ペイン自身は、コンプライアンスは倫理的企業の十分条件ではなく、また、コンプラ
イアンス・アプローチの下で取られる強制的な方法は、価値観重視のアプローチの特徴で
ある自発性を重視した方法よりも、従業員の価値観や行動を統制していく効果が乏しいこ
となどを理由として挙げている（Paine, 1994）。 
とはいえ、先述したように、その責任の重さと違反のリスクのいずれにおいても、法的
責任の遂行であるコンプライアンス自体は、倫理的責任の遂行である企業倫理よりも重要
である。そのため、たとえコンプライアンスが倫理的企業の十分条件ではなかったとして
も、コンプライアンスのための取り組みが企業倫理のための取り組みよりも重要ではない
ということはできないのである。 
むしろ、コンプライアンス・アプローチの問題点は、コンプライアンスを目的とするこ
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とではなく、従業員の価値観や意思を無視して強制的にその目的を達成しようとする方法
そのものにあると考えられる。そもそも、ペイン自身が、コンプライアンス・アプローチ
が価値観重視のアプローチよりも劣っていることの根拠として挙げている問題点の多くは、
その目的ではなく、その方法に関するものばかりである。 
まず、ペインは、人間は教育や価値観などに関係なくただ自己利益を追求していくだけ
の生き物であり、その行動を規律付けるには厳しい処罰や監視など強制的な方法を駆使し
ていくしかないとする考え方は、その考え方の下で運営される倫理・コンプライアンス・
プログラムの参加者の不満を掻き立てる恐れがあるため、問題があるとしている。そのほ
かに、彼女は、コンプライアンス・アプローチが価値観重視のアプローチよりも劣ってい
るのは、公式的な制度を単に一方的に押し付けるだけでは、リーダーが自分の不正行為の
隠れ蓑として同プログラムを利用してしまう危険性もあるからと指摘する（Paine, 1994, 
pp.109-111）。 
しかし、倫理・コンプライアンス・プログラムがコンプライアンスと倫理のいずれを対
象として重視するにしても、経営者の意気込みが消極的であったり、内部通報者に対する
報復などが目立ったりした場合には、その取り組みが形骸化してしまうことに変わりはな
いと思われる。また、先述したように、実践過程研究の先行研究では、自発性を重視する
方法の方が強制的方法よりも従業員間での価値共有が進みやすいことを根拠に、価値観重
視のアプローチのコンプライアンス・アプローチに対する優位性が主張されてきた。 
したがって、従業員の価値観や行動に与える影響力の差を根拠としたコンプライアン
ス・アプローチの価値観重視のアプローチに対する優位性は、その方法上の違いから生じ
るものであり、その対象の重要性の違い故に生じるものではないのである。確かに、コン
プライアンスの場合には、その責任の重大さと違反のリスクの大きさから、倫理とは異な
り何よりも守ることが優先されるため、自発性よりも厳格な制度が要求されるかもしれな
い。だが、コンプライアンスの場合にも、倫理同様、コミュニケーションなどを通して、
普段から経営陣や従業員の意識やコミットメントを高めておくことは重要であると思われ
る（小池, 2007）。 
自発性を重視する手法と強制的手法の両方をバランスよく行う方が、自発性を重視する
手法と強制的手法のいずれか片方のみを採用する実践方法よりも有効性が高いことは、上
述した 1990 年代末以降の先行実証研究でも明らかにされてきたことである。そして、この
ことは、倫理・コンプライアンス・プログラムがコンプライアンスを目的とするものであ
っても、企業倫理の確立を目的とするものであっても変わりはないと思われる。 
このように、コンプライアンス・アプローチが価値観重視のアプローチより劣っている
のは、実践方法の有効性の程度の差によるものであり、コンプライアンスを目的とするこ
と自体によるものではない。むしろ、コンプライアンスへの取り組みは倫理を達成するた
めの取り組みよりも、重要な企業の責任である。コンプライアンスと倫理のどちらを対象
とする取り組みにおいても、重要な問題とされるのは「ただ制度を導入するだけの形式的
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な取り組みなのか」や「従業員の価値観や意思を無視した過度に強制的なものなのか」と
いった運営方法の実態であるべきである。 
なお、上述したようなコンプライアンス・アプローチという表現の問題点を踏まえてか、
2000 年代後半以降は、ペインのコンプライアンス・アプローチは別の言葉で表現されるよ
うになってきている。スタンズバリー＝バリーは、これを「抑圧的な統制（coercive control）」
と称している（Stansbury & Barry, 2007, pp.242-243）。また、タイラー＝ブレイダ （ーTyler 
& Blader, 2005）は、コンプライアンス・アプローチを「命令・支配型アプローチ（the 
command-and-control approach）」と称している。 
 
第4項  本研究における倫理とコンプライアンスの概念規定 
本節では、先行研究における倫理・コンプライアンス・プログラムの概念規定には以下
の 3 つの問題点があることを指摘した。まず、第 1 の問題点は、上述した倫理・コンプラ
イアンス・プログラムの 2 類型は、「アプローチ」や「プログラム」など様々に称されてお
り、プログラムそのものを問題としているのか、その運営方法であるアプローチを問題と
しているのかが不明確なことである。次に、第 2 の問題点は、倫理・コンプライアンス・
プログラムの対象である倫理とコンプライアンスのそれぞれの特徴と違いが不明確なこと
である。そして、第 3 の問題点は、コンプライアンス・アプローチなど、プログラムその
ものとアプローチそのものの優位性が一色単に論じられており、アプローチそのものの有
効性の優劣がプログラムそのものの優劣に結び付けられてしまっていることである。 
これに対し、本研究は、プログラムそのものとその運営方法であるアプローチを明確に
区別する。そして、CSR の観点からみれば、コンプライアンスは倫理よりも企業が果たす
べき重要な責任であり、このことはそれぞれが特徴とする強制的手法と自発性重視の手法
の方法上の優劣によって左右されないとの立場に立つ。むしろ、このように、アプローチ
とプログラムそのものを明確に区別すれば、コンプライアンスと倫理のいずれを中心的な
目的とするプログラムにおいても、運営方法は適切なものをその状況に合わせて使い分け
たり、組み合わせたりすれば良いことになる。このことは、先行研究において指摘されて
きた強制的手法と自発性重視の手法の補完関係とも矛盾しないと思われる。 
本研究における倫理とコンプライアンスの概念規定をここで改めて整理する。企業には、
社会の価値観が成文化された法律や規則等の遵守と同時に、これら以外の常識といった成
文化されていない価値観の遵守も求められる。コンプライアンスの目的はあくまで前者の
法律や規則等の遵守であり、後者の成文化されていない社会的価値観ではない。この成文
化されていない社会的価値観は企業倫理の対象である。なお、ここでいう規則とは、社会
の価値観を体現したものであり、一組織の中でのみ機能する規則のほか、自発的に策定さ
れた倫理綱領とは性格が異なっている。この意味で、これらの組織レベルでの規則や倫理
綱領は、倫理とコンプライアンスの両方の要素を含むものと位置付けられるだろう。 
 
32 
 
 
第4節  統制システムである倫理・コンプライアンス・プログラムの政治的側面 
第1項  統制システムとしての倫理・コンプライアンス・プログラム 
先述したように、倫理・コンプライアンス・プログラムそのものは、従業員の行動を倫
理や法律に違反しないものへと標準化していくための統制システムである。先行研究では、
自発性を重視した運営方法の方が強制的な方法よりも有効であるとされてきた。しかし、
倫理・コンプライアンス・プログラムが、統制システムであることは、ペインの提唱した
運営アプローチのいずれを採用したとしても、変わりはない。 
倫理・コンプライアンス・プログラムの下で、確立が目指される倫理的価値観も、コン
プライアンス同様、①全ての従業員の間で完全に共有されるとは限らず、また、②必ずし
も各従業員の倫理的価値観と一致するとは限らない。そのため、倫理的価値観の定着を目
的としたプログラムにおいても、その必要性故に、自発性を重視する手法よりも強制的な
手法が多く取られる事態が起きうると考えられる。したがって、組織構成員の意思や価値
観の尊重は、倫理綱領に反しない、ないし大多数の同僚の合意を得られうる限りにおいて
など、一定の範囲内でのみ認められるものである。 
このような倫理・コンプライアンス・プログラムの統制システムとしての側面に着目し、
倫理・コンプライアンス・プログラムの運営過程における利害関係について詳細に分析し
た先行研究にスタンズバリー＝バリーの研究がある（Stansbury & Barry, 2007）。 
スタンズバリー＝バリー（Stansbury & Barry, 2007）は、組織の中では、常に統制者で
ある経営者と従業員の利害の衝突が存在しているとする。たとえば、企業内部では、雇用、
報酬、業績評価などの様々な権限が割り当てられており、これらの権限は組織構成員間の
利害関係を調節する機能を果たしている。また、経営者の自己利益に基づく不当な支配が
行われていると従業員が認識した場合には、その従業員の仕事に対する満足感（ job 
satisfaction）は低下することになる（Stansbury & Barry, 2007, pp.251-252）。 
このような中で、経営者は利害の対立する従業員の行動を統制（control）するための努
力を常に行わなければならないため、組織の中では、従業員の行動を標準化するための様々
な取り組みが継続的に行われているという。そして、倫理・コンプライアンス・プログラ
ムは、コンプライアンスと倫理に関するものを中心に、複数の取り組みが集積した統制の
技術であるとされている（Stansbury & Barry, 2007, p.247）。 
スタンズバリー＝バリー（Stansbury & Barry, 2007）は、ペインのコンプライアンス・
アプローチと価値観重視のアプローチにそれぞれ相当する概念として、「抑圧的な統制
（coercive control）」と「権限賦与的な統制（enabling control）」という概念を提示する
（Stansbury & Barry, 2007, pp.242-243）。 
抑圧的な統制の下では、従業員の行動に対する命令（direct）が行われる。上司が部下の
行動を理解し、統括しているかに焦点が当てられており、従業員の判断や意思決定は重視
されない。一方、権限賦与的な統制の下では、上司のみならず、従業員の判断や意思決定
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にも焦点が当てられており、従業員自身が、自分たちが統制される仕組みを十分に理解す
ることで成立する。そこでは、現実の偶発的な問題に対し、従業員が企業の目的、構造、
現場の情報を活かして、効果的に対応することが求められるという。 
スタンズバリー＝バリーは、抑圧的な統制と権限賦与的な統制は、どちらか一方がいい
というわけではなく、バランスをとって行われなければならないと主張する（Stansbury & 
Barry, 2007, p.243）。この主張は、前節までに分析したペインの倫理・コンプライアンス・
プログラムの 2 類型の有効性を巡る実証研究の成果を根拠としている9。 
 
第2項  倫理・コンプライアンス・プログラムの従業員と経営者間の利害関係 
 スタンズバリー＝バリー（Stansbury & Barry, 2007）は、このように組織の中には利害
の対立が存在するとした上で、倫理・コンプライアンス・プログラムには、政治的目標を
達成するための手段となってしまうリスクが常に存在すると指摘する。たとえば、倫理・
コンプライアンス・プログラムには、組織構成員の価値観を変化させる機能があり、一部
の権力のある主体（経営者など）にとって都合のよい価値観を植え付けるために利用され
る恐れがある。そして、このような価値観は必ずしも倫理的なものとは限らないとされて
いる。 
 スタンズバリー＝バリー（Stansbury & Barry, 2007）の考える倫理的価値観の内容につ
いては、彼ら自身が具体的に述べていないため不明である。とはいえ、彼らが指摘した権
力者による企業倫理・コンプライアンスへの取り組みの形骸化のリスクは、企業統治的研
究の問題意識と大きな共通点があると思われる。というのは、企業統治的研究の主な問題
意識は、経営者の巨大な影響力を前提に、運営担当者の独立性や権限、取締役会の監督機
能の向上などを通した倫理・コンプライアンス・プログラムの形骸化の防止にあるからで
ある。実際、一見高度な制度を導入しても、これを運営する側の運営担当者（コンプライ
アンス・オフィサーやエシックス・オフィサーなど）やその上司である経営者が不正に関
与していれば、倫理・コンプライアンス・プログラムの取り組みは形骸化してしまう恐れ
が高い。 
 とはいえ、スタンズバリー＝バリー（Stansbury & Barry, 2007）は、倫理・コンプライ
アンス・プログラムにおける経営者と従業員の関係を問題としているだけで、経営者、プ
ログラムの運営担当者、取締役会の関係を分析したものではない。倫理・コンプライアン
ス・プログラムの取り組みは、様々な利害関係の中で運営されるものであり、この意味で
プログラムが一部の権力者によって都合の良いように実践されることのないよう監督して
いくことは重要であると思われる。 
 
おわりに 
本章では、実践過程研究の先行研究における主要理論と概念のレビューを通し、その特
徴や問題点、およびそれらに関する本研究の立場を明確化した。とりわけ、本章の主たる
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目的は、本研究における倫理とコンプライアンスの概念規定について、詳細に検討するこ
とであった。 
実践過程研究の先行研究では、倫理・コンプライアンス・プログラムには、①コンプラ
イアンスのみを目的に強制的手法を中心に運営されるものと、②倫理を主な目的に自発性
を重視した手法を中心に運営されるものの 2 種類があるとされてきた。本章では、これら
をそれぞれ「コンプライアンス・アプローチ」、「価値観重視のアプローチ」と表記した。
そして、先行研究においては、従業員の価値観や実際の行動の変化に及ぼす影響は強制的
な手法よりも自発性を重視した手法の方が高いことが、多くの実証研究で明らかにされて
きた。このような中で、先行研究では、価値観重視のアプローチのコンプライアンス・ア
プローチに対する優位性が主張されてきた。 
これに対し、本研究は、倫理とコンプライアンスの違いは、あくまでその対象の違いに
基づくものであり、強制的手法かそれとも自発的手法かといった方法の違いに基づくもの
ではないとする。というのは、コンプライアンスへの取組みにおいても、自発的手法を活
用することは重要であると思われるからである。とりわけ、企業にとって、コンプライア
ンスは企業倫理よりも重要な責任であると思われる。 
そして、本研究では、コンプライアンスの対象を社会の価値観が成文化されたもの、倫
理を成文化されていない社会的価値観とする。コンプライアンスの主たる対象には、法律
や上場規則などが考えられる。もっとも、成文化されてはいるものの、一組織の中でのみ
機能する規則のほか、一組織の中で自発的に策定された倫理綱領などは、コンプライアン
スと倫理の両方の要素を含んでいるといえよう。 
また、本章では、統制システムである倫理・コンプライアンス・プログラムの政治的側
面についても、スタンズバリー＝バリーの研究のレビューを中心に検討した。統制システ
ムである倫理・コンプライアンス・プログラムには、所与の目的であるコンプライアンス
や倫理的価値観の確立に向けて、従業員の行動を標準化していく機能が本質的に備わって
いる。そのため、価値観重視のアプローチの下でも、従業員の自発性の尊重は、倫理綱領
に反しないないし大多数の同僚の反対にあわないなど、一定の制約の範囲内のみで認めら
れるものである。 
そして、統制者である経営者が強大な権力を有し、これを監督する手段を持たない場合
には、倫理・コンプライアンス・プログラムは、経営者にとって都合の良い単なる政治的
な手段と成り果ててしまう恐れがある。この意味で企業統治的研究の観点から、倫理・コ
ンプライアンス・プログラムの運営と監督機能について論じていくことは重要であるとい
えよう。
 
注 
1 これは、ペインが 2000 年以降、自身の自発性重視のアプローチの考えを更に発展させ、
従来の経済的価値の創出のみならず、倫理的価値観の浸透を目指す価値重視の経営を強調
するようになったことも影響しているのではないかと思われる（see, Paine, 2003）。 
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2 トレヴィーニョ（Treviño, 2006）は、倫理文化を「ある場所の周辺における人々の倫理
に関する行動のふるまい方（Treviño et al., 1999, p.159）」と定義する。 
3 彼自身は、企業の倫理文化を、「企業の徳倫理性（the virtuousness of a corporation）」
とも称している。 
4 箇条書きで列挙した各項目の右に挙げた定義は、以下を参照のこと。Kaptein, 2011, 
pp.516-520. 
5 先行研究における有効性の評価基準は、①従業員の倫理的価値観の変化に関するものと、
②従業員の倫理的課題事項に対する実際の行動の変化に関するものの 2 つに大別できる。
たとえば、ウィーバー＝トレヴィーニョ（Weaver & Treviño, 1999）は、①倫理的課題事
項に対する従業員の意識、②組織コミットメント、③インテグリティ、④オープンな倫理
コミュニケーション、⑤経営陣への非倫理的行動の報告、⑥倫理的意思決定、⑦倫理的課
題事項の対処についての相談、⑧非倫理的行動の減少を加えた 8 つの観点から、ペインの 2
つのアプローチの有効性を検証している。また、タイラーらの研究（Tyler & Blader, 2005; 
Tyler et al., 2008）では、規則の遵守の程度からペインの 2 つのアプローチの有効性を評価
している。 
6 とりわけ、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者とその監督機関が法律の専
門家を中心に構成されているのか否かは、そのプログラムがコンプライアンス中心か倫理
中心かを判断する大きな要素である。この点については、次章第 3 章で具体的に論じる。 
7 ディジョージ自身は、これを「道徳的責任（moral responsibility）」と呼んでいる。 
8 なお、戦略的な活用がされる社会貢献などは、実施せずとも非倫理的とはみなされないた
め、本研究では主たる倫理の対象としては扱わない（e.g. Carroll, 1979, p.500; Carroll, 
1991, p.42）。 
9 彼らは、Weaver & Trevino（1999）と Trevino et al.（1999）の実証研究を挙げ、コン
プライアンス・アプローチと価値観重視のアプローチの両方のバランスがとれた倫理・コ
ンプライアンス・プログラムの方が、どちらか一方のみを採用するプログラムよりも、よ
り大きな効果が期待できるとしている（Stansbury & Barry, 2007, p.247）。 
 36 
 
第 3章 取締役会の代理人説の 2つの盲点 
 
はじめに 
 企業統治的研究は、巨大な影響力を有する経営者による倫理・コンプライアンス・プロ
グラムの形骸化の防止を問題意識とする研究の潮流である。これは、2000 年代初頭のアメ
リカにおける大規模な企業不祥事の発生を背景に、2000 年代後半頃からアメリカで研究成
果が公表され始めた極めて新しい研究スタイルである。筆者がサーベイした限りでは、ア
メリカ以外の国では、企業統治的研究はほとんど行われておらず、アメリカにおいても、
アメリカ以外の国の企業を対象とした研究は見当たらない。加えて、既存理論も、ホフマ
ンらによって提唱された、取締役会の独立性の高さを暗黙の前提に、倫理・コンプライア
ンス・プログラムの運営担当者を取締役会の代理人とすべきであるとの学説（以下、取締
役会の代理人説という）しか見当たらない。他方、連邦量刑ガイドラインの改正などにお
いて、アメリカでは企業統治的研究の観点からの改革が進められてきた。 
 本章の目的は、本研究の企業統治的研究に関する上記の現状認識が事実であることを明
示することにある。とりわけ、どの国の取締役会もそれぞれ独立性に関する問題を抱えて
いるとの推測を踏まえ、取締役会の代理人説の誤りを検証することは、本研究の目的の 1
つである。この意味でも、取締役会の代理人説の詳細なレビューは重要である。 
 
第1節  連邦量刑ガイドラインにおける CECOの規定とその概要 
 倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者は、エシックス・オフィサー（ethics 
officer）ないしコンプライアンス・オフィサー（compliance officer）などと呼ばれ、その
最高位の運営責任者は最高コンプライアンス責任者（Chief Compliance Officer、以下、CCO
という）ないし最高倫理責任者（chief ethics officer）などと呼ばれる。もっとも、近年、
アメリカでは、これらの運営担当者が倫理とコンプライアンスの両方を担当するとの観点
から、この最高位の運営担当者を最高倫理コンプライアンス責任者（Chief Ethics & 
Compliance Officer、以下、CECO という）とする呼び方が定着してきている（Chief Ethics 
& Compliance Officer (CECO) Definition Working Group（以下、CECODWG という）, 
2007）。 
 エシックス・オフィサーという用語自体は、アメリカでは、1970 年代初頭に既に存在し
ていた。しかし、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者の設置がアメリカ企
業の間で広まる契機となったのは、1986 年の「企業倫理と実践に関する防衛産業イニシア
ティブ（Defense Industry Initiative on Business Ethics and Conduct、以下、防衛産業イ
ニシアティブという）」の結成以降であった（Weber & Fortun, 2005）。防衛産業イニシア
ティブは、防衛産業に属する企業に対し、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入に
ついて規定した原則（以下、防衛産業イニシアティブ原則という）の遵守を求めるほか、
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プログラムの運営担当者に対する研修や企業倫理の取り組みに関する資料の作成・提供な
どを行う非営利組織である。これは、軍産複合体の癒着体質に基づく防衛産業の不正請求
事件を背景に結成された。結成当初の 1986 年時点で防衛産業に属する企業 32 社が防衛産
業イニシアティブ原則の遵守を表明し、2014 年 1 月時点で 77 社が遵守を表明している1。 
 倫理・コンプライアンス・プログラムの導入を求める防衛産業イニシアティブ原則の策
定により、防衛産業に属する企業の間で同プログラムの運営担当者の設置が普及した。し
かし、これは防衛産業の企業のみを対象とした限定的な取り組みであった。アメリカ企業
全体で倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者の設置が本格的に普及したのは、
同プログラムの有無を量刑の程度に連動させた1991年の連邦量刑ガイドラインの改正以降
である2。 
実際、フォーチュン1000社を対象とした調査によれば（回答企業数254社、回答率26%）、
エシックス・オフィスの設置率は 30%で、その内、1990 年代以降に設置した企業は 63%に
上る（Weaver et al., 1999a, p.288）。また、エシックス・コンプライアンス・オフィサー協
会（Ethics and Compliance Officer Association、以下、ECOA という）3の前身であるエ
シックス・オフィサー協会（Ethics Officer Association、以下、EOA という）の会員企業
においても 1991 年の連邦量刑ガイドラインの改正以降に CECO を設置した企業は 9 割を
超えている（Fitzpartrick, 1996, p253）。 
以下、アメリカにおける CECO の概要について明らかにしていく。まず、連邦量刑ガイ
ドラインでは、企業に対して、倫理・コンプライアンス・プログラムの全体的な責任を負
う組織の上級役員の設置が求められているが、その数は 1 人でも複数でもよいとされてい
る（U.S.S.G. §8B2.1.(b)(2)(B)）。この上級役員の数が 1 人の場合には、その人物が CECO
となるが、複数である場合には、CECO とそれ以外のエシックス・オフィサーないしコン
プライアンス・オフィサーと区別される（CECODWG, 2007）。 
 この連邦量刑ガイドラインの規定にある組織の上級役員（high-level personnel）とは、
「組織の実質的な統制力を持つ、ないし組織内部の方針の作成において重要な役割を担う
個人（U.S.S.G. §8A1.2. Application Notes:3.(b)）」のことである。これには、取締役や経
営幹部（executive officer）のほか、販売や財務といった職能単位ないし製品別や地域別な
どの事業単位の責任者、株主といった重大な所有上の利害（substantial ownership interest）
を有する個人などが含まれるとされている（U.S.S.G. §8A1.2. Application Notes:3.(b)）。
したがって、CECO には取締役や経営幹部、事業部長のほか、株主なども就任することが
でき、さらにこれらの役員によって兼任されることも認められているのである。 
 CECO の肩書は多様であるものの、エシックス・オフィサーないしコンプライアンス・
オフィサーが多いのが一般的である（e.g. 菱山, 2001; Weber & Fortun, 2005）。たとえば、
フォーチュン 500 社の企業 90 社の CECO へのインタビュー調査によれば、そのような上
級役員の過半数（58%）はエシックス・オフィサーであったものの、残りの 42%は、組織
開発 13%、オンブズマン 9%、そのほか 20%であった（Morf et al., 1999, pp.267-268）。 
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 もっとも、実態として、専任の CECO はかろうじて半数を超える程度であり、法務関係
者・部署による兼任が多い現状にある。2000 年にメンバー企業 355 社を対象に実施された
EOA の調査（回答率 42%）によれば、専任の CECO は 54%とかろうじて半数を超すに留
まり、兼任の 46%の内訳も、法務 27%、人事 22%、内部監査 18%、安全・警備 7%、広報
6%と、法務関係職が最も多かった（菱山, 2001, 26 ページ）。また、560 名の CECO への
インタビュー調査によれば、兼任の CECO は約 63.4%に上り、中でもジェネラル・カウン
セルも含めた法務関係職の兼任が約 20%と最も高い（Rebecca, 2009, p.48）。 
 このように CECO にコンプライアンスの側面が強い背景には、倫理・コンプライアンス・
プログラムの導入が量刑の緩和という消極的な理由から進展してきたことが深く関係して
いると思われる。さらに、2002 年に制定された SOX 法では、以前は 5 年であった証券詐
欺や虚偽記載による禁固刑の刑期をそれぞれ 25 年と 20 年にまで引き上げ、不正に係わっ
た経営者のその他の企業の経営者への就任を禁止したりなど、コンプライアンス違反の厳
罰化が規定された（出見世, 2003a, 59-60 ページ）。このような中で、企業のコンプライア
ンス重視の姿勢はますます強くなり、エシックス・オフィスが法務部のオフィス内に設置
されたり、政府の倫理担当当局が自らの担当を倫理ではなくコンプライアンスと位置付け
たりするケースが増加した（Daly, 2006, pp.182-183）。 
 また、CECO の業務内容は、報告や評価、研修、伝達等に重点が置かれる傾向がみられ
る。たとえば、上述した EOA の調査では、CECO の業務内容に関する回答の上位 9 位は、
順に①電話相談・報告の全般的な統括 89%、②社内への報告の準備と実施 89%、③全社的
な周知徹底・意思疎通 88%、④経営最高幹部・取締役会との意思疎通 85%、⑤教育研修の
立案 84%、⑥ありうるリスクの評価と見直し 83%、⑦倫理プログラムがうまく推進されて
いるか否かの評価と見直し 83%、⑧不正行為の調査の統括 79%、⑨倫理プログラムの文書・
記録の管理 77%であった（菱山, 2001, 27 ページ）。 
 
第2節  企業統治的研究の観点からの制度改革の進展 
第1項  連邦量刑ガイドラインの改正 
1. 2004年の改正 
1991 年の連邦量刑ガイドラインの改正では倫理・コンプライアンス・プログラムの各制
度の導入に重点が置かれていたが、2004 年の改正では、このプログラムの運営担当者の独
立性と権限、および取締役会の監督機能の向上に重点が置かれた。2004 年の改正における
倫理・コンプライアンス・プログラムの監督強化に関する主な内容は以下の通りである4。 
① 統治機関が倫理・コンプライアンス・プログラムの内容と運営について精通し、そ
の運営に対して合理的な監督を行うこと（§8B2.1.(b)(2)(A)） 
② 倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者は、上級役員、適当な場合には
統治機関またはその下位集団に対して、このプログラムの有効性について定期的に
報告すること（§8B2.1.(b)(2)(C)）。 
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③ 運営担当者に、その責任を果たすのに必要な十分な資源（adequate resources）、適
当な権限（appropriate authority）、そして統治機関ないしその下位集団への直接的
なアクセス権（direct access）を与えること（§8B2.1.(b)(2)(C)）。 
④ 規準・手続きの伝達制度の対象に統治機関が含まれること（§8B2.1.(b)(4)(B)）。 
⑤ 倫理・コンプライアンス・プログラムの有効性を定期的に評価すること
（§8B2.1.(b)(5)(B)） 
まず、運営担当者に対して、人員や資金といった運営のための資源、および事後調査や
独立取締役への自由な接触などの権限を十分与えるほか、取締役会に相当する統治機関5と
取締役会内委員会に相当する統治機関の下位集団6への直接的なアクセス権の付与、定期的
な報告の義務づけなどが要求された。この定期的報告（periodic reports）は、最低年 1 回
以上行うこととされた（U.S.S.G. §8B2.1Application Notes 3.）。とはいえ、連邦量刑ガイ
ドラインでは、これらの資源や権限の具体的な内容は規定されていない。 
次に、2004 年の改正では、取締役会の監督機能に関して、統治機関とその下位集団の役
割が強調された。統治機関が倫理・コンプライアンス・プログラムの内容と運営について
精通し、その運営に対して合理的な監督を行うことが明記された。この統治機関が同プロ
グラムの内容と運営について精通することの要求は、統治機関を対象とした研修の実施も
間接的に促している。また、統治機関が監督機能を十分果たすことができるよう、先述し
たような運営担当者からの報告制度や統治機関への倫理綱領や内部通報制度、研修制度な
どについての伝達制度の導入も求められた。 
ところで、2004 年の改正の中で新たに要求された取締役会への直接的なアクセスの概念
の意味については、連邦量刑ガイドラインの中では明確に定義されていない。しかし、こ
れは経営者などそのほかの機関による介入なしに、取締役会に対する助言の要請や情報提
供、不正行為の報告等を行えることなど（CECODWG, 2007, pp.20-24）、を意味している
と思われる。とりわけ、不正行為を含めた様々な事項に関する報告を第三者の介入、とり
わけ経営者の介入なしに取締役会へ直ちに行うことは、「直接的報告（direct reporting）」
と呼ばれている。 
この直接的報告は、定期的報告よりも、不正行為の早期発見や防止において実効性の高
い試みであると議論されてきた。次節で述べる CECO に関するガイドラインでは、この直
接的報告の相手には CEO と取締役会が考えられ、そのどちらが適切であるかは組織文化と
組織構造に依存するとされている（CECODWG, 2007, p.20）。とはいえ、後述する企業統
治的研究の観点から言えば、その直接的報告の実効性は、CEO よりも独立性の高い取締役
会の方が高いと思われる。この取締役会への直接的報告と定期的報告の実効性の違いに関
して、ホフマンらは、定期的報告は、ホットラインの利用状況や倫理強化の諸活動につい
て大まかな内容を伝達する程度に留まるとし、その実効性は直接的報告に想定される効果
よりも乏しいとしている（Hoffman et al., 2008, p.89）。 
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2. 2010年の改正 
2010 年の改正では、直接的報告の重要性が強調され、倫理・コンプライアンス・プログ
ラムの運営担当者による直接的報告は権利ではなく義務とすることが求められるようにな
った7。統治機関ないしその適当な下位集団に対して、①犯罪行為や潜在的な犯罪行為につ
いて即座（promptly）に報告する明示された権限（express authority）、および②倫理・コ
ンプライアンス・プログラムの実施と有効性について定期的に報告する明示された権限を
有する個人は、この権限を有することで自動的に統治機関ないしその適当な下位集団に対
して直接的報告の義務も有するようになることが明記された（U.S.S.G. §8C2.5.Application 
Note11）。 
また、連邦量刑ガイドラインに規定された罰金の計算方法は、倫理・コンプライアンス・
プログラムの存在により、罰金が減額される仕組みとなっている。だが、上級役員が不正
に関与していた場合8には（U.S.S.G. §8C2.5(f)(3)(A)）、このプログラムの導入による減免措
置は受けられないとされ、むしろ罰金が増額する仕組みとなっている。2010 年の改正では、
たとえ上級役員が不正に関与していたとしても、条件付きでこの減免措置を受けられるこ
とが明記された（U.S.S.G. §8C2.5(f)(3)(C)(i)-(iv)）。そして、この条件の 1 つとして、倫理・
コンプライアンス・プログラムの運営担当者が不正に関与しておらず、この運営担当者が
政府当局や監査委員会などへの直接的報告義務を有していることが明記された（U.S.S.G. 
§8C2.5(f)(3)(C)(i) & (iv)）。 
 
3. 定期的報告と直接的報告の現状 
なお、アメリカ企業の実践の現状として、定期的報告の整備はほぼ完了している。先述
したレベッカの CECO へのインタビュー調査によればこの定期的報告を実施しているとの
回答は 87.48%であった（Rebecca, 2009, p.51）。さらに、2010 年の第 1 四半期に行われた
調査では、CECO と取締役が同席する定期的会合の年間開催数が 4 回以上との回答は、過
半数の 65%に上ることが報告されている（HCCA & SCCE, 2010b, p.6）。 
しかしながら、直接的報告の整備は以下のように未だ乏しい状況にある。上述したレベ
ッカの調査では、直接的報告は 41%と半数以下であり、報告にいつも何らかの機関の介入
が入るとの回答も 3 割を超えていた。また、ホフマンら（Hoffman et al., 2008）が 22 名
の現・元 CECO に対して電話によるインタビュー調査を試みたところ（回答承諾者数 10
名、回答率 45%）、経営者などに報告する前に、取締役会へ直接報告をしたことがあると回
答した者は 1 人もいなかった。回答者 10 名の直接的報告先の内訳は、CEO が 3 名、法務
顧問が 3 名、その他の上級幹部（senior level managers）ないし経営幹部で構成される委
員会（a committee of senior management）が 4 名であった（Hoffman et al., 2008, p.90）。 
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第2項  取締役会の代理人説に基づく CECOガイドライン 
1. CECOの役割 
 2007 年に ERC、ビジネス・ラウンドテーブル、ECOA、オープン・コンプライアンス・
エシックス・グループ（Open Compliance and Ethics Group、以下、OCEG という）9、
企業コンプライアンス・倫理協会（Society of Corporate Compliance and Ethics、以下、
SCCE という）10は、CECO に関するガイドライン（以下、CECO ガイドラインという）
を共同で策定し、公表している。このガイドラインは、①「CECO の意義」、②「CECO の
役割と定義」、③「CECO の技能と証明（qualifications）」、④「統治機関との関係と専門職
責任」の 4 つのセクションから構成されている。 
CECO ガイドラインでは、CECO を経営を監督する取締役会の代理人と位置付けること
で CECO の独立性と地位の向上を図る、取締役会の代理人説の考え方が多分に反映されて
いる。まず、CECO ガイドラインでは、CECO の役割は、①統治機関に対する説明責任、
②独立性、③会社業務との結びつき、④企業の意思決定および勧告を行う権限の 4 つの原
則に基づいて決定されるべきであるとされている11。 
まず、第 1 の統治機関に対する説明責任は、取締役会は日々の業務の全てを監督するこ
とができないため、CECO に取締役会の代理人として倫理とコンプライアンスに関する責
任を委託しているとの取締役会の代理人説の考え方に基づいている。CECO は取締役会へ
の受託者責任を果たすために、定期的な報告や緊急事態に即座に通報するなど、統治機関
に対する説明責任を有しているという。 
 次に、第 2 の原則である CECO の独立性は、その職責の 1 つである客観的監視を果たす
ためにその独立性を保証することである。CECO には、法律と倫理綱領を基準に、経営陣
の意思決定と行動を客観的に評価・監視することが求められる。この客観性を確保するに
は、CECO が報復の恐怖や利害の対立なしに重大な問題を提起できることが必要であると
されている。とりわけ、CECO が経営者に対して十分な監視を行うには、CECO の報酬、
雇用、解雇、業績評価などの権限を経営者に与えないことなどが重要であるという。 
 そして、第 3 の会社業務との結びつきは、CECO の職務をその他の業務と統合させるこ
とである。企業が陥りそうな法律違反の内容に重点をおいたり、慣習として起こりそうな
倫理違反の内容を把握したりするには、CECO が普段から身近に従業員の業務を監視した
り、実際に企業の本業に関わる業務などを行ったりする必要がある。もっとも、この会社
業務との結びつきは、監視のための独立性と両立されるべきであるとされている。 
最後に、第 4 の企業の意思決定および勧告を行う権限とは、CEO や COO なども含め、
組織の全ての階層に大きな影響を与える意思決定と勧告を行う権限が与えられることであ
る。とはいえ、CECO がこれらの権限を問題なく行使するには、第 2 の原則である独立性
の確保が必要であると考えられる。というのは、CECO に CEO への倫理やコンプライアン
スに関しての勧告や助言をする権限や拒否権などが与えられていたとしても、CEO が
CECO の雇用、報酬、報告などに関する権限を掌握していれば、CECO がこれらの権限を
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実際に行使することは困難になると思われるからである。 
同様に、コンプライアンスや倫理よりも業績を重視する風土が社内全体に定着していれ
ば、CECO は CEO のみならず自分より地位の低いものに対しても影響力を行使することが
困難になると考えられる。というのも、このような業績重視の風土が定着している場合、
CECO がこれらの自分より地位の低い者を注意・処罰しても、このことを CECO よりも地
位の高い経営陣などに密告され、報復を受ける恐れがあるからである。 
 
2. CECO、経営者、取締役会の関係 
 CECO ガイドラインの第 4 の「統治機関との関係と専門職責任」のセクションでは、①
経営陣（senior management）と CECO の関係、および②取締役会と CECO の関係につ
いて規定されている12。 
 まず、CECO と経営陣の関係について、経営陣は倫理とコンプライアンスに反しない限
りにおいて、株主価値を高める戦略を実行する義務があるとされている。この義務を果た
す上では、倫理とコンプライアンスを専門とする CECO の協力が必要であり、経営陣と
CECO の信頼関係の構築が求められるという。 
次に、取締役会と CECO の関係については、定期的な報告や十分な資源や権限など、連
邦量刑ガイドラインの要求に沿わなければならないとされている。しかし、先述したよう
に、連邦量刑ガイドラインでは、これらの資源や権限の具体的な内容について述べた規定
はない。このことを受けてか、CECO ガイドラインでは、十分な資源には、①倫理綱領の
検討と伝達、②倫理研修、③スタッフの充実化、④監査、監視、調査、⑤内部統制、⑥ヘ
ルプラインと事後調査、⑦ホットラインなどに関するものがあるとされている（CECODWG, 
2007, p.24）。 
とりわけ、取締役会が監督責任を果たすのに必要な試みとして、以下の 3 つが挙げられ
ている（CECODWG, 2007, p.33）。 
① 取締役会の議事録に、倫理とコンプライアンスに関する内容を盛り込むこと。 
② 取締役会に対して法的義務を果たすこと以上のガバナンス標準を設定すること。 
③ 必要に応じて CECO が適切な権限を有していること、および経営陣に要求を行う
立場であることを保証すること。 
 第１の試みは、取締役会の議事録に、倫理とコンプライアンスに関する内容を盛り込み、
取締役会による倫理とコンプライアンスの監督への関わりを促進しようとする試みである。
取締役達は、CECO たちとの議論を、組織の文化と価値観を学ぶ場として活用すべきであ
るとされている。 
次に、第 2 の試みは、取締役会に対し、コンプライアンス以外に倫理的責任の遵守や社
会貢献などに対しても監督責任を果たすことを要求することである。これは、ステークホ
ルダーが取締役会に対して、これらの責任を果たすことを求めているためであるとされて
いる。 
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そして、第 3 の試みは、CECO の役割と責任を保証することで、CECO の独立性と権限
を高めると同時に、その活動と行為の正当性を制度的に保証することを目指す試みである。
この経営者に対して強い立場にあることを保証する理論的根拠として引用されているのが、
先述したように、CECO を経営者を監督する取締役会の代理人として位置付ける取締役会
の代理人説である。 
 以上、企業統治的研究の観点からの制度改革の内容について検討した。アメリカでは、
2000 年代以降、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入を促してきた連邦量刑ガイド
ラインの改革に企業統治的研究の観点が大幅に反映されている。また、複数の団体が共同
で策定した CECO ガイドラインの内容も、取締役会の代理人説に大きく依拠したものであ
る。しかしながら、企業統治的研究は未だ発展途上の段階にあり、理論が取締役会の代理
人説しか見当たらないほか、この学説に対して批判的な検討を行った研究も非常に乏しい
現状にある。以下では、取締役会の代理人説の主張や根拠について批判的に検討し、この
学説の問題点と、その問題点に関する本研究の立場を明確にする。 
 
第3節  取締役会の代理人説の批判的検討 
第1項  方法論的基盤としての取締役会の代理人説 
取締役会の代理人説は、ホフマンらが CECO の独立性の乏しさに起因する不祥事の続発
を背景に、「CECO の独立性を向上させるにはどのような方策が必要なのか」という問題意
識に基づいて 2000 年代後半に提唱した学説である。これは、CECO を取締役会の代理人と
して位置付けることで、CECO の独立性を高めるべきであると主張する学説である。 
ホフマンら（Hoffman et al., 2008）は、独立性を、利益相反（conflict of interest）とは
無関係に、規定された役割を果たすことができることととらえている13。利益相反とは、本
来ある主体（企業、株主、顧客など）のために行われなければならない意思決定が、そう
ではない別の主体の利益（経営者の個人的な利益など）のために阻害されてしまう状態の
ことを指す。したがって、CECO の職務の遂行が、経営陣の個人的な利益や CECO 本人の
保身などのために阻害されるならば、その CECO の独立性は乏しいということになる。言
い換えれば、CECO の独立性とは、CECO が本来果たすべき職務の遂行が、ある特定の利
害関係の存在によって妨害されるリスクがどれだけ低いのかを意味しているともいえる。 
ホフマンら（Hoffman et al., 2008）は、CECO の独立性を低下させる阻害要因の例とし
て、①報告関係、および②CECO に対して経営陣が保持する権限を挙げている。まず、第
１の報告関係では、CECO の直接的報告先が取締役会のような独立した機関ではなく経営
陣であるならば、CECO の独立性は低下することになる。というのも、もし、CECO が、
「潜在的な倫理違反を企業の経営陣へ直接報告しているならば、その時、経営陣は、取締
役会を含めた様々な企業の後援者ないし監督機関に知られてしまう前に、そのような発見
を握りつぶすないし操作できる（Hoffman et al., 2008, p.90）」からである。 
 次に、ホフマンら（Hoffman et al., 2008）は、経営陣が CECO に対して有している権限
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の代表例として、①CECO の雇用と解雇に関する権限、および②CECO の報酬の設定と変
更に関する権限を挙げている。これらの権限が経営陣に握られていれば、CECO が経営陣
に反抗したり、経営陣の行動を牽制したりすることは極めて困難になる。 
なお、これらの雇用と報酬に関する権限に加えて、CECO ガイドラインでは、CECO の
成果目標の策定や実績評価に関する権限も挙げられている（CECODWG, 2007, pp.20-24）。
また、正規の雇用契約を結んでいない非正規のスタッフが CECO である場合には、その
CECO は正規雇用の CECO よりも、不当な解雇に対して雇用契約に則った抗議がしにくく
なると考えられる（Rebecca, 2009, p.50）。 
 ところで、雇用および解雇に関する権限の現状として、取締役会による CECO の雇用契
約への関与は極めて限定的なものである。レベッカは、所属する組織において、取締役会
が CECO に関する解雇や給与の大幅な減額といった雇用関連の権限の行使について知らさ
れる、ないしこれらを評価するか否かを調査している。この調査によれば、回答者の約半
数が、このような実行は取締役会へ知らされないと回答している（Rebecca, 2009, p.52）。 
 ホフマンら（Hoffman et al., 2008）は、CECO の独立性を向上させるには、CECO を取
締役会の代理人（an agent of the board of directors）と位置づけるのが有効であるとする。
この位置づけは、CECO が、その依頼人である取締役会へ直接的報告を行う義務が存在す
るということを意味しているという。また、CECO は、経営者の部下である前に取締役会
の代理人であるため、取締役会の許可なしに CECO の雇用、報酬、評価に関する決定は行
われないことになる。 
 
第2項  独立性と権限が問題となった不祥事の事例 
 取締役会の代理人説は、①ファニーメイと②ストロング・キャピタル・マネジメント社
（Strong Capital Management、以下、SCM 社という）の 2 件の不祥事の事例分析に基づ
いて提唱されたものである。とはいえ、これらの不祥事を具体的に分析する前に、ジェネ
ラル・カウンセルについて説明しておく必要があるだろう。 
ジェネラル・カウンセルは、最高法務責任者に当たる地位であるが、CEO の部下として
その指示に従わねばならず、その報酬も CEO によって決定されているなど、経営陣との利
害関係が非常に強いという特徴を持つ。なお、この 2 社以外にも、後章での各国の事例を
分析している限りでは、ジェネラル・カウンセルは、階層上 CECO と CEO の中間に位置
し、CECO はジェネラル・カウンセルの部下であるケースが多くみられる。もっとも、ジ
ェネラル・カウンセルが CECO を兼任する場合も少なくないようである。 
ジェネラル・カウンセルの企業統治上の役割の見直しの必要性をいち早く指摘したオー
トワイン（2003）によれば、SOX 法制定の直接的背景であった 2000 年代初頭のアメリカ
企業の大規模不祥事においても、そのあり方は問題の多いものであったという。たとえば、
エンロン事件とワールドコム事件では、社内の不正なビジネス慣行をジェネラル・カウン
セルが認識できておらず、さらに、タイコ事件に至っては、ジェネラル・カウンセルは、
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不正な報酬を隠蔽するために業務記録を改ざんしたとして告発されている。 
 以上のような無機能化は、程度の差はあれ、取締役会の代理人説が論拠とする事例にお
いても確認できる。ファニーメイは、2004 年に証券取引委員会から、106 億ドルもの過剰
な利益と資本が計上されていたとして、2002 年から 2004 年半ばにかけての財務報告の見
直し・修正を求められた（Hoffman & Rowe, 2007, p.559）。当時、同社のコンプライアン
ス・オフィスは、CECO によって統括されていたが、コンプライアンス・オフィスはジェ
ネラル・カウンセルが指揮する法務部の下位組織として位置づけられ、CECO は法務部の
訴訟担当部門長を兼任していた。 
したがって、CECO は CEO の部下であるジェネラル・カウンセルの部下であり、CECO
はジェネラル・カウンセルへの定期的報告を義務付けられていたため事件当時もそれを行
っていたが、結局ジェネラル・カウンセルは上司である経営者の不正を正すことはできな
かった（Hoffman & Rowe, 2007, p.562）。ちなみに、同社では、取締役会に対する公式に
制度化された情報伝達経路も確立されていなかった。 
 次に、SCM 社の会長兼最高投資責任者リチャード・ストロング氏と CECO は、2004 年、
虚偽の情報公開などの罪により多額の罰金を支払った（Hoffman et al., 2008, p.88）。当時、
同社の CECO はストロング氏の不正行為を発覚以前から察知しており、そのことを発覚以
前から同社の顧問弁護士に報告し、その顧問弁護士はそのことについてストロング氏に対
して警告を行っていたものの、彼はこれを無視し続けた。ここで、もし取締役会への直接
的伝達経路が整備されていたならば、不祥事を未然に防げたかもしれない。以上の 2 件の
事例は、CECO の有効性が、その独立性の高さに大きく左右されることを裏付けている。 
 
第4節  取締役会の代理人説の盲点と補完 
第1項  盲点①：倫理とコンプライアンスの異質性 
 取締役会の代理人説の論理とその基盤となる事例の中身を確認すると、①倫理とコンプ
ライアンスの違いを考慮していないこと、②取締役会の独立性の高さを暗黙の前提として
いることという 2 つの問題（＝盲点）が明らかになる。まず、第 1 の盲点は、既に何度も
述べたように、コンプライアンスと倫理の違いを考慮していないことである。ホフマンら
は CECO を「エシックス・オフィサー」と表記しているが、ファニーメイと SCM 社の事
例において分析対象としているのは、どちらも CCO である（Hoffman & Rowe, 2007; 
Hoffman et al., 2008）。 
だが、法律と倫理の概念上の違いは、CECO の適性と志向を大きく変化させると思われ
る（Daly, 2006）。たとえば、コンプライアンス・オフィサーには、当然法律関係の詳細な
知識が要求されるため、法律家やジェネラル・カウンセルが担当すべきであろう（小池, 
2007）。他方、自発的で比較的主観的な倫理を担当するエシックス・オフィサーには、コミ
ュニケーション能力や優れた人格、経済的利益を倫理的価値よりも過度に優先する経営者
を説得する能力等も必要になると思われる。 
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 さらに、コンプライアンスと倫理の概念上の違いは、監督機関の適性も変化させると思
われる。コンプライアンス・オフィサーの場合、本来はその責任から、監査委員会に属す
のが適切であるだろう。というのは、監査委員会は、独立取締役のみによって構成される
のが通常であり、その任務は、会計監査や不正行為の調査、外部監査人の選任等、倫理で
はなくコンプライアンスに関するものを主としたものだからである（佐久間, 2003b, 185 ペ
ージ）。 
 加えて、法律と倫理の概念上の違いは CECO の志向も変化させると思われる。法務担当
者が CECO を兼任している場合には、倫理よりも自らの本来の職務であり、リスクの大き
さから企業にとっても重要性の高いコンプライアンスの方を優先する可能性が高いと思わ
れる。専任の CECO やエシックス・オフィスが置かれても、もしそれらが法務部に所属・
設置されていた場合には、実質的にコンプライアンス中心の活動となるだろう。 
そして、このようなコンプライアンスと倫理の概念上の違いによる志向の変化は、監督
機関においても同じであると思われる。実際、先述した CECO ガイドラインでも、監査委
員会は、その責任故に、監督の範囲が義務的なコンプライアンスの次元に留まる可能性が
あることが指摘されている（CECODWG, 2007, p.18）。 
もっとも、コンプライアンスは倫理よりも企業にとって重要性が高い事実を踏まえれば、
倫理を本格的に促進するには、コンプライアンスと倫理の運営と監督をそれぞれ機能的に
分離することが有効であるかもしれない。このことに関して、イギリスの企業倫理研究所
も、上述したコンプライアンスと倫理の違いによる志向と適性の変化を踏まえ、監査委員
会とは別に、独立取締役が委員長を務める CSR や倫理を専門とする取締役会内委員会への
報告経路を確立する必要性を訴えている（Webley et al., 2011, p.12）。以上の分析を踏まえ、
本研究では、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者と監督機関の実態を、同
プログラムが倫理重視かコンプライアンス中心かの大きな評価基準とする。 
ちなみに、通常、倫理委員会という用語は、企業倫理の文献においては、社内のプロジ
ェクトの一環として設置される委員会を指す場合が少なくない。その例として、ロッキー
ド・マーティンのエシックス・オフィスの支援組織がある。この倫理委員会の役割は同オ
フィスの下位組織として倫理・コンプライアンス・プログラムの運営を支援することであ
るが、その構成員は全員オフィサーである（Treviño & Nelson, 2010, p.215）。だが、本研
究でいう倫理委員会は、業務執行者で構成されるプロジェクト組織とは異なり、CECO の
業務を監督する役割を担う取締役会内の常任委員会として設置される監督機関であり、そ
の構成員は全員取締役である。 
  
第2項  盲点②：取締役会の独立性の高さ 
 第 2 の盲点は、取締役会の代理人説が、取締役会の制度的実態を具体的に検討すること
なしに、取締役会の独立性の高さを暗に前提としていることである。佐久間（2003b）は、
アメリカの企業統治制度は、日本のそれよりも 30 年以上進んでいるとしており、実際、取
47 
 
締役会の独立性は近年さらに強化されてきている。そのため、アメリカ上場企業を対象と
した場合には、取締役会の代理人説はある程度妥当なものということができるかもしれな
い。 
しかしながら、アメリカにおいても、会長兼 CEO という 1 人の人物への権限の集中とい
った問題は未だ解消されていない。加えて、2000 年代初頭に大規模な不祥事を起こしたエ
ンロンの企業統治制度も、制度上は世界で最も優れているとの評価を長年受けていたので
あって、取締役会の独立性が高いということを暗黙の前提とすることには疑問が生じる。 
これらの取締役会の監督機能の課題については、先述したホフマンらの現・元 CECO へ
のインタビュー調査においても、回答者の大半が指摘していたことである。この調査では、
回答者の大半が CECO の直接的報告先を経営陣ではなく取締役会とすることについて、支
持しないと回答していた（Hoffman et al., 2008, p.91）。ホフマンらは、この不支持の理由
を、①不必要であること、②非実践的であること、③経営陣との協調関係が崩れてしまう
恐れがあることの 3 つのタイプに分類している。 
このうち、第 1 の理由は、CEO の CECO に対する権力の大きさは報告関係の改善などで
は大して低下しないだろうから、そのような改革は不必要であるし、余計な仕事や面倒が
増えるため、望ましくないといった内容である。そして、第 2 の理由は、経営の監督にお
ける社外取締役の実効性は、一般に想定されるほど高くはなく、取締役会との報告関係を
改善したところで、大きな効果は得られないといった内容である。具体的には、社外取締
役と接触する機会は年に 4・5 回しかなく、社外取締役には日々の問題を現場の視点に立っ
て検討する能力も関心もないことが通常であり、このような社外取締役に直接的な報告を
行なったとしても、効果は期待できないとされる。 
これら 2 つの否定的な回答とその理由に対し、ホフマンらは、これら 2 つの理由は CECO
の取締役会への報告の重要性を否定するものではなく、むしろ肯定するものであるととら
えている（Hoffman et al., 2008, pp.91-92）。というのも、CEO への権力集中や社外取締役
の無機能化といった批判は、取締役会の代理人説と同じく、CECO の独立性が重要である
との視点から生まれたものだからである。そのため、これらの批判は、CECO の独立性を
向上させるには、CECO の取締役会への報告関係を改善するだけでは不十分であることを
指摘する根拠とはなっても、これを否定する根拠にはならないとされる。 
とはいえ、CECO の独立性の向上は企業統治的研究全体の問題意識の 1 つであり、取締
役会の代理人説自体は、あくまでこれを達成するための方法について主張したものである。
すなわち、取締役会の代理人説では、CECO を経営者ではなくこれを監督する取締役会の
代理人として位置付けることで、CECO の職務遂行が経営者の影響力に左右されないよう
にすべきであるとされる。そのため、CEO への権力集中や社外取締役の無機能化といった
問題は、CECO の独立性そのものの重要性を否定する根拠とはならなくても、そのための
方法を主張した取締役会の代理人説の限界を示す根拠としては、妥当なものであると思わ
れる。 
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また、ホフマンらの CECO を取締役会の代理人として位置付けるべきであるとの主張は、
取締役会が形骸化していないことを前提として初めて成立するものである。したがって、
本研究の課題の 1 つである倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者、経営者、
取締役間の権力構造の解明は、取締役会の代理人説の限界を示す上でも、重要な意味があ
ると思われる。 
加えて、中心的な企業統治問題や取締役会の構造は国によって異なるため、アメリカ以
外の企業を分析対象とする場合にも、取締役会の実態の分析は不可欠であるだろう。たと
えば、イギリスは業務執行と監督を取締役会が担う単層型の取締役会を採用しているが、
ドイツではこれら 2 つの機能を分離する二層型の取締役会が採用されている。さらに、ド
イツの取締役会では、労働者側代表が半数を占めており、取締役会の監督機能を検討する
には、労資共同決定制度の影響を考慮する必要があるだろう。 
そのほかに、フランスでは、業務執行と監督において非常に大きな権力を握る取締役会
会長兼最高経営責任者の問題が長年議論されてきた。このように、各国の取締役会の実態
は大きく異なるため、取締役会の代理人と位置付けただけで CECO の独立性と権限が高ま
るとはいえないと思われる。 
なお、ホフマンらの調査で回答者が CECO の取締役会への報告制度を支持しないとした
第 3 の理由は、取締役会との結びつきが強まると、CECO が経営者からよそ者（outsider）
扱いされるようになり、経営陣との協調関係が崩れてしまう恐れがあることである。この
理由に対し、ホフマンらは、経営者からよそもの扱いされることで、CECO による本来の
職務遂行が困難になるならば、このことは CECO の独立性の乏しさを証明するものであり、
このような組織でこそ CECO の独立性を高める努力が必要なのであると反論している。 
とはいえ、CECO が本来の職務を果たす上で、経営者との協力関係は重要な要素である
と主張する論者は少なくない。トレヴィーニョ＝ネルソン（Treviño & Nelson, 2010）は、
CECO と経営者の協力関係こそが CECO の業務環境として理想であるとし、ホフマン自身
もかつて、CEO と役員達からの支援・協力が伴って初めて CECO は上手く機能すると主張
していた（Driscoll & Hoffman, 2000, p.63; 邦訳, 88 ページ）。加えて、経営者は、CECO
の独立性の高さに関係なく、企業倫理やコンプライアンスに対して高い意識を保ち続ける
べきであると思われる。したがって、もし、CECO の独立性を高めることで経営者が CECO
との協調関係を断とうとするならば、その責任は経営者個人の意識の低さにあるのであっ
て、制度そのものにあるのではないと考えられる。 
 
おわりに 
本章では、企業統治的研究の観点からのアメリカの制度改革の動向、および同研究の主
要理論である取締役会の代理人説について分析した。アメリカでは、2000 年代以降、大規
模な不祥事の続発を受け、企業統治の観点からの倫理・コンプライアンス・プログラムの
運営と監督の制度改革が展開されてきた。2004 年の連邦量刑ガイドラインの改正では、プ
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ログラムの運営のための資源の拡充や運営担当者への適当な権限の委譲、取締役会の監督
責任の明確化とその実践などが企業に対して求められるようになった。また、2007 年に
ERC や ECOA などが共同で策定したガイドラインでは、連邦量刑ガイドラインの CECO
に関する規定の具体化が図られ、CECO、経営者、取締役会のあり方や関係についてより詳
細な規定が設けられた。 
このような中で、CECO の独立性の向上を問題意識として 2000 年代後半にホフマンらに
よって提唱された学説が、取締役会の代理人説である。現状として CECO は CEO の部下
であり、経営陣が積極的に関与したり、黙認したりしているような不正行為に対しては、
これを是正するのが極めて困難な地位にある。取締役会の代理人説では、CECO を取締役
会の代理人として位置付けることで、CECO の独立性を高めるべきであるとされる。 
しかしながら、取締役会の代理人説は、①倫理とコンプライアンスの異質性を考慮して
おらず、また②取締役会の独立性が高いという暗黙の前提に立っている。これらの 2 つの
特徴は、それぞれ以下のような理由から、問題があると思われる。 
まず、倫理とコンプライアンスの異質性を考慮していないことは、コンプライアンスと
倫理とではその担当者と監督機関の適性と志向が変化することを見落とす結果をもたらす
リスクがある。コンプライアンスを対象としたプログラムの場合、その担当者と監督機関
には法律に関する専門知識が不可欠であり、監督機関としては監査委員会ないしコンプラ
イアンス委員会が適当であるだろう。他方、義務ではなく比較的主観的な倫理の場合には、
法律に関する専門知識が無くても、倫理的価値の重要性を経営者や従業員に納得してもら
うことのできる優れた人格やコミュニケーション能力などをもつことが特に重要であると
思われる。 
そして、コンプライアンスの専門家が倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当
者や監督機関である場合には、彼らの考え方や行動の志向はコンプライアンス重視のもの
となるだろう。法務担当者が CECO を兼任している場合や専任の CECO やエシックス・オ
フィスが法務部に所属・設置されていた場合には、倫理よりも自らの本来の職務であり、
リスクの大きさから企業にとっても重要性の高いコンプライアンスの方を優先する可能性
が高いと思われる。このことは、監督機関が倫理委員会ではなく監査委員会である場合に
も同じであるだろう。 
 次に、第 2 の盲点として、取締役会の代理人説は、取締役会の制度的実態を具体的に検
討することなしに、取締役会の独立性の高さを暗黙の前提としている。しかし、どの国の
取締役会も独立性に関する様々な問題を抱えているため、取締役会の代理人説は誤った前
提に立脚していると思われる。そして、このことは、取締役会を含めた企業統治構造が抱
える問題点は、国ごとに大きく異なるものであるため、国際比較の際には特に問題となる
だろう。そのため、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営と監督の実態の究明には、
各国の取締役会の実態にまで踏み込んだ分析が必要であると考えられる。 
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注 
1 1986 年当時の防衛産業イニシアティブ原則の内容については、第 5 章でも説明する。防
衛産業イニシアティブの歴史や取り組みについては、以下を参照のこと。Defense Industry 
Initiative on Business Ethics and Conduct ホームページ, http://www.dii.org/, 2014 年 1
月 5 日アクセス。 
2 連邦量刑ガイドラインの具体的な内容については、本章のほかに第 5 章でも検討する。 
3 CECO 間の情報交換やネットワークの強化を目的に 1991 年に設立された非営利組織。
2005年にEthics Officer AssociationからEthics and Compliance Officer Associationに改
名された。 
4 なお、2004 年の改正では、法律違反とは異なり倫理は違反が比較的曖昧であるためか、
従来の内部通報制度に加えた報復の恐れのない相談窓口の設置も新たに要求された
（§8B2.1.(b)(6)）。 
5 「統治機関（governing authority）とは、（A）取締役会、または（B）もしその組織が
取締役会を有していないならば、その組織で最高位の統治機関を意味する」とされている。
（U.S.S.G. §8B2.1.Application Note1.）。 
6 適当な取締役会の下位集団（subgroup）の例として、監査委員会が挙げられている（§8C2.5. 
(f)(3)(C)(i)）。このことから、取締役会の下位集団とは、取締役会内委員会に相当するとい
えよう。 
7 以下の本項の条文番号は 2010 年時点のもの。 
8 より正確には、不正への参加（participated in）、不正の見逃し（condoned）、不正につ
いて故意に把握しようとしなかった（willfully ignorant of the offense）場合とされている。 
9 OCEG は、企業統治、リスク・マネジメント、コンプライアンス、企業倫理などの統合
的な議論と実践を目的に、2002 年にアメリカで設立された NPO である。OCEG は、これ
らの概念の統合に必要な資源や過程についての一般的なガイダンス「原則に基づくパフォ
ーマンス」である「GRC 機能モデル（GRC Capability Model）」を掲げ、その実践を通し
た「原則に基づくパフォーマンス（Principled Performance）」の達成を目標としている。
「GRC 機能モデル（GRC Capability Model）」の「GRC」は、ガバナンス、リスク・マネ
ジメント、コンプライアンスの頭文字からきている。ホームページ上では、2013 年 10 月
にアクセスした時点で 4 万を超える加盟者・団体とスポンサーがいると記載されている。
OCEG については、OCEG ホームページ、http://www.oceg.org/about/, 2013 年 10 月 24
日アクセス、および荒木（2008）を参照のこと。 
10 SCCE は、企業倫理とコンプライアンスの専門家のネットワークの構築と教育の提供な
どを目的に、2002 年にアメリカで設立された NPO である。2013 年時点で、3000 を超え
るメンバーがいる。SCCE は、各種イベントや出版、講習会などの活動のほか、「認証コン
プライアンス・倫理・プロフェッショナル（Certified Compliance and Ethics Professionals）」
としての資格を付与する企業倫理・コンプライアンスの専門家の認証制度等を実施してい
る。2013 年時点で 1600 人を超える専門家がこの認証資格を取得している。SCCE の活動
については、SCCE ホームページを参照のこと。
https://www.corporatecompliance.org/Home.aspx, 2013 年 10 月 24 日アクセス。 
11 4 つの原則の内容は、以下を参照のこと。CECODWG, 2007, pp.15-16. 
12 「統治機関との関係と専門職責任」のセクションの内容については、以下を参照のこと。
CECODWG, 2007, pp.31-35. 
13 本項のホフマンらの独立性の概念については、以下を参照のこと。Hoffman et al., 2008, 
pp.89-90. 
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第 4章 内部通報制度における報復のメカニズム 
 
はじめに 
 内部通報に焦点を当てた研究（以下、内部通報研究という）は、企業倫理や CSR への社
会的関心が高まった 1970 年代に開始され、これまで内部通報に関する様々な事実の解明に
貢献してきた。内部通報研究で問題とされるのは、経営者のみならず、より身近な上司や
同僚といったより広範な主体との内部通報者の関係である。しかし、その内部通報の過程
における権力や人間関係の作用についての分析結果は、経営者と倫理・コンプライアンス・
プログラムのあり方を考察する上で、重要な知見を提供するものと思われる。本章では、
内部通報研究の先行研究レビューと近年の不祥事の事例分析を基に、経営者の権力と内部
通報者への報復の関係について考察する。 
 
第1節  内部通報研究の展開と概念規定 
第1項  内部通報研究の展開 
内部通報研究は、企業倫理や CSR への社会的関心が高まった 1970 年代にアメリカで研
究が開始された比較的新しい研究領域である。実際、バーネット（Barnet, 1992）は、ア
メリカ内部通報研究の類型化を試みるに際して、37 件の先行研究を取り上げたが、それら
の研究は全て 1970 年代以降に発表されたものである。研究の進展に伴い、一部の論者の間
では、内部通報に対する官僚制の弊害と有効性を巡る官僚制論争（e.g., Near & Miceli, 1995, 
1996; King, 1999）、内部通報者への報奨金の有効性を巡る報奨金論争（e.g., Brewer & 
Selden, 1998; Miceli et al., 2009; Near & Miceli, 1996）なども展開されてきた。 
 先行研究では、内部通報の過程における権力や人間関係の作用など、すなわち内部通報
の動態的側面について様々な事実が明らかにされてきた（e.g., Greenberger et al., 1987; 
Gundlach et al., 2003; Keenan, 1990; Mesmer-Magnus & Viswesvaran, 2005; Parmerlee 
et al., 1982）。たとえば、ニーア＝ミセリ（Near & Miceli, 1996）は、18 件の先行実証研
究の成果を整理した結果、年齢や地位といった個人的要因よりも、不正行為の性質や組織
風土などの状況的要因の方が、内部通報過程に及ぼす影響力は大きいことが複数の研究で
明らかにされてきたとしている。 
他方、日本の内部通報研究は、SOX 法や COSO モデルなどについての内部統制研究の文
脈の中で、2000 年以降行われ始めたばかりである。このような中で、近年の一部の研究を
除いて（e.g., 田尾, 2010, 2011）、上述したようなアメリカの内部通報研究の成果はほとん
ど紹介されていない現状にある。アメリカでは、内部通報は企業倫理の研究分野の 1 つと
して扱われてきたが、日本では 1980 年代以降もアメリカの企業倫理研究の主要なものでさ
え、紹介されたものはわずかであった（中村, 1994, 223 ページ）1。 
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第2項  内部通報の概念規定 
 最も頻繁に引用されている内部通報（whistle-blowing）の定義は、「（元ないし現在の）
組織構成員による、彼らの雇用者の統制下での違法行為、非倫理的行為、または不合理な
行為の、行動を起こしうるであろう個人または組織に対するディスクロージャー（Near & 
Miceli, 1985, p.4）」である。ディスクロージャーとは、情報を開示することであり、これ
はこのニーア＝ミセリの定義で挙げられた 3 つの行為についての告発や相談、伝達、報告
など幅広い行動を含む広義の概念として理解できる。そして、この定義は、不正行為の告
発や相談などが、以下の 3 つの条件をすべて満たして初めて内部通報とみなされることを
意味している（Near & Miceli, 1995）。 
① 元組織構成員ないし現組織構成員によるディスクロージャーであること。 
② 彼らの雇用者の統制下で起きた違法行為、非倫理的行為、または不合理な行為の
ディスクロージャーであること。 
③ 行動を起こしうるであろう個人ないし組織に対するディスクロージャーであるこ
と。 
定義にある「不合理な行為（illegitimate practices）」とは、組織で与えられている権限
を逸脱した行為という意味であり（Near & Miceli, 1985, p.3）、権力の個人的な濫用等がそ
うである。ただし、もし、独裁者のように通常なら不当な行為としてみなされるような権
力の行使さえ認められていた場合には、その権力の行使は、不合理な行為ではなく妥当な
行為とみなされる。というのは、違法行為や非倫理的行為とは異なり、不合理な行為か否
かを判断する大きな基準は、行為の内容そのものではなく、その行為が権限に則ったもの
であるか否かに求められるためである2。 
次に、条件③の「行動を起こしうるであろう個人ないし組織」とは、改善策や逆に報復
など、内部通報の結果として何らかの行動を事後的にとり得る個人ないし組織のことを指
していると思われる。しかし、この定義では、不正行為の行為者自身も不正に無自覚であ
る場合があり、不正行為の行為者本人に対して不正行為を直接注意する「対決
（confrontation）」も（Kaptein, 2011, p.514）、内部通報となってしまうのではないかとの
疑問が生じる。 
本研究は、不正行為の行為者本人に対し不正を訴えることは内部通報ではないと考える。
また、違法行為、非倫理的行為、または不合理な行為であるか否かが明確ではなくても、
これらの疑いのある行為についての通報も内部通報に含まれるべきである。実際、SOX 法
で要求されている内部通報制度も、疑問のある会計または監査に関する従業員からの訴え
（complaints）を受け入れることを目的としており（SOX 法§301）、実際にコンプライア
ンス違反であるかは定かではない段階の疑いのある行為も対象としている。本研究では、
これらの理由から、内部通報を、「元・現組織構成員による当該組織内のまたは当該組織構
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成員による違法行為、非倫理的行為、または不合理な行為の事実や疑いに関する、不正行
為の行為者以外の個人・組織へのディスクロージャー」と定義することとする。 
 また、日本では、通報先が内部か外部かによって前者を「内部通報」、後者を「内部告
発」と別の用語で区別される傾向がある（田中, 2005, 256 ページ）。だが、内部通報に関
する理論研究の蓄積が豊富なアメリカでは、これらは、それぞれ、「内部への内部通報
（internal whistle-blowing）」と「外部への内部通報（external whistle-blowing）」と表
記されることが多い3。本研究では、アメリカに倣い、通報先が内部である内部通報と外部
である内部通報を区別する際に、それぞれ「内部への内部通報」と「外部への内部通報」
という表記を採用することとする。 
 
第2節  内部通報者の潜在的報復者に対する独立性、権力、匿名性と報復の関係 
第1項  内部通報者の権力と独立性 
本節では、先行研究の批判的検討を通して、内部通報者の潜在的報復者に対する独立性、
権力、匿名性と報復の関係を分析する。まず、先行研究では、権力は、ある社会主体に何
かをさせる能力（ability）と定義づけられることが少なくない。たとえば、ニーア＝ミセリ
は、ダール（Dahl, 1957）に倣い、権力を、「もしそれがなければそうはしなかったであ
ろう何かを、ある社会主体にさせる能力（Near & Miceli, 1995, p.686）」と定義する。ま
た、グリーンバーガーらも、「相手の行動に影響を与える能力」を権力としている
（Greenberger et al., 1987, p.529）。 
他方、独立性とは、利益相反とは無関係に規定された役割を果たすことができることで
ある（Hoffman et al., 2008, pp.89-90）。したがって、内部通報者にとっての独立性は、内
部通報の実践が経営陣の個人的な利益や内部通報者本人の保身などによって妨げられない
程度として理解できる。したがって、内部通報者の行動を阻害しうるであろう報復の脅威
は、内部通報者の独立性を低下させる大きな要因であると考えられる。 
しかし、内部通報者は様々な組織構成員との利害の対立に直面しやすく、内部通報者が
報復に遭うリスクを完全になくすことは極めて難しいと思われる。内部通報者は、不正行
為の改善、一掃を目的とするが（Near & Miceli, 1996）、不正行為の行為者は不正行為の隠
ぺいまたは継続を意図するため、両者の利害は必然的に対立することになる。また、組織
全体で内部通報に対する否定的な価値観が共有されていたり、不正行為の発覚で組織の存
続そのものが危うくなったりする場合には、内部通報者は、不正行為の行為者ではない同
僚や上司などその他の組織構成員とも利害が対立する可能性がある。 
だが、内部通報の過程では利害が対立する主体は権力を相互に行使しあい（Gundlach et 
al., 2003, p.108）、より権力の強い者がより弱い者に対して強制力を発揮できることにな
る（Greenberger et al., 1987, p.529）。そのため、たとえ内部通報が別の誰かにとって不
都合であったとしても、内部通報者がその相手よりも強い権力を有していれば、内部通報
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者が報復を受けるリスクを低下させることができると思われる。同様に、内部通報者の特
定を困難にすることも（匿名性の確保）、内部通報者に対する報復のリスクの低下に有効で
あると考えられる。 
 
第2項  内部通報者の権力の弱さ 
だが、経営者や組織自体が内部通報を奨励していない限り、内部通報者の権力は常に弱
いと思われる。ニーア＝ミセリによれば、権力は①資源依存、②価値観適合、③集団での
マイノリティの影響力、④個人の権力基盤から発生する（Near & Miceli, 1995, pp.687-688）。
第 1 の資源依存とは、幅広い人脈や情報網、優れた技能など、特定の資源を持っている人
物・組織の権力は、その資源を必要とする人物・組織に対して強くなるということである。
とりわけ、失業がその人物の生活に与える影響は大きいと思われ、従業員の企業に対する
権力は、企業が従業員に対してもつ権力よりも圧倒的に弱いと考えられる（Greenberger et 
al., 1987）。 
 次に、第 2 の価値観適合とは、経営者など既に権力を有している人々と同じ価値観を持
つ人物の価値観は、そうでない人物よりも強くなるということである。このことは、中間
管理者による不正行為を不正行為の一掃に積極的な経営者に通報できれば、その内部通報
者の権力は相対的に強くなるということである。だが、これは経営者主導で不正が行われ
ていた場合には全く機能しないと思われる。さらに、部下の経営者への密告の危険を察知
した中間管理者層が自らの不正が経営者に知られないよう、事前にその部下に脅迫や嫌が
らせを行う可能性もある（Parmerlee et al., 1982）。 
 そして、第 3 の集団におけるマイノリティの影響力とは、たとえ、マイノリティの意見
や行為であっても、説得力や妥当性がある意見や行為の影響力は大きくなりうるというこ
とである。だが、それらが大多数の組織構成員の利害と対立するものであれば、これらの
影響力が大きいとしても、マイノリティたちが報復に会いやすいことに変わりはないだろ
う。 
 最後に、第 4 の個人の権力基盤とは、報酬や雇用の決定権など、ある特定の権限や地位
などをもつ個人の権力はそうでない個人の権力よりも強いということである。もし内部通
報者が報復に合わないだけの強力な権力基盤をもっていればよいが、一個人が持つ権力基
盤には限界があるし、また、そのような権力基盤を持つ組織構成員もそれほど多くはない
だろう。 
 このように、内部通報者は様々な組織構成員と利害が対立しやすく、権力も弱いため、
報復に会いやすいと思われる。とりわけ、内部通報者は、不正行為の行為者とはほぼ必然
的に利害が対立することになる。そのため、内部通報者の独立性と権力を高めることは非
常に困難であると思われる。 
もっとも、以上のニーア＝ミセリの 4 つの権力基盤に基づく内部通報者の権力に関する
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説明は、内部通報者が現組織構成員である場合のみに当てはまると思われる。というのも、
元組織構成員がかつて所属していた組織の不正を暴露しようとしたり実際にそれを行った
りしても、その暴露の対象となった組織の現構成員が、この元組織構成員に対して、報酬、
雇用、解雇の権限や、経営者、同僚、上司などとの価値観の相違を手段に脅迫や報復など
の権力を行使することは困難であると思われるからである4。 
 
第3項  匿名性と報復の防止 
匿名性の強化は、独立性が乏しい内部通報者の特定を困難にすることで、報復の防止に
効果があると考えられる。匿名性の確保は、氏名のみならず、職位や所属など通報者の身
元確認（identities）に必要な様々な情報を隠すことを意味する（Near & Miceli, 1995, 
p.692）。内部通報者の特定に必要な情報は、組織外部の者から組織内部の者へと伝わる可
能性もあるため、匿名性の確保には、できるだけ多くの主体に対する守秘義務の遵守が必
要である。 
 だが、匿名性にはいくつかの問題点があることも、先行研究では議論されてきた。たと
えば、調査の進展に伴い、調査官による職場訪問や上司からの聞き取り調査などが増える
ほど、内部通報が行われた事実や内部通報者と思われる人物などが次第に明らかになって
いくと考えられる。また、ニーア＝ミセリは、匿名性の高さは、身元不明者に対する懐疑
や不信、また追加情報の収集の困難さ故に、内部通報の有効性を妨げる否定的要因である
と指摘する（Near & Miceli, 1995, p.692）。 
 実際に、フランスでは、不十分な証拠に基づく安易な通報や、悪意や虚偽の通報、いき
すぎた弾劾（denunciation）などのリスクの懸念から、企業は原則匿名の内部通報経路を
設置すべきではない旨を規定したガイドラインが公表されている5。いずれにせよ、以上の
分析から匿名性の向上だけに焦点を当てた方策に限界があることは明らかであるだろう。 
 
第3節  通報先の経営者に対する独立性と報復の関係 
第1項  ファニーメイの事例 
ニーア＝ミセリは、内部通報の成立には、①不正行為の行為者、②不正行為の目撃者、
③通報先の 3 つの社会主体が少なくとも必要であるとする（Near & Miceli, 1996, p.508）。
そして、不正行為の目撃者は内部通報を行わない無反応の目撃者（inactive observers）と
もなりうるのであり（Miceli & Near, 1984, p.689）、不正行為の目撃者を内部通報者とさせ
るには、報復に合わないことが重要であると思われる。 
前節までのレビューからも明らかなように、先行研究では、内部通報者に焦点を当てた
内部通報の権力構造の解明が重視され、通報先と経営者の権力構造について分析した先行
研究は乏しい現状にある。しかし、報復の防止という点では、通報先の経営者に対する独
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立性の確保が重要であると思われる6。本節では、2 件の不祥事の事例分析を通してこのこ
とを明らかにする。 
第 1 の事例は第 3 章でも検討したファニーメイの不祥事であり、この不祥事でも内部通
報が不適切に処理され、内部通報者に対する報復が行われていた7。2003 年に 3 名の従業員
の訴えを受け、当時の経理担当部門（Controller’s Department）の管理者は、業務リスク
担当上級副社長に不正行為の事実について報告を行った。この報告は、副社長兼ジェネラ
ル・カウンセルに伝えられ、調査は CCO が指揮するコンプライアンス・オフィスが担当し
た（OFHEO, 2006, p.260）。 
ジェネラル・カウンセルは、取締役ではなかったものの、CCO の上司として、定期的に
監査委員会に参加し、コンプライアンス・オフィスの調査も含め、社内のコンプライアン
ス状況を報告する役割を負っていた（OFHEO, 2006, p.247）。だが、ジェネラル・カウン
セルは、経営者の部下であり、内部通報や報復の実態が監査委員会へ正確に伝えられるこ
とはなかった。加えて、ジェネラル・カウンセルの業績と報酬は 1 株当たり利益の目標達
成と連動しており、報酬面でもジェネラル・カウンセルは経営陣と利害が一致しやすい環
境に置かれていた。 
このような中で、ファニーメイでは、通報を行った経理担当部門管理者に対して差別や
中傷などが行われていた。通報後に連邦住宅公社監督局（The Office of Federal Housing 
Enterprise Oversight, 略称：OFHEO）による調査が開始された際にも、内部通報者には
この調査の実施について事前に知らされることはなかった。加えて、ファニーメイでは、
役員を中心に、この内部通報者が調査に関わることのないようにするための妨害工作まで
行われていた。 
 
第2項  イーライリリー社の事例 
 2009 年、アメリカの製薬会社イーライリリー社（Eli Lilly and Company）は、刑事罰金
5 億 1500 万ドル、没収財産 1 億ドル、民事課徴金 8 億ドルの計 14 億 1500 万ドルの支払い
に合意した8。この刑事罰金の金額は、過去にアメリカで単体の企業が支払った刑事罰金の
金額の中では最高額であった。イーライリリー社は、高齢者に対して、認知症の治療薬と
して販売することが禁止されていた処方薬ジプレキサ（Zyprexa）を、1999 年から 2003
年にかけて認知症の治療薬として販売していた。 
この不祥事では、発覚前に内部通報を行っていた 6 人全員が、解雇または退職の強要と
いう報復を受けていた。このうちの 1 人のある販売員は、ホットラインの使用後、何の対
応もないまま報復を受けたという9。この不祥事を受け、イーライリリー社は、保健福祉省
の監察総監室（the Office of Inspector General）との企業インテグリティ協定（Corporate 
Integrity Agreement、略称：CIA)に合意した。これは、保健福祉省の監察総監室が不正を
犯した製薬企業と結ぶ協定で、包括的なコンプライアンス・プログラムの導入を 5 年間企
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業に強制するものである10。 
この協定では、CCO は経営幹部（senior management）でなければならず、加えて、コ
ンプライアンスに関する報告を少なくとも四半期ごとに直接、取締役会または取締役会内
委員会に対して行わなければならないとされた。加えて、CCO には、コンプライアンスに
関する事項をいつでも取締役会またはそのような委員会に報告できる権限が与えられなけ
ればならないとされた。さらに、CCO はジェネラル・カウンセルまたは CFO を兼任する
ことができず、また彼らの部下であってはならないともされた11。 
以上の事例分析から、通報先の経営者に対する独立性が、報復の防止を左右する大きな
要因であることは明らかである。このことは、内部通報経路として設置された制度を通し
た通報が、内部通報全体の僅かを占めるに過ぎない事実をもってしても否定することはで
きないだろう。確かに、内部通報の 9 割以上は社内への通報で、そのうち、内部通報制度
を使用せず身近な上司に通報した割合は 56%と過半数を占めている（ERC, 2012a, p.21）。
また、アメリカ企業が関与した不正行為のケース 959 件を対象とした調査では、何らかの
内部通報制度を通して発覚した不正は約 130 件（約 14%）だけで（Association of Certified 
Fraud Examiners（以下、ACFE12という）, 2008, p.23）、ホットラインにより発覚した
ものも 98 件（約 10%）だけであったことが報告されている（ACFE, 2008, p.38）13。 
しかしながら、本節で検討した事例が示すように、身近な上司に相談してもそれが通常
の対応過程を経る限りにおいては、CECO によって最終的に対応されることになる。また、
通報された内容が経営陣による不正である場合、報復を防止するには、通報先の経営陣に
対する独立性が確保されていることが不可欠である。実際、監査委員会など比較的独立性
の高い社内機関を通報先とするホットラインで発覚した不正の 63%は、管理者または経営
幹部による不正であった（ACFE, 2008, p.38）。 
 
おわりに 
 本章では、既存理論の検討と近年の不祥事の事例分析に基づいて、経営者の権力と内部
通報者などに対する報復のメカニズムについて考察した。内部通報者は様々な組織構成員
との利害対立に直面しやすく、内部通報者は常に報復のリスクに直面することになる。内
部通報過程では、利害が対立する主体は相互に権力を行使しあい、権力の強いものが弱い
ものに対して強制力を発揮できるようになる。そのため、特に、解雇や昇進、業績評価と
いった権限を企業のトップとして実質的に握っている経営者に対して、内部通報者は常に
弱い立場にあるといえる。 
このことは、経営者が不正行為に関与している場合には、なおさらであると思われる。
先行研究では、報復を防止する上での、内部通報先の経営者に対する独立性の重要性がほ
とんど指摘されてこなかった。だが、ファニーメイやイーライリリー社の事例が示すよう
に、内部通報先が経営者の部下であったり独立性の乏しい取締役会であったりした場合に
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は、内部通報者は弱い立場に置かれ、報復を受ける可能性が高い。このことから、取締役
会の監督機能の向上は、内部通報制度の信頼性の向上ならびに報復のリスクの低下と密接
に関わっているといえるだろう。 
なお、匿名性の強化は内部通報者の特定を困難にすることで、報復の防止に効果がある
と考えられる。だが、匿名性には、調査の進展による匿名性の低下、身元不明者に対する
懐疑や不信、追加情報の収集の困難さといった限界がある。このことからも、取締役会の
監督機能の向上は、内部通報制度の実効性を保つ上で重要な要素といえるだろう。
 
注 
1 このことから本章の内容は、アメリカの理論を紹介するという点でも、日本の内部通報研
究においては、ある程度意義があるものと期待される。 
2 また、定義にはないが不当な行為（wrongful activity）や疑わしい行為（questionable 
practice）は、組織が職場の危険性についての注意を怠った場合に罪に問われる不作為
（omissions）と位置付けられている（Near & Miceli, 1995, p.680）。 
3 アメリカでこのような日本と異なる用法が取られるようになった背景には、1970 年代の
研究開始当時、内部通報の定義に通報先の違いを反映させることについて、各論者の見解
が割れていたことが背景にある（Near & Miceli, 1985, pp.3-4）。たとえば、ファレル＝ピ
ーターセン（Farrell & Petersen, 1982, p.407）は、外部への通報のみを内部通報としてい
る。 
4 内部通報者が現組織構成員か否かによる内部通報者と企業の権力関係の変化について検
討した先行研究は乏しく、この変化の解明はアメリカの内部通報研究の今後の課題であろ
う。 
5 フランスの内部通報規制については、第 9 章でより詳細に検討する。 
6 もっとも、不正が軽度で、上司に信頼を置ける場合には、公式経路を使用せずとも上司に
自由に相談できるオープンドア・ポリシーなども有効ではないかと考えられる（水尾, 2010, 
36 ページ）。 
7 本節のファニーメイの事例については、主に以下を参照のこと。The Office of Federal 
Housing Enterprise Oversight (2006) Report of the Special Examination of Fannie Mae, 
http://www.fhfa.gov/webfiles/747/FNMSPECIALEXAM.pdf. 
8 DOJ (2009) Eli Lilly and Company Agrees to Pay $1.415 Billion to Resolve Allegations 
of Off-label Promotion of Zyprexa, 
http://www.justice.gov/opa/pr/2009/January/09-civ-038.html.  
9 The Largest Pharma Fraud Whistleblower Case in U.S. History Totaling $1.4 Billion, 
Press Release, 2009.1.15, Reuters, 
http://www.reuters.com/article/2009/01/15/idUS182128+15-Jan-2009+PRN20090115.  
10 強制されるコンプライアンス・プログラムの構成要素は、コンプライアンス・オフィサ
ーの雇用、コンプライアンス委員会の任命、コンプライアンス綱領、研修、機密性の高い
内部通報制度の設置、不適切な人物の雇用の回避、協定後の訴訟手続きなどの報告、取締
役会による監査、OIG へのプログラムの実践状況の年次報告などである。CIA の内容につ
いては、OIG HP, 
https://oig.hhs.gov/compliance/corporate-integrity-agreements/index.asp. 2012年 7月 24
日閲覧, を参照のこと。 
11 イーライリリー社が結んだ企業インテグリティ協定については、以下を参照のこと。
Corporate Integrity Agreement between the Office of Inspector General of the 
Department of Health and Human Services and Eli Lilly and Company, 
http://www.lilly.com/Documents/CIA.pdf.  
12 公認不正検査士協会（Association of Certified Fraud Examiners、略称：ACFE）は、
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ビジネスにおける不正の減少を目的に、世界的規模で研修やセミナーの開催などの活動を
行う不正行為の専門家の団体。1988 年に設立され、世界 150 カ国に 7 万人を超える会員が
いる。不正についての専門家としての「公認不正検査士」の認証制度なども運営している。
日本にも、2007 年に日本支部として一般社団法人 日本公認不正検査士協会が設立されて
いる。ACFE については、一般社団法人 日本公認不正検査士協会ホームページ, 
http://www.acfe.jp/、および Association of Certified Fraud Examiners ホームページ, 
http://www.acfe.com/default.aspx, （どちらも 2014 年 3 月 1 日アクセス）を参照のこと。 
13 ACFE は、2002 年以降 2 年おきにアメリカ企業の不正を調査してきた。2010 年以降の
レポートでは、アメリカ以外の国の企業の不正も調査対象となり、またアメリカ企業が関
与した不正のサンプルは全体の半数程度しかなかったため、本研究では 2008 年のデータを
使用している。 
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第 5章 アメリカ企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの推移と現状 
 
はじめに 
 前章までの先行研究レビューを踏まえ、本章以降では、本研究の課題の解明に向けた分
析を本格的に展開する。しかし、国際比較を行うには、その前に、各国の現状を個別に分
析する必要がある。また、アメリカの現状については、先行研究レビューの中で部分的に
論じるに留まっている。このような事情から、本章では、アメリカの倫理・コンプライア
ンス・プログラムに関する法規制や導入状況、取締役会の実態などの現状について第 4 章
までに検討できなかった点を中心に分析する。 
 
第1節  アメリカ企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの推移と現状 
第1項  1991年の連邦量刑ガイドラインの改正以前 
 世界に先駆けてアメリカで倫理・コンプライアンス・プログラムの導入が進展したのは、
このプログラムの導入状況を量刑の程度に連動させた1991年の連邦量刑ガイドラインの改
正によるところが大きい。とはいえ、1990 年代以前にも、1985 年に化学工業の業界団体が
開始したレスポンシブル・ケアや 1986 年に防衛産業の企業によって設立された防衛産業イ
ニシアティブなど、業界レベルではあるものの、企業倫理への取り組みを求める原則や運
動は存在した。なかでも、防衛産業イニシアティブでは、倫理綱領や倫理研修、内部通報
制度などが規定されており、その内容は連邦量刑ガイドラインの倫理・コンプライアンス・
プログラムの規定のひな型となった（鈴木, 2010, 65 ページ）。 
 このような中で、企業倫理センター（Center for Business Ethics, 1986, 1992）によるフ
ォーチュン 1000 社を対象とした調査によれば、1986 年時点で回答企業の 79.9%が倫理・
コンプライアンス・プログラムのための何らかの取り組みを行っており、その割合は 1992
年には 93%に増加していることが報告されている1。 
 
第2項  1991年の連邦量刑ガイドラインの改正後 
 1991 年の連邦量刑ガイドラインの改正後、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入
率は急激に増加した。たとえば、フォーチュン 1000 社を対象とした 1994 年の調査によれ
ば、倫理綱領の設置率はほぼ 100%であり、各年の設置率は連邦量刑ガイドライン施行後の
1993 年が最多であった（Weaver et al., 1999a, p.286）。第 3 章でも指摘したように、CECO
を設置する企業の数も、1991 年の連邦量刑ガイドラインの改正以降急激に増加している。 
また、2000 年以降も、コンプライアンス・リスクの厳罰化や企業倫理に対する世論の意
識の高まりなどを背景に倫理・コンプライアンス・プログラムの導入は進展してきた。図
表 5-1 は、大企業のみならず中小企業も調査対象に含めたエシックス・リソース・センター
（Ethics Resource Center、以下、ERC という）の全米企業倫理調査（National Business 
Ethics Survey、以下、NBES という）の歴代の調査結果の推移を示したものである。 
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図表 5-1：倫理・コンプライアンス・プログラムの設置率の推移（単位%） 
 1994 年 2000 年 2003 年 2005 年 2007 年 2011 年 
倫理綱領 66 79 68 83 83 82 
倫理研修 37 54 50 65 75 76 
相談窓口 63 47 41 63 65 68 
匿名の報告制度 N.A. N.A. 62 71 80 77 
倫理評価 N.A. N.A. 71 66 67 67 
懲罰制度 N.A. N.A. 79 82 88 85 
6 つ全てを導入 N.A. N.A. 15 25 38 N.A. 
注：2009 年にも NBES は実施されていたが、この年の調査では、倫理・コンプライアンス・
プログラムの導入状況についての調査が行われなかった。 
出典：ERC, 2007, p.4 および ERC, 2012a, p.48 のデータを基に筆者作成 
 
図表 5-1 より、2003 年から 2007 年にかけて、倫理綱領、倫理研修、相談窓口、匿名の
報告制度、倫理評価、懲罰制度の 6 つ全てを導入している企業の比率は、15%から 38%へ
と 2 倍以上に増加している。2011 年時点で、6 つ全ての項目で導入率が 60%を超えており、
80%を超えている項目も倫理綱領と懲罰制度の 2 種類ある。なお、2002 年に上場企業に対
して義務化された匿名の報告制度の設置率が 100%ではないのは、NBES の調査対象が上場
企業だけではないためであると考えられる2。 
 
図表 5-2：企業規模別にみた倫理・コンプライアンス・プログラムの設置率（単位%） 
 全米平均 
（2011 年） 
フォーチュン 500 社 
（2012 年） 
差 
倫理綱領 82 96 14 
倫理研修 76 91 15 
相談窓口 68 90 22 
匿名の報告制度 77 91 14 
倫理評価 67 81 14 
懲罰制度 85 92 7 
6 つの要素全てを導入 41 60 19 
出典：ERC, 2012b, p.6. 
 
また、図表 5-2 は、NBES の全米平均のデータとフォーチュン 500 社の平均データを比
較したものである。図表 5-2 より倫理綱領、倫理研修、相談窓口、匿名の報告制度、倫理評
価、懲罰制度の全てにおいて、フォーチュン 500 社の平均は、全米平均よりも高く、とり
わけ、懲罰制度以外は、全て 10%以上高い。このように、経営資源が豊富で厳しい上場基
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準などが課される大企業の方が、中小企業よりも倫理・コンプライアンス・プログラムの
導入率が比較的高い状況にある。 
 
第2節  連邦量刑ガイドラインの内容と倫理・コンプライアンス・プログラムの促進要素 
第1項  倫理・コンプライアンス・プログラムに関する規定の内容 
連邦量刑ガイドラインは、アメリカ連邦量刑委員会が作成した裁判官が量刑を決定する
際の基本原則を明示したガイドラインである。このガイドラインはもともと主に個人の量
刑を対象としたガイドラインとして 1987 年に施行されたが、その後何度も改正され、2012
年版までの改正項目数は 770 項目にも上る3。連邦量刑ガイドラインで、量刑の減額の要件
に効果的な倫理・コンプライアンス・プログラムの導入が規定されたのは、組織の量刑に
ついての規定を新設した 1991 年の改正による。 
以下、1991 年の改正で要求されたプログラムの内容である4。 
① 犯罪行為の防止と発見のための規準と手続の策定（§8A1.2. Application Notes: 
3.(k)(1)） 
② 上級役員5への①の規準と手続の遵守に対する全体的な監督責任の割当て（§8A1.2. 
Application Notes: 3.(k)(2)） 
③ 違法行為をするリスクの高い人物にプログラムの重要な裁量権を委譲しないため
のデュー・ディリジェンス（§8A1.2. Application Notes: 3.(k)(3)） 
④ 研修への参加などを通した①の規準と手続の効果的な伝達制度の活用（§8A1.2. 
Application Notes: 3.(k)(4)） 
⑤ プログラムの有効性の監視と監査、および報復の無い犯罪行為の報告制度
（reporting system）の設置（§8A1.2. Application Notes: 3.(k)(5)） 
⑥ 適切かつ十分な懲罰制度（§8A1.2. Application Notes: 3.(k)(6)） 
⑦ 違法行為発覚後の適切な対応と再発防止に向けたプログラムの修正（§8A1.2. 
Application Notes: 3.(k)(7)） 
①から⑥では、コンプライアンスを組織内部に確立するための規準、手続、担当者、担
当者の選抜制度、研修などの伝達制度、監視制度、監査制度、内部通報制度、懲罰制度の
導入が要求されている。そして、⑦では、違法行為発覚後に適切な対応と再発防止のため
の改善策を実施することが求められている。このように 1991 年の連邦量刑ガイドラインで
求められていたこれらのプログラムは、コンプライアンスのみを対象としたものであり、
倫理を対象としたものではなかった。 
その後、2004 年の改正により、初めてプログラムの対象が倫理まで拡張された6。この改
正により、倫理・コンプライアンス・プログラムを通して、倫理的行動と法令遵守へのコ
ミットメントを助長する組織文化の促進に努めることが明記された（§8B2.1.(a)(1), (2)）。
加えて、第 3 章で論じたように、1991 年の改正では倫理・コンプライアンス・プログラム
の各制度の導入に重点が置かれていたが、2000 年代の大規模不祥事を背景に、2004 年の改
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正では、プログラムの運営担当者の権限と取締役会による監督の強化にも重点が置かれた。 
その後も、連邦量刑ガイドラインは何度も改正され、2012 年版連邦量刑ガイドラインに
おける倫理・コンプライアンス・プログラムに関する組織への要求は以下の通りである7。 
① 犯罪行為の防止と発見のためのデュー・ディリジェンスの行使、および倫理的行動
と法令遵守へのコミットメントを助長する組織文化の促進に努めること
（§8B2.1.(a)(1), (2)）。 
② 犯罪行為の防止と発見のための規準と手続を策定すること（§8B2.1.(b)(2)）。 
③ 組織の統治機関が倫理・コンプライアンス・プログラムの内容と運営について精通
し、その運営に対して合理的な監督を行うこと（§8B2.1.(b)(2)(A)）。 
④ 組織の上級役員が倫理・コンプライアンス・プログラムの有効性を保証し、組織の
特定の 1 人または複数の個人に同プログラムの全体的な責任を割り当てること
（§8B2.1.(b)(2)(B)）。 
⑤ 組織の特定の個人に倫理・コンプライアンス・プログラムの日々の運営上の責任を
委譲し、その責任を委譲された者は、上級役員、そして適当な場合には統治機関ま
たはその下位集団に対して、同プログラムの有効性について定期的に報告すること。
この運営責任者がその責任を果たすのに必要な十分な資源、適当な権限、そして統
治機関ないしその下位集団への直接的なアクセス権を与えること（§8B2.1.(b)(2)(C)）。 
⑥ 違法行為や不適切な行為を行った個人を重要な権限のある役職に含めないよう合理
的な努力をすること（§8B2.1.(b)(3)）。 
⑦ ①の規準と手続などを定期的に実践的な方法で伝達するために、効果的な研修プロ
グラムや個々の役割についての情報伝達など合理的な段階を経ること
（§8B2.1.(b)(4)(A)）。 
⑧ ⑦の情報伝達の相手は、統治機関、上級役員、実質的な権限を持つ職員8、従業員、
そして、適当な場合には組織の代理人であること（§8B2.1.(b)(4)(B)）。 
⑨ 以下の 3 つの目的を達成するための合理的な段階を経ること（§8B2.1.(b)(5)）。 
A) 監視と監査等を通した倫理・コンプライアンス・プログラムの有効性の保証
（§8B2.1.(b)(5) (A)） 
B) 同プログラムの有効性の定期的な評価（§8B2.1.(b)(5) (B)） 
C) 潜在的または実際の犯罪行為を相談ないし通報するための報復の恐怖の無い
匿名ないし秘密の制度の整備と公表（§8B2.1.(b)(5) (C)） 
⑩ 適当なインセンティブと懲罰方法を通して倫理・コンプライアンス・プログラムを
促進・強化すること（§8B2.1.(b)(6)）。 
⑪ 犯罪行為の発見後、適切な対応を取り、既存の倫理・コンプライアンス・プログラ
ムの改革など、同様の犯罪の再発を防止するために合理的な段階を経ること
（§8B2.1.(b)(7)）。 
⑫ 犯罪行為のリスクを定期的に評価し、そのリスクを低下させるために①～⑪までの
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各要求を設計、実施、修正する適切な段階を踏むこと（§8B2.1.(c)）。 
 
第2項  連邦量刑ガイドラインの量刑の算出方法 
連邦量刑ガイドラインでは、不正行為を働いた組織の罰金は、基本罰金（base fine）に
乗数をかけて算出されると規定されている。基本罰金は、例外規定がない限り、①違反レ
ベル（offense level）ごとに設けられた金額、②違反による金銭的収入、③違反による金銭
的損失のうち、最も高額なものが設定される（U.S.S.G. §8C2.4.(a), (b), (c)）。違反レベルご
とに設定された金額は、違反レベルが高いほど高額になる。たとえば、深刻度が比較的高
くない不法侵入など違反レベルが 6 未満の金額は 5,000 ドルだが、殺人のように違反レベ
ルが 38 以上の場合は 7,250 万ドルに上る（U.S.S.G. §8C2.4.(d)）9。 
 基本罰金にかけられる乗数は、有責性スコア（culpability score）に基づいて設定される
最小乗数（minimum multiplier）と最大乗数（maximum multiplier）の間の値の中から
決められる（U.S.S.G. §8C2.6.）。有責性スコアは、基準点の 5 点に図表 5-3 に挙げたポイ
ントを加点・減点し算出される。 
 
図表 5-3：有責性スコアの増減基準と増減点数（単位：点） 
 
上級役員の関与 
従業員数 
5000人以上 1000人以上 200人以上 
＋５ ＋４ ＋３ 
 
組織の規模 
従業員数 
50人以上 10人以上 
＋２ ＋１ 
前歴 
判決後 5年未満での再発 判決後 10年未満での再発 
＋２ ＋１ 
命令違反 
執行猶予の条件、ならびにそれ以外
の命令違反 
執行猶予の条件の違反のみ 
＋２ ＋１ 
司法妨害 ＋３ 
効果的なコンプライアン
ス・倫理・プログラムの存在 
－３ 
当局への自己報告、調査協
力、犯罪行為の責任の明示さ
れた承認と肯定的な承諾 
3つ全て 調査協力、犯罪行為の責任の明
示された承認と肯定的な承諾 
犯罪行為の責任の明示さ
れた承認と肯定的な承諾 
－５ －２ －１ 
出所：U.S.S.G. §8C2.5.(b)から§8C2.5.(g)までの内容を基に筆者作成。 
 
組織の規模が大きいほど、有責性スコアに加算される点数は高くなる。また、再発まで
65 
 
の期間が短かったり、司法からの命令に対する違反が多かったりすれば、それだけ加点は
大きくなる。有責性スコアの仕組みにおいて特に重要なのは、効果的なコンプライアンス・
倫理・プログラムの存在、および当局への自己報告、調査協力、犯罪行為の責任の明示さ
れた承認（clearly demonstrated recognition）と肯定的な承諾（affirmative acceptance）
によって、企業が自社の有責性スコアを最大 8 ポイント減少できることである。多くの論
者によって、この罰金の算出の仕組みが、連邦量刑ガイドラインの策定以降、アメリカ企
業の間で倫理・コンプライアンス・プログラムの導入が拡大した大きな要因であると指摘
されてきた（e.g., Treviño, 2006; Tyler et al., 2008; 梅津, 2005）。 
とはいえ、図表 5-3 が示すように、上級役員が不正に参加したり、不正を見逃したり、
不正について故意に把握しようとしなかったりした場合には、効果的なコンプライアン
ス・倫理・プログラムを設置していたことによる有責性スコアの 3 点の減点は受けられな
いとされ、逆に 5 点が加点されることになる。このことは、倫理・コンプライアンス・プ
ログラムを形式的に導入するだけでは極めて不十分であることを意味している。とりわけ、
上級役員には、取締役や経営幹部（executive officer）なども含まれるため、経営者自身の
企業倫理とコンプライアンスへの積極的な姿勢と、独立性の高い取締役会による実効性の
ある監督の両方が重要であるといえよう。 
 
図表 5-4：有責性スコアと乗数の幅 
有責性スコア 最小乗数 最大乗数 
10 点以上 2.00 4.00 
9 点 1.80 3.60 
8 点 1.60 3.20 
7 点 1.40 2.80 
6 点 1.20 2.40 
5 点 1.00 2.00 
4 点 0.80 1.60 
3 点 0.60 1.20 
2 点 0.40 0.80 
1 点 0.20 0.40 
0 点以下 0.05 0.20 
出典：U.S.S.G. §8C2.6. 
 
有責性スコアによる乗数の幅の違いは、極めて大きなものであり、有責性スコアが 0 点
以下の場合の最小乗数は 0.05 だが、10 点以上の場合には最大乗数は 4 であり、その差は
80 倍である（図表 5-4）。また、有責性スコアが、基準点の 5 点のままだった場合と 0 点以
下に減点された場合とでは、乗数は最低 5 倍は変化する。 
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とりわけ、有責性スコアが 8 点だった場合の最小乗数 1.6 と 0 点だった場合の最大乗数
0.2 の差は 8 倍である。したがって、有責性スコアが基準点の 5 点に 3 点加算された場合、
効果的なコンプライアンス・倫理・プログラムを整備し、当局への自己報告、調査協力、
犯罪行為の責任の明示された承認と肯定的な承諾を実践した企業（＝有責性スコアが 8 点
減点）とそうでない企業（＝有責性スコアの減点 0 点）とでは、罰金の額が少なくとも 8
倍は違うということである。 
 
第3節  アメリカの内部通報制度の現状 
第1項  内部通報制度を巡る法規制 
内部通報制度に関しては、連邦量刑ガイドライン以外にも、様々な法規制の影響を強く
受けているため、そのほかの制度とは別個に検討する必要がある。企業の内部通報制度に
関する主な法規制として、①不正請求防止法（the False Claims Act）、②サーベンス・オ
ックスレー法（Sarbanes-Oxley Act、以下、SOX 法という）、③ドッド・フランク法の 3
つがある10。 
まず、第 1 の不正請求防止法は、1863 年に制定された法律でアメリカの内部通報促進政
策の起源と言われている11。不正請求防止法では、南北戦争における軍事物資の調達で政府
への不正請求が頻発していたことを背景に、公共契約における不正請求を対象とした内部
通報者報奨金制度が導入された。 
不正請求防止法は、1986 年に改正され、内部通報者報奨金制度の内容が大幅に拡充され
た。この改正により報奨金は、政府の回復分の 15%から 30%の間とされ12、弁護士費用や
訴訟費用なども敗訴した被告が、裁判所が合理的と判断した額だけ支払うこととされた。
この改正当時のレーガン政権は、政府契約の 90%で不正請求が疑われていたものの、公約
である軍備拡張と小さな政府の実現には、高額な支出をできる限り避けたいとの思惑があ
った。このような中で、政府は、報奨金の拡充により私人による訴訟（qui tam 訴訟）を増
やし、報奨金よりも高額に上る調査費用や訴訟費用などを節約することで、相対的な支出
を減らそうと試みたのである。 
また、2000 年代初頭のエンロンやワールドコムなどの大規模不祥事を受け、2002 年 7
月に成立した SOX 法では、公開会社に監査委員会の設置と同委員会への匿名の内部通報制
度の設置が義務付けられた（301 条）。同法では、806 条と 1107 条で、内部通報者に対す
る報復が禁止された。SOX 法は、アメリカ国内のみならず外国企業の内部通報制度の導入
に対しても非常に大きな影響を与えてきた法律であり、同法の規定の内容については倫
理・コンプライアンス・プログラムの世界的普及の背景について分析する第 6 章でさらに
詳しく検討することとする。 
その後、2010 年に成立したドッド・フランク法は、不正請求防止法の内部通報者報奨金
制度と SOX 法の内部通報者保護規定の両方を強化した内容となっている。同法の下では、
内部通報者報奨金制度の担当官庁は、証券取引委員会（Securities and Exchange 
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Commission、以下、SEC という）と商品先物取引委員会（Commodity Futures Trading 
Commission、以下、CFTC という）である。SEC は、連邦証券法または SEC が交付する
規則ないし規制の違反に関する内部通報を13、CFTC は先物取引関連事項を中心とした商品
取引法（commodity exchange act）違反に関する内部通報を担当する。したがって、この
ドッド・フランク法の下では、内部通報の対象は、公共契約上の不正のみではないのであ
る。 
ドッド・フランク法の下では、企業に科された不当利益返還や罰金などが合計 100 万ド
ルを超える場合、この合計額の 10～30%が、内部通報者に報奨金として与えられることに
なる。内部通報者が提供する情報として、①提供情報の重要性、②内部通報者およびその
法定代理人による援助、③証券取引所法違反の阻止に当たっての計画的利益
（programmatic interest）の観点から、その報奨金提供の妥当性が評価される14。 
また、内部通報者の報復の禁止について、SOX 法とドッド・フランク法には、以下のよ
うな違いがみられる。第 6 章でも述べるように、SOX 法では、内部通報者が保護を受ける
には報復後 90 日以内に労働省へ通報しなければならないとされているが、ドッド・フラン
ク法では最大で 10 年以内とされている（Dodd Frank Act §922(h)(1)(B)(iii)）15。加えて、
SOX 法では、内部通報者の未払い賃金（back pay）が保証されるとされているが、ドッド・
フランク法ではこの金額は 2 倍と規定されている（Dodd Frank Act §922(h)(1)(C)(ii)）16。 
 
第2項  内部通報の実践状況 
以上のような様々な促進策の下、今日、アメリカでは内部通報制度の導入がかなり進展
している。先述したフォーチュン 1000 社を対象とした 1994 年の調査では、51%の企業が
何らかの形で内部通報制度を整備していた（Weaver et al., 1999a, p.290）。また、歴代の
NBES の調査によれば、相談窓口を設置する企業の割合は 2003 年の 41%から 2011 年の
68%へ、ホットラインなどの匿名の報告制度を設置する企業の割合も同じ期間に 62%から
77%へと上昇している（ERC, 2012a, p.48）。 
また、内部通報件数も急速に増加してきた。1986 年以前までの年間訴訟件数は 6 件ほど
だったが、1986 年以降から 2012 年までの私人による告発の通算訴訟件数は、6,000 件以上
にまで急激に上昇した17。さらに、2009 年 1 月から 2011 年 1 月にかけての不正請求防止
法違反による徴収金額は 68 億ドル以上で、これは過去最高額である（Blume et al., 2011）。
加えて、不正行為の目撃件数に占める内部通報件数の割合（以下、内部通報率という）も
2005 年の 53%から 2011 年の 65%へと上昇し、とりわけ、制度化が進展している企業では
83%とかなり高い（ERC, 2012a, p.23）。 
だが、内部通報率の上昇とは対照的に、報復を受けるケースも増加傾向にある。内部通
報件数に占める報復件数の割合（以下、報復率という）は、2007 年 12%、2009 年 15%と
年々悪化し、2011 年には過去最悪の 22%を記録した（ERC, 2012a, p.15）。解雇や降格な
ど、内部通報者が被るダメージの大きい報復も少なくなく、報復の解消は、アメリカの今
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後の大きな課題であるといえよう18。 
ところで、その重要性の違い故に、非倫理的行為においては、コンプライアンス違反ほ
ど、独立性の高い通報先が用意されていない現状にある。たとえば、フォーチュン 1000 社
の監査委員会の設置状況は 100%であるに対して、上場規定などで要求されていない会社責
任委員会の設置割合は 17%に留まる（Korn/Ferry Institute, 2008, p.18）。さらに、監査
委員会への匿名の内部通報経路の設置が SOX 法（301 条）で要求されているのに対して、
倫理委員会の設置や同委員会への内部通報経路の設置を要求する直接的な法規制は存在し
ない。 
 このような中で、窃盗や公務員への賄賂を目撃した従業員の約 7 割は報告を行っている
が、勤務時間中に同僚が私事に取り組んでいるのを目撃して報告する従業員は 3 割程度で
ある（ERC, 2012a, pp.41-42）。そのため、内部通報の対象をコンプライアンス違反だけ
に限定しないためには、倫理委員会の設置率と倫理委員会を通報先とする内部通報経路の
設置率を高めることが必要ではないかと考えられる。 
 
第4節  アメリカ企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの監督機関 
第1項  コンプライアンス中心の監督機関 
 第 3 章で明らかにしたように、アメリカの CECO の多くは、ジェネラル・カウンセルや
法務部長などの法務関係職が兼任しており、コンプライアンスの側面が強い。これは、近
年の SOX法や次章で具体的に検討する外国公務員の贈賄規制の強化といったコンプライア
ンス・リスクの高まりを背景に、エシックス・オフィスがジェネラル・カウンセルのいる
オフィス内に設置されたり、政府の倫理担当当局が自らの担当を倫理ではなくコンプライ
アンスと位置付けたりするケースが増えたためである（Daly, 2006, pp.182-183）。 
 とはいえ、コンプライアンス重視の姿勢は、監査委員会と倫理委員会の設置率の差から
も確認できる。アメリカにおいては、監査委員会は、上場企業では設置が義務化されてい
る現状にあり、実際、フォーチュン 1000 社のうちそれを設置する企業の割合は、1995 年
から 2007 年まで一貫して、100%である（Korn/Ferry Institute, 2008, p.18）19。 
他方、倫理委員会を促進ないし強制する制度は特に存在せず、その設置状況は調査すら
されていない現状にある。フォーチュン 1000 社における監査委員会など上場基準等で設置
が義務付けられている委員会の設置割合はほぼ 100%であったが、17%の会社責任委員会な
ど義務化されていない委員会の設置割合は非常に低い（Korn/Ferry Institute, 2008, p.18）。
このことから、倫理委員会の設置状況も非常に乏しいと推測される。なお、連邦量刑ガイ
ドラインにおいても、倫理・コンプライアンス・プログラムを監督する取締役会内委員会
の例として挙げられているのは、監査委員会である（U.S.S.G. §8C2.5(f)(3)(C)(i)）。 
 
第2項  アメリカの取締役会の独立性の現状 
 アメリカでは取締役会の独立性を示す大きな指標として、社外取締役の概念が議論され
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てきた。社外取締役には、投資銀行や弁護士などとして事業上の関係が存在するような利
害関係のある普通の社外取締役と、そのような利害関係のない独立取締役の 2 種類が存在
する（釜田, 2009, 33 ページ）。 
アメリカ大企業の取締役会は、ほぼ全員社外取締役で占められている。アメリカ大企業
100社を対象に 2009会計年度に公表された委任状説明書の内容を分析した調査データによ
れば、社内取締役の人数が 1 人という企業の割合は 59%と過半数に上り、2 人が 26%、3
人が 6%、4～7 人が 9%と、ほとんどが社外取締役で占められている（Korn/Ferry Institute, 
2010, p.26）。フォーチュン 1000 社のうち、社外取締役が 100%を占めるのは、監査委員
会、報酬委員会、指名委員会、ストック・オプション委員会、企業統治委員会、後継者立
案委員会、会社責任委員会、取締役報酬委員会の 8 つであった。社外取締役が過半数を占
めないのは執行委員会（executive committee）だけであった。ちなみに、このデータは、
先の 2 年間で変化しなかったという（Korn/Ferry Institute, 2008, p.19）。 
もっとも、企業統治上重要なのは社外取締役よりも独立取締役である。アメリカ上場企
業は、上場規則において、独立取締役の高い構成比率の達成が要求されている。ニューヨ
ーク証券取引所（New York Stock Exchange、以下、NYSE という）とナスダック（National 
Association of Securities Dealers Automated Quotations、以下、NASDAQ という）の上
場規則で求められている独立取締役の比率は、ともに取締役会が過半数、監査、指名20、報
酬委員会が 100%である21。 
ドッド・フランク法では、報酬委員会が、報酬コンサルタントやジェネラル・カウンセ
ルに対する雇用、報酬、監督の権限をもつことも義務付けられている（Dodd-Frank Act, 
§952）。CECO をジェネラル・カウンセルが兼任するケースが多い現状を踏まえれば、独立
性の高い報酬委員会にジェネラル・カウンセルの報酬を決定する権限を与えたことは、
CECO の形骸化の防止という点で大きな前進であるといえよう。 
 とはいえ、アメリカの取締役会にも問題がないわけではない。まず、第 1 の問題は取締
役会の独立性の基準の内容について、その妥当性に疑問が生じる項目がいくつか存在する
ことである。NYSE の上場規則では§303A.02 において、NASDAQ 上場規則では§5605(a)
において、独立取締役の条件が規定されている。NYSE も NASDAQ も、上場規則におけ
る独立取締役の条件は、第 10 章で検討するヨーロッパと同様に、図表 5-5 で挙げた項目に
1 つも当てはまらない人物であることとされている。 
現行の NYSE と NASDAQ の上場規則では、過去に会長や CEO であった者や数十年間
勤務してきた従業員であっても、退任・退職から 3 年が経過していれば、独立取締役とし
てみなされる現状にある。この 3 年という長さは、イギリスとフランスが 5 年であるもの
の、EU 加盟国では 3 年が最も多く、比較的短いとは言えないだろう22。だが、独立性の乏
しい人物が独立性を回復するまでの一定期間である冷却期間（cooling off period）を設けれ
ば独立性が十分回復するのか否かも含め、この 3 年間という長さの妥当性については今後
更なる検討がされるべきであるだろう。 
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図表 5-5：NYSEと NASDAQの上場規則で定められた独立取締役の条件（ネガティブ・リスト） 
NYSE 上場規則§303A.0223 NASDAQ 上場規則§5605(a)24 
①当該企業との物的関係（material relationship）
25がある者（所属する企業や集団などとの関係も含
む）（(a)(i)） 
②過去 3 年間に当該企業の業務執行役員の直近の
家族26、当該企業の従業員であった者（(b)(i)）27 
③過去 3年間に 12万ドル超の年間報酬を受けとっ
たことがある者（(b)(ii)） 
④取締役報酬以外の追加報酬を受け取っている者
（(b)(ii)） 
⑤過去 3 会計年度の間に、100 万ドル超または自
社の連結収益の 2%超の報酬の支払いないし受取
りのあった企業の従業員またはその直近の家族
（(b)( v)） 
⑥過去 3 年間に当該企業の監査人の従業員、パー
トナーまたはそれらの直近の家族であったことが
ある者（(b)(iii)(A) (B), (C), (D)） 
⑦当該企業の業務執行役員が報酬委員会のメンバ
ーを務める企業の業務執行役員またはその直近の
家族（(b)( iv)） 
①過去 3 年間に当該企業28の従業員であった者（(2)(A)） 
②過去 3 年間に 12 万ドル超の年間報酬（ただし、取締役
報酬、取締役会内委員会報酬、従業員としての給与、税制
適格退職金、非裁量的報酬は除く）を受けとったことがあ
る者、またはそのような家族29のいる者（(2)(B)） 
③過去3年間に当該企業の業務執行役員の家族であった者
（(2)(C)） 
④本人ないし家族が、過去 3 会計年度の間に、20 万ドル
超または自社の連結収益の 5%超の資産・サービス（当該
企業の証券への投資のリターン、非裁量慈善事業プログラ
ムの下での支払いは除く）の支払いないし受取りのあった
組織のパートナー、支配株主、業務執行役員であった者
（(2)(D)） 
⑤本人ないし家族が、過去 3 年間に当該企業の業務執行役
員が報酬委員会のメンバーを務める企業の業務執行役員
であった者（(2)(E)） 
⑥本人ないし家族が、過去 3 年間に当該企業の外部監査人
の従業員またはパートナーだったことがある者（(2)(F)） 
出所：上場規則の内容を基に筆者作成。詳細な条項番号は図表内に（）で明記。 
 
また、NYSE と NASDAQ の上場規則には、持ち株比率に関する独立性の条件が規定さ
れていないため、株主であっても、独立取締役として就任できる現状にある。特に、NASDAQ
の上場規則においては、NASDAQ は、持ち株比率そのものが独立性の妨げになるとは信じ
ないとの旨が明記されている（IM-5605. Definition of Independence―Rule 5605(a)(2)）。
SEC は、独立取締役の条件の 1 つとして持ち株比率が 10%以下であることを要求している
が30、この持ち株比率を超える者が直ちに独立性が乏しいとみなされるわけではないとされ
ている31。このように株主の独立性に対する寛容な態度は、第 10 章で指摘するように、EU
加盟国では、16～17 カ国が企業統治規範で株主の非独立性を規定している現状と比べても、
特徴的であるといえよう。 
 次に、第 2 の問題として、会長兼 CEO への権力集中の問題がある。社内取締役が 1 人な
いし 2 人というのが大多数である中で、アメリカ大企業 100 社において CEO が取締役会会
長を兼任する比率は 79%を占めている（Korn/Ferry Institute, 2010, p.26）。指名委員会
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のメンバーは全員独立取締役であるものの、従来 CEO が会長を兼任する場合には、この
CEO1 人に意思決定権が集中し、指名委員会を支配して取締役の選任や役員人事に強大な
影響力を及ぼしてきたことが指摘されてきた（e.g., 出見世, 1997; 佐久間, 2003b; 今西, 
2006）。 
加えて、取締役会の中には、日常的な事項に関して取締役会の持つ全ての権限を行使で
きる執行委員会が置かれており（佐久間, 2003b, 185 ページ）、ほとんどの CEO はこの執
行委員会のメンバーを務めている。たとえば、フォーチュン 1000 社では、社内取締役の全
員が執行委員会のメンバーである（Korn/Ferry Institute, 2008, p.19）。なお、CEO 以外の
社内取締役が会長を務める比率は 11%と 2番目に高く、そのほとんどは、当該企業の元CEO
や創業者であった（Korn/Ferry Institute, 2010, p.5）。 
 
おわりに 
 本章では、前章までに分析できなかった点を中心に、アメリカの倫理・コンプライアン
ス・プログラムに関する法規制や導入状況、取締役会の独立性などの現状について分析し
た。防衛産業イニシアティブやレスポンシブル・ケアといった業界レベルでの取り組みも
あり、1980 年代にも倫理・コンプライアンス・プログラムを導入する企業はあった。だが、
アメリカでその導入が本格的に広まったのは、1991 年の連邦量刑ガイドラインの改正以降
である。その後、連邦量刑ガイドラインは、倫理・コンプライアンス・プログラムの監督
機能や倫理文化の重要性が改正で強調されるなど、実践過程研究や企業統治的研究の影響
を受けながら、今日に至っている。 
 連邦量刑ガイドラインは、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入状況が量刑の程
度に大きく連動する仕組みを採用しているため、アメリカ企業が同プログラムの導入を進
める大きな要因として議論されてきた。連邦量刑ガイドラインに規定されている罰金の算
出方法は、基本罰金に乗数をかける方法である。倫理・コンプライアンス・プログラムの
有無と当局への自己報告、調査協力、責任の承認・承諾の表明の有無によってその乗数は
大きく変化し、その罰金の差は最大で 80 倍である。なお、内部通報制度に関しては、連邦
量刑ガイドライン以外に、不正請求防止法、SOX 法、ドッド・フランク法等においても詳
細な規定がある。 
第 3 章で明らかにしたように、アメリカの CECO の多くは、ジェネラル・カウンセルや
法務部長などの法務関係職が兼任しており、コンプライアンスの側面が強い。そして、こ
のことは倫理・コンプライアンス・プログラムの監督においても同様である。同プログラ
ムの監督は、監査委員会を中心に行われており、倫理委員会の設置率は監査委員会とは比
較にならないほど低い。 
次に、監督機関の独立性に関して、アメリカ上場企業の取締役の多くは、独立取締役で
あり、指名委員会・報酬委員会、監査委員会は全て独立取締役で構成されている。だが、
会長兼CEOへの権力の集中や取締役の独立性の基準の妥当性などの問題点ないし疑問点が
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みられ、これらは倫理・コンプライアンス・プログラムの監督機関の形骸化の懸念材料と
して指摘できるだろう。
 
注 
1 もっとも、倫理研修や内部通報制度などの複数の制度のうちどれか 1 つに取り組んでいた
だけでも、その企業は何らかの取り組みを行っていたことになる。また、1986 年の回答企
業数は 279 社とフォーチュン 1000 社全体の 28%に留まるものであり、1992 年の導入率は
増加しているものの、回答企業数は 192 社へと大きく減少している。このことは、企業倫
理センターの調査に回答した企業が、倫理・コンプライアンス・プログラムに取り組んで
いる企業を中心に構成されている可能性があることを示唆している。 
2 たとえば、2011 年 NBES の調査対象は、従業員数が 2 人以上の会社で週 20 時間以上働
いている 18 歳以上の従業員であり、上場企業か否かの選別基準はない。ちなみに、2011
年 NBES の回答者数は、4,800 人（私的セクター4,683 人、公的セクター117 人）であった。 
3 連邦量刑ガイドラインの改正の推移と内容については、2012 年版連邦量刑ガイドライン
の Appendix C の VolumeⅠからⅢ、および Supplement to Appendix C を参照のこと。 
4 以下の条文番号は、1991 年時点のもの。 
5 上級役員（high-level personnel）の概念については、第 3 章の第 1 節を参照のこと。 
6 以下の条文番号は 2004 年時点のもの。 
7 以下の条文番号は 2012 年時点のもの。 
8 公式に権限を割り当てられている人物が、実際にその権限を自分の意思で行使できている
とは限らない。たとえば、新しい経営者が前任者の意向で後任に就いていた場合、この経
営者の意思決定は前任者の意向に左右される恐れがある。実質的な権限を持つ職員
（substantial authority personnel）は、公式の権限ではなく、実際にだれが権限を持って
いるかによって判断される。そのため、実質的な権限を持つ職員とみなされるか否かは、
時と場合に基づいて決定されなければならないとされている（U.S.S.G. §8A1.2. 
Application Note3.(C)）。 
9 基本罰金の例外規定の例として、組織による贈収賄の場合には、①違法な支払い、②違法
な支払いの見返りとして得られたまたは得られる見込みの収益、③違法な支払いによる結
果的な損害のうち最も高額な金額が、基本罰金として設定される（U.S.S.G. §2C1.1.(d)(1)）。 
10 そのほかに、アメリカには 1989 年に施行した内部通報者保護法（Whistleblower 
Protection Act）もある。だが、同法は、連邦政府職員による内部通報のみを保護の対象と
し、民間企業からの内部通報者を保護するものではない。 
11 不正請求防止法については、三谷（2000）を参照のこと。 
12 Phillips & Cohen LLP. False Claims Act History, 
http://www.phillipsandcohen.com/False-Claims-Act-History/. 2012年 12月17日アクセス。
たとえば、民事課徴金が 20 万ドルの際には報奨金は 6 万ドルとなる（三谷, 2000, 140 ペー
ジ）。 
13 SEC の内部通報者報奨金制度については、SEC（2011a,b）を参照のこと。 
14 Phillips & Cohen LLP HP, New SEC and CFTC Whistleblower Programs Provide 
Substantial Rewards, 
http://www.phillipsandcohen.com/SEC-Whistleblowers/SEC-and-CFTC-whistleblower-i
nfo.shtml, 2012 年 9 月 2 日アクセス。 
15 とはいえ、報復に対する出訴起源は、通常、報復の実施から 6 年以内、報復の実施を合
理的に知ってから 3 年以内とされている（Dodd Frank Act §922(h)(1)(B)(iii)）。 
16 この金額には、SOX 法、ドッド・フランク法ともに、利息が付く（with interest）とさ
れている。 
17 Phillips & Cohen LLP. False Claims Act History, 
http://www.phillipsandcohen.com/False-Claims-Act-History/. 2012年 12月17日アクセス。 
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18 実施された報復の内容は、「監督者ないし経営陣からの意思決定ないし業務からの締め出
し」64%、「その他の従業員からの冷たい態度」62%、「監督者ないし経営陣からの言葉の
暴力」62%、「解雇」56%、「昇進ないし昇給機会の喪失」55%、「その他の従業員からの言
葉の暴力」51%、「労働時間ないし賃金カット」46%、「配置転換ないし転勤」44%、「降格」
32%などであり、内部通報者が受ける被害の大きい報復も少なくない（ERC, 2012a, p.16.）。 
19 参考までに、2007 年のデータは、フォーチュン 1000 社にランキングされている企業 891
社の 2006 年 7 月 1 日から 2007 年 6 月 30 日までに発行された委任状説明書の内容を分析
したものである。コーン・フェリー・インスティチュートは、1952 年に設立されたアメリ
カのエグゼクティブ・サーチ会社であるコーン・フェリー・インターナショナルの研究機
関である。 
20 ただし、NASDAQ 上場規則では、当該企業の独立取締役全体の過半数を占める独立取締
役による投票によって取締役の指名が行われる場合には、指名委員会を設置しなくても良
いと規定されている（NASDAQ 上場規則§5605 (e)(1)(A), (B)）。 
21 NYSE 上場規則における独立取締役の比率については、それぞれ取締役会は§303A.01、
監査委員会は§303A.07, (a)、報酬委員会は§303A.05, (a)、指名委員会は§303A.04, (a)で規
定されている。NASDAQ 上場規則における独立取締役の比率については、それぞれ取締役
会は IM-5605. Definition of Independence (b)(1)、監査委員会は IM-5605-4. Audit 
Committee Composition、報酬委員会は§5605(d)(2)(A)、指名委員会は§5605 (e)(1)(B)で規
定されている。 
22 ヨーロッパ各国の冷却期間については、EU 加盟国全般は第 10 章で、イギリスは第 7 章
で、フランスは第 9 章で詳しく分析する。 
23 （）内は§303A.02, Independence Tests のより詳細な条文番号 
24 （）内はより詳細な条文番号。なお、取締役会内委員会の場合には、図表 5-5 に挙げた
項目以外にも、独立取締役にはさらに厳しい条件が課せられる。たとえば、監査委員会の
メンバーの場合には、図表 5-5 に挙げた項目に加えて、SEC 規則§10A-3 (b)(1)の独立性の
規定、当該企業ないしその子会社の財務諸表の策定に関与していないことが求められる。
また、貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書などの基本的な財務諸表を読ん
で理解できることも求められる（NASDAQ 上場規則§5605(c)(2)(A)）また、投資会社の場
合には、ここで挙げた 7 項目に代わりに、独立取締役の条件として、the Investment 
Company Act of 1940, Section 2(a)(19)で規定されていない「利害関係人（interested 
person）」でないことが要求される。NASDAQ 上場規則§5605(a) (2)(G) 
25 物的関係の具体例として、商業上の関係（commercial）、産業上の関係（industrial）、
銀行（banking）、コンサルティング（consulting）、法律上の関係（legal）、会計（accounting）、
チャリティ（charitable）、家族関係（familial）が挙げられている。§303A.02, Independence 
Tests, (a)Commentary 
26 直近の家族（immediate family member）には、配偶者、両親、子供、兄弟、義理の両
親、義理の子供、そして米国外の従業員の場合には同居人が含まれる（General Commentary 
to §303A.02(b)） 
27 当該企業には、連結集団である親会社と子会社、そのほかの妥当と思われる企業が含ま
れる（General Commentary to §303A.02(b)） 
28当該企業には、当該企業の親会社と子会社も含まれる。 
29 家族（Family Member）には、配偶者、両親、子供、兄弟、（これらは血縁関係、婚姻
関係、養子縁組等であっても構わない）、同居人を意味している（NASDAQ 上場規則
§5605(a)(2)）。 
30 SEC 規則§10A-3(e)(1)(ii)(A)(1) 
31 SEC 規則§10A-3(e)(1)(ii)(B) 
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第 6章 コンプライアンス重視を促す英米の法規制強化 
 
はじめに 
近年、英米を中心に、世界各国でコンプライアンス違反に対する規制が強化される傾向
にある。2002 年にアメリカで制定されたサーベンス・オックスレー法（以下、SOX 法とい
う）は、アメリカで上場している企業である限り、外国企業に対しても監査委員会への匿
名の内部通報制度の設置を要求するものである。また、近年、先進国を中心に外国公務員
への贈賄禁止規制が強化されているが、これらの動きも英米主導で展開されている。 
本研究の第 1の問いは、「欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムが、倫理では
なくコンプライアンスを強く重視する形で実践がされているのではないか」である。この
問いは、上述した英米主導の規制強化への対応が、欧米各国の企業の間で倫理・コンプラ
イアンス・プログラムの普及が進む大きな動機ではないかとの推測に基づいている。本章
の目的は、これら 2 カ国の規制強化の内容が、ヨーロッパ企業にとっても巨大なコンプラ
イアンス・リスクの高まりを意味するものであることを示すことにある。本章では、とり
わけ欧米の倫理・コンプライアンス・プログラムの普及に直接的な影響を与えていると思
われる、アメリカの海外腐敗行為防止法、SOX 法、イギリスの贈収賄法がもつ、欧米各国
の企業にとってのコンプライアンス・リスクについて分析する。 
 
第1節  アメリカの海外腐敗行為防止法の概要 
第1項  海外腐敗行為防止法の制定の背景 
1972 年のウォーターゲート事件や 1976 年のロッキード事件の発生などを背景に、1970
年代のアメリカでは、アメリカ企業の国内外での違法な政治献金の防止に対する関心が高
まっていた。ウォーターゲート事件は、当時のニクソン大統領と癒着した大統領再選委員
会が民主党の本部があるウォーターゲート・ビルに不審者を送り込み、盗聴器を仕掛けよ
うとして未遂に終わった事件である。この事件の調査の中で、大統領再選委員会の選挙資
金の大半が不正な企業献金によるものであったことなど、アメリカ大企業が国内外の公務
員や政治家などに対して多額の不正ないしその疑いのある献金を行っていた事実が発覚し
た（梅田, 2011, 20 ページ）。 
また、1970 年代半ばに行われた証券取引委員会（Securities and Exchange Commission、
以下、SEC という）の調査では、400 社以上のアメリカ企業が外国の公務員や政治家、政
党などに対して違法ないしその恐れのある支払いを行っており、その総額は 3 億ドルを超
えていたことが明らかにされている1。加えて、アメリカ上院議会が 1975 年に設置した委
員会の調査により、ガルフオイル、ノースロップ、モービル、ロッキードによる外国政府
への不正ないし疑わしい支払いが発覚すると、アメリカ企業の外国の政府関係者への不正
な支払いを規制する法律の策定を求める世論の声が高まった（Koehler, 2012）。 
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このような中で、1977 年に外国公務員への贈賄の規制強化を目的に制定されたのが、ア
メリカの海外腐敗行為防止法（Foreign Corrupt Practices Act）である。海外腐敗行為防止
法の規制項目には、①外国公務員等への贈賄行為自体を禁止する贈賄禁止条項、および②
会計上の不正を防止することで間接的に贈賄を防止しようとする会計処理条項の 2 種類が
ある。 
なお、1997 年に「OECD の国際商取引における外国公務員に対する贈賄の防止に関する
条約（以下、外国公務員贈賄防止条約）」が採択されたが、これはアメリカの必死の外交努
力によって実現したものである2。アメリカでは、1977 年に海外腐敗行為防止法が成立した
ものの、その後しばらくは、これと同等の外国公務員への汚職規制を導入する先進国は存
在しなかった。そのため、外国公務員への贈賄を厳しく規制されるアメリカ企業は、そう
ではない外国企業よりも、外国市場で厳しい競争条件の下におかれていた。 
このような背景の下、1988 年に、アメリカ議会は、大統領に対し、アメリカと同様の外
国公務員への贈賄規制の導入を OECD 加盟国に義務付ける条約の締結に向けて、各加盟国
との交渉を開始するよう要求した。これを受け、1989 年に、アメリカ政府は、この条約の
締結への交渉開始を、OECD の「国際投資および多国籍企業委員会」において提案した。
そして、1997 年に外国公務員贈賄防止条約が締結されて以降、OECD 加盟国を中心に先進
各国は、自国の外国公務員への贈賄禁止規制を整備してきた。2008 年時点で、外国公務員
贈賄防止条約の批准国数は 37 カ国（OECD 加盟国 30 カ国、非加盟国 7 カ国）に上る3。 
 
第2項  海外腐敗行為防止法の罰則と特徴 
図表 6-1 は、アメリカの海外腐敗行為防止法の罰則をまとめたものである。 
 
図表 6-1：海外腐敗行為防止法違反の罰則 
贈賄禁止条項違反  会計処理条項違反 
法人：200 万ドル以下の罰金 刑事罰 
（懲役・罰
金） 
法人：2,500 万ドル以下の罰金 
自然人：25 万ドル以下の罰金と 5 年以下
の懲役のいずれかまたはその両方 
自然人：500 万ドル以下の罰金と 20 年以下
の懲役のいずれかまたはその両方 
法人：1 万 6,000 ドル以下 民事罰 
（課徴金） 
 
法人：7 万 5,000 ドルから 72 万 5,000 ドル
または違反による利得額以下 
自然人：1 万 6,000 ドル以下 自然人：7 万 5,000 ドルから 15 万ドルまた
は違反による利得額以下 
（注）代替的罰金条項が適用された場合、刑事罰の罰金の上限は、不正による利得額ない
し損失額の 2 倍にまで引き上げられる。18 U.S.C. § 3571(d) 
出典：The Criminal Division of the U.S. Department of Justice & the Enforcement 
Division of the U.S. Securities and Exchange Commission (2012), pp.68-69 の内容を基に
筆者作成。 
 
図表 6-1 より、海外腐敗行為防止法の違反には、①刑事罰の方が民事罰より厳しいこと、
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②会計処理条項違反の方が贈賄禁止条項よりも罰則が厳しいこと、③事実上、贈賄禁止条
項違反の民事罰を除き、罰金・課徴金には上限がないことという 3 つの特徴があることが
わかる。 
 
1. 第 1の特徴：民事罰より厳しい刑事罰 
まず、第 1 の特徴は、刑事罰の方が民事罰より厳しいことである。このことは、刑事罰
には懲役があるが民事罰には懲役がないという違いだけではなく、罰金と課徴金の金額の
違いからも明らかである。贈賄禁止条項違反と会計処理条項違反のいずれにも、刑事罰と
民事罰を科すことができる。贈賄禁止条項違反の罰金の上限は、刑事罰では法人が 200 万
ドル、自然人が 25 万ドルであるのに対して、民事罰ではどちらも 1 万 6,000 ドルに留まっ
ている。 
そして、会計処理条項の民事罰は、法人、自然人ともに①一定の金額の範囲内（法人は
72 万 5,000 ドル以下、自然人は 15 万ドル以下）の金額と②違反による利得額以下の金額の
いずれかを、課徴金として科すことができる。民事罰が前者の一定の範囲内の金額であっ
た場合には、会計処理条項違反の課徴金の上限は、法人では刑事罰が 2,500 万ドルで民事
罰が 72 万 5000 ドル、自然人では刑事罰が 500 万ドルで民事罰が 15 万ドルであり、刑事
罰の方が民事罰よりも厳しいものである。 
とはいえ、刑事罰に関しても、違反者が違反により金銭的な利益を得た場合または第三
者に損失を与えた場合には、これらの上限に関係なく、その違反者に科される罰金の上限
がこれらの利得額ないし損失額の最大 2 倍以下にまで引き上げられることになる（＝代替
的罰金条項の適用）4。外国公務員への贈賄は、事業獲得などの利益獲得を狙って行われる
ものである。したがって、事実上、海外腐敗行為防止法の刑事罰として科される罰金には、
違反の利得額ないし損失額の 2 倍以内であれば、上限はないのである。 
違反による利得額があった場合にも、刑事罰の罰金の上限が民事罰の課徴金の上限より
も高いことに変わりはない。違反による利得額があった場合には、会計処理条項違反か贈
賄禁止条項違反かの違いにかかわらず、刑事罰金の上限はこの利得額の 2 倍にまで引き上
げられる。これに対し、民事罰で科される課徴金の最高額は、会計処理条項違反に限って
違反による利得額と同額までとされており、また、贈賄禁止条項違反の課徴金を利得額と
同額まで引き上げることは認められていないのである。このように、刑事罰金の上限と民
事課徴金の上限は、2 倍以上違うのである。 
 
2. 第 2の特徴：贈賄禁止条項違反の罰則よりも厳しい会計処理条項違反の罰則 
次に、第 2 の特徴は、会計処理条項違反の方が贈賄禁止条項違反よりも罰則が厳しいこ
とである。まず、刑事罰では、会計処理条項違反では、法人は 2,500 万ドル以下の罰金、
自然人は 500 万ドル以下の罰金と 20 年以下の懲役のいずれかまたはその両方を科される。
これに対し、贈賄禁止条項違反では、法人は 200 万ドル以下の罰金、自然人は 25 万ドル以
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下の罰金と 5 年以下の懲役のいずれかまたはその両方を科される。 
そして、民事罰では、会計処理条項違反では違反による利得額の同額以下である限りに
おいては、事実上課徴金の上限がなくなる。これに対し、贈賄禁止条項違反では法人と自
然人がともに 1 万 6,000 ドル以下とされ、これを超える課徴金を科すことはできない。こ
のように、会計処理条項違反と贈賄禁止条項違反では、罰金・課徴金の金額および懲役の
どちらの面においても、罰則が厳しいのである。 
 
3. 第 3の特徴：贈賄禁止条項違反の民事罰を除き、罰金・課徴金には上限がないこと 
そして、第 3 の特徴は、事実上、贈賄禁止条項違反の民事罰を除き、罰金・課徴金には
上限がないことである。先述したように、違反者が違反により金銭的な利益を得た場合ま
たは第三者に損失を与えた場合には、代替的罰金条項が適用され、刑事罰の罰金は、これ
らの利得額ないし損失額の 2 倍以下である限りにおいて上限がなくなる。そして、民事罰
においても、課徴金は、会計処理条項違反に限って、不正によって得られた利益の同額以
下である限りにおいて上限がない。 
先述したように、通常、外国公務員への贈賄は、事業獲得などの利益獲得を狙って行わ
れるものである。そのため、海外腐敗行為防止法に違反した企業のうち、利益を獲得して
いない企業がいる可能性は極めて低いと考えられる。したがって、海外腐敗行為防止法違
反の 4 つのタイプの罰則のうち、贈賄禁止条項違反の民事罰を除く、①贈賄禁止条項違反
の刑事罰、②会計処理条項違反の刑事罰、③会計処理条項違反の民事罰の 3 つのタイプの
罰則には、実際には、ほとんど上限が科せられないと考えられる。実際、後述するように、
海外腐敗行為防止法違反を犯した企業に科せられる刑事罰金・民事課徴金の総額は、近年 1
億ドルを超えることがほとんどである。 
 
第2節  海外腐敗行為防止法と倫理・コンプライアンス・プログラムの関係 
第1項  海外腐敗行為防止法の摘発の強化と厳罰化 
海外腐敗行為防止法の規制の対象は、会計処理条項が上場企業（issuers）のみであり、
贈賄禁止条項が①上場企業に、②国内企業（domestic concerns）、③アメリカ国内で違反を
犯したそのほかのいかなる者（any person）を加えた 3 つの主体である5。上場企業には、
アメリカで上場する外国企業も含まれる6。アメリカで上場していない外国企業が、贈賄禁
止条項に問われるのは、その企業がアメリカ国内で違反を犯した場合や、アメリカ子会社
が不正を働き、その親会社として不正に関与していたり、その子会社が親会社の代理人と
して不正を働いたと政府当局に評価されたりした場合などである。 
また、会計処理条項に関しては、アメリカで上場する企業のみが対象となるものの、こ
の上場企業は連結対象の子会社ないし関連会社の違反に対しても責任を問われるとされて
いる。この連結対象の子会社ないし関連会社には、海外で設立した子会社やジョイント・
ベンチャーなども含まれる。 
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海外腐敗行為防止法の摘発は、1977 年の制定当初はほとんど行われなかったものの、近
年、急激に増加している。海外腐敗行為防止法の摘発案件数は、2002 年から 2004 年にか
けては 6～7 件程度であったが、2005 年と 2006 年にはどちらも 13 件となり、2007 年には
38 件へと増加している。2008 年には、25 件と一時的に低下したが、その後 2009 年 43 件、
2010 年 47 件と再び増加した（Shearman & Sterling LLP, 2011, i）。 
海外腐敗行為防止法の摘発の強化は、アメリカ企業のみならずアメリカ国外の外国企業
に対しても見られる現象である（図表 6-2）7。 
 
図表 6-2：海外腐敗行為防止法違反で摘発された企業数の変遷（2002年以降） 
 
出典：Shearman & Sterling LLP, 2011, vi に、Shearman & Sterling LLP, 2012, vi のデ
ータを加えて作成。 
 
さらに、海外腐敗行為防止法に違反した企業に科される罰金・課徴金の金額も、近年急
激に高額化している（図表 6-3）。2008 年のシーメンスの罰金・課徴金は合計 8 億ドル（課
徴金 3 億 5,000 万ドル、刑事罰金 4 億 5,000 万ドル）、2009 年のハリバートン/KBR の罰
金・課徴金は 5 億 7,900 万ドル（課徴金 1 億 7,700 万ドル、刑事罰金 4 億,200 万ドル）で
あった（甲斐, 2011, 64 ページ）。海外腐敗行為防止法施行後の最初の 25 年間の罰金・課
徴金の総額は 100 万ドルを超える程度であったものの（梅田, 2011,130 ページ）、摘発案件
数や高額な罰金の適用数の増加により、2010 年の罰金・課徴金の総額は過去最高の 17 億
8200 万ドルにも上っている。高額の罰金・課徴金が科されるケースは、常態化してきてお
り、実際 2008 年のシーメンスの事例以降、1 社で罰金・課徴金が 1 億ドルを超えるケース
が毎年少なくとも 1 件は起きるようになっている。 
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図表 6-3：企業に対する刑事罰金・課徴金の総額の近年の推移（単位：100万ドル） 
 
※2008年と 2009年のみ、シーメンスAGの罰金 8億ドルとハリバートン/KBRの 5億7,900
万ドルを、色を変えて示している。 
出典： Shearman & Sterling LLP, 2012, op.cit., viii. 
 
 海外腐敗行為防止法の摘発強化と罰金・課徴金の高額化は、アメリカ企業のみならず、
アメリカ国外の企業にとっても、非常に大きなコンプライアンス・リスクである。2010 年
の企業に科された罰金・課徴金の内訳をみると、フランスのテクニップ（Technip）、オラ
ンダのスナムプロゲッティ（Snamprogetti）、ドイツの BAE の 3 社がそれぞれ 3 億 5000
万ドルを超える金額を支払い、これら 3 社で 2010 年の総額の 2/3 に相当する 11 億ドルを
支払っている。加えて、ダイムラー、パナルピナ（Panalpina）、アルカテル（Alcatel）
の 3 社もそれぞれ 1 億ドル近い罰金・課徴金を支払っており、これらアメリカ国外企業 6
社だけで 2010 年の罰金・課徴金の総額の 80%分を支払ったことになる（Shearman & 
Sterling LLP, 2011, ii）。 
 とりわけ、アメリカ国外出身の外国企業は、アメリカ企業と異なり、出身国でも有罪に
問われ高額な罰金・課徴金を支払う可能性がある。2008 年に海外腐敗行為防止法違反で 8
億ドルもの罰金・課徴金を科されたシーメンスは、ミュンヘン検察庁に対しても、総額 5
億 9600 万ユーロの支払いに合意している8。さらに、自然人の刑罰においても、外国企業
の役員が禁固刑や身柄拘束といった重い実刑を科されるケースが複数ある。たとえば、中
南米での贈賄行為に対する隠蔽工作を講じていたブリジストンの国際営業部長は、2008 年
に拘禁 2 年と罰金 8 万ドルを科せられている9。 
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第2項  罰金の算出方法と倫理・コンプライアンス・プログラムの関係 
 本項では、海外腐敗行為防止法と倫理・コンプライアンス・プログラムのコンプライア
ンス・リスクの関係について分析する。第 5 章で述べたように、量刑の算出方法について
規定した連邦量刑ガイドラインでは、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入の有無
によって、企業の量刑の程度が大きく左右されると規定されている。 
連邦量刑ガイドラインでは、罰金は基本罰金に有責性スコアの点数ごとに設定された数
値の範囲内の値（＝乗数）をかけて算出されるとされている。有責性スコアは、①効果的
なコンプライアンス・倫理・プログラムの存在（3 点減点）、および②（a）当局への自己報
告、（b）調査協力、（c）責任の明示された承認と肯定的な承諾の 3 つの実践の程度（3 つ全
てで 5 点減点、（b）と（c）のみで 2 点減点、（c）のみで 1 点減点）の 2 種類の要因によっ
て、減点されることができる。これらの減点要因を全て満たした企業とそうでない企業で
は、罰金の金額の大きさは大きく変化する。たとえば、有責性スコアが 8 点の場合と 0 点
以下の場合では、乗数の差は最低 8 倍変化することになる。 
とはいえ、第 5 章の図表 5-3 で示したように、経営者や取締役といった上級役員が不正
に参加したり、不正を見逃したり、不正について故意に把握しようとしなかったりした場
合には、効果的なコンプライアンス・倫理・プログラムを設置していたことによる有責性
スコアの 3 点の減点は受けられないとされ、逆に 5 点が加点されることになる。海外腐敗
行為防止法違反の刑事罰金の金額も、この連邦量刑ガイドラインの規定に則って算出され
ることになる。そのため、海外腐敗行為防止法違反の刑事罰金の金額の大きさも、倫理・
コンプライアンス・プログラムの導入状況や運営担当者の機能の実際等により大きく左右
されている。 
たとえば、2008 年のシーメンスのケースでは、基本罰金は 8 億 4350 万ドル、有責性ス
コアは 8 点（乗数の範囲 1.6～3.2）と評価されたため、罰金は 13 億 5000 万ドル～27 億ド
ルの間と評価された10。もっとも、シーメンスは、今回の不正でアメリカや諸外国でも多額
の罰金・課徴金を支払っていることや、その後のコンプライアンスの改善への積極的な取
り組みなどが考慮され、科された罰金は 4 億 5000 万ドルとされた。 
シーメンスは、第 8 章で分析するようにコンプライアンス・プログラムを有していたが、
コンプライアンス・オフィサーが経営者の部下で無機能化していた。さらに、執行役会メ
ンバーを初めとする上級役員が不正に関与していた。このことから、コンプライアンス・
プログラムの導入による 3 点の減点措置が受けられず、むしろ有責性スコアは 5 点加点さ
れた。また、不正の発覚も自己申告によるものではなかったため、受けられた減点措置は
①調査協力、および②責任の明示された承認と肯定的な承諾の 2 つを実践したことによる 2
点だけであった。もしシーメンスが、CCO が有効に機能し、連邦量刑ガイドラインで規定
された減点措置を全て受けられていたとしたら、有責性スコアは－3 点であり、その乗数は
0.05～0.20 の間になり、罰金は 4217 万 5,000 ドル～1 億 6870 万ドルの間となっていたは
ずである。 
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 また、2009 年のハリバートン/KBR のケースでは、同社の不正による利得額は 2 億 3550
万ドルと評価され、これが基本罰金となった。ハリバートン/KBR はシーメンスと同じく、
上級役員が不正に関与していたとして、コンプライアンス・プログラムの導入による 3 点
の減点措置が受けられず、逆に有責性スコアは 5 点加点された。また、不正の発覚も自己
申告によるものではなかったため、受けられた減点措置は①調査協力、および②責任の明
示された承認と肯定的な承諾の 2 つを実践したことによる 2 点だけであった。このことに
より、有責性スコアはシーメンスと同じ 8 点（乗数の範囲 1.6～3.2）であり、罰金は 3 億
7680 万ドル～7 億 5360 万ドルの間とされ、最終的に 4 億 200 万ドルとなった11。 
 
第3節  SOX法の内部通報に関する規定 
 2002 年、アメリカでは、2000 年代初頭の粉飾決算や監査法人との癒着といった一連の企
業不祥事を背景に、企業統治の強化によるアメリカ資本市場の信頼回復・投資家保護を目
的とした SOX 法が制定された。同法は、以前は 5 年であった証券詐欺や虚偽記載による禁
固刑の刑期をそれぞれ 25 年と 20 年にまで引き上げたり、不正に係わった経営者の他企業
の経営者への就任を禁止したりなど、コンプライアンス違反の厳罰化を規定した（出見世, 
2003a, 59-60 ページ）。 
 SOX 法は、外国企業も含めたアメリカで上場する企業に対して適用される法律である。
SOX 法では、アメリカで上場する企業に対し、監査委員会の設置と同委員会への匿名の内
部通報制度の設置が義務付けられている（SOX 法§301）。そのため、SOX 法は、監査委員
会と内部通報制度の世界的な普及に大きく貢献し、同法の制定以降、内部通報制度に対し
て批判的なフランスなど、世界各国で内部通報制度についての議論が活発化した12。 
また、SOX 法は、その 307 条において、弁護士（attorneys）の内部通報義務が明記され
ている。まず、弁護士が不正を把握した場合には、ジェネラル・カウンセルや CCO などの
最高法務責任者（chief legal counsel）、CEO、またはこれらに相当する人物に通報するこ
とが求められている（SOX 法§307.(1)）。そして、これらのオフィサーへの内部通報が有効
に機能しなかった場合には、①監査委員会、②独立取締役だけで構成されるその他の取締
役会内委員会、③取締役会のうちいずれかへ内部通報することが要求されている（同
§307.(2)）。 
また、SOX 法では、内部通報者に対する報復も厳格に規制されている。上述した弁護士
による内部通報も含め、内部通報者に対する報復は、806 条（民事規定）と 1107 条（刑事
規定）で禁止されている。保護の対象となる内部通報は、監査委員会への通報に加えて、
政府役人への通報、SEC への通報、株主による訴訟手続き、メディアへのコンタクト、会
計監査人による積極的な調査など幅広い。 
民事規定として、未払い賃金（back pay）、復帰までのコスト、弁護士費用などが全て保
証されるほか、「特別の損害（special damages）」として、精神的ストレスなど非経済的損
害も金銭的保護を算定するに当たって換算される。保護を受けるには、報復後、内部通報
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者は 90 日以内に労働省へ通報しなければならない。そして、労働省は通報後 180 日以内に
保護の対象として適格か否かを決定しなければならない。 
 次に、刑事規定として、意図的に報復を行った者は罰金ないし 10 年以下の懲役またはそ
の両方が科される。報復禁止の対象は、連邦法に対するあらゆる法律違反についてのディ
スクロージャーとされており、従業員による内部通報だけに限定されるものではない。ま
た、内部通報を巡る民事訴訟で敗北した当該企業の雇用者は、継続する刑事訴訟に対して
個人的な責任を追及されることになりうる。さらに、SOX 法は、その 3 条で、SOX 法違反
は 1934 年証券取引所法違反と同様の厳しい罰則が科されるとしている。 
 
第4節 イギリスの贈収賄法のコンプライアンス体制の促進要素 
第1項  イギリスの贈収賄法の内容と処罰規定 
 アメリカと並んで外国公務員に対する汚職規制の厳格化を進めているのがイギリスであ
り、2010 年には世界で最も厳格な汚職規制である 2010 年贈収賄法（Bribery Act 2010、
以下、贈収賄法という）が成立している。同法が規制する不正行為は、海外腐敗行為防止
法が規制する①外国公務員に対する贈賄（贈収賄法§6）に、②贈賄（同§1）、③収賄（同§2）、
④贈賄行為を防ぐ措置の懈怠（同§7）を加えた 4 つである。同法に違反した場合、自然人
には 10 年以下の懲役と無上限の罰金のいずれかまたはその両方が科され、また法人には、
上限の無い罰金が科されることになる（同§11）。 
贈収賄法では、海外腐敗行為防止法とは異なり、チップなどのファシリテーション・ペ
イメント、製品・サービスの説明や販売促進、契約履行に関する費用の支払いも禁止され
ている（新城, 2011a, 32-33 ページ）。ファシリテーション・ペイメントとは、チップのよ
うに「裁量の余地のない日常的な公的業務の円滑化等の目的で行う少額の支払い（森本, 
2009, 32 ページ）」のことである13。イギリス政府はファシリテーション・ペイメントの根
絶を長期目標にしており、イギリス法務省も現地の法令・判例で認められた支払い以外を
原則禁止している（光明, 2011, 1243 ページ）。 
その他に、海外腐敗行為防止法では罰金の上限は、不正行為による利得または損害の 2
倍までとされているが、贈収賄法では法人の罰金に上限が定められていない。加えて、今
後は、2006 年公共契約規制に基づき、先述した贈賄防止措置の懈怠の罪（以下、贈賄防止
措置懈怠罪という）を犯した企業に対して、自動的かつ永久的に EU の公的調達契約に関
する参加資格をはく奪するという措置が取られるようになる可能性もある（西垣・本間, 
2011, 52 ページ）。 
 イギリス国外の企業にとっても、贈収賄法は、非常に大きなコンプライアンス・リスク
となりうる。まず、贈賄罪、収賄罪、および外国公務員に対する贈賄罪の場合、その犯罪
行為を承認または黙認した企業の株主または上級役員も、その直接的な違反者と同等の罪
に問われる（光明, 2011, 1243 ページ、西垣・本間, 2011, 52 ページ）。ここでいう「上級
役員」の概念は非常に範疇が広く、組合員、取締役、支配人、秘書役、またはこれらと類
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似する立場を有する者が含まれる。また、贈賄防止措置懈怠罪に関しては、イギリスで設
立・組成された企業のみならず、イギリスで事業の全部もしくは一部を行っている法人・
パートナーシップに対しても適用されうるとされている（贈収賄法§7）。 
 
第2項  イギリスの贈収賄法の 6つの基本原則とコンプライアンス体制 
 贈収賄法の贈賄防止措置懈怠罪を免れるないし低減するには、「十分な手続き（adequate 
procedures）」の実施が必要である（西垣・立石, 2011, 22 ページ）。「十分な手続き」の内
容は、2011 年 3 月現在、イギリス法務省が最終指針として公表している。この指針は普遍
的・定言的な性格を持つものではないものの、贈収賄法は適用範囲が広く、また上限の無
い罰金や 10 年以下の懲役など罰則が重いため、イギリス国内外の企業にとって大きな参考
となるだろう。最終指針では、「十分な手続き」の以下の 6 つの基本原則が示されている14。 
① リスクに見合った手続き 
② 経営陣による関与 
③ リスク評価 
④ デュー・ディリジェンス 
⑤ 方針及び手段の伝達（必要な研修の実施などを含む） 
⑥ モニタリングと見直し 
第 1 の原則は、リスクに見合った手続きである。そこでは、贈賄行為の防止のためにと
るべき手続は、①企業の性質、規模、事業の複雑さ、直面している贈賄のリスクの度合い
に見合っていること、および②明確で、実務的かつ利用しやすく、効果的に実施されるべ
きであることが要求されている15。このリスクに見合った手続きの実践には、第 3 の原則で
あるリスク評価が必要であり、これを基に、贈賄防止の目的に沿った現実的かつ実務的な
手続きが実施されることが求められる。 
第 2 の基本原則は、経営陣による関与である。ここでいう経営陣とは、取締役会、所有
者、またはそれ以外の同等の立場にある者であるとされている。経営陣の関与には、①贈
賄行為を拒否する組織の考え方の内外への周知、②贈賄行為防止のための手続導入への適
切な関与などが挙げられる。最終指針では、経営陣の適切な関与形態の例として、小規模
団体においては経営陣による贈賄防止手続導入への直接的な関与が、大規模団体において
は方針策定、コンプライアンス体制の構築、継続的なモニタリング・見直しなどに最終的
な責任を負うことが挙げられている。 
第 3 の原則はリスク評価である。リスク評価の対象となる範囲は、カントリーリスク、
取引や事業セクター特有のリスク、適切な研修制度、知識ならびに経験の欠如、報酬体系
から生じるリスクなど幅広い。リスク評価は定期的に行われ、結果も記録・周知されるべ
きである。最終指針では、リスク評価は、営利団体の規模、組織体制、事業の性格などに
見合ったものであるべきとされている。 
第 4 の原則は、デュー・ディリジェンスである。デュー・ディリジェンスとは、適正な
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注意や評価などと訳され、ここでは、自社の贈収賄のリスクや違反防止の取り組みなどの
現状を精査することと理解できる16。最終指針では、デュー・ディリジェンスのプロセスや
方法は、当該組織の贈収賄リスクの現状に見合ったものでなければならないとされている
（新城, 2011a, 27 ページ）。たとえば、贈賄行為が行われる可能性が低い状況下では、簡
略化した手続きのみで十分とされ、逆に可能性が高い場合には厳格なデュー・ディリジェ
ンスが求められるということである。 
第 5 の基本原則は、方針及び手段の伝達（必要な研修の実施などを含む）である。そこ
では、贈賄行為防止に関する方針及び手段を、リスクに見合った内外における伝達手段を
通して、当該営利団体全体に浸透・周知徹底させることが要求されている。ここでいう伝
達には、特定の方針・手段の実施や研修といった内部に対する伝達と、行動指針の公表と
いった外部に対する伝達の両方が含まれる。もっとも、第 5 の原則の実践における伝達制
度の導入に際しては、それは単なる形式的なものではなく、組織構成員間での価値観の共
有も伴うものでなければならないだろう。 
 最後に、第 6 の基本原則は、モニタリングと見直しである。そこでは、営利団体が贈賄
行為防止手続のモニタリングと見直し（必要に応じては改善策）を実施することが求めら
れている。ここでいうモニタリングと見直しには、社内の方針や手段などの定期的なモニ
タリングと見直し、そして現地の政策の変更や贈賄行為の発覚といった外部的な要因に対
する不定期の見直しの両方が含まれる。モニタリングと見直しの手段としては、そのため
の仕組みの構築や、研修参加者からのフィードバック、外部機関からの評価や助言などが
ある。 
 
おわりに 
本章では、アメリカの海外腐敗行為防止法と SOX 法の内部通報に関する規定、イギリス
の贈収賄法にかかわる、欧米企業にとってのコンプライアンス・リスクについて分析した。 
1977 年に制定された海外腐敗行為防止法違反の摘発は、近年急速に増加しており、アメ
リカ国外の企業に対しても 1 億ドル超の罰金・課徴金など厳罰が科されることが少なくな
い。また、SOX 法でも、アメリカで上場する外国企業は監査委員会への匿名の内部通報制
度を設置することが義務付けられている。また、イギリスの贈収賄法も、国内企業のみな
らず外国企業に対しても、上限の無い罰金などを科すことができる厳しい内容となってい
る。 
このような中で、英米の法規制強化に共通している点は、倫理・コンプライアンス・プ
ログラムの導入による罰則の減免制度である。第 5 章で述べたように、アメリカでの量刑
はこのプログラムの導入状況によって減免される。また、イギリスの贈収賄法が規定する
贈賄防止措置懈怠罪も、倫理・コンプライアンス・プログラムや経営者の積極的な参画と
いった「十分な手続き」の導入が抗弁となるとされている。 
以上の事実から、アメリカとイギリスにおける規制強化の動きは、これらの国の企業の
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みならず、ヨーロッパ大陸国の企業にとっても大きなコンプライアンス・リスクであるこ
とは明らかである。次章以降では、本研究の欧米の倫理・コンプライアンス・プログラム
に関する 2 つの問いを検証するために、ヨーロッパ各国の取組みについて分析していく。 
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1 U.S. Department of Commerce, International Trade Administration (2004) Business 
Ethics: A Manual for Managing a Responsible Business Enterprise in Emerging Market 
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第 7章 イギリス企業の倫理プログラムの現状と課題 
 
はじめに 
本章以下では、国際比較のために、①法規制、②倫理・コンプライアンス・プログラム
の導入状況、③同プログラムの運営担当者と経営者の権力関係、④同プログラムの監督機
関の現状と課題の解明という可能な限り共通の視点から、ヨーロッパ各国の現状分析を行
う。本章では、イギリスの現状を分析する。イギリスでは、アメリカ型の倫理・コンプラ
イアンス・プログラムは、倫理プログラムなどと呼ばれ、導入が進められている。 
 
第1節  イギリス企業の倫理プログラムの推移と現状 
第1項  イギリスのコンプライアンス・企業倫理に関する法規制 
 第 6 章で検討したように、英米の規制強化は、イギリス企業がアメリカ型の倫理・コン
プライアンス・プログラムの導入を推し進める大きな動機となっている。とりわけ、世界
で最も厳格な外国公務員への贈賄防止規制が制定されている国だけあり、イギリスでは外
国公務員への贈賄防止に対する関心が近年急激に高まっている。FTSE350 社1のうち、賄賂、
腐敗防止、ファシリテーション・ペイメントを重要な倫理的課題事項とする企業の比率は、
2004 年 46%（第 6 位）、2007 年 79%（第 3 位）、2010 年 83%（第 1 位）と急激に増加し
ている（Webley et al., 2011, p.22）。 
 イギリス国内でも、大規模な企業不祥事が続発した 1990 年代後半以降、コンプライアン
ス・企業倫理に関する規制が強化されてきた。1998 年に成立した公益開示法（Public 
Interest Disclosure Act）では、内部通報を理由とする解雇が禁止された。また、2000 年
の年金法の改正では、年金基金に SRI が要求されるようになったため、倫理綱領を策定す
る企業が増加した（出見世, 2003b, 91 ページ）。なお、2010 年に策定されたイギリス企業
統治規範（the UK Corporate Governance Code）でも、株主が理解可能な会社の価値観の
策定と公表（イギリス企業統治規範§A1 Supporting Principles）、監査委員会による内部通
報の仕組みの検討（同§C.3.4）などが要求されている。 
  
第2項  イギリス企業の倫理プログラムの推移と現状 
 イギリスでは、アメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログラムは、倫理プログラム
（ethics program）などと呼ばれ、導入が進められてきた。イギリスの企業倫理研究所
（Institute of Business Ethics）は、これまでイギリス企業の倫理プログラムの整備状況を
定期的に調査してきた2。図表 7-1 は、企業倫理研究所の調査結果を基に、FTSE350 社の倫
理プログラムの整備状況の推移と現状を示したものである。 
FTSE350 社における策定から 5 年以上が経過した倫理綱領を有する企業の割合は、2001
年から 2010 年までの 10 年間で、54%から 66%へと増加している。また、2010 年の倫理綱 
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図表 7-1：FTSE350社の倫理プログラムの推移と現状（単位：%） 
 1995 1998 2001 2004 2007 2010 
企業倫理綱領       
①策定から 5 年以上経過 N.A. N.A. 54 52 64 66 
②取締役会レベルでの検討 N.A. N.A. N.A. N.A. 84 91 
③雇用契約上の遵守の要求 46 42 53 62 72 69 
研修制度 N.A. 約 47 約 41 約 47 約 72 60 
コミュニケーション制度       
内
部
へ
の 
①ウェブサイト上 N.A. N.A. N.A. 78 87 87 
②マニュアル／ハンドブック上 N.A. N.A. N.A. 59 70 51 
③専用ガイドブック／小冊子 N.A. N.A. N.A. 38 58 49 
④翻訳 N.A. N.A. N.A. 35 51 47 
⑤全社員へのハードコピーの配布 N.A. N.A. N.A. 55 46 30 
外
部
へ
の 
⑥アニュアル・レポート上 N.A. N.A. N.A. 66 78 81 
⑦CSR 報告書上 N.A. N.A. N.A. 59 73 72 
⑧ウェブサイト上 N.A. N.A. N.A. 63 81 68 
内部通報経路 66 70 74 88 96 100 
倫理監査 N.A. N.A. N.A. 59 82 76 
出典：Webley et al., 2011 を基に筆者作成。 
 
領を定期的に検討する企業の比率は、0～1 年ごと 49%、2～4 年ごと 24%、事業環境の変
化に応じて随時 16%、検討したことはない 7%、そのほか 4%と 7 割以上の企業が倫理綱領
を定期的に検討していた（Webley et al., 2011, p.10）。検討の主体は、取締役会が 91%と最
も高い（Webley et al., 2011, p.11）。なお、約半数の企業で、経営陣が倫理綱領の確認と遵
守を年に 1 度明言していた（Webley et al., 2011, p.19）。 
 倫理綱領が業績評価や契約先の選定などに活用されるケースも増加傾向にある。雇用契
約に倫理綱領の遵守を含めている企業の割合は、1995 年 46%、2001 年 53%、2004 年 62%、
2010 年 69%と年々増加している。また、倫理綱領を管理者の業績の評価基準に含んでいる
企業の比率は 41%で、懲戒処分において倫理綱領を考慮する企業も 50%であった（Webley 
et al., 2011, p.19）。そのほかに、サプライヤーなどのビジネス・パートナーを、自社の倫
理綱領の基準に基づいて選抜する企業の割合も 83%と非常に多い（Webley et al., 2011, 
p.10）。 
 次に、倫理研修に関して、FTSE350 社の倫理研修の実施率は、1998 年の約 47%から 2010
年の 60%へと増加している。倫理研修の頻度は、一度だけ約 18%、年に一度 44%、2 年ご
と約 7%、必要に応じて随時 44%、倫理綱領の主な改定後 33%であった。倫理研修を経営
幹部に実施する企業は 90%以上、新入社員に実施する企業も 80%とかなり高いものの、全
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従業員に対して倫理研修を実施する企業は 8.8%、全新入社員に実施する企業は 7.8%に留ま
っている。また、倫理研修の方法では、社内でのセミナーの開催が 78%と最も高い（Webley 
et al., 2011, pp.17-18）。 
そして、倫理綱領の伝達に関して、内部への伝達方法の中では、ウェブサイト上での公
開が 2010 年 87%と最も実施されている。他方、倫理綱領のハードコピーを全社員に配布す
る企業の割合は、2004 年の 55%から 2010 年の 30%へと減少している。また、外部への伝
達手段としてはアニュアル・レポートと CSR 報告書が、それぞれ 81%と 72%で最も使用さ
れている。とはいえ、外部への伝達は、単なる倫理綱領の公表よりも、ステークホルダー
への企業倫理に関するより具体的な情報公開の方が重要であると思われる。 
 だが、イギリス企業の外部への情報公開の内容は具体性が乏しいようである。企業倫理
研究所の調査では、企業倫理に関する詳細なデータを CSR 報告書に記載したり、ステーク
ホルダーへ直接配布したりするケースは少ないことが指摘されている（Webley et al., 2011, 
p.16）。また、2011 年の公認内部監査人協会（Chartered Institute of Internal Auditors、
以下、CIIA という）の調査によれば、FTSE100 社のうち、アニュアル・レポートで企業
倫理について説明している企業の比率は 91%に上るものの、各制度の整備状況や研修の実
施回数といった基準や成果についての定量的データを記載している企業は 8%だけであっ
た（CIIA, 2011, p.4）。そのほかに、プライスウォーターハウス・クーパース
（PricewaterhouseCoopers、以下、本文内簡易注においてのみ PwC という）の 2010 年の
調査でも、内部通報の結果を公表している企業の比率は17%にとどまる（PwC, 2011a, p.15）
3。 
FTSE350 社の内部通報制度の設置率は、1995 年 66%、2001 年 74%、2004 年 88%と年々
増加し、2010 年には 100%の企業が内部通報制度を設置している。なお、上述したプライ
スウォーターハウス・クーパースの調査によれば、内部通報制度を 1 つ以上有する企業の
割合は 98%であり、2 つ以上有する企業の割合は 91%であった。24 時間体制の通報窓口を
設置している企業の割合は 73%、多言語での内部通報制度 55%、国外から国内への内部通
報制度 58%、海外現地のヘルプライン 54%、文書化した内部通報手続の配布 81%であった。
そのほかに、外部への内部通報経路を有する企業の比率は 66%であった（PwC, 2011a, 
pp.11-13）。 
また、FTSE350 社のうち倫理監査を実施する企業の割合は 2010 年 76%と約 8 割の企業
が実施していた。とはいえ、倫理監査の方法は、取締役会への不正行為の報告 79%、内部
通報制度の活用 71%、従業員への調査 62%が多い一方で、外部監査を取り入れている企業
は 26%と 3 割にも満たなかった（Webley et al., 2011, p.20）。 
 また、イギリス企業の倫理プログラムの整備は、公開企業および大企業ほど進展してい
る。企業倫理研究所は、公開企業 282 社と非公開企業 492 社における倫理プログラムの整
備状況を調査している。この調査によれば、各制度の導入比率は、倫理綱領は公開企業 84%、
非公開企業 56%、内部通報制度は公開企業 72%、非公開企業 45%、相談窓口は公開企業 66%、
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非公開企業 40%、倫理研修は公開企業 74%、非公開企業 44%であった。このように、公開
企業は非公開企業よりも 20～30%高い整備率となっている（Webley & Werner, 2009, p.33）。 
次に、企業規模別にみても、倫理綱領の策定率は、FTSE100 社では 2010 年 80%だが
（Webley et al., 2011, p.8）、イギリス企業全体（回答者数 791 人）では 2008 年 66%であ
った（Webley & Werner, 2009, p.32）4。また、倫理研修の実施率は、FTSE350 社では 2007
年約 72%だが、イギリス企業全体では 2008 年 55%であった。そのほかに、2007 年の
FTSE350 社の内部通報制度の導入率が 96%であったのに対して、2008 年のイギリス企業
全体における匿名のホットラインの導入率は 49%だけであった。 
 本節では、イギリスのコンプライアンス・企業倫理に関する法規制や企業内での制度整
備の現状について確認した。以下では、イギリスの倫理プログラムの運営と監督の現状に
ついて分析していく。 
 
第2節  イギリス企業の倫理担当者の出自と独立性 
英米の規制強化を背景に、イギリス企業の倫理担当者は、法律の専門家・専門部署によ
って兼任されているケースが少なくない。2010 年の FTSE350 社における倫理担当者の内
訳は、会社秘書役・法務部門 41%、コンプライアンス部門 12%、CSR・会社責任部門 10%、
人的資源管理部門 10%、取締役会・取締役会内委員会・CEO8%、内部監査・財務部門 8%、
広報・渉外部門 6%、そのほか 12%であった（Webley et al., 2011, p.12）。このように、法
律の専門家である会社秘書役・法務部門による兼任比率が最も高い現状にある。 
会社秘書役の具体的な業務は法律で規定されていないものの、会社秘書役は取締役会の
サポート役として、株主と企業の連携や取締役会業務の補佐、株主総会や取締役会の議事
録の管理などを担当しているのが一般的である5。会社秘書役の設置は、非公開企業は選択
制だが、公開企業は義務である（2006 年会社法§271）。会社秘書役は、当該企業の役員（officer）
であるが、この役員にはあらゆる取締役、管理者が含まれるため（同法§1121 (2)(a)）、取締
役や取締役でないジェネラル・カウンセルなどの経営幹部も会社秘書役になることができ
る。 
会社秘書役・法務部門が同じカテゴリーに含まれているのは、両者が法律の専門知識を
必要とする役職であることに加えて、イギリスでは両者の兼任が普及していることがある
と思われる。両者の兼任のメリットとしては、会長や CEO への情報伝達、さらには会長と
CEO 間の情報共有が効率的になることなどが指摘されてきた（Maurice, 2011, p.16）。も
っとも、近年のコンプライアンス・リスクの高まりを背景に、大企業においては会社秘書
役とジェネラル・カウンセルの分離が進展してきており、今日、FTSE100 社の 6 割が両者
を分離している（Maurice, 2011, p.15）。 
しかしながら、会社秘書役と法務部門は、法律に関する専門知識が必要という点では共
通しているが、両者の経営者に対する独立性は、大きく異なるものである。会社秘書役は
オフィサーであるものの、法務部長や専任の倫理担当者といったその他のオフィサーと比
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べて、CEO よりも取締役会、とりわけ取締役会会長との結びつきが強い。たとえば、法務
部門長であるジェネラル・カウンセルの最終的な報告先は CEO だが、会社秘書役の報告先
は取締役会会長である（Maurice, 2011, p.15）。 
また、イギリス企業統治規範でも、会社秘書役には、取締役会会長の指揮の下、取締役
会、取締役会内委員会、また経営幹部と非業務執行取締役間での情報の共有を実現し、加
えて、全ての企業統治に関わる問題について、取締役会会長を通して取締役会に助言する
責任があるとされている（イギリス企業統治規範§B.5 Supporting Principles）。 
会社秘書役の選任の権限を持つ機関を明記する法律はないが、会社秘書役の選任につい
ての責任は法律上取締役会にあるとされている。2006 年会社法は、取締役会が、会社秘書
役の任免に関して、会社秘書役の適格性を保証するための全ての合理的な段階を踏むこと
を要求している（2006 年会社法§273. (1)(2)(3)）。また、2010 年イギリス企業統治規範でも、
会社秘書役の任命と解雇は、取締役会全体の問題であるべきとされている（イギリス企業
統治規範§B.5.2）。 
イギリス大企業のほとんどでは、会長と CEO は分離され、独立非業務執行取締役が会長
に就任している。そのため、会社秘書役が倫理担当者に就任している場合には、そのほか
のオフィサーが倫理担当者に就任している場合よりも、倫理担当者の経営者に対する独立
性は高くなるかもしれない。いずれにせよ、近年、イギリスでは、CCO の独立性と権限の
乏しさに起因する不祥事が続発しており、イギリスにおいても、アメリカ同様、倫理・コ
ンプライアンス・プログラムの運営担当者の独立性を確保し、取締役会の監督機能を高め
るといった企業統治的研究の視点は重要であると思われる。以下では、近年の不祥事のケ
ースを通して、イギリス企業における倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者
の独立性向上の重要性について検討する。 
 
第3節  イギリスの銀行不祥事とコンプライアンス体制の形骸化 
第1項  HSBCグループの不祥事とコンプライアンス体制の形骸化 
HSBC グループは、イギリスのロンドンに本社を構える世界最大の金融機関の 1 つであ
る。HSBC グループの総資産額は 2 兆 5000 億ドルを超え、2011 年度の利益は約 220 億ド
ルにも達し、その顧客数は 8900 万人にも上る6。HSBC グループは世界 80 カ国に 7,200 店
舗もの支店を構え、グループ全体の総従業員数は約 30 万人にも上る（USSPSI, 2012, p.13）。 
HSBC グループは、2000 年以降、アメリカ子会社 HSBC Bank USA N.A.（以下、HBUS
という）を介して、マネーロンダリング、ミャンマーやキューバといったアメリカで取引
が禁止されている国々との違法取引、テロリストへの資金提供など、数多くの不正を行っ
てきた。アメリカ上院国土安全保障・政府問題委員会（the U.S. Senate Permanent 
Subcommittee on Investigations、以下、USSPSI という）の調査によれば、HSBC グル
ープによって行われたアメリカで取引が禁止されている国々との不正取引は、2001 年から
2007 年までの 7 年間で 2 万 8,000 件以上（そのうち 2 万 5,000 件がイランとの取引）、総
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額は 197 億ドルに上る（USSPSI, 2012, pp.113-114）。また、HSBC グループの銀行はア
ルカイダの資金源の 1 つとされているサウジアラビアの最大手銀行アルラジ銀行（Al Rajhi 
Bank）への送金業務も手掛けており、その総額は 2010 年時点で 10 億ドルに上るという
（USSPSI, 2012, p.7）。 
また、HSBC グループは、メキシコからのマネーロンダリングにも関与していたことが
発覚している。メキシコのマネーロンダリングの 60～70%は HSBC グループのメキシコ支
店 HSBC Mexico S.A. Banco（以下、HBMX という）の口座を通して行われたという
（USSPSI, 2012, p.69）。HBMX を介したマネーロンダリングにも HBUS が深く関与して
おり、2007 年から 2008 年にかけて、HBMX から HBUS へ送金された金額は年間で 70 億
ドルに上った（USSPSI, 2012, pp.4-5）。 
HSBC グループのコンプライアンス体制は、イギリス本社のコンプライアンス・オフィ
スを頂点に、各地域の地域統括会社にコンプライアンス・オフィスが置かれ、さらにその
下に各国子会社のコンプライアンス・オフィスが配置されるピラミッド型の構造を採用し
ている。もっとも、各国の現地子会社は現地企業の買収によって誕生したものがほとんど
であり、汚職の慣行や風土が蔓延していた企業を買収して、その後もこれらの慣行や風土
を払拭できずに継承してしまったケースも少なくなかった。 
メキシコの HBMX は買収前の企業の腐敗した風土を継承したケースの代表例である。
HBMX は 2002 年にメキシコの銀行バイタル（Bital）を買収して誕生したが、バイタルは
買収以前からマネーロンダリングへの関与やコンプライアンス体制の甘さが問題視されて
いた。HSBC グループは、買収後、CCO やコンプライアンス・オフィスの設置などコンプ
ライアンス体制の構築に努めたが、長年培われた腐敗の風土を変革することはできなかっ
た（USSPSI, 2012, p.50）。 
だが、HSBC グループのコンプライアンスへの取り組みは決して積極的なものではなか
ったと思われる。というのも、HSBC グループ全体を通して、コンプライアンス・オフィ
スに割り当てられていた運営のための資源と権限は非常に制限されたものであったからで
ある。HBUS のコンプライアンス・オフィスは過度の人員不足に陥っており、配置されて
いたオフィサーの数は 200 人にも満たなかった。このような中で、HBUS のコンプライア
ンス・オフィサーは 1 カ月間で 1 人当たり平均 3,800 件もの通報事案に取り組まねばなら
ない状態に陥っていた（USSPSI, 2012, pp.25-26）。中には、1 週間で 3 万件もの通報に対
処しなければならなかったオフィサーも 8 人いたという（USSPSI, 2012, p.29）。 
このような限られた運営資源の中で、各コンプライアンス・オフィスの CCO はその他の
部署も兼任しなければならなかった。北米地域統括会社である持株会社 HSBC North 
America Holdings, Inc.（以下、HNAH という）の CCO は、同地域統括会社の法務部長の
ほか、HBUS のジェネラル・カウンセルを兼任していた。この CCO は、兼任の多さ故に極
めて多忙で、コンプライアンス・オフィスのミーティングの欠席も目立ち、北米地域のコ
ンプライアンスに関する問題について十分把握できていなかった。さらに、この CCO に寄
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せられた報告・通報の内、1 万 7,000 件を超える案件が放置されたままとなっていた
（USSPSI, 2012, p.22）。 
また、CCO の権限は極めて制限されたものであり、コンプライアンスへの取り組みは経
営陣の意向次第という状態に陥っていた。不正が行われていた当時の HSBC グループの
CCO は、アメリカ上院に対する証言の中で、同社のコンプライアンス・オフィスは相談役
にすぎず、与えられていた権限も、相談、推奨、報告のみに制限されており、資源の割当
てや雇用、報酬、解雇といったコンプライアンス体制の最終的な権限や意思決定は各国・
地域の子会社に委ねられていたと述べている（Bagley, 2012, p.3）。 
HSBC グループの経営陣は、業績向上とコスト削減を重視するあまり、コンプライアン
スへの取り組みを極めて軽視していた。HBMX の子会社買収の際に同社のコンプライアン
ス・リスクの査定が適切に行われていたのかどうかも疑問であり、2005 年には、HBMX の
コンプライアンス・オフィサーによる議事録の改ざんや政府当局への虚偽報告などが発覚
している（USSPSI, 2012, p.69）。CCO の人選も適切に行われず、2007 年から 2009 年に
かけての HBUS の CCO には、法律の専門知識や職業経験を全く持っていない人物が、複
数の兼任先を抱えた状態で就任していた。 
また、HBUS は、2008 年に自社のコンプライアンス体制の欠陥を政府当局から批判され
たが、HBUS の COO や HSBC グループの経営幹部（senior management）は、2008 年
以降のコンプライアンス・オフィサーの新規採用の凍結を決定した。再度、マネーロンダ
リングを監督する通貨監査局（the U.S. Office of the Comptroller of the Currency）の指
摘を受け、2010 年までに HBUS のコンプライアンス・オフィスへ 400 人の人員が投入さ
れたが（USSPSI, 2012, p.30）、同オフィスは 2010 年から 2011 年まで CCO が不在という
状態であった（USSPSI, 2012, p.25）。 
このように CCO の独立性と権限が極めて制限されている中で、HSBC グループのコンプ
ライアンス体制は完全に形骸化しており、CCO は無機能化していた。HSBC グループの不
正は、経営陣も承知の上で行われており、実際、HSBC グループの親会社と子会社の間で
不正取引についてやりとりされたメールが複数残されている（USSPSI, 2012, pp.120-121）。
さらに、2008年に北米地域本部の監査委員会へ内部通報を行った当時のHBUSのCCOは、
この内部通報の翌月に解雇されている（USSPSI, 2012, p.21）。 
 
第2項  スタンダード・チャータード銀行とバークレイズの不祥事 
本来コンプライアンスの確立に努力すべき CCO 自身が、経営者と結託して不正に積極的
に関与していた事例も複数見られる。2012 年に、アメリカのニューヨーク州金融サービス
局（New York State Department of Financial Services（以下、NYSDFS という））の調査
により、スタンダード・チャータード銀行が、2001 年から 2010 年にかけて、イランの中
央銀行や国営石油会社などと約 6 万件、総額 2,500 億ドルもの不正取引を行ってきたこと
が発覚した（NYSDFS, 2012）。 
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スタンダード・チャータード銀行のジェネラル・カウンセルと CCO は、不正の発覚に機
能しないどころか、不正に積極的に関与し、隠蔽工作を主導してきた。アメリカでは、1995
年に、アメリカの銀行とイランの取引が禁止されたが、その際に、スタンダード・チャー
タード銀行のジェネラル・カウンセルは CCO に対して、内密に同行のアメリカ支部を介し
たイランとの取引を続けるよう指示したという（NYSDFS, 2012, pp.8-9）。スタンダード・
チャータード銀行では、イランとの不正取引は「プロジェクト・ガゼル」と呼ばれていた。
2005 年にも、スタンダード・チャータード銀行のジェネラル・カウンセルと CCO はミー
ティングを開き、アラブ首長国連邦支部の元CEOがアメリカ支部のCEOに就任した際も、
この就任によるイランとの不正取引の発覚リスクについて検討していた（NYSDFS, 2012, 
pp.16-17）。 
また、LIBOR の不正操作に関して最初に虚偽申告が発覚したバークレイズでも、コンプ
ライアンス・オフィサーが不正に関与していた。不正の発覚前に、同社のコンプライアン
ス・オフィス「the Group Head of Compliance」は、3 度も LIBOR の虚偽申告についての
内部通報を受けていたが何の対応も行わず、通報の事実すら他の管理者に伝達していなか
った（House of Commons Treasury Committee, 2012, p.8）。さらに、政府当局による
LIBOR の不正の調査の際にも、バークレイズの上級コンプライアンス・オフィサーは、自
行の不正への関与を否定し、その後、自行の関与についての社内調査も行わなかったとい
う（Commodity Futures Trading Commission, 2012, p.22）。 
また、イギリス政府当局の金融サービス機構 （Financial Services Authority）7は、バ
ークレイズの独立非業務執行取締役への内部通報制度の未整備も問題視している（House of 
Commons Treasury Committee, 2012, p.20）。同行では、コンプライアンス・オフィスへ
の内部通報経路しか整備されておらず、同オフィスへ寄せられた通報は全てジェネラル・
カウンセルと社長（Chief Executive）へ報告されたのちに処理されていた。コンプライア
ンス・オフィスによる監査委員会および企業統治と内部統制を専門とする統治統制委員会
（Governance and Control Committee）への定期的報告も行われていたが、不正に関与し
ていた同オフィスから独立性の高い監査委員会へ不正の事実が伝えられることはなかった。 
本節の 3 つの銀行不祥事の事例分析から、イギリスにおいても、倫理・コンプライアン
ス・プログラムの運営と監督に関し、アメリカで議論されているような企業統治の観点か
らの改革が重要であることは明らかである。たとえ、倫理・コンプライアンス・プログラ
ムを導入しても、そこに十分な権限や資源が割り当てられ、十分な監督が行われていなけ
れば、形骸化のリスクが非常に高いことはイギリスにおいても同じである。 
 
第3項  倫理プログラムの運営担当者のみに焦点を当てた改善策 
 本節で検討したような不正の防止には、倫理プログラムの運営担当者の地位の向上や、
十分な権限や資源の割当てなどが不可欠であるだろう。たとえば、実質的に経営者の部下
であるジェネラル・カウンセルや CCO ではなく、取締役会会長との結びつきが強い会社秘
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書役が倫理担当者を兼任するだけでも、経営者に対する独立性をある程度高めることがで
きるかもしれない。 
 また、先述したように、会社秘書役とジェネラル・カウンセルの分離が進展している状
況を踏まえれば、倫理担当者の地位を取締役にまで引き上げることが重要であるかもしれ
ない。このことに関して、近年、ヨーロッパ各国では、法務担当者の権限を高めることを
目的とした法務担当取締役（Legal Director）の導入も進められている（Thierfelder, 2011, 
p.11）。イギリスでも、業務執行取締役として、CEO と財務担当取締役に加えて、法務担当
取締役を任命する傾向が高まってきている（Maurice, 2011, p.16）。 
とはいえ、これらの倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者のみに焦点を当
てた改善策は、取締役会の独立性と監督機能の高さが伴わない限り実効性が乏しいだろう。
会社秘書役の独立性の高さは、取締役会、とりわけ取締役会会長の独立性の高さを前提と
しており、取締役会会長の独立性が低ければ、倫理・コンプライアンス・プログラムの運
営担当者である会社秘書役ないしその他のオフィサーの独立性もこれに伴い低下する。 
また、運営担当者が取締役の地位に就いたとしても、経営者に対する独立性が乏しかっ
たり、きちんとした監督が行われていなければ、経営者の暴走を抑止する上で逆効果とな
る恐れがある。したがって、イギリスにおいても、倫理担当者の独立性と権限の改善策は、
取締役会の監督機能の改善とは別個に議論されるべきではなく、両者は一体的に改革され
るべきである。 
 
第4節  イギリス企業の倫理プログラムの監督機関の現状と今後の課題 
第1項  監査委員会中心の監督 
最後に、イギリスの取締役会の現状について分析する。イギリスの倫理プログラムの監
督は、アメリカなどと同様に、監査委員会を中心に行われている8。イギリス企業の倫理監
査のほとんどは内部監査部門によって実施されており、FTSE350 社のうち内部監査部門が
倫理監査に参加する企業の比率は 2010 年時点で 84%に上る（Webley et al., 2011, p.21）。
内部監査部門の監督は監査委員会によって行われ、FTSE350 社では内部監査の監督を監査
委員会が行う企業の比率は、2011 年時点で 92.4%であった（Grant Thornton, 2011, p.47）。
なお、コンプライアンス委員会がない限りコンプライアンスを監督するのは監査委員会の
役目であり、このことはイギリス企業統治規範にも明記されている（§C.3.2）。 
他方、倫理委員会の設置率は監査委員会と比べて極めて低い。今日、監査委員会は、イ
ギリス大企業のほとんどで設置されているのに対して、倫理を専門とする倫理委員会を設
置している企業の数はそれほど多くはない。FTSE100 社のうち上位 50 社（以下、FTSE50
社という）における 2010 年の倫理・社会責任委員会の設置率は 53%であったものの
（Heidrick & Struggles, 2011, p.18）、FTSE350 社における全員が独立非業務執行取締役
で構成される監査委員会の設置率は、2011 年時点で 91.8%である（Grant Thornton, 2011, 
p.46）。なお、第 3 章でも指摘したように、イギリスの企業倫理研究所は、監査委員会とは
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別に、独立非業務執行取締役が委員長を務める CSR や倫理を専門とする取締役会内委員会
への報告経路を確立する必要性を訴えている（Webley et al., 2011, p.12）。 
 
第2項  取締役会の独立性 
 イギリスの会社機関構造は、取締役会が業務執行と監督を兼任する単層型の取締役会が
採用され、取締役会が業務執行を担当する業務執行取締役と監督を担当する非業務執行取
締役で構成されている。イギリスは、ヨーロッパで最初に企業統治規範が策定された国で
あり、取締役会の独立性はヨーロッパでも最高水準にある。 
 イギリスの企業統治規範では、§B.1.1 において、独立取締役は以下の項目に 1 つも当て
はまらない人物であるとされている9。 
① 過去 5 年間において当該企業・グループ企業の従業員だったことがある者 
② 過去 3 年間において当該企業と重大なビジネス関係のある人物、ないしそのよう
な企業のパートナー、株主、取締役、役員（senior employees）だったことがある
者 
③ 取締役報酬以外の追加的報酬、取締役報酬における成果主義またはストック・オ
プションの採用、年金制度への参画などがみられる者 
④ 当該企業の顧問、取締役、または役員と緊密な家族関係（close family ties）にあ
る者 
⑤ 取締役の相互派遣関係にある企業または派遣先の企業の役員 
⑥ 当該企業の株主代表取締役 
⑦ 9 年間を超えて当該企業の取締役を務めた者 
 そして、取締役会の独立取締役の人数は、FTSE350 社では会長を除く取締役の半数、そ
れ以外の比較的規模の小さい企業では最低 2 名と規定されている（イギリス企業統治規範
§B.1.2）。また、監査委員会（同§C.3.1）と報酬委員会（同§D.2.1）の独立取締役の人数は、
ともに、FTSE350 社では最低 3 名、それ以外の比較的規模の小さい企業では最低 2 名と規
定されている。加えて、指名委員会においては、企業の規模に関係なく、過半数を独立取
締役とすることが規定されている。このように、イギリスは、アメリカやドイツ、フラン
スなどと異なり、独立取締役の比率を規定しているのは指名委員会と FTSE350 社の取締役
会だけであることが特徴的である。もっとも、独立取締役の比率は 50%を上回っているこ
とがほとんどである。2010 年時点で FTSE50 社における取締役会、報酬委員会、指名委員
会における独立取締役の比率は、それぞれ 61%、92%、84%である（Heidrick & Struggles, 
2011, p.44）。 
 加えて、取締役会会長は、その企業の規模に限らず、原則独立取締役でなければならな
いとされている（イギリス企業統治規範§A.3.1）10。このよう中で、2011年の時点でFTSE350
社のうち会長と CEO を分離している企業の割合は 96.3%に達している（Grant Thornton, 
2011, p.39）。そして、FTSE350 社の上位 50 社においては、会長が独立非業務執行取締役
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である比率も、2010 年時点で 73%に上る（Heidrick & Struggles, 2011, p.52）。 
 倫理・コンプライアンス・プログラムの中心的な監督機関である監査委員会も、ほとん
どが独立非業務執行取締役で構成されている。FTSE350 社の全員が独立非業務執行取締役
で構成される監査委員会の設置率は、2004 年、2005 年、2006 年、2009 年が 77%から 89%
の間であったのを除いて、2002 年から 2011 年にかけて全て 90%以上であった11。また、
2010 年の FTSE50 社の監査委員会の独立非業務執行取締役の比率は 93%である（Heidrick 
& Struggles, 2011, p.44）。 
 このように、イギリス企業の取締役会では独立取締役の導入がかなり進展しているもの
の、取締役会の独立性は数値だけで測れるものではなく、疑問がないわけではない。たと
えば、ある独立取締役の就任当初の独立性と、就任から 2、3 年、さらには 4、5 年が経過
した後の独立性が同じであるとは限らない。また、イギリスでは、アメリカやフランス同
様元従業員でも退職から 5 年経てば独立取締役として当該企業の取締役に就任できるが、
この冷却期間を経た人物が必ずしも独立性が高いとは限らないであろう。このことから、
数値のみならず権力関係などの実態分析を通して、個々の企業の取締役会の独立性の実態
をさらに究明していくことは今後の課題である。 
 
おわりに 
イギリスでは、大企業や公開企業を中心に、アメリカ型の倫理・コンプライアンス・プ
ログラムの導入が進展している。イギリスでは、このプログラムは、倫理プログラムなど
とも呼ばれるが、その実態はアメリカ同様法律の専門家を中心に運営・監督されている。
プログラムの運営担当者の多くは、会社秘書役やジェネラル・カウンセル、CCO などによ
って兼任されており、その監督は監査委員会を中心に行われている。一方で倫理委員会の
設置率は、イギリス大企業のほとんどで設置されている監査委員会とは比べ物にならない
程低い現状にある。 
本研究が重視する企業統治的研究の観点は、イギリスでも重要であり、近年イギリスで
は、CCO の独立性と権限が乏しいことに起因する不祥事が続発している。HSBC グループ
では、コンプライアンスよりもコスト削減と財務業績の向上が優先されてきたため、CCO
が不在であったり、少数のコンプライアンス・オフィサーに対して過剰な量の業務が課さ
れていたりしたほか、アメリカ支社の CCO が北米地域統括本部に内部通報を行った際には
翌月に解雇される事態も起きていた。さらに、スタンダード・チャータード銀行やバーク
レイズのジェネラル・カウンセルや CCO は、不正の発覚に機能しないどころか、不正に積
極的に関与してさえいた。 
イギリスは世界で最初に企業統治規範が策定された国でもあり、会長と CEO の分離や独
立取締役の導入がかなり進展している。だが、イギリスにおいても、アメリカ同様、5 年間
の独立性の回復期間や 9 年間の独立性の持続期間などの妥当性など、独立性の基準につい
てはいくつかの疑問点がみられる。したがって、倫理・コンプライアンス・プログラムの
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運営担当者を取締役会と結びつけるだけではなく、取締役会の監督機能そのものにも焦点
を当てた改革は、イギリスにおいても重要であると思われる。
 
注 
1 イギリスのFTSE350社はロンドン証券取引所上場企業株価指数上位350社で構成されて
いる。このうち上位 100 社で構成される FTSE100 社という指数もある。 
2 FTSE350 社を対象とした歴代の調査の有効回答率は、それぞれ、1998 年 28%（アンケ
ート送付先の数 177 名）、2001 年 43%（同 179 名）、2004 年 41%（同 196 名）、2007 年
34%（同 200 名）、2010 年 17%（295 名）である。有効回答率のみならず回答率も減少傾
向にあり、このことは IBE も自覚している（Webley et al., 2011, p.47）。 
3 全回答数 111 社のうち 73.9%がイギリス企業。 
4 本段落の以下のイギリス企業全体のデータは全て、以下より引用。Webley & Werner, 
2009, p.32. 
5 企業設立局（Companies House）は、一般的な職務として、株主総会と取締役会の開催
通知、決議内容の文書化、会計文書のコピーの送付、同局への決議と合意のコピーの送付、
議事録と全ての決議のコピーの管理、当局の会社記録の調査の保証、社印（company seal）
の使用・管理などを挙げている。BERR (2009) Directors and Secretaties Guide―GBA1, 
Companies House, http://www.companieshouse.co.uk/about/pdf/gba1.pdf, pp.8-9. 
6 HSBC グループの事例については、USSPSI（2012）を参照のこと。 
7 金融サービス機構は、1997 年の発足以降、英国唯一の市場監督機関として機能してきた
が、2013 年に健全性規制機構（Prudential Regulatory Authority）と金融行為監督機構
（Financial Conduct Authority）に分割された。健全性規制機構は、銀行などの預金受入
機関、保険会社、一部の投資会社の計約 1,700 社における企業統治、リスク・マネジメン
ト、資産運用などを監督する。他方、金融行為監督機構は、26,000 社にものぼる全ての金
融機関の金融行為を監督し、健全性規制機構の監督下にない、独立系金融アドバイザーや
アセットマネジメント会社に対しては健全性の監督も行う。摘発の対象となる金融行為の
例としては、インサイダー取引や相場操縦、消費者に対する詐欺行為などがある（津村, 
2013）。 
8 倫理・コンプライアンス・プログラムの監督が監査委員会中心であることは、ドイツとフ
ランスでも同じである。このことについては、それぞれ、第 8 章と第 9 章について詳しく
論じる。 
9 イギリスの企業統治規範の遵守は上場規則として要求されているため、イギリス企業であ
っても、イギリス国内で上場していない場合には、企業統治規範を遵守する必要はない
（Internal Market and Services, 2009a, p.29）。 
10 CEO を取締役会会長として指名する場合には、大株主と相談し、なおかつ任命時とアニ
ュアル・レポートにおいて、その理由を説明することが求められる（イギリス企業統治規
範§A.3.1）。 
11 この文に挙げたデータは、Grant Thornton の歴代の調査データより引用。 
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第 8章 ドイツ企業のコンプライアンス・プログラムの現状と課題 
 
はじめに 
ドイツでは、英米を中心とする世界的なコンプライアンス・リスクの高まりに対応する
ために、アメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログラムは、最初からコンプライアン
ス・プログラムとして導入が進められてきた。だが、ドイツでは、2000 年代半ば以降、コ
ンプライアンスの先進的企業と評価されてきたドイツ企業の不祥事が、外国公務員への汚
職規制違反を中心に続発している。本章では、最初からドイツの倫理・コンプライアンス・
プログラムがコンプライアンス中心であることを前提にドイツの現状を分析する。 
 
第1節  ドイツ企業のコンプライアンス・プログラムの現状 
第1項  ドイツ企業のコンプライアンス・プログラム導入の制度的背景 
ドイツ企業は、本章までに検討した国外の規制強化への対応や、グローバル化に伴うコ
ンプライアンス・リスクのグローバルな管理体制の導入の必要性の高まりを背景に、2000
年代以降、コンプライアンス・プログラムの導入を進めてきた。なお、ドイツでは、1997
年の OECD の「国際商取引における外国公務員に対する贈賄の防止に関する条約」の採択
を受け、1999 年に外国公務員への贈賄が禁止されている。 
企業統治改革においても、近年急速にコンプライアンスの重要性が強調されるようにな
ってきている。2007 年には、ドイツ・コーポレート・ガバナンス規範（Der Deutsche 
Corporate Governance Kodex、以下、DCGK という）1においても、「コンプライアンス」
という用語が初めて加えられている（Sidhu, 2009, p.1351）。DCGK は、取締役会や執行役
会の報酬や権限、委員会の設置など、企業統治の核心に迫るものであり、ドイツの企業統
治の発展に大きく貢献してきた（Cromme, 2005, p.364）2。もっとも、コンプライアンス・
プログラムのほとんどがアメリカの連邦量刑ガイドラインの規定を想定して設計されてい
るため、それを構成する各制度自体とは直接的なつながりはない。 
DCGK では、①取締役会へのコンプライアンスに関する十分な情報提供は、執行役会と
取締役会の連帯責任であること（DCGK§3.3.3）、②執行役会は、グループ全体のコンプラ
イアンスとそのための努力を保証すること（同§4.1.3）、③取締役会会長は、執行役会、と
りわけ執行役会会長と定期的にコンタクトを取り、当該企業のコンプライアンスについて
話し合わなければならないこと（同§5.2）、④コンプライアンスを専門とするそのほかの委
員会がない限りは、監査委員会がコンプライアンスの監督も担当すること（同§5.3.2）など
が規定されている。 
 
第2項  ドイツ企業のコンプライアンス・プログラムの現状 
ドイツ企業のコンプライアンスへの取り組みについての先行研究が乏しい中で、プライ
99 
 
スウォーターハウス・クーパース（PricewaterhouseCoopers、以下、PwC という）が 2 年
おきに公表してきたレポートは、その制度化の状況を知る貴重な資料である3。このシリー
ズは、ウルリッヒ（2006）の研究でも引用されている。そこでは、コンプライアンス・プ
ログラムを実施する企業の割合は、2007 年 41%、2009 年 44%、2011 年 52%と上昇してき
たことが報告されている（PwC, 2011b, S.40）。 
もっとも、コンプライアンス・プログラムを各要素別に見てみると、それぞれの間で導
入状況に若干の差がみられる。たとえば、倫理ガイドライン（ethische Richtlinien）は、
2005 年 69%、2007 年 67%、2009 年 72%、2011 年 82%と、大半の企業で導入されている
（PwC, 2009, S.56; PwC, 2011b, S.54）。 
だが、相談窓口（Beratung zur Betrugspävention）の導入状況は、2005 年 16%、2007
年22%、2009年33%、2011年49%、ホットラインなどの内部通報制度（Hinweisgebersystem）
の導入割合は、2005 年 26%、2007 年 27%、2009 年 34%、2011 年 41%、コンプライアン
ス研修（Training zur Betrugsbekämpfung/Compliance-Schulungen）は、2005 年 16%、
2007 年 19%、2009 年 28%、2011 年 42%と増加傾向にあるが、未だ 50%以下である（PwC, 
2009, S.56; PwC, 2011b, S.54）。 
そのほかに、コンプライアンス・オフィサー（Compliance-Beauftragter）を設置する企
業の割合は 2009 年に 44%であり（PwC, 2009, S.25）、コンプライアンス・オフィサーと匿
名のホットラインの設置割合は 2011 年に 59%である（PwC, 2011b, S.36）。また、近年の
規制強化を背景に、腐敗防止を目的としたプログラムを導入するドイツ企業の割合も 2007
年 20%、2009 年 34%、2011 年 59%と急激に増加している（PwC, 2011b, S.32）。 
 
第2節  ドイツ企業の不祥事と CCOの独立性と権限 
第1項  シーメンスの不祥事とコンプライアンス体制の形骸化 
 長年贈賄を通して世界中で事業の拡大に努めてきたシーメンスは、1999 年の違法化以降
も、事業獲得・維持のための贈賄を繰り返してきた。ベネズエラやイスラエル、バングラ
ディシュなど各国で支払われた賄賂は総額 13 億 6,000 万ドルに上る（Pendergast & Katz, 
2009, 9 ページ）。この不正が 2006 年に発覚すると、同社は、アメリカで海外腐敗行為防止
法違反として総額 8 億ドル、ミュンヘン検察庁へ総額 5 億 9600 万ユーロ（約 8 億 5400 万
ドル）を支払った（SEC, 2008a）。また、一連の不正を受け、フォン・ピーラー取締役会
会長とクラインフェルト執行役会会長は辞任した。 
 シーメンスでは、不正発覚当時、CCO は、弁護士を含めた 9 名で構成されるコンプライ
アンス・オフィスの長であり、その部下として、世界全体でフルタイムで専任のコンプラ
イアンス・オフィサーが 110 名ほど配置されていた4。これらのコンプライアンス・オフィ
サーは CCO へ報告を行い、CCO は執行役会内の企業執行委員会（Corporate Executive 
Committee）と取締役会内の監査委員会に報告を行う。また、CCO は情報開示委員会
（Disclosure Committee）の一員でもあった。同委員会の役割は、SEC への提出文書全て
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を審査し、その正確性を保証することであるが、執行役会の下位に位置し、その報告は CEO
と CFO に対して行われる。 
 しかしながら、シーメンスのコンプライアンス・オフィスは、独立性や人員が極めて不
足していたという5。シーメンス本社では、2004 年にコンプライアンス・オフィスが設置さ
れたものの、不正発覚後の 2007 年まで、そのメンバーは、6 名のフルタイムの弁護士とパ
ートタイムの CCO だけであり、執行役会に物申せる立場にいなかった。加えて、同社では、
2007 年まで参加を義務とする海外腐敗行為防止法の研修が実施されなかった。そもそも執
行役会は、不正の発覚以前からその事実を把握していたと思われ、不正を個人的にお膳立
てしていた執行役までいた。さらに、コンプライアンス・オフィサーが不正を CFO に報告
した際も、不正を行っていた社員に対して何の処罰も追加調査も行われず、その報告も執
行役会全体または監査委員会に報告されないか十分に議論されないままにされていた。シ
ーメンスは、これらの事実から、上級役員が不正に関与していたとみなされ、効果的な倫
理・コンプライアンス・プログラムの導入による量刑の減免措置を受けることができなか
った。 
加えて、シーメンスの取締役会内委員会の中身は、同社の執行役会出身のバウマン取締
役会会長が執行役会の指名と報酬を担う上級委員会（Chairman’s Committee）ならびに監
査委員会の委員長を務めていた6。さらに、バウマン氏の後任の取締役会会長には、贈賄を
通した事業拡大を黙認してきたフォン・ピーラー前執行役会会長が 2005 年に就任した。同
氏は、バウマン氏同様、上級委員会委員長を兼任し、監査委員会のメンバーでもあった。 
 
第2項  内部監査部門がコンプライアンスを担当していた不祥事の事例 
コンプライアンスを専門とする部署が存在しない企業では、内部監査部門がコンプライ
アンスを担当することが少なくなく、その場合、同部門長が CCO に相当することになる。
先述したように、DCGK でも、コンプライアンス委員会がない企業の監査委員会は、コン
プライアンスの監督も担当するとされている（DCGK§5.3.2）。 
たとえば、ダイムラーは、1998 年から 2008 年にかけて、中国、ロシア、ベトナムなど
22 か国以上の国々で、現地公務員への贈賄を繰り返してきた7。同社の執行役会は、1999
年の違法化に伴い、外国公務員への贈賄の禁止の徹底に取り組んだが、不十分な体制の下、
アメリカの司法省と SEC による調査が開始された 2005 年以降も、外国公務員への贈賄が
続けられてきた。そして、同社は、2010 年、SEC と司法省に対し、それぞれ 9,140 万ドル
の課徴金と 9,360 万ドルの罰金の支払い（合計で 1 億 8,500 万ドル）に合意した。 
ダイムラーの内部監査部門がコンプライアンスに関して与えられていた権限は不十分な
ものであった。たとえば、240 名の内部監査部門スタッフが世界 27 の地域に存在していた
が、地域のコンプライアンスに関する権限の多くはその地域の管理者層に与えられていた。
さらに、各地域の内部監査部門からの報告のほとんどは、本国の内部監査部門本部ではな
く、販売業績の向上を目指すこれらの管理者層にされていた。実際、2000 年に内部監査部
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門長がいまだに多くの社員が外国公務員への贈賄を行っていることを懸念して防止体制の
強化を訴えた際も、世界各国の子会社の販売部門長が反発した。 
また、2012 年末にアメリカの海外腐敗行為防止法違反で SEC に 1230 万ドルを超える課
徴金の支払いに合意したアリアンツでも、内部監査部門がコンプライアンスを担当してい
た8。この事件では、同社のインドネシアの子会社が、2001 年から 2008 年にかけて、現地
国営会社の従業員に 65 万ドル以上もの賄賂を支払っていた。アリアンツは、2005 年に、
内部監査部門への内部通報を通して不正を把握し、この子会社に贈賄に使用されていた隠
し口座の使用と贈賄をやめるよう指示した。だが、アリアンツの内部監査部門はこの現地
子会社の会計を統制する権限を有していなかったほか、十分な追加調査も行わなかったた
め、子会社幹部は様々な手口を通して贈賄をし続けた。 
ダイムラーとアリアンツのケースは、執行役会が不正の撲滅を目指そうとしていた点で、
シーメンスのケースとは性格が異なっているかもしれない。しかしながら、コンプライア
ンス・リスクが高まる中でも、CCO に十分な権限や資源を割り当てなかったことは、執行
役会の落ち度であるといえよう。実際、ダイムラーのケースでも、シーメンスのケース同
様、上級役員ないし実質的な権限を持つ職員が不正に関与していたとみなされ、十分なコ
ンプライアンスを導入していることによる量刑の減免措置を受けることができなかったの
である（the United States District Court for the District of Columbia, 2010, p.6; 
Department of Justice, 2008b, p.12）。 
 
第3項  運営担当者のみに焦点を当てた改善策：法務担当執行役の設置 
ドイツの CCO の独立性と権限の強化に向けては、法務担当執行役の設置が有効ではない
かと思われる。ドイツの執行役会決議は原則全員一致であり、執行役の任免・罷免は取締
役会に委ねられている。そのため、CCO が法務担当執行役となれば、少なくとも執行役会
の決定により解雇されることはなくなると考えられる。ちなみに、不祥事後、シーメンス
は 2007 年に法務・コンプライアンス担当執行役を新設し、ダイムラーの取締役会も 2010
年に法務担当執行役の新設を決定した9。だが、法務担当執行役の導入状況はほとんど調査
されておらず、その調査は今後の課題である。 
そのほかに、社外からの独立性の高い執行役会会長の就任も、腐敗した旧体制を変革す
る上では有効であるかもしれない。不祥事後、シーメンスでは、アメリカのメルクからレ
ッシャー氏が同社初の社外出身の執行役会会長として雇用された。とはいえ、就任当初は
独立性の高かった執行役会会長や法務担当執行役といえども、就任からある程度の期間が
経てば、その独立性は低下していくと考えられる。 
また、法務担当執行役を設置しても、その人物が経営者側や労働者側に懐柔されない毅
然とした態度・人格を備え、かつこれを維持できない限り、法務担当執行役が不祥事の防
止に有効に機能することは困難であるだろう。しかし、自身の報酬や評価が企業の財務業
績と連動していたり、取締役会による監督機能が形骸化したりしていた場合には、倫理・
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コンプライアンス・プログラムの運営担当者は本来の職務遂行よりも自己利益の追求を重
視するリスクが十分考えられる。 
 
第3節  ドイツ企業のコンプライアンス・プログラムの監督機関の現状と課題 
第1項  監査委員会と倫理委員会の現状 
前節までに検討したように、ドイツではアメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログ
ラムは、コンプライアンス・プログラムとして導入が進められており、その監督は監査委
員会を中心に行われている。2010 年の DAX30 社における監査委員会の設置率は、97%に
上る（Heidrick & Struggles, 2011, p.18）。監査委員会とは別個にコンプライアンス委員会
を設置することもできるが、コンプライアンス委員会の設置状況についての調査データが
乏しい事実や不祥事の事例などを踏まえると、コンプライアンス・プログラムの監督は監
査委員会が担当していることが一般的であると考えられる。 
他方、倫理ではなくコンプライアンス中心の取り組みが一般的であるため、2010 年の
DAX30 社における倫理・社会責任委員会の設置率は 7%であり、監査委員会の 1/10 以下と
極めて低い。この 7%という値は、イギリスの 53%、フランスの 20%、ヨーロッパ平均の
12%などと比べてもかなり低い値である（Heidrick & Struggles, 2011, p.18）。また、アメ
リカのフォーチュン 1000 社においても、2008 年時点で、会社責任委員会の設置率は 17%
に上っている（Korn/Ferry Institute, 2008, p.18）。 
 
第2項  派遣取締役の減少と取締役会会長の独立性 
兼任職を多くもてば、その分その取締役が派遣元や派遣先で発揮できる監督能力は低下
すると考えられる。不正当時、シーメンスとダイムラーでは、ほとんどの資本側代表取締
役が他社の役員を複数兼任していた。また、ドイツの取締役会の年間開催数も数えるほど
しかなく、このような状況にある取締役が経営状況に精通することは困難である。実際、
2011 年の DAX30 社における取締役会の平均年間開催数は 5.9 回だった（Heidrick & 
Struggles, 2011, p.26）。各委員会の年間開催数も少なく、監査委員会約 5 回、報酬委員会
約 5 回、指名委員会約 1 回であった（Heidrick & Struggles, 2011, p.19）。 
とりわけ、前節で検討した事例では銀行からの派遣取締役が機能していなかった。不正
当時のシーメンスの取締役会会長バウマン氏とフォン・ピーラー氏はどちらもドイツ銀行
の取締役を兼任していたし、ダイムラーの 1998 年から 2007 年までの取締役会会長コッパ
ー氏もドイツ銀行から派遣された取締役であり、一時期は同銀行の取締役会会長を務めて
いた。なお、シーメンスでは、どちらの会長時代においても、ドイツ銀行のアッカーマン
執行役が取締役会第 2 副会長10を務めていた。 
もっとも、グローバル化や銀行の投資業務への転換などを背景に、ドイツ企業・銀行間
で資本的・人的結合の解消が急速に進行している。たとえば、ドイツ銀行の事業会社の株
式保有残高は 2001 年の 61 億ユーロから 2009 年の 1 億ユーロへと急激に減少した（齋田, 
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2011, 4 ページ）。このような中で、1978 年から 2010 年にかけてのドイツ大企業 100 社の
派遣取締役数も、銀行と保険会社からの派遣取締役が 97 人から 20 人へ、非金融機関から
の派遣取締役が 145 人から 42 人へと減少している（Monopolkommission, 2012, S.181）。 
派遣取締役の減少に伴い、近年、ドイツでは取締役会会長に当該企業の元 CEO が就任す
るケースが増加傾向にある。ドイツでは、2009 年の株式法の改正により、株主総会で 25%
超の議決権を有する株主の提案により過半数の同意を得た場合を除き、その企業の執行役
経験者は、任期終了から 2 年が経過しない限り、取締役になることはできなくなった
（Aktiengesetz§100 (2) 4.）。 
とはいえ、このことは元CEOの取締役会会長への就任を無期限に禁止するものではない。
実際に、DAX30 社のうち当該企業の元 CEO が取締役会会長を務めている割合は、2011 年
時点で 60%（ヨーロッパ平均 19%）と、未だ過半数を占めている（Heidrick & Struggles, 
2011, p.52）。 
また、ドイツ大企業では、上級委員会が取締役会と執行役会の指名、雇用、報酬に強力
な権限を有しているのが実態である。執行役の選解任には、取締役会全体の 2／3 以上の合
意が必要で、執行役の報酬の適切性に関する法律の施行により 2009 年以降は、執行役会の
報酬は取締役会全体の決議を経なければ確定されなくなった。だが、2011 年に現地で行わ
れたヒアリング調査によれば、上級委員会委員長は通常取締役会会長で、選任議案は取締
役会会長と執行役会会長の協議の上で決定されるケースが多いという（21 世紀政策研究所
研究プロジェクト, 2011, 35-36 ページ）。 
 
第3項  取締役会の独立性の現状 
派遣取締役の減少と当該企業の元 CEO の取締役会会長の増加に伴い、ドイツでは、企業
統治における取締役会の独立性の重要性が高まってきている。このような中で、近年、独
立性（Unabhängigkeit）と適格性（Qualifikation）の向上に焦点を当てた改革が展開され
てきた（Ruhwedel, 2012, S.3-4）。ドイツでは、2005 年の DCGK の改正により、上場企業
には、利益相反の原因となる企業ないし人的な関係がないことが独立取締役の条件であり、
十分な数の独立取締役を設置することが求められるようになった（DCGK§5.4.2）。さらに、
2012 年の改正では、独立取締役の基準がさらに厳格になり、「重大かつ単に一時的なもので
はない利益相反の原因になりうる企業、執行役会、支配株主ないし関連会社との人的ない
し業務上の関係がないこと（同§5.4.2）」が独立取締役の条件とされた。 
しかし、DCGK における取締役会の独立性に関する規定は、不十分なものであると思わ
れる。まず、該当した場合には独立性が乏しいとみなされる項目が明確に列挙されている
わけではないため、独立性の評価基準が非常にあいまいなものである。このような理由か
ら、2009 年の EU の調査でも、2005 年時点で DCGK に上述した独立性の定義が既に明記
されていたにも関わらず、独立性の定義が設けられていないと評価されてしまっている11。 
加えて、ドイツのように要求される独立取締役の人数を特定の数値ではなく「十分な数」
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といった曖昧な形で規定している国は、EU 加盟国全体の 80%を超えるものの（Internal 
Market and Services, 2009a, p.33）、本研究が中心的に分析するアメリカ、そして条件付き
ではあるがイギリスとフランスでは12、取締役の過半数ないし半数以上を独立取締役とする
ことが要求されている。 
また、各委員会に占める独立取締役の比率に関しても、DCGK では、監査委員会、指名
委員会、報酬委員会の独立取締役の比率に対し、一定の値が求められているわけではない13。
もっとも、監査委員会に関しては、委員長は会計と内部統制の専門家で、独立性が高く、
当該企業の執行役会出身者の場合その執行役会を退職してから 2 年以上経過している人物
でなければならないとされている（DCGK§5.3.2）。 
だが、アメリカとフランスでは、これら 3 つの委員会全てで独立取締役の比率を、それ
ぞれ 100%、2/3 以上とすることが要求されているほか、イギリスでも監査、報酬委員会が
3 人以上、指名委員会が過半数とすることが要求されている。このような中で、ドイツの独
立取締役の比率は、労働者側代表の比率が半数を占めることもあり、取締役会 21%（ヨー
ロッパ平均 43%）、監査委員会 22%（同 62%）、報酬委員会 18%（同 56%）、指名委員会 29%
（同 56%）と、ヨーロッパ各国の中でも最低の水準にある（Heidrick & Struggles, 2011, 
p.44）。 
もっとも、この調査データは、取締役会の半数を占める労働者側代表取締役を全員非独
立取締役とみなしているものの、ドイツの労働者側代表取締役は、管理職代表、労働組合
代表、一般従業員代表の 3 つのステークホルダーの代表で構成される。そのため、これら
の労働者側代表取締役を、全員一律に非独立とみなすことには疑問が生じる。ドイツの労
働者側代表の独立性については、次節で具体的に検討する。 
 
第4節  ドイツ企業の取締役会の独立性と労資共同決定制度 
ドイツでは、2000 年代以降、取締役会の独立性についての議論が活発化する中で、労働
者側代表取締役（Arbeitnehmervertreter）の独立性についても議論されてきた14。ドイツ
では、法律上、労働者側代表取締役は全員独立取締役であるものの、英米を中心とする諸
外国の一般的な独立性の考え方からすれば、ドイツの労働者側代表には明らかに独立性が
ないとの主張も見られる（Schwalbach, 2004, S.187）。このような中で、ベルリン・コーポ
レート・ガバナンス・センターは、労働者側代表取締役を廃止し、取締役会とは別個に労
働者側代表のみで構成される相談役会（Konsultationsrat）を設置すべきであるとの提案を
示している（Berliner Netzwerk Corporate Governance, 2003）。 
しかしながら、ドイツ国内では、既存の労資共同決定制度に対する国民の支持が厚いた
め、労働者側代表取締役は未だ健在である。アメリカの SEC も、ドイツ側からの一連の抗
議活動を受けて、労働者側代表取締役に関しては独立性の義務付けを免除している
（Exchange Act Rule §10A-3 (b)(1)(iv)(C)）。 
だが、労働者側代表の独立性は一律ではなく、一般従業員代表、管理職代表、労働組合
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代表の独立性は個別に評価されるべきであると思われる。管理職代表は経営者よりの行動
をとるのが一般的であり、労働組合も好感を抱いていない（21 世紀政策研究所, 2011, 31
ページ）。他方、労働組合代表の候補者名簿を作成する労働組合は、産業レベルで組織され、
規模も非常に大きく、使用者側との活発な労使交渉を展開してきたのであり、経営者に対
する独立性が非常に高い。取締役報酬の面でも、労働組合代表は、取締役報酬から一定の
巨額な金額をハンスベックラー財団へ拠出しなければならず15、また、拒否した者の氏名は
労働組合機関誌に公表され、取締役として二度と選任されなくなるという厳しい仕組みが
採用されている（正井, 2005, 38 ページ）。 
次に、一般従業員代表の独立性は、労働組合代表と比べて不安定である。一般従業員代
表候補者名簿は、経営協議会（Betriebsrat）によって作成されることがほとんどであり、
経営協議会の幹部の名前が記載されることが多い（田端, 2010, 27 ページ）。かつて、経営
協議会は労働組合の社内支部としての側面が強く、労働組合との結びつきが強かったもの
の、1980 年代後半以降は、労働組合とは距離を取る高学歴な経営協議会幹部が増加傾向に
ある（小宮, 2004, 34 ページ）。また、近年、労使協定の次元でも、労働組合と経営協議会
の利害が対立するケースが起きてきている16。 
さらに、近年、ドイツでは、労使の癒着による大きな不祥事が 2 件立て続けに起きてい
る。2005 年に発覚したフォルクスワーゲンの不祥事では、人事部管理職による労働者側代
表への裏金や経営協議会役員の海外旅行費用の不正支出などが行われていた。また、2007
年には、シーメンスでも、1986 年に労働組合の対抗勢力として設立された従業員の集団で
ある独立従業員の会（Arbeitsgemeinschaft Unabhängiger Betriebsangehöriger、以下、
AUB という）への執行役による裏金問題が発覚している。この不祥事では、AUB のリー
ダーを長年務めてきた経営協議会の元メンバーに裏金約3,500万ユーロが提供されていた17。 
独立性以外にも、労働者側代表取締役には取締役としての監督能力そのものにも問題が
あると指摘されてきた。労働者側代表は、取締役業務に必要な情報や能力が不十分である
ほか、労働条件に関する事項以外には大して興味を示さないという（佐久間, 2003b, 272 ペ
ージ）。コンプライアンスの監督には、法律の専門知識や法務の実務経験などが求められる
ものの、労働者側代表はそれらの能力や資質も十分兼ね備えていないことがほとんどであ
る。なお、このような事情から、ドイツ法務省法務課長サイバート氏も、労働者側代表に
は不祥事防止の効果はないだろう、と述べている（21 世紀政策研究所, 2011, 33 ページ）。 
とはいえ、上述した労働者側代表取締役の問題点の解決に向けては、より慎重な議論が
必要であると思われる。本節で指摘した問題点を、即座に労資共同決定制度そのものの廃
止の必要性を訴えることはできないだろう。たとえば、ドイツの労資共同決定制度には、
経営の民主化やこれに伴う労働意欲・貢献意欲の向上といった正の側面があることも考え
られる。また、労働者側代表取締役の専門知識の乏しさなどは、研修制度や相談窓口とい
った制度の導入・実践などである程度補える可能性がある。 
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おわりに 
ドイツでは、近年のコンプライアンス・リスクの高まりと複雑化を背景に、アメリカ型
の倫理・コンプライアンス・プログラムは、コンプライアンス・プログラムとして導入が
進められている。倫理・コンプライアンス・プログラムの構成要素は、2000 年代以降導入
率が一貫して上昇してきたものの、倫理綱領以外の構成要素の導入率は、倫理綱領の導入
率と比べてまだまだ低い現状にある。 
本章の分析から、ドイツのコンプライアンス・プログラムの今後の発展においても、企
業統治的研究の視点は重要であると思われる。ドイツで近年発生したシーメンスやダイム
ラーの不祥事は、経営者と CCO の上下関係に大きく起因するものである。ドイツは二層制
を採用しているが、CCO が執行役会より下位に位置していれば、英米同様コンプライアン
ス体制の有効性が業務執行者側の都合に左右されやすいことに代わりはない。 
不祥事を起こした企業の中には、その後、法務担当執行役を設置する企業もみられる。
だが、たとえ、法務担当執行役を設置しても、不正を行ってきた元執行役が取締役会会長
や監査委員会委員長などに就任していたり、取締役が派遣される企業の数が多すぎて監督
に十分な労力を注げなかったりする場合、大きな効果は期待しにくいだろう。したがって、
ドイツ企業の CCO の独立性と権限を制度的に保証するには、法務担当執行役や独立性の高
い取締役会内委員会の設置など、執行役会と取締役会の両方を対象とした改革が求められ
るだろう。 
また、近年、活発に議論されている労働者側代表取締役の問題は、取締役会の独立性と
いう点で、コンプライアンス・プログラムの監督機能の高さと密接に関わっている。労働
組合代表を除き、管理職代表と一般従業員代表の独立性は非常に乏しいないし不安定なも
のである。また、労働者側代表には、取締役業務に必要な情報や能力が不十分であるほか、
労働条件に関する事項以外には大して興味を示さないといった問題点も指摘されている。
コンプライアンスの監督には法律の専門知識などが求められるため、コンプライアンスの
監督者としての適格性の点でも、労働者側代表には問題があると思われる。 
しかし、本研究は、本章で指摘したドイツの取締役会改革の課題の解決には、既存の労
資共同決定制度の廃止が必要であると主張するものではない。ドイツの労資共同決定制度
には、経営の民主化やこれに伴う労働意欲・貢献意欲の向上といった正の側面があること
も考えられるからである。また、労働者側代表取締役の専門知識の乏しさなどは、研修制
度や相談窓口といった制度の導入・実践などである程度補える可能性がある。本章で指摘
した問題点は解決が求められるものの、これをどのように解決するのかについてはより慎
重な議論が必要であるだろう。 
 
注 
1 DCGK は、イギリスの企業統治規範とは異なり、上場規則ではなく法律によって全ての
ドイツ上場企業に対して「遵守せよ、さもなくば説明せよの原則」の下での遵守が要求さ
れている。そのため、イギリスとは異なり、ドイツ企業がドイツ国内では上場していない
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がドイツ国外で上場しており、かつその国が上場規則で企業統治規範の遵守を要求してい
た場合には、そのドイツ企業は、上場先の国の企業統治規範に加えて自国の DCGK も遵守
しなければならない。これでは企業統治規範の遵守を上場規則で要求している国とそうで
ない国とで、上場企業に課せられる規制の厳しさに不公平が生じることになる。このこと
を受け、European Corporate Governance Forum は、2009 年に、EU 加盟国の企業は、
EU 加盟国においては本国と主な上場先の国のいずれかの企業統治規範のみを遵守すれば
よいとする規則を導入した（Internal Market and Services, 2009a, p.29）。 
2 DCGK委員会によれば、DCGKの全条項を受け入れている企業の割合は、2004年の75.9%
から 2010 年の 82.1%へと増加しており、とりわけ DAX30 社は一貫して 90%以上で 2010
年には過去最高の約 95%だった（Regierungskommission Deustcher Corporate 
Governance Kodex, 2010, S.46）。また、フランクフルト証券取引所上場企業 864 社を対象
とした調査（回答企業 408 社）では、企業が遵守しない DCGK の条項の平均数は 5.8 項目
と非常に少ないことが報告されている（von Werder et al., 2005, pp.180-182）。 
3 調査結果は、かなり多くの企業からの回答に基づいている。例として、2009 年の調査結
果は 500 社の犯罪防止担当役員、2011 年の調査結果は 830 社の犯罪防止担当役員の回答に
基づいている（PwC, 2009, S.61; PwC, 2011b, S.12）。 
4 不正発覚当時のシーメンスのコンプライアンス体制については、上村ら（2006）を参照
のこと。 
5 不正当時のシーメンスのコンプライアンス・オフィサーの問題点については、SEC（2008b）
を参照のこと。 
6 各社の執行役会や取締役会などの役員構成は、それぞれの各年版のアニュアル・レポート
や新聞記事などを参照のこと。 
7 ダイムラーの事例については、the United States District Court for the District of 
Columbia (2010) Case 1:10-cr-00063-RJL Document 1 を参照のこと。 
8 アリアンツの事例については、SEC (2012) を参照のこと。 
9 Daimler ホームページ、
http://www.daimler.com/dccom/0-5-992580-1-998634-1-0-0-0-0-1-8-7145-0-0-0-0-0-0-0.ht
ml, 2012 年 7 月 20 日アクセス。 
10 シーメンスでは、労働者側代表取締役と資本側代表取締役からそれぞれ一名が取締役会
副会長に就任しており、前者を第一副会長（first deputy chairman）、後者を第二副会長
（second deputy chairman）と区別している。 
11 この調査については、第 10 章で詳細に分析する。 
12 イギリスは FTSE350 社に対して、フランスは支配株主のいない企業に対して、取締役
の半数以上を独立取締役とすることが要求されている。ただし、イギリスの場合には、会
長を除く取締役の半数以上だが、会長に対しても独立性を満たすことが求められている。
アメリカ、イギリス、フランス、各国の取締役会については、それぞれ、第 5 章、第 7 章、
第 9 章を参照のこと。 
13 もっとも、監査委員会に関しては、最低限委員長のみ元執行役の就任には 2 年間の冷却
期間が必要と規定されている（DCGK§5.3.2）。 
14 ヨーロッパにおける労働者側代表執行役の独立性の規定については、第 10 章で具体的に
検討する。 
15 拠出金額は年収 3,500ユーロ以下の場合は年収の 10%、年収 3,500ユーロ超の場合は 350
ユーロと超過分の 90%に当たる金額の合計と、非常に高額である（Hans-Böckler-Stiftung, 
2006）。 
16 とはいえ、この動きは、補償賃金を伴わない勤務時間の延長の必要条件が緩和された
2004 年のプフォルツハイム協定の締結以降に起き始めたものの、現状としては非常にまれ
なケースである。詳しくは、岩佐（2012）を参照のこと。 
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17 Bolger J, “Siemens executive arrested over illicit payments” Times of London, 
2007.3.28, p.61. 
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第 9章 フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの現状と課題 
 
はじめに 
 フランスでは、ドイツと同じく、世界的なコンプライアンス・リスクの高まりへの対応
を主な動機としたアメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入がみられる。
だが、この導入は、倫理憲章（（charte d’éthique）アメリカの倫理綱領に相当）と内部通報
制度に特化したものであり、フランスでは、現状としてはアメリカ型の倫理・コンプライ
アンス・プログラムの導入に対する否定的な見方が支配的である。本章では、フランスの
倫理・コンプライアンス・プログラムの現状について分析する。 
 
第1節  フランスのコンプライアンス・企業倫理に関する法規制 
第1項  フランス国外の法規制 
 フランスのコンプライアンス（conformité）・企業倫理（l'éthique des affaires）への取
り組みは、外国公務員への贈収賄規制や SOX 法など英米を中心とする諸外国の規制強化の
動きから強い影響を受けている（OECD, 2012, p.54）1。とりわけ、SOX 法がアメリカで
上場する外国企業に対して監査委員会への匿名の内部通報制度の設置を義務付けたことが
直接的な背景となり、フランスでは、今日まで内部通報の是非を巡る論争が展開されてき
た。 
もっとも、英米以外にも、EU レベルの政策は、企業の社会的責任（Responsabilité Sociale 
des Entreprises）の促進という形で、フランスにおける企業倫理の進展を促している。と
りわけ、2001 年に発表されたグリーンペーパー「企業の社会的責任のためのヨーロッパレ
ベルの枠組みの促進」では、企業の行動規範（code de conduit）にはある程度の統一性、
監視・報告制度が求められるとされており（小早川, 2009, 121-122 ページ）、フランス政府
は、2002 年にこのグリーンペーパーへの同意を表明している。 
外国公務員への贈賄罪に関して、フランス国内では、2000 年の刑法改正により、外国公
務員への贈賄が違法となった。その後、外国公務員への贈賄に関する刑法の規定は、規制
の対象が外国公務員への賄賂から第三者への賄賂へと拡大されたり、外国公務員への贈賄
は当事者間の違反の自覚の有無に関係なく摘発の対象となるなど、2007 年、2011 年の 2
度にわたる改正を経て今日に至っている（OECD, 2012, pp.10-18）。 
フランスの外国公務員への贈賄の防止の推進政策は、1993 年に司法省内に設置された中
央腐敗防止部門（Service Central de Prévention de la Corruption、以下、SCPC という）
を中心に運営されている。SCPC の任務は、①汚職の発見と防止に必要な情報収集、②様々
な政府機関への出向・助言、③倫理綱領の策定など汚職防止策の促進・支援、④外国機関
との連携などの国際的な活動の 4 つである2。外国公務員贈賄防止条約の締結以降、SCPC
は、企業の透明性強化や内部通報者の保護などの活動を活発化させている（OECD, 2012, 
110 
 
p.54）。しかしながら、後述するように、違反企業の摘発に対しては、それほど積極的では
ないようである。 
 
第2項  外国公務員贈賄罪の規制の緩さ 
フランスは、外国公務員贈賄罪の罰則の緩さを、OECD から批判されてきたものの、2000
年以降一度も改正せずに今日に至っている（OECD, 2012, pp.25-29）。フランスの外国公務
員贈賄罪の罰則の上限は、自然人が懲役 10 年および 15 万ユーロの罰金、法人が罰金 75 万
ユーロである。自然人の罰金の上限の 15 万ユーロは、自然人の企業資産横領の罰金の上限
である 37 万 5,000 ユーロの半分にも満たない。さらに、フランスは、汚職が禁止されてい
ない国で行われた汚職の罪は問わないとする双方可罰性（dual criminality）の立場をとる
など、摘発対象もかなり制限されている。 
もっとも、各国の自然人の懲役の上限は、イギリス、アメリカ、ドイツ、日本で 10 年以
下の年に設定されているほか、10 年超とするのはベルギー、ポーランド、イタリアの 3 カ
国しかない（梅田, 2011, 55-57 ページ）。また、自然人の罰金の上限においても、フランス
は、ベルギー、ノルウェー、アメリカに次いで 4 番目に高く（村田, 2012a, 14 ページ）、日
本と韓国は、それぞれ、300 万円（約 2 万 4,000 ユーロ）と 2,000 万ウォン（約 1 万 3,600
ユーロ）でフランスより低い。同様に、各国の法人の罰金の上限も、3 億円（約 241 万ユー
ロ）の日本や、200 万ドル（約 150 万ユーロ）のアメリカなど一部の国を除き、67 万ユー
ロのスウェーデンや 1,000 万ウォン（約 6,800 ユーロ）の韓国など、フランスより低い金
額を設定している国は少なくない（梅田, 2011, 59-62 ページ; 村田, 2012a, 14-15 ページ）。 
フランスの外国公務員贈賄規制の問題は、規制の内容よりもむしろ、その運用の実態に
あると思われる。フランスでは、外国公務員贈賄規制が導入された 2000 年から 2007 年に
かけての外国公務員贈賄罪の有罪判決は 0 件で、2008 年から 2012 年までに下された有罪
判決も 5 件しかない3。さらに、これら 5 件のうち 3 件は自然人に対する判決であることに
加えて、執行猶予付きの懲役や罰金 1 万ユーロといった最低レベルの罰則であったほか、
当局による調査も非常に表面的なもので、企業の責任を問うところにまでは至らなかった。
法人に対して初めて有罪判決が下されたのは、2012 年 9 月と極めて最近のことである。 
 
第2節  フランスの内部通報規制の推移と現状 
第1項  フランスにおける内部通報規制改革の背景と推移 
2002 年の SOX 法の制定により、アメリカで上場するフランス企業には、監査委員会に
対する匿名の内部通報制度の設置（SOX 法§301）が義務付けられた。また、アメリカ企業
のフランス子会社でも、親会社の意向を受け、匿名の内部通報制度の設置を目指す動きが
広まった。SOX 法制定当時、フランスでの内部通報制度の設置には、個人情報保護の監視
を任務とする第三者機関「情報処理および自由に関する全国委員会（Commission Nationale 
de l’Informatique et des Libertés、以下、CNIL という）」の認可が必要であった。 
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だが、フランスでは、SOX 法が導入を求める匿名の内部通報制度は、個人情報の保護に
ついて規定した「情報処理・データファイル及び個人の諸自由に関する法律」（以下、1978
年法という）に抵触する可能性が高い。1978 年法の第 7 条では、個人情報の通報は、①当
該者の合意がある場合、②内部通報制度の設置が法律で義務付けられている場合、③当該
者の利益、基本的権利、自由が認識されている場合のいずれかの場合にのみ可能であると
規定されている。つまり、たとえ法律で認められていたとしても、不正行為の行為者本人
の合意を得、かつこの行為者の基本的な権利、自由、利益が十分に考慮されていない限り、
内部通報を行うことはフランスでは法律違反になる可能性が高い。 
実際、SOX 法の制定以降、内部通報制度を導入しようとした企業が、申請を却下された
り訴訟で廃止を命令されるケースが相次いだ4。たとえば、ヨーロッパ・アキュムレータ
（Compagnie Européenne d'Accumulateur、以下、CEAC という）は、2004 年 7 月にア
メリカ親会社エキサイド・テクノロジーズ（Exide Technologies）が SOX 法を遵守するた
めに設置していた内部通報制度の設置を自社でも設置しようと CNIL に申請したところ、
翌年却下されている。また、マクドナルドのフランス支社マクドナルド・フランス
（McDonald’s France）も、2005 年 1 月に親会社が導入していた内部通報制度の設置を自
社でも設置しようと CNIL に申請したものの、同じく翌年却下されている。 
また、2005 年 9 月 15 日、リブルヌの大審裁判所は、フランスのガラス・メーカーでア
メリカ企業オーウェンズ・イリノイ（Owens-Illinois）の子会社 BSN ガラス容器
（BSN-Glasspack）が導入していた内部通報制度の廃止を命令した。この訴訟では、BSN
ガラス容器の労働組合と企業委員会（comité d’établissement、ドイツの経営協議会に相当）
が、同社が SOX 法に基づき設置していた匿名の内部通報制度に対し、その撤回と賠償金の
支払いを求めた訴訟を起こした。これに対し、リブルヌの大審裁判所は、同社の匿名の内
部通報制度は、告発された者が十分な防衛策をとることができないままに報復を受ける可
能性があるなど、不正行為の行為者に対して不当な利益や権利の侵害をもたらすと同時に、
従業員の自由を侵害するものであるとして廃止するよう命じたのである。 
これらの 3 つの事例以降、フランスとアメリカの両方の規制対象となるアメリカ企業の
子会社やアメリカで上場するフランス企業を中心に、多国籍企業による CNIL への解決策
の要求が強まっていた（Didier, 2009, p.5）。このような背景の下、CNIL は、2005 年 11
月に企業、労働組合、アメリカの SEC との様々な意見交換を経て、内部通報についてのガ
イドラインを策定し、さらに、翌月には、オトリザシオン・ユニーク AU-004（Autorisation 
unique n° AU-004）を決議した。この決議により、この決議の規定に則った内部通報制度
に限っては、CNIL への通知のみで設置が可能となった。この決議以前は、内部通報制度の
設置には CNIL の認可が必要であったため、この決議は内部通報制度の設置手続きが大幅
に簡略化された点で画期的であった。 
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第2項  オトリザシオン・ユニーク AU-004の内容と特徴 
 オトリザシオン・ユニーク AU-004（本項では以下、決議という）は、以下の 12 条から
構成されている5。なお、先述したように、12 条に則った内部通報制度は通知のみで設置が
可能だが、そうでない内部通報制度においても、第 11 条に規定されているように CNIL の
事前認可を得ることができれば設置が可能である。なお、この認可は過去の記録に基づい
てケースバイケースで判断される。 
 第 1 条：取り扱いの目的について 
 第 2 条：内部通報者自身の身元確認情報の取り扱いについて 
 第 3 条：収集される個人情報の種類について 
 第 4 条：個人情報の受取人について 
 第 5 条：EU 外部への個人情報の転送について 
 第 6 条：個人情報の保管期間について 
 第 7 条：安全対策について 
 第 8 条：内部通報制度の潜在的利用者への事前の連絡事項について 
 第 9 条：内部通報制度の告発対象となる人物の情報について 
 第 10 条：情報へのアクセス及び修正の権利の尊重について 
 第 11 条：第 1～10 条までの規定に従わない内部通報制度の設置には CNIL の事前認可が
必要である。 
第 12 条：この決議は、フランス共和国官報（Journal officiel de la République française）
に公示される。 
 内部通報（alerte professionnelle）の対象については、第 1 条で規定されており、それら
は、①会計、②金融、③銀行業務、④腐敗（corruption）である。そこでは、あくまで、当
該者の利益、基本的権利、自由を侵害しない限りにおいて、①SOX 法、②金融商品取引法、
③反競争的行為（②、③は 2010 年の改正で追加）を遵守・対象とした内部通報制度も可能
であるとされている。なお、決議にある腐敗を対象とした制度の例としては、1999 年にフ
ランスが批准した OECD の外国公務員贈賄防止条約への対応が例として挙げられており、
外国公務員への贈賄対策を強く意識したものとなっている。 
2010 年の改正前は、①会社の重大な利益（l’intérêt vital de l’entreprise）と②従業員個
人の肉体的または道徳的インテグリティ（l’intégrité physique ou morale de ses employés）
に関する内部通報は、認められうるとされていた6。だが、フランスの最高裁判所である破
毀院（Cour de cassation）は、2009 年 12 月 8 日、労働組合の訴えを受け、ダッソー・シ
ステムズ社（Dassault Systèmes）の内部通報制度を違法と判決した。同社の内部通報制度
は、匿名の内部通報を許可していたほか、同社の倫理憲章違反も通報対象としていたこと
が、従業員に対する自由を侵害していると判断され、違法とされた7。これを受け、2010 年
の改正により、決議からこの例外規定は削除された。このように、フランスでは、倫理憲
章違反を対象とした内部通報制度や相談窓口の設置などは、法律違反とみなされるリスク
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が極めて高いのである。 
 匿名の内部通報に関しては、第 2 条で規定されており、原則として、内部通報は実名で
行い、匿名の通報を奨励・設置してはならないとされている。匿名の内部通報は、①通報
者が望み、かつ②個人情報の扱いに細心の注意が払われている場合にのみ、例外的に認め
られうるとされている8。 
 
第3節  フランスの企業倫理否定論 
 フランスでは、アメリカから世界各国へと拡大が進む倫理・コンプライアンス・プログ
ラムの導入に対しては、否定的な見解が支配的である。ディディエ（Didier, 2009）は、フ
ランスの内部通報制度に対する懐疑の背景には、フランスとアングロサクソン間の文化的
な違いと法的な違いという 2 つの違いがあるとする。フランスでは、内部通報制度も含め、
アメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログラムは、英米の法規制や文化の下で機能す
ることはできても、フランスの法規制や文化にはそぐわないものであり、フランスで取り
入れる必要はないという主張が支配的である。 
 法的差異の例としては、内部通報規制が取り上げられることがほとんどである。たとえ
ば、フランスでは、オトリザシオン・ユニーク AU-004 の決議の要求を満たさない内部通
報制度の設置には、CNIL の事前認可が必要である。だが、ダッソー・システムズ社のケー
スのように、たとえこの決議の要求を満たしていたとしても、SOX 法で要求されている匿
名の内部通報制度は、フランスでは違法と判決される可能性が高い。加えて、アメリカで
普及している非倫理的行為を対象とした相談窓口なども、従業員個人の自由の侵害に当た
るとして、違法と判決されるリスクが高い。 
 次に、文化的差異についての議論として、相対主義の立場からの批判がある。パスケロ
（Pasquero, 2000）は、確かに企業倫理という概念はアメリカで生まれたものだが、アメ
リカの倫理は個人主義や普遍主義などアメリカの文化に基づくものであるとする。その上
で、パスケロは、相互利益（des intérêts mutuels）を重視し、相対主義の考え方も少数派
ではないフランスの倫理とは異なるものであると主張する。 
加えて、デルガ（2005）も、倫理は相対的な要素を含んでいるとした上で、アングロサ
クソン流の統一的価値規準を設定し、その遵守を半ば強制的・説教的に要求することは好
ましくないとしている。もっとも、ペレイラ（Pereira, 2009, p.35）は、価値が相対的なも
のであっても、国際的にビジネスを行う上では、共通の価値規準、行動規範を設けること
は有用であるとしている。 
フランスで内部通報制度の導入に対し否定的な意見が多いのは、第二次世界大戦の占領
下での密告と弾圧の経験とそれに対する反省が背景にあるといわれている（Larue, 2007, 
p.30）。特に、匿名の内部通報に対して、通報者の報復からの保護よりも、通報の対象とな
った行為を働いた人物に対する悪意の非難（dénonciation）のリスクの方が問題視される。
また、2005 年から 2011 年にかけて CNIL の委員長を務めたアレックス・チュルク（Alex 
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Türk）氏は、オトリザシオン・ユニーク AU-004 の添付資料の中で、匿名の内部通報は、
虚偽の内部通報を増やすだけだとコメントしている9。 
 
第4節  フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの現状 
第1項  フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの対象 
 フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入の現状について分析する前
に、「ディオントロジー（déontologie）」の概念について明らかにしておく必要がある。と
いうのも、フランスの企業倫理・コンプライアンスへの取り組みの実践においては、法律
（droit）と倫理（éthique）に、このディオントロジーを加えた 3 つが対象となるからであ
る（Simard et Morency, 2002）。実際、フランスでは、倫理憲章の名称に、ルノ （ーRenault）
のディオントロジー綱領（Code de déontologie）や電力公社ハイドロ・ケベック
（Hydro-Québec）の倫理・ディオントロジー綱領（Code d'éthique et de déontologie）の
ように、「ディオントロジー」という用語が使用されるケースが少なくない。 
 ディオントロジーとは、もともと専門職の義務を意味する用語であり、医師としての心
得を述べたヒポクラテスの誓いなどは、ディオントロジーに含まれる（Benamar, 2012, 
pp.56-57）。ディオントロジーは、専門家としての義務ではあるが守らなくても法的な罰則
が科されるわけではないため、コンプライアンスの対象である法律とは異なる概念である。
また、ディオントロジーは専門家であるがゆえに果たさなければならない義務であり、個
人の価値観や判断に基づく比較的主観的な倫理とも異なる概念である（Simard et Morency, 
2002）。 
もっとも、企業の実践においては、倫理とディオントロジーは区別されずに用いられて
いることが少なくないようである。2011 年の CAC40 社の倫理憲章の名称は、行動規範 21％、
倫理綱領（codes éthiques）18%、倫理憲章 18%の 3 つに大別できるが、ディオントロジー
をタイトルに含むものも、ディオントロジー綱領（code de déontologie）6 %とディオント
ロジー憲章 6 %と 12%に上る（Roquilly, 2011, pp.25-26）。このような事情からか、次項で
分析するアーンスト・アンド・ヤング社（Ernst & Young）の調査においても、倫理とディ
オントロジーのための制度（dispositifs）は区別されずに調査されている。 
 
第2項  フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入の現状と課題 
1. フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入の現状 
フランスでは、諸外国の規制強化を背景に、2000 年代後半以降には倫理・コンプライア
ンス・プログラムの導入の必要性が強く認識されるようになった。プライスウォーターハ
ウス・クーパースが 2009 年 6 月から同年 9 月にかけて行った SBF120 社の取締役 880 名
を対象に行ったアンケート調査（回答率 20%）によれば、各制度の設置状況が、倫理憲章
86.1%、倫理担当者 46.5%、取締役会に直接つながる内部通報制度 31%であった。この調
査では、今後倫理担当者を設置しなければならないとの回答が 24.5%と少なくなかった。
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とりわけ、内部通報制度の設置が今後必要との回答率は 38.7%と既に設置している企業の
比率 31%よりも高いことが明らかにされている（Medina, 2009, p.15）。 
 しかし、この調査は、回答率が 20%であることなども踏まえると、倫理・コンプライア
ンス・プログラムの導入に否定的な企業はほとんど回答していないのではないかとの疑問
が生じる。世界四大会計事務所の 1 つアーンスト・アンド・ヤング社（Ernst & Young）は、
これまで CAC40 社を含む SBF120 社全社10（ただし、外資系は除く11）に、これら以外の
株式時価総額（la capitalization boursière）5,000 万ユーロ超のフランス企業（以下、
Midcaps12という）60 社を加えたフランス企業約 180 社を対象とした企業統治に関する調
査を毎年行い、調査結果を公表してきた。そして、2012 年以降は、倫理・コンプライアン
ス・プログラムの導入状況に関する調査結果も公表されてきた（図表 9-1）。 
 
図表 9-1：フランスの倫理・コンプライアンス・プログラムの現状（単位：%） 
 規模 2012 2013 
倫理、ディオントロジー憲章、行動規範 
（d’une charte éthique /code de conduit / 
déontologique） 
CAC40 92.3 100 
SBF120 73.8 85 
Midcaps 41.7 52 
倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者 
（d’une fonction déontologie / éthique /  conformité 
dédiée） 
CAC40 53.8 83 
SBF120 30.0 33 
Midcaps 3.3 8 
倫理通報制度（内部通報制度、相談窓口を含む） 
（d’une « ligne d’alerte éthique » dédiée） 
CAC40 25.6 55 
SBF120 11.3 21 
Midcaps 0.0 5 
倫理、ディオントロジー、コンプライアンスの監査制度 
（d’un plan d’audit interne dédié à la déontologie/é 
thique/c ompliance） 
CAC40 2.6 18 
SBF120 2.5 3 
Midcaps 0.0 2 
出典：2012 年のデータは Ernst & Young, 2012, p.29、2013 年のデータは Ernst & Young, 
2013, p.22 から引用。 
 
 この調査におけるフランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入比率は、
上述したプライスウォーターハウス・クーパースの調査結果よりも低い値となっている。
プライスウォーターハウス・クーパースの調査では、2009 年の SBF120 社の各制度の設置
状況は、倫理憲章 86.1%、倫理担当者 46.5%、取締役会に直接つながる内部通報制度 31%
であった。これに対し、図表 9-1 に示した 2012 年の SBF120 社における①倫理、ディオン
トロジー憲章、行動規範、②倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者、③倫理
通報制度の設置率は、それぞれ 73.8%、30%、11.3%であった。 
 図表 9-1 に示した全ての調査結果において、制度の導入比率は、①CAC40 社、②SBF120
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社、③Midcaps の順に高い現状にある。2013 年の倫理憲章、ディオントロジー憲章、行動
規範のいずれかを導入している企業の比率は、CAC40 社が 100%、SBF120 社が 85%、
Midcaps が 52%であった。次に、2013 年の倫理、ディオントロジー、コンプライアンス
担当者の導入率も、CAC40 社が 83%、SBF120 社が 33%、Midcaps が 8%であった。そし
て、2013 年の倫理通報制度の設置率も、CAC40 社が 55%、SBF120 社が 21%、Midcaps が
5%であった。各制度の導入率が①CAC40 社、②SBF120 社、③Midcaps の順に高いのは、
大企業であればあるほど、諸外国での上場とこれに伴う各国の上場規制の遵守や、外国人
機関投資家の理解の獲得、国際的なコンプライアンス・リスクへの対応と管理などが必要
になるためであると考えられる。 
とはいえ、Midcaps は株式時価総額が 5,000 万ユーロを超える企業であり、1 ユーロ 140
円として換算しても 70 億円を超える大企業であり、従業員数もかなり多いと思われる。そ
のため、Midcaps で倫理・コンプライアンス・プログラムの導入が遅れているのは、中小
企業のように、これらの制度を導入せずともコンプライアンス・企業倫理への取り組みを
十分実践できるためであるとは考えにくい。したがって、Midcaps における導入の遅れは、
フランスにおいて支配的な否定論の影響を強く受けたものであると推察される。 
 また、図表 9-1 に示した 4 つの制度のうち、3 つ全ての企業の種類において導入比率が最
も高いのは倫理憲章であった。2013 年の CAC40 社の各制度の導入率は、倫理憲章、ディ
オントロジー憲章、行動規範が 100%、倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者
が 83%、倫理通報制度が 25.6%、倫理、ディオントロジー、コンプライアンスの監査が 18%
であった。同様に、SBF120 社の各制度の導入率は、倫理憲章、ディオントロジー憲章、行
動規範が 85%、倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者が 33%、倫理通報制度
が 21%、倫理、ディオントロジー、コンプライアンスの監査が 3%であった。 
 とりわけ、Midcaps においては、倫理憲章とその他の制度との導入比率の差が極めて大
きかった。Midcaps の各制度の導入率は、倫理憲章、ディオントロジー憲章、行動規範が
52%、倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者が 8%、倫理通報制度が 5%、倫
理、ディオントロジー、コンプライアンスの監査が 2%であった。 
倫理憲章がその他の制度よりも導入率が高い理由としては、倫理憲章の策定は、その伝
達や内部通報制度の導入、倫理担当者の設置などよりも、経営資源（予算や人員など）の
消費が少なくて済むことが考えられる。特に、これらのアメリカ型の取り組みに対して否
定論が支配的なフランスにおいては、諸外国のコンプライアンス・リスクへの対応といっ
た必要性に迫られない限り、これを導入する企業側の動機は小さいと考えられる。 
なお、CAC40 社の倫理憲章の内容の上位は、環境保護（respect de l’environnement）
100%、仕事・人材育成（travail et développement personnel）90%、商取引 81%、競争
78%、腐敗 78%、健康・安全 78%、サプライヤーの質（qualité fournisseurs）75%、株主
への情報 75%、金融市場の情報 75%、利益相反 75%に関する内容であった（Roquilly, 2011, 
p.26）。ウェブサイト上に倫理憲章を掲載していない企業は 14%であった。そのページ数の
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平均は 16 ページだが、1 ページだけのものから 63 ページもあるものまで様々であった。 
 
2. フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入の課題 
 図表 9-1 より、フランス企業における倫理・コンプライアンス・プログラムの導入は、
2012 年と 2013 年の 1 年間で確実に増加している。CAC40 社、SBF120 社、Midcaps の全
てにおいて、各制度の導入比率は、2013 年の値が 2012 年の値を上回っている。とりわけ、
内部通報制度や相談窓口等を含む倫理通報制度の導入率は、2012年から 2013年にかけて、
CAC40 社で 25.6%から 55%へ、SBF120 社で 11.3%から 21%へ、Midcaps で 0%から 5%
へと、それぞれ 2 倍近く増加している。 
 とはいえ、SBF120 社の内部通報制度の設置率が 2 割程度であるというのは、イギリスや
アメリカの上場企業や大企業と比べて非常に遅れている現状にある 13。イギリスの
FTSE350社における 2010 年の内部通報経路の設置率は 100%（Webley et al., 2011, p.19）
であり、アメリカの全米企業倫理調査における 2011 年の匿名の報告制度の設置率は 77%で
あった（ERC, 2012a, p.48）。先述したように、フランス企業の間では、内部通報制度の設
置の必要性が強く認識されており、その導入は今後の課題である。 
 また、倫理、ディオントロジー、コンプライアンスの監査制度に関しては、フランス企
業の間ではほとんど導入されていない現状にある。2013 年の倫理、ディオントロジー、コ
ンプライアンスの監査制度の導入率は、CAC40 社 18%、SBF120 社 3%、Midcaps2%と
CAC40 社でさえ 2 割にも満たない。アメリカとイギリスでは、倫理、ディオントロジー、
コンプライアンスの監査制度に相当する倫理ないしコンプライアンス監査制度の有無が、
不正を犯した企業の量刑を低減する要件の 1 つとされている。そのため、この監査制度を
欠いている現状は、諸外国のコンプライアンス・リスクの高まりに対応するには不十分な
ものであり、その導入は今後の課題である。 
 
第5節  フランス企業の経営者の権力と監督機関 
第1項  経営者と倫理担当者の関係 
 フランスでは、アメリカ同様、倫理担当者はオフィサーであり、経営者が倫理担当者を
任命している（Larue, 2007, p.25）。また、2011 年のフランス取締役協会の会員調査によ
れば、倫理担当者は、経営者と接触するだけで、取締役会の会合には参加しないとの回答
が大半（調査対象 190 人、回答率 21%）であった（IFA, 2012, p.1）。このように、フラン
スの経営者と倫理担当者の上下関係は、アメリカと同等かそれ以上であることが伺える。 
 フランスでは、企業倫理の執行責任者は、倫理担当者ではなく取締役会会長兼最高経営
責任者（président-directeur general, 以下、PDG という）であるとの見方が以前から支配
的である。SBF120 社のうち、企業倫理の責任者が経営者（management）との回答は 45.9%
で、取締役会（conseil d’administration）の 34.6%より 10%以上高かった（Medina, 2009, 
p.27）。このデータは、他のヨーロッパ16カ国の大企業650社の取締役の回答（回答率28%）
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が、「経営者にある」32.2%、「取締役会にある」58.3%と取締役会の方が圧倒的に多かった
のと比べて特徴的である。 
なお、企業倫理の責任者が経営者と取締役会の両方であるとの回答も、フランスは 19.5%
と上述のヨーロッパ 16 カ国の大企業 9.4%と比べて 2 倍以上高かった。この背景には、フ
ランスでは、PDG が経営と監視を担い、取締役を選任するなど（黒川, 2010）、PDG によ
る取締役会の形骸化が長年問題視されてきたことがあると思われる。2010 年時点で、CAC 
40 社のうち業務執行者または元・現 CEO が会長を務めている比率は未だ 72%と 7 割に上
る（Heidrick & Struggles, 2011, p.52）。 
ジェリニエ（Gélinier,1991）は、企業倫理の確立には、経営者に適切な人物を選任し、
十分な訓練を施し、経営者自身の自律と努力が必要と主張している。だが、アメリカの事
例やフランスでは PDG の暴走による不祥事が続発してきた事実などを考えれば、経営者の
自律性に過度に期待するのは非現実的ではないかとの疑問が生じる。 
たとえば、内部通報制度の導入に当たっては、報復のリスクが懸念材料の 1 つとなる
（Larue, 2007, p.30）。オトリザシオン・ユニーク AU-004 の第 4 条では、内部通報担当者
が内部通報者の情報を握るとされ、必要な際には、グループ企業内の内部通報担当者間で
の情報共有も可能であるとされている。このような制度の下では、PDG が取締役会と倫理
担当者の両方を支配している場合、報復のリスクが高まる恐れがあると考えられる。 
このことを裏付けるかのように、1980 年代ごろから、内部通報者に対する報復行為の立
証ができず、報復の取り消しが認められなかった事例がいくつも報告されてきた（消費者
庁, 2010, 113-114 ページ）。例として、フランスの大手石油会社トタル（Total）のあるタン
カー船長が、船舶の安全上の不備について通報したところ、1981 年に業務上の重大な過失
と会社への名誉棄損を理由に解雇されており、このケースでも解雇の無効は認められなか
った。さらに、フランスでは、1991 年にフランスの解体業者であるラサリア（La Saria）
社の違法行為を上司に通報したある従業員は、通報後、自宅から 800 キロも離れた工場へ
移転させられた14。その後、この従業員は、不正の事実を地元メディアに告発したところ解
雇されたが、裁判では社内の秘密厳守の義務と従業員の会社への従属性を理由に解雇の無
効は認められなかった。 
 
第2項  取締役会の独立性 
フランスでは、PDG の分離が最大の問題ではあるものの、独立取締役の導入はある程度
進行している。2010 年の独立取締役がいない企業の比率も、CAC40 社 0％、SBF120 社
4%、Midcaps24%であった（Ernst & Young, 2011, p.15）。フランスの企業統治規範である
AFEP-MEDEF code（2013 年改訂版）では、その§9.4.において、該当すると独立取締役と
してみなされなくなる要素が挙げられている。これらの要素を整理したのが以下の 9 つで
ある15。 
① 過去 5 年間において当該企業、親会社、連結対象会社の従業員・役員であったもの 
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② 役員の人的結合関係 
③ 当該企業の直接的・間接的な顧客、サプライヤー、投資銀行、商業銀行 
④ 当該企業の持ち株比率が 10%超の株主（取締役会の判断に基づく）16 
⑤ 当該企業の従業員・役員（過去 5 年間）が役員を務める企業の役員 
⑥ 親会社・連結対象会社（過去 5 年間） 
⑦ 過去 5 年間において当該企業の監査人であった者 
⑧ 当該企業の役員と緊密な家族関係にある者 
⑨ 12 年を超えて当該企業の役員を務めたことがある者 
AFEP-MEDEF code（2013 年改訂版）では、取締役会の独立取締役の比率は、支配株主
17のいない企業では半数以上、支配株主がいる企業では 1/3 以上と規定されている
（AFEP-MEDEF code（2013 年改訂版）§9.2）。また、委員会の独立取締役の比率は、報
酬委員会（同§18.1）と指名委員会（同§17.1）が過半数、監査委員会が 2/3 以上（同§16.1）
とされ、これらの 3 つの委員会のメンバーに業務執行者はなれないとされている。 
だが、現状として、AFEP-MEDEF code（2013 年改訂版）では、イギリスやアメリカと
は異なり、取締役会に対して取締役の独立性評価に関する大幅な裁量が認められている。
取締役会での協議のうえで、これら 9 つのうちいずれか 1 つに該当する者でも、独立取締
役とみなすことが可能であるとされている（同§9.3）。また、⑦～⑨の条件は、あくまで考
慮要件にすぎないという扱いであり、取締役会が除外条件の⑦～⑨に該当する人物でも独
立性がある理由を参考文書として公表すれば、独立取締役とみなされるとされている。さ
らに、CEOやCEOに次ぐ経営責任者などの業務執行者が会長を務めている場合でさえも、
取締役会は正当な理由があれば独立取締役としてみなしてよいとされている（同§9.4）。 
取締役会に対して、取締役の独立性評価に関する大幅な裁量を認めていることは、実際
には独立性の乏しい取締役が独立取締役として公表されてしまうリスクがある。実際、独
立性を、株式保有や取引関係、親族関係など、バイアスを生み出す可能性が高い極めて明
白な関係がないことと定義したハイドリック・アンド・ストラグルスの調査では（Heidrick 
& Struggles, 2011, p.41）、CAC40 社でさえ取締役会の独立性が非常に乏しいことが報告さ
れている。 
また、フランスの企業統治規範の独立取締役の比率に関する規制の遵守率は、それほど
高くはない現状にある。図表 9-2 は、AFEP-MEDEF code で要求されている独立取締役の
比率とその CAC40 社と SBF120 社における遵守状況をまとめたものである。 
SBF120社のうち遵守率が 90%を超えた項目は 1つもない。また、CAC40社においても、
報酬委員会を除き、遵守率が 2010 会計年度と 2011 会計年度の 2 年連続で 90%を超えたの
は報酬委員会のみであり、大抵 1 割から 3 割の企業は企業統治規範で要求されている独立
取締役の比率を遵守していない現状にある。 
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図表 9-2：AFEP-MEDEF codeが要求する独立取締役の比率と遵守率 
 比率 遵守率（%） 
CAC40 社 SBF120 社 
2010 会計年度 2011 会計年度 2010会計年度 2011 会計年度 
取締役会（支配株主無） 半数以上 86 79 75 76 
取締役会（支配株主有） 1/3 以上 63 57 71 74 
監査委員会 2/3 以上 75 75 67 66 
報酬委員会 過半数 97 92 84 85 
指名委員会 過半数 92 86 81 82 
注：支配株主の有無は商法第 L. 233-3 条で示された複数の基準に基づいて判断される。例
として、そこでは、50%超の議決権を有する株主が存在したり、40%超の議決権を有する株
主が 1 人だけであったりする企業は、筆頭株主に支配されているとされている。 
出所：AFEP & MEDEF (2012) 4th Annual Report on the AFEP-MEDEF code Financial 
Year 2011 のデータを基に筆者作成。 
 
 このような中で、2010 年の CAC40 社における独立取締役の比率は、取締役会 40%（ヨ
ーロッパ平均 43%）（Heidrick & Struggles, 2011, p.42）、監査委員会 47%（同 62%）、報
酬委員会 46%（同 56%）、指名委員会 41%（同 56%）であり（Heidrick & Struggles,2011, 
p.44）、AFEP-MEDEF code で要求されている比率を全て下回っている現状にある。 
その他に、独立性の基準の内容に関しても、いくつかの疑問点がある。フランスでは 12
年間を超えて当該企業の役員を務めたことがある者は独立取締役になることができないと
されているが、これはイギリスの 9 年より 3 年も長い。さらに、フランスでは持ち株比率
が 10%以下であれば、株主であっても独立取締役とみなされる。だが、株式の分散が進め
ば進むほど、10%以下の持ち株比率でさえ大株主となりうるのである。そのため、この 10%
という基準は、大株主以外の一般株主の利害を大きく損ねる恐れがあり、極めて不適切で
あると思われる。 
特に問題と思われるのが、イギリスやアメリカでみられるような報酬に関する項目が独
立性に関するネガティブ・リストに含まれていないことである。報酬に関する独立性の規
定がないため、フランスでは、取締役報酬以外の報酬を受け取ったり、業績連動型の報酬
やストック・オプションなどで報酬を受け取ったりしている人物でも、そのほかの条件さ
え満たせば、独立取締役として就任できる現状にある。報酬に関する独立性は、雇用に関
する独立性と同等ないしそれ以上に重要な独立性の要素であると思われる。そのため、報
酬に関する取締役の独立性の規定がないことはフランスの取締役会の独立性に関する制度
の大きな後れを意味していると思われる。 
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第3項  監査委員会と倫理委員会の現状 
アメリカ、イギリス、ドイツと同じく、フランスでも監査委員会は倫理委員会よりも設
置率がはるかに高い。2010 年の CAC40 社の監査委員会の設置率は 100%（ヨーロッパ平
均 98%）、報酬委員会 98%（同 90%）、指名委員会 95%（同 71%）、企業統治委員会 38%（同
21%）であった（Heidrick & Struggles, 2011, p.18）。他方、CAC40 社の倫理・社会責任
委員会の設置率は、2005 年の 5%（Heidrick & Struggles, 2005, p.20）から 2010 年の 20%
（ヨーロッパ平均 12%）へと急速に増加しているものの（Heidrick & Struggles, 2011, 
p.18）、監査委員会よりも著しく低い現状に変わりはない。なお、2011 年の倫理・ガバナン
ス委員会の設置率は、CAC40 社 27％、SBF120 社 7%、Midcaps4%との調査データもある
（Ernst & Young, 2011, p.20）。 
とはいえ、倫理・コンプライアンス・プログラムの監督においては、監査委員会と倫理
委員会の独立性が重要である。だが、フランスでは主要委員会である監査委員会において
さえ、独立性が乏しく、倫理委員会も同様に独立性が乏しいと推測できる。また、フラン
スでは、先述したように現状として最高経営責任者が、PDG ないし OB という形で取締役
会会長を兼任するケースが多く、フランスの倫理・コンプライアンス・プログラムの監督
機能はかなり低いといえるだろう。 
 
おわりに 
世界的なコンプライアンス・リスクの高まりを背景に、フランスでは多国籍企業を中心
に、アメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入に対する必要性が高まって
きている。このような中で、近年、これを導入するフランス企業も、大規模上場企業を中
心に増加傾向にある。しかし、フランス国内ではこのアメリカ型の取り組みに対する否定
論が支配的であり、内部通報制度などは法律違反になるリスクが低くはない現状にある。 
このような中で、グローバルに業務を展開する企業を中心に、企業は倫理・コンプライ
アンス・プログラムの導入の必要性と否定論の板挟み状態に陥っている。このことを象徴
しているのが、内部通報制度の設置状況であり、アメリカでは上場企業に義務化され、ア
メリカとイギリスでは量刑の緩和条件に含まれている内部通報制度の設置率は SBF120 社
で 2 割程度と極端に少ない現状にある。また、同じくアメリカとイギリスで量刑の緩和条
件に含まれている倫理ないしコンプライアンスの監査制度に関しても、フランス企業の間
ではほとんど導入されていない現状にある。諸外国のコンプライアンス・リスクに対応す
るのに十分な制度を整備していくことは、フランス企業の今後の課題である。 
企業統治的研究の観点から特に重要なのは、フランスにおいても、倫理担当者は経営者
に従属しており、経営者が PDG ないし OB として、取締役会に大きな影響力を有している
ケースが少なくないことである。このことに加えて、フランスでは、高額報酬や業績連動
型報酬を受けとっている者や持ち株比率が 10%以下であれば大株主でも独立取締役に就任
できる現状にある。フランスでは、アメリカ、イギリス、ドイツでみられたような倫理・
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コンプライアンス・プログラムの運営担当者と経営者の従属性、および取締役会の倫理な
いしコンプライアンスの取り組みに対する監督機能の欠如に起因する大規模な不祥事は、
筆者が調査した限りにおいて、今のところ発覚していない現状にある。 
しかしながら、このような状況では、取締役会の監督機能が形骸化しやすいため、フラ
ンス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムも、経営者にとって都合の良いように運
営され、そのほかの国でみられた不祥事が発生するリスクが高いと思われる。そのため、
イギリスやドイツなどと同様、フランスでも、企業統治的研究の観点からの議論や制度改
革が今後さらに必要になると思われる。なお、倫理委員会と監査委員会の設置率に関して
は、そのほかの国同様、フランスの倫理委員会の設置率は監査委員会の設置率とは比べ物
にならないほど低い状況がみられた。
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アクセス。 
6 Des faits qui ne se rapportent pas à ces domaines peuvent toutefois être communiqués 
aux personnes compétentes de l'organisme concerné lorsque l'intérêt vital de cet 
organisme ou l'intégrité physique ou morale de ses employés est en jeu. フランス政府の
ウェブサイト Légifrance より入手, 
http://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=JORFTEXT000000264462&dateT
exte=&categorieLien=id, 2013 年 8 月 16 日アクセス。 
7 ダッソー・システムズ社のケースについては、以下を参照のこと。CNIL ホームページ, 
Alertes professionnelles : la CNIL clarifie son autorisation unique n°AU-004, 
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株式時価総額が 5,000 万ユーロを超えていた企業であった（Ernst & Young, 2011, p.7; 
Ernst & Young, 2013, p.4）。 
13 なお、2012 年 2 月 24 日時点で、オトリザシオン・ユニーク AU-004 を遵守している内
部通報制度を設置している組織数は 2109 に上る（CNIL, 2012, p.55）。 
14 本段落の事例も含め、内部通報者に対する報復は、以下に詳しい。Ondine, M. “La 
solitude de l'incorruptible,” 5 juillet 2004, Libération, 
http://www.liberation.fr/economie/0101494692-la-solitude-de-l-incorruptible.  
15 上場企業に対して AFEP-MEDEF code の「遵守せよ、さもなくば説明せよの原則」の遵
守が義務付けられたのは2006年のEU指令の国内法化以降の 2008年会計年度からであり、
それ以前は上場企業においても理由を説明せずにこれを遵守しないことが可能であった
（Internal Market and Services, 2009b, p.102）。 
16 持ち株比率が 10%超の株主の独立性は、取締役会の判断に基づいて企業が判断すること
とされている（§9.5.） 
17 ここでいう「支配」は，商法第L. 233-3条の定義に従うとされている（AFEP-MEDEF code
（2013 年改訂版）, §9.2, Footnote no.7）。例として、商法第 L. 233-3 条では、50%超の
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る企業は、筆頭株主に支配されているとされている（Ibid. §9.2, Footnote no.7）。 
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第 10章 ヨーロッパの取締役会改革の推移と現状 
 
はじめに 
 ヨーロッパでは、企業統治の改善を問題意識に、取締役会改革が積極的に展開されてき
た。本研究の分析対象は、あくまでアメリカ、イギリス、ドイツ、フランスであるものの、
国際比較を行うに当たっては、これら 4 カ国以外のデータも参考になると思われる。そこ
で、第 10 章では、倫理・コンプライアンス・プログラムの監督に重要な役割を果たす監査
委員会、倫理委員会、取締役会の独立性を中心にヨーロッパの取締役会改革の現状につい
て分析する。なお、EU 加盟国は 2013 年 7 月にクロアチアが加盟し 28 カ国となったもの
の、本章が分析する EU のデータは全てクロアチア加盟以前の 27 カ国のデータである。 
 
第1節  ヨーロッパの取締役会改革の推移 
第1項  ヨーロッパ各国の企業統治規範の策定 
ヨーロッパの取締役会改革の推移と現状について具体的に議論する前に、企業不祥事の
続発を受け、ヨーロッパ各国で 1990 年代以降普及した企業統治規範の策定状況について記
述する必要があるだろう。というのも、独立非業務執行取締役や取締役会内委員会に関す
る規定などは、国内法や EU 規制ではなく、企業統治規範に盛り込まれることがほとんど
であり、ヨーロッパの取締役会改革と密接に関わっているからである。 
ヨーロッパで最初に策定された企業統治規範は、1992 年のイギリスのキャドバリー報告
書である。同報告書の策定以降、EU 加盟国で 1991 年から 1997 年にかけて策定された規
範の数は 10 に上り、その後、1998 年 7 つ、1999 年 7 つ、2000 年 6 つと急速に増加した
（European Commission, 2002, p.8）。とはいえ、2000 年以前の企業統治規範は、財務報
告のみに焦点を当てたキャドバリー報告書や取締役報酬のみに焦点を当てた1995年のグリ
ーンベリー報告書のように、一側面に焦点を当てたものばかりであり、また一国で複数の
企業統治規範が存在する国もあった。 
企業統治規範の乱立と複雑化を解消するために、イギリスで 1998 年に統合規範が策定さ
れて以降、ヨーロッパ各国では、企業統治に関する内容を 1 つの規範に統合した包括的な
企業統治規範の策定が進んだ（Internal Market and Services, 2009b, p.22）。2008 年現在、
イギリスの企業統治規範が適用されるアイルランドも含めれば、ギリシャを除く全ての EU
加盟国で包括的な企業統治規範が策定されている（図表 10-1）。もっとも、ギリシャでは、
企業統治規範の代わりに、2002 年に企業統治法が制定されている。 
ヨーロッパの企業統治規範の特徴は、内容の遵守が罰則を伴う強制的なものではなく、
遵守しない理由さえきちんと説明すればこれを遵守しなくても許されるとする「遵守せよ、
さもなくば説明せよの原則（comply-or-explain principle）」を採用していることである。
この原則は、2006 年の EU 指令により、EU 加盟国に上場企業を対象とした企業統治規範 
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図表 10-１：ギリシャを除く EU各国の包括的な企業統治規範（2008年 9月時点） 
国名 策定年 発行主体 原則 改正
回数 
イギリス 1998 UK Financial Reporting Council ○ 3 
チェコ 2001 Czech National Bank × 1 
デンマーク 2001 Committee on Corporate Governance ○ 2 
マルタ 2001 Malta Stock Exchange ○ 2 
オーストリア 2002 Austrian Working Group on Corporate Governance ○ 4 
キプロス 2002 Cyprus Stock Exchange ○ 3 
フランス 2002 AFEP - MEDEF ○ 4 
ドイツ 2002 Government Commission on Corporate Governance Code ○ 6 
ポーランド 2002 Warsaw Stock Exchange ○ 1 
スロバキア 2002 Central European Corporate Governance Association ○ 1 
オランダ 2003 Corporate Governance Committee ○ 1 
アイルランド 2003 UK Financial Reporting Council ○ 3 
ベルギー 2004 Belgian Corporate Governance Committee ○ 1 
フィンランド 2004 the Securities Market Association ○ 2 
ハンガリー 2004 Budapest Stock Exchange ○ 1 
リトアニア 2004 NASDAQ OMX × 1 
スロベニア 2004 Ljubljana Stock Exchange ○ 2 
エストニア 2005 Tallinn Stock Exchange、Estonian Financial Supervision Authority ○ 0 
スウェーデン 2005 Swedish Corporate Governance Board ○ 1 
イタリア 2006 Milan Stock Exchange, ○ 2 
ラトヴィア 2006 Riga Stock and Exchange Commission ○ 1 
スペイン 2006 Spanish Securities Market Commission ○ 2 
ブルガリア 2007 Bulgarian Stock Exchange ○ N.A. 
ルクセンブルク 2007 Luxembourg Stock Exchange ○ 0 
ポルトガル 2007 Portuguese Securities Market Commission ○ 4 
ルーマニア 2008 Bucharest Stock Exchange ○ 1 
※リトアニアでは、義務ではないが勧告としては存在する。 
出典：策定年は Internal Market and Services, 2009a, p.23、改正回数は Internal Market 
and Services, 2009a, p.54、「遵守せよ、さもなくば説明せよの原則」は Internal Market and 
Services, 2009b を基に筆者作成。 
 
の策定とこの原則の適用が義務付けられて以降1広まったものである。2002 年 1 月時点でイ
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ギリス以外に「遵守せよ、さもなくば説明せよの原則」を採用する国はイタリアだけであ
った（European Commission, 2002, p.70）。 
 図表 10-1 では、「遵守せよ、さもなくば説明せよの原則」の採用の有無を、「原則」の列
にそれぞれ「○」と「×」で示している。EU 加盟国のうち、「遵守せよ、さもなくば説明
せよの原則」の遵守を上場企業に義務付けていないのは①チェコと②リトアニアだけであ
る（図表 10-1）。もっとも、リトアニアでは「遵守せよ、さもなくば説明せよの原則」の導
入は義務ではないものの勧告（recommendation）としては存在しており（Internal Market 
and Services, 2009b, p.64）、チェコとは少し状況が異なっている。 
 
第2項  ヨーロッパの取締役会改革の進展 
ハイドリック・アンド・ストラグルス2の報告書3のデータを用いて、ヨーロッパの取締役
会改革の推移について示したのが図表 10-2 である4。 
 
図表 10-2：ヨーロッパの取締役会改革の推移 
 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2010 
平均年間開催数 6.8 8.0 8.1 8.7 8.7 9.6 9.4 
平均構成員数 13.5 12.5 12.5 12.5 12.8 11.8 12.1 
平均年間報酬（€） 33,820 42,764 55,357 63,515 72,195 83,000 77,000 
独立非業務執行取締役の割合（%） 37 43 48 50 54 45 43 
外国人取締役の割合（%） N.A. 14 17 16 18 23 24 
女性取締役の割合（%） N.A. 5.0 6.1 7.3 8.4 10 12 
委員会の平均設置数 1.6 2.2 2.6 2.9 3.0 3.0 3.0 
委員会の平均年間開催数 N.A. N.A. 8.4 11.6 13.4 N.A. 約 15.5 
監査委員会の導入率（%） 56 66 80 94 98 94 98 
報酬委員会の導入率（%） 39 62 78 94 95 89 91 
指名委員会の導入率（%） 24 47 59 71 80 N.A. 71 
倫理・社会責任委員会の導入率（%） N.A. N.A. 7 7 13 N.A. 12 
出所：Heidrick & Struggles の歴代の European Corporate Governance Report,のデータ
を基に筆者作成。 
 
図表 10-2 では、ヨーロッパの取締役会改革の進展している側面と進展していない側面が
顕著に表れている。取締役会内委員会の平均設置数と外国人および女性取締役の比率の増
加とは対照的に、独立非業務執行取締役の比率は大して増加していない。このことから、
ヨーロッパ全体では、取締役会内委員会の設置と取締役会の多様化は進展しているが、取
締役会の独立性の改善はあまり進んでいないことが伺える。だが、取締役会改革の進展状
況は各国で一様というわけではない。 
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第2節  ヨーロッパの取締役会内委員会の現状 
図表 10-3 は、欧米各国の取締役会内委員会の設置状況についてまとめたものである。 
 
図表 10-3：ヨーロッパ各国大企業の取締役会内委員会の現状（2010年） 
国名 平均数 設置割合（単位：%）（平均年間開催数） 
監査 報酬 指名 企業統治 倫理・社会責任 
ベルギー 3.0 100(5.5) 90(4) 95(3.5) 15 5 
フランス 3.4 100(6.5) 98(5) 95(4.5) 38 20 
ドイツ 4.5 97(5.5) 90(5) 93(1) 40 7 
イタリア 2.3 98(11.5) 95(5) 30(3.5) 13 0 
オランダ 3.2 100(5.5) 96(5) 96(4) 24 12 
ポルトガル 3.0 85(9) 100(3) 25(2.5) 60 20 
スペイン 2.9 100(8.5) 100(7) 100(7) 9 3 
スウェーデン 3.2 100(5.5) 93(5) 100(4.5) 4 0 
スイス 3.6 100(5.5) 100(5) 80(4.5) 60 10 
イギリス 3.9 100(5.5) 100(6.5) 100(4.5) 16 53 
オーストリア 2.7 100(3.5) 85(3.2) 70(3) 0 0 
デンマーク 2.3 95(4.5) 58(5) 11(4.5) 0 0 
フィンランド 2.2 96(5) 95(5) 58(4.5) 8 0 
ポーランド 2.2 89(7) 58(5) 16(0.5) 21 5 
ノルウェー 2.1 100(6.5) 75(5) 15(3) 10 10 
ヨーロッパ平均 3.0 98(6.5) 90(5) 71(4) 21 12 
出所： Heidrick & Struggles, 2011 のデータを基に筆者作成。 
 
 図表 10-3 より、各委員会の設置率のヨーロッパ平均は、監査委員会 98%、報酬委員会
90%、指名委員会 71%、企業統治委員会 21%、倫理・社会責任委員会 12%であった。この
各委員会の設置率の差から、取締役会内委員会の設置率の増加は、監査委員会、報酬委員
会、指名委員会の普及によるものであることがわかる。 
監査委員会、報酬委員会、指名委員会の 3 つの委員会の設置率は、企業統治規範におけ
る設置の要求の有無によって、大きく変動している。2005 年に企業統治規範が公布された
スウェーデンでは、監査委員会の設置率が 1999 年の 8%から 2007 年の 93%へと急激に上
昇した（Heidrick & Struggles, 2007, p.32）。他方、デンマーク、ポーランドでは、企業統
治規範で取締役会内委員会の設置が要求されていないため5、報酬委員会と指名委員会の設
置率がヨーロッパ最低の水準にある。 
 とりわけ、ヨーロッパ平均の監査委員会の設置率が 98%と最も高いのは、2006 年の EU
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指令で監査委員会の設置の義務化が求められたこと（DIRECTIVE 2006/43/EC article 41）
が強く影響していると考えられる。他方、報酬委員会と指名委員会に関しては、それらの
構成や役割についての勧告はあるが、その設置を要求する規制は EU レベルでは存在しな
い現状にある（Internal Market and Services, 2009a, p.39）。 
なお、倫理・社会責任委員会の設置割合は、2003 年の 7%から 2010 年の 12%へと上昇
しているが、未だ 1 割程度である（図表 10-2）。だが、オーストリア、デンマーク、フィン
ランド、スウェーデン、イタリアが 0%であるのに比べて、ポルトガルとフランスは 20%で
あるなど、国によって差が大きい。とりわけ、イギリスの 53%は、企業倫理の先進国とし
て知られるアメリカの 20%前後より高い6。とはいえ、どの国においても、倫理・社会責任
委員会の設置率は、監査委員会の設置率と比べ極めて低い現状にある。 
 
第3節  ヨーロッパの取締役会の独立性の現状 
第1項  取締役会の独立性に関する規制 
 ヨーロッパでは、2000 年代以降、各国で企業統治規範の策定が進んだにも関わらず、図
表 10-2 で示したように、取締役会の独立性はあまり改善されていない。欧州委員会は、2009
年に EU 加盟 27 カ国の企業統治改革の現状についての調査報告書を発行している。この報
告書によれば、ベルギー、ブルガリア、ギリシャ、ルーマニアの 4 カ国を除く EU 加盟 23
カ国の全ての国では、取締役会の独立性については、その定義も含め、法律ではなく企業
統治規範において規定されている7。 
もっとも、企業統治規範を持たないギリシャでは、取締役会に最低 2 名の独立取締役を
含めることが法律で義務付けられている。EU 加盟国の企業統治規範のほとんどは、独立取
締役の比率を明確な数値で要求するものと、「十分な数」という曖昧な形で要求するものに
大別できる。だが、特定の数値を規定している国は、企業統治規範を策定している EU 加
盟国全体の 20%未満に留まる（Internal Market and Services, 2009a, p.33）。 
企業統治規範では、独立性の基準は、該当すれば独立しているとはみなされなくなる除
外条件をいくつか挙げ、その除外条件に 1 つも当てはまらない人物を独立しているとみな
すという形で規定されている。図表 10-4 は、EU 加盟 23 カ国の企業統治規範における以下
の 14 個の除外条件の規定状況について、欧州委員会の調査結果を整理したものである
（Internal Market and Services, 2009a, pp.35-36）。 
① 当該企業・関連会社の業務執行取締役 
② 当該企業・関連会社の従業員 
③ 当該企業・関連会社から非業務執行取締役の報酬とは別に支払われる追加報酬 
④ 支配株主・支配株主の取締役 
⑤ 支配株主・支配株主の業務執行役員 
⑥ 当該企業・関連会社との緊密なビジネス関係 
⑦ 当該企業関連会社の現在・元外部監査人のパートナー・従業員 
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⑧ 当該企業の業務執行取締役が非業務執行取締役を務めるなどの役員相互派遣
（interlocks）のあるそのほかの会社の業務執行取締役 
⑨ 当該企業の非業務執行取締役を一定期間より長く務めた人物 
⑩ 当該企業の業務執行取締役または①～⑨のうち少なくともどれか 1 つに当てはま
る会社の取締役と緊密な家族関係のある人物 
⑪ 一時的に当該企業の経営を行ったことがある人物 
⑫ 社外取締役の派遣元の企業または役員派遣先の企業の役員 
⑬ 当該企業の業績に依存するあらゆる取締役報酬・ストック・オプションの権利 
⑭ そのほか 
 図表 10-4 より、EU 加盟国のうち 20 カ国以上で採用されている除外条件は、当該企業・
関連会社と緊密なビジネス関係にある者（22 カ国）、当該企業・関連会社の現・元取締役、
従業員、支配株主、現・元外部監査人のパートナー・従業員、当該企業と緊密なビジネス
関係ないし役員相互派遣のある会社の取締役との緊密な家族関係（22 カ国）、当該企業・関
連会社の従業員（21 カ国）、当該企業・関連会社の業務執行取締役（20 カ国）であった。 
もっとも、当該企業・関連会社の取締役や役員、従業員なども、退職後一定の期間さえ
経過すれば、当該企業の独立取締役として就任できるケースがほとんどである。この独立
性の乏しい人物が独立性を回復するまでの期間は、「冷却期間（cooling off period）」と呼ば
れる。当該企業・関連企業の業務執行取締役であることを除外条件として明記している国
は 20 カ国あるが、そのうちこのような冷却期間を設けていないのはデンマークとハンガリ
ーの 2 カ国だけである。残りの 18 カ国における冷却期間は 5 年が 12 カ国、3 年が 5 か国、
1 年がキプロスの 1 カ国となっている（Internal Market and Services, 2009a, p.35）。 
次に、当該企業・関連企業の従業員であることを除外条件として明記している国は 21 カ
国あるが、そのうち冷却期間を設けていない国は 5 か国に留まる。残りの 16 カ国における
冷却期間は 3 年が最も多い 9 か国、5 年が 7 か国である。また、当該企業・関連会社の現・
元外部監査人のパートナーまたは従業員であることを除外条件として明記している国は 17
カ国あるが、そのうち冷却期間を設けていない国は 2 カ国だけである。残りの 15 カ国のう
ち 13 カ国が冷却期間を 3 年と設定していた（Internal Market and Services, 2009a, p.35）。 
 さらに、当該企業・関連会社との緊密なビジネス関係にあることを除外条件として明記
している国は 22 カ国あるが、そのうち冷却期間を設定していない国は 10 か国と半数に満
たない現状にある。冷却期間の長さを明記している 9 カ国の冷却期間は、イギリスとアイ
ルランドが 3 年、オーストリア、エストニア、イタリア、ラトビア、リトアニア、ルクセ
ンブルク、ルーマニアが 1 年である（Internal Market and Services, 2009a, p.35）8。 
このように、当該企業・関連企業の業務執行取締役や従業員、元外部監査人であること
を除外条件として明記している国においても、そのほとんどの国では、退職後ないし契約
解消後一定の期間さえ経てば、当該企業の独立取締役に就任することができる現状にある。 
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図表 10-4：EU加盟各国の企業統治規範における独立性の除外条件の有無 
国名 独立取締役とみなされなくなる要素（除外条件）の有無 合計
（個） ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ 
オーストリア ○ ○ × × × ○ ○ ○ × ○ × × × × 6 
ベルギー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × 10 
チェコ × ○ × × × × × × × ○ × × × × 2 
キプロス ○ × × ○ ○ ○ ○ × × ○ × × × ○ 7 
デンマーク ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ × × × ○ 8 
エストニア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ × × 10 
フィンランド ○ ○ × ○ × ○ × × × × × × × × 4 
フランス ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ 11 
イタリア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × 10 
ハンガリー ○ ○ × × × ○ × × × ○ × × × ○ 5 
ラトビア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × 10 
リトアニア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ 11 
ルクセンブルク ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × 11 
マルタ × × × × × ○ × × × ○ × × × ○ 3 
オランダ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × × 10 
ポーランド ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × 12 
ルーマニア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × 10 
スロベニア × ○ × × × ○ × × × ○ × × × × 3 
スロバキア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × × ○ 10 
スペイン ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × 11 
スウェーデン ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ × × × × 8 
イギリス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × 12 
アイルランド ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × 11 
合計（国） 20 21 15 17 16 22 17 14 14 22 1 5 4 7  
※資料として用いた欧州委員会のレポートでは、イギリスには⑫についての規定がないと
されているが、これは誤りであると思われる。実際にこのレポートの参考資料にも、イギ
リスの企業統治規範には、第 7 章第 4 節第 2 項で示したように「取締役の相互派遣関係に
ある企業または派遣先の企業の役員」が除外条件に含まれていることが記されている
（Internal Market and Services, 2009b, p.425）。 
出典：Internal Market and Services, 2009a, pp.35-36 の表を基に筆者作成。 
 
その他に、当該企業の支配株主または支配株主の取締役（director）・業務執行役員
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（executive officer）であることを除外条件として明記している国は、それぞれ 17 カ国、
16 カ国であった。だが、これらの国でも、株式売却後一定の期間が経過していたり、特定
の値より低い持ち株比率の株式しか持たない株主が、独立取締役として就任できる国は少
なくない。 
当該企業の支配株主または支配株主の取締役を除外条件とする 17 カ国のうち、このよう
な冷却期間も上限持ち株比率も規定していない国は 6 カ国に留まる。上限持ち株比率を規
定する 10 カ国の上限持ち株比率は、デンマークとリトアニアが過半数、ベルギー、フィン
ランド、フランス、ルクセンブルク、オランダ、ルーマニアが 10%、ポーランドが 5%、ス
ペインが 3%であった。また、冷却期間を規定する国は、5 年のフランスと 3 年のエストニ
アだけであった。 
次に、当該企業の支配株主または支配株主の業務執行役員を除外条件とする 16 カ国のう
ち、上限持ち株比率を規定する国は 9 カ国ある。この 9 カ国の上限持ち株比率は、デンマ
ークとリトアニアが過半数、ベルギー、フランス、ルクセンブルク、オランダ、ルーマニ
アが 10%、ポーランドが 5%、スペインが 3%であった。なお、冷却期間を規定する国は、
3 年のエストニアだけであった（Internal Market and Services, 2009a, p.35）。 
なお、当該企業の非業務執行取締役を一定期間より長く務めた人物を独立性が乏しいと
みなす国においても、その期間の設定方法や長さはそれぞれ異なっている。期間の設定方
法は、①年数、②任期数、または③これらの両方のいずれかである。当該企業の非業務執
行取締役を一定期間より長く務めた人物を独立性が乏しいとみなす国は 14 カ国ある。その
うち、期間の長さを年数のみで定めている国は 7 カ国、任期数のみで定めている国は 2 カ
国、年数と任期数の両方で定めている国は 5 カ国であった（Internal Market and Services, 
2009a, p.36）9。 
以上のデータで企業統治規範を策定しているブルガリア、ドイツ、ポルトガルのデータ
がないのは、これら 3 カ国の企業統治規範には独立性の定義がないためとされている。し
かしながら、第 8 章で検討したようにドイツでは、確かに除外条件が具体的に列挙されて
いるわけではないものの、独立性の向上に対する議論が展開されており、2005 年以降企業
統治規範に独立取締役の規定が明記されている。その後、2012 年には、利益相反の原因に
なりうる企業、取締役会、支配株主、関連会社と人的または業務上の関係の無いことが独
立取締役の除外条件として明記されている。 
なお、非業務執行取締役の比率については、非業務執行取締役が 100%を占める二層型の
取締役会とは異なる単層型の取締役会を採用する国では、法律で規定する国と企業統治規
範で規定する国の数がほぼ同じである。非業務執行取締役の比率を「十分な数」という不
明確な形で規定する国もあるが、ほとんどの EU 加盟国では、非業務執行取締役の比率を
33%ないし 50%のいずれかとすることが規定されている。もっとも、スウェーデンの企業
統治規範では業務執行取締役は 1 名しか認められていない（Internal Market and Services, 
2009a, p.32）。 
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第2項  ヨーロッパの取締役会の独立性の現状 
図表 10-5 は、ハイドリック・アンド・ストラグルスの報告書を基に、ヨーロッパ各国の
取締役会の独立性の現状を比較したものである。同報告書では、独立性は、株式保有や取
引関係、親族関係など、バイアスを生み出す可能性が高い極めて明白な関係がないことと
定義されている（Heidrick & Struggles, 2011, p.41）。 
 
図表 10-5：ヨーロッパ各国の取締役会の独立性（2010年、単位％） 
 独立非業務執行取締役の比率 会長の内訳 
取締役
会 
取締役会内委員会 CEO／業
務執行 
元 CEO（非
業務執行） 
独立非業務
執行 監査 報酬 指名 
ベルギー 32 47 48 45 15 10 25 
フランス 40 47 46 41 42 30 15 
ドイツ 21 22 18 29 0 60 17 
イタリア 48 86 79 69 7 10 10 
オランダ 75 79 79 74 4 4 72 
ポルトガル 30 67 20 53 25 25 25 
スペイン 33 48 44 44 71 11 6 
スウェーデン 40 56 45 67 0 26 22 
スイス 62 79 59 56 10 30 30 
イギリス 61 93 92 84 2 10 73 
オーストリア 36 36 38 39 0 5 45 
デンマーク 30 46 44 50 0 21 21 
フィンランド 72 82 75 65 0 25 50 
ポーランド 42 59 46 47 0 5 47 
ノルウェー 51 52 49 56 15 5 40 
ヨーロッパ平均 43 62 56 56 15 19 33 
出所：ヨーロッパは Heidrick & Struggles, 2011 のデータを基に筆者作成。 
 
図表 10-5 では、オランダとイギリスの独立性の高さが際立っている。オランダは、取締
役会に占める独立非業務執行取締役の割合が最も高い 75%であり、委員会に占める独立非
業務執行取締役の割合も、監査委員会 79%、報酬委員会 79%、指名委員会 69%と非常に高
い。他方、イギリスも、取締役会に占める独立非業務執行取締役の比率は、フィンランド
の 72%、スイスの 62%に続く第 4 位の 61%にとどまるが、3 つの委員会に占める独立非業
務執行取締役の割合では、監査委員会 93%、報酬委員会 92%、指名委員会 84%と全てヨー
ロッパ最高値である。さらに、イギリスとオランダは、独立非業務執行取締役が会長を務
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める比率でも、イギリス 73%、オランダ 72%と、上位 2 位である。 
オランダとイギリスの取締役会の独立性が極めて高いのに対し、逆に独立性の低さが際
立っているのがドイツである。ドイツの独立非業務執行取締役の割合はヨーロッパ最低の
21%であり、この値はヨーロッパ平均の 43%の半分以下である。各委員会に占める独立非
業務執行取締役の割合も、ヨーロッパ平均が監査委員会 62%であるのに対してドイツは
22%、報酬委員会に占める独立非業務執行取締役の割合のヨーロッパ平均が 56%であるの
に対してドイツは 18%、指名委員会に占める独立非業務執行取締役の割合のヨーロッパ平
均が 56%であるのに対してドイツは 29%と著しく低い値である。 
オランダとイギリスの取締役会の独立性が高いのは、企業統治規範の規定の影響が大き
いと思われる。たとえば、オランダの企業統治規範では取締役会では非独立取締役は 1 名
だけとすることが、イギリスの企業統治規範では 50%以上を独立取締役とすることが求め
られている（Internal Market and Services, 2009a, p.33）。さらに、オランダ、イギリス、
キプロスでは、企業統治規範で筆頭取締役を務める独立取締役がそのほかの独立取締役を
主導することも推奨されている。他方、独立非業務執行取締役が 21%とヨーロッパ最低の
ドイツの企業統治規範では、独立取締役の比率は「十分な数」としか規定されていない。 
もっとも、ドイツの独立取締役の比率が低い最大の原因は、労働者側代表取締役が取締
役会の半数を占めていることであると思われる。ハイドリック・アンド・ストラグルスの
報告書では、ドイツの労働者側代表取締役は全員非独立取締役とみなされている。ヨーロ
ッパでは、従業員の独立性を乏しいとする国がほとんどである。たとえば、2009 年 1 月現
在、EU 加盟国のうち、企業統治規範で従業員は独立性が乏しいと規定している国は、キプ
ロス、マルタ、ブルダリア、ドイツ、ポルトガル、ギリシャを除く 21 カ国である（Internal 
Market and Services, 2009a, pp.35-36）。 
従業員代表取締役（employee representatives）の独立性に関して、マリン（Mallin）は、
業務の合理化と工場の閉鎖に当たり、従業員代表取締役の賛同を得ることは、経営陣にと
って非常に合理的な戦略であると指摘している（Mallin, 2010, p.215）。確かに、従業員の
反対を抑えるには、その代表である従業員側代表取締役を味方につけることが有効である
かもしれない。そして、このことは、従業員側代表取締役には、経営陣との癒着のリスク
が常に存在していることを示唆している。とはいえ、ドイツの労働者側代表取締役には、
労働条件を巡って企業と長年対立してきた労働組合代表も含まれているため、一律に非独
立とみなすことはできないと思われる10。 
次に、ヨーロッパ全体では、CEO ないし業務執行取締役が取締役会会長を務める比率は
15%であり（図表 10-5）、会長と CEO の分離がかなり進展している現状にある。たとえば、
2011 年のアメリカ大企業 100 社における会長兼 CEO の比率は 66%である（Korn/Ferry 
Institute, 2012, p.48）。他方、ヨーロッパでは、アメリカより会長兼 CEO の比率が高い 71%
のスペインと 42%のフランスを除き、全ての国が 0～25%の間である。 
会長と CEO の分離率が 100%の国は、ドイツ、スウェーデン、オーストリア、デンマー
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ク、フィンランド、ポーランドの 6 カ国である。これらの 6 カ国が 100%なのは、ドイツと
オーストリアは完全な二層型の取締役会を採用していることや、フィンランドは企業統治
規範で、デンマークは法律で会長と CEO の分離が要求されていることが強く影響している
と思われる11。とはいえ、CEO と会長を完全に分離していても、元 CEO が会長に就任して
いるケースは少なくない。元 CEO が取締役会会長に就任している比率は、スウェーデンや
デンマークは 20%程度であるが、そのほかの国はドイツ 60%、フィンランド 50%、ポーラ
ンド 47%と半数ないしそれ以上であった。CEO が会長に内部昇進する場合には、両者の分
離によって会長の独立性を向上させることは困難である。したがって、CEO と会長の分離
は、会長の独立性が確保されて、初めて取締役会の監督機能の向上をもたらすと思われる。 
 
おわりに 
 本章では、前章までの倫理・コンプライアンス・プログラムの監督機関の考察で焦点を
当ててきた、監査委員会や倫理委員会、取締役会の独立性に焦点を当て、ヨーロッパの取
締役会改革の現状を分析した。監査委員会の設置は、指名委員会と報酬委員会に並んで取
締役会改革の中心であり、どの国においても、倫理委員会とは比べものにならない程進展
している。 
 また、本章では、独立取締役の比率と会長兼 CEO の比率の国際比較を通して、ヨーロッ
パ各国の取締役会の独立性の現状について分析した。比較した比率だけ見れば、取締役会
の独立性は、オランダとイギリスが最高水準にあるのとは対照的に、ドイツは最低の水準
にある。もっとも、3 つのタイプの労働者の代表で構成されるドイツの労働者側代表取締役
の独立性の評価については、今後も議論が必要であると思われる。また、各国の独立取締
役の評価基準も、それぞれ異なるものである。そのため、独立取締役の比率のみならず、
妥当な取締役の独立性の評価基準の考案、およびこの基準に基づく各国の取締役会の独立
性の国際比較なども今後の課題である。
 
注 
1 Directive 2006/46/EC of the European Parliament and of the Council of 14 June 2006, 
Official Journal of the European Union, 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/site/en/oj/2006/l_224/l_22420060816en00010007.pd
f.  
2 ハイドリック・アンド・ストラグルスは、1952 年に設立されたアメリカのエグゼクティ
ブ・サーチ会社であり、経営者のリクルーティングを中核事業とするが、それ以外にも、
経営幹部ないし幹部候補者の評価や育成、助言といったコンサルティング業務なども手掛
けている。ハイドリック・アンド・ストラグルスは世界 71 カ所に拠点を持ち、約 1,500 名
もの専門スタッフを擁している。同社の概容については、同社ホームページ、
http://www.heidrick.co.jp/page/2/, 2013 年 5 月 12 日アクセスを参照のこと。 
3 同報告書は、ヨーロッパ大企業の企業統治の現状を国際比較した報告書であり、1999 年
以降 2 年ごとに定期的に発行されてきた。この報告書のデータは、欧州委員会の報告書の
ほか、様々な論文・報告書などで引用されている（e.g., European Commission, 2002; 
Campbell & Minguez-Vera, 2008; Point & Tyson, 2006）。2011 年の報告書では、15 カ国
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の大規模上場企業 400 社以上の 2010 年度アニュアル・レポートが分析されている 
4 2010 年のサンプル企業は、ATX（オーストリア）、BEL20（ベルギー）、C20（デンマー
ク）、OMX Helsinki（フィンランド）、CAC40（フランス）、DAX30（ドイツ）、S&PMIB
（イタリア）、AEX（オランダ）、OBX（ノルウェー）、WSE（ポーランド）、PSI20（ポル
トガル）、IBEX35（スペイン）、OMX Stockholm（スウェーデン）、SMI（スイス）、FTSE
上位 50 社（イギリス）であった。 
5 2001 年に策定されたポーランドの規範には、取締役会内委員会についての規定がない。
The World Bank Group. Reports on the Observance of Standards & Codes：Poland, 2012
年 9 月 27 日アクセス, http://www.worldbank.org/ifa/rosc_cg_poland.html#5。デンマー
クのノルビー委員会も取締役会内委員会に設置を強く要求していない。European 
Corporate Governance Institute, 2001, p.13.  
6 アメリカのフォーチュン 1000 社を対象とした調査では、会社責任委員会の設置状況が
1995年から 2007年にかけて 20%前後を上下している（Korn/Ferry Institute, 2008, p.18）。 
7 EU 加盟各国の独立性の定義と比率については、以下を参照のこと。Internal Market and 
Services, 2009a, pp.33-36. 
8 フランスの冷却期間は 5 年と記載されているため、注で示したレポートでは 9 カ国ではな
く 10 カ国とされている。しかしながら、第 9 章で示したように、筆者が確認した限りでは、
フランスの企業統治規範委この冷却期間は確認できなかったため、9 カ国とした。 
ベルギー、オランダ、ポーランドの冷却期間は、それぞれベルギーとオランダが「yes」、
ポーランドが空白となっており、具体的な状況が不明である。そこで、筆者が 2013 年現在
におけるベルギー、オランダ、ポーランドの冷却期間の現状を調べたところ、ベルギーは
同じ会計年度（financial reported year）に、オランダは「任命の前の年（the year prior to 
the appointment）」、ポーランドは前年に、当該企業・関連会社と緊密なビジネス関係にあ
った者は取締役になれないと規定されていた。それぞれ、以下の企業統治規範と条項を参
照のこと。 
The 2009 Belgian Code on Corporate Governance, Appendix A, 2.4./1. 6) 
http://www.ecgi.org/codes/documents/cg_code_belgium_12mar2009_en.pdf.  
Dutch Corporate Governance Code, III.2.2, c) 
http://commissiecorporategovernance.nl/download/?id=606.  
ANNEX II Profile of Independent Non-executive or Supervisory Directors, 1. (e) 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2005:052:0051:0063:EN:P
DF. 全て 2013 年 10 月 28 日アクセス。 
9 期間の長さを年数のみで定めている国の年数は、スロバキアが最も長い 15 年で、フラン
ス、リトアニア、ルクセンブルク、スウェーデンが 12 年、エストニアとラトビアが 10 年
であった。次に、任期数のみで定めている国の任期数は、ベルギーとルーマニアともに 3
期であった。最後に、年数と任期数の両方で定めている国の年数・任期は、それぞれイタ
リアが 9 年・3 期、ポーランドが 12 年・3 期、スペインが 12 年・2 期、イギリスとアイル
ランドが 9 年・3 期であった（Internal Market and Services, 2009a, p.36）。 
10 ドイツの労働者側代表の独立性については、第 8 章を参照のこと。 
11 ハイドリック・アンド・ストラグルスの報告書では、取締役会と執行役会の間で会長兼
CEO など構成員の兼任がみられた場合、そのような取締役会の形態を、執行役と取締役の
兼任が全くない二層制の取締役会と区別して、混合制の取締役会と呼んでいる。たとえば、
デンマークとフィンランドでは、取締役会に執行役を含めることが可能である（Internal 
Market and Services, 2009a, p.33）。 
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第 11章 米英独仏の倫理・コンプライアンス・プログラムの共通点と相違点 
 
はじめに 
 第 11 章と第 12 章では、これまでの各国の分析結果を比較・検討し、本研究の 2 つの問
いを検証する。本章で検証するのは、近年のコンプライアンス・リスクの高まりと複雑化
を背景に、「欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムは、倫理ではなくコンプラ
イアンスを強く重視する形で実践がされているのではないか」との本研究の第 1 の問いで
ある。この検証には、欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムの普及の背景や導
入状況、および共通点や相違点などを踏まえ、その取り組みがコンプライアンス中心であ
ることを示す必要がある（本研究の第 1 の課題）。 
 本章では、この第 1 の課題の解明に向け、前章までに解明した欧米各国の倫理・コンプ
ライアンス・プログラムの普及の背景や導入状況などについてまとめ、各国の共通点や相
違点などを解明する。これにより、「欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムの
取り組みがコンプライアンス中心であること」を明らかにできれば、本研究の第 1 の推論
が事実であることを解明したといえる。 
 
第1節  共通点①：倫理・コンプライアンス・プログラムの普及の背景 
本研究のこれまでの分析から、今日、世界各国で倫理・コンプライアンス・プログラム
の普及が進んでいるのは、企業が英米を中心とする世界的なコンプライアンス・リスクの
高まりに対応するためである、との認識は妥当なものであると思われる。本研究の分析か
ら、このコンプライアンス・リスクの高まりに関する具体的な背景は、簡潔に以下の 3 つ
に整理できる。 
① コンプライアンス・リスクの複雑化 
② 規制と摘発の厳格化 
③ 倫理・コンプライアンス・プログラムと量刑の程度が連動する仕組み 
 まず、第 1 はコンプライアンス・リスクの複雑化であり、これは第 2 の規制と摘発の厳
格化と密接に関連している。今日、企業活動のグローバル化と英米を中心とする規制強化
に伴い、企業が考慮しなければならないコンプライアンス・リスクは自国のもののみにと
どまらなくなっている。このような中で、企業は全社レベルでのグローバルなコンプライ
アンス管理体制の構築に迫られている。たとえば、2002 年の SOX 法は、アメリカで上場
している外国企業に対しても監査委員会への匿名の内部通報制度の設置を義務付けたため、
アメリカ企業やその海外子会社のみならず、アメリカで上場している外国企業の間でもこ
の制度の設置が拡大した。 
他方、フランスでは、匿名の内部通報制度の設置は法律上難しく、世論も否定的な見方
が支配的であるため、SOX 法の制定以降、内部通報制度の廃止が命令されたり、設置申請
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が却下されたりするケースが相次いでいる。しかし、フランス企業においても、アメリカ
企業の子会社やグローバルに事業を展開する大企業を中心に内部通報制度の設置が進展し
ているほか、未だ設置していない企業でもその必要性が強く認識されている現状にある。
これは、多国籍企業にとって、アメリカ以外の国でも普及が進んでいる内部通報制度を設
置できないというのは、大きなコンプライアンス・リスクだからであると考えられる。 
 コンプライアンス・リスクの複雑化および規制と摘発の厳格化の両方の特徴を大きくあ
わせもっているのが、先進国を中心に世界的規模で展開されている外国公務員への贈賄禁
止規制の強化である。1997 年に締結された「国際商取引における外国公務員に対する贈賄
の防止に関する条約」は、OECD 加盟 38 カ国に対し、外国公務員への贈賄禁止規制の整備・
強化を要求している。同条約の締結以降、ドイツでは 1999 年に、フランスでは 2000 年に
外国公務員への贈賄が禁止されるなど、OECD 加盟各国で贈賄規制の強化が進展した。 
 とはいえ、先進国を中心に展開されているこの贈賄禁止規制の強化も、実際は英米主導
で進められているものである。アメリカでは、近年、海外腐敗行為防止法違反による外国
企業の摘発が増加しており、違反を犯した企業には 1 億ドルを超える支払いが迫られてい
る。加えて、イギリスでも、罰金の上限がなく収賄などまで対象が拡大された贈収賄法が
2010 年に成立している。外国企業は、自国でも高額な罰金などを支払わなければならない
ため、外国公務員への贈収賄は企業にとって大きなコンプライアンス・リスクとなってい
る。これに対し、フランスは、外国公務員贈賄規制が導入された 2000 年から 2007 年にか
けての外国公務員贈賄罪の有罪判決は 0 件で、企業に有罪判決が初めて下されたのは 2012
年であるなど（OECD, 2012, pp.8-9）、摘発に対する姿勢は非常に消極的である。 
このように英米の規制強化が外国企業にとっても大きなコンプライアンス・リスクとな
っている中で、両国が倫理・コンプライアンス・プログラムの有無と量刑の程度が連動す
る仕組みを採用していることも、各国の企業が同プログラムの導入を進める大きな動機と
なっていると考えられる。アメリカでは、倫理・コンプライアンス・プログラム、当局へ
の自己報告、調査協力、犯罪行為の責任の明示された承認と肯定的な承諾などの有無によ
って、違反を犯した企業の罰金の差は最大 80 倍に変化する。また、イギリスの贈収賄法で
も、コンプライアンス・プログラムの導入や、同プログラムへの経営陣の積極的な関与な
ど、十分な手続きの有無が、贈賄防止措置懈怠罪の抗弁となると規定されている。 
このような中で、①全社レベルでのグローバルなコンプライアンス管理体制の構築と②
高額の量刑回避は、企業が倫理・コンプライアンス・プログラムの導入を積極的に進める
大きな動機であると考えられる。 
コンプライアンス・リスクへの対応が、各国の企業が倫理・コンプライアンス・プログ
ラムに取り組む大きな動機であることは、次節で述べるように、本研究の各国のプログラ
ムの導入の推移とコンプライアンス・リスクの高まりの関係を分析した結果からも伺うこ
とができる。実際、アメリカで倫理・コンプライアンス・プログラムの導入が進んだのは、
連邦量刑ガイドラインが導入された 1990 年代以降である。また、ヨーロッパでは、その導
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入は、コンプライアンス・リスクが世界的に高まった 2000 年代以降、その影響を大きく受
ける大企業・上場企業を中心に広まったものである。 
さらに、欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムの運営と監督は主に法律の専
門家によって担当されている。これは、コンプライアンス・リスクが国際的に高まり、企
業がグローバルなコンプライアンスの管理体制の構築に迫られる中で、企業が倫理・コン
プライアンス・プログラムを通してこれを達成しようとしているためであると考えられる。
以下では、これらの事実も含め、各国の倫理・コンプライアンス・プログラムに関する共
通点と相違点を更に具体的に明らかにしていく。 
 
第2節  共通点②：倫理・コンプライアンス・プログラムの普及の傾向性 
第1項  大企業と上場企業を中心とした普及 
 前章までの各国の分析結果を比較すると、倫理・コンプライアンス・プログラムの各国
への普及の様相の共通点として、①大企業と上場企業を中心とした普及、②倫理綱領を中
心とした普及、③コンプライアンス中心の運営と監督の普及が確認できる。 
 第 1 の共通点は、大企業と上場企業を中心に倫理・コンプライアンス・プログラムの普
及が進展していることである。図表 11-1 は、NBES の全米平均のデータとフォーチュン 500
社の平均データを比較したものである。 
  
図表 11-1：倫理・コンプライアンス・プログラムの設置率（単位%） 
 アメリカ企業 4,683 社 
（2011 年） 
フォーチュン 500 社 
（2012 年） 
差 
倫理綱領 82 96 14 
倫理研修 76 91 15 
相談窓口 68 90 22 
匿名の報告制度 77 91 14 
倫理評価 67 81 14 
懲罰制度 85 92 7 
6 つの要素全てを導入 41 60 19 
出典：ERC, 2012b, p.6. 
  
 図表 11-1 より、倫理綱領、倫理研修、相談窓口、匿名の報告制度、倫理評価、懲罰制度
を導入する企業の比率は、全米平均が 41%に留まるのに対して、フォーチュン 500 社は 6
割にも上る。また、フォーチュン 500 社のこれら 6 つの各制度の個別の導入率も、ほぼす
べてが 90%以上で全米平均を 10～20%程度上回っている。フォーチュン 500 社は総売上高
上位アメリカ企業 500 社のランキングであり、上場企業と非上場企業の両方が含まれてい
るものの、本研究で分析したフランスとイギリスの企業規模データは上場企業の株式時価
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総額に基づいている1。 
 イギリスにおいても、倫理綱領の策定率は、FTSE100 社では 2010 年 80%だが、イギリ
ス企業全体（回答者数 791 人）では 2008 年 66%であった。倫理研修と内部通報制度の導
入率は、2007 年の FTSE350 社においてはそれぞれ約 72%と 96%であったのに対し、イギ
リス企業全体の倫理研修と匿名のホットラインの 2008 年の平均導入率はそれぞれ 55%と
49%に留まっている2。 
 また、フランスにおける 2013 年の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入率も、①
CAC40 社、②SBF120 社、③株式時価総額が 5000 万ユーロを超える Midcaps の順に高い
現状にある。倫理憲章、ディオントロジー憲章、行動規範のいずれかを導入している企業
の比率は、CAC40 社が 100%、SBF120 社が 85%、Midcaps が 52%であった。次に、2013
年の倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者の導入率も、CAC40 社が 83%、
SBF120 社が 33%、Midcaps が 8%であった。そして、2013 年の倫理通報制度の設置率も、
CAC40 社が 55%、SBF120 社が 21%、Midcaps が 5%であった（Ernst & Young , 2013, 
p.22）。 
大企業と上場企業における倫理・コンプライアンス・プログラムの導入率の高さについ
ては、大企業ほどコンプライアンス対策の実践に全社レベルでの管理制度の導入が必要と
なるほか、上場企業は非上場企業とは異なり水準の高い企業統治基準の実践が求められる
ことなどが理由として考えられる。少なくとも、アメリカ以外の国で監査委員会の設置と
内部通報制度の導入が進展したのは、アメリカで上場する企業にその設置を要求する SOX
法の影響が大きい。 
実際、唯一、公開企業と非公開企業別のデータが得られたイギリスにおいても、公開企
業の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入率は、非公開企業のそれよりも 20～30%
高い現状にある。2008 年における公開企業の倫理綱領、内部通報制度、相談窓口、倫理研
修の導入率がそれぞれ 84%、72%、66%、74%であるのに対して、非公開企業ではそれぞ
れ 56%、45%、40%、44%であった（Webley & Werner, 2009, p.33）。 
なお、ドイツについては、企業規模別の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入状
況に関するデータを入手できなかったものの、フランス同様、ドイツ企業の倫理・コンプ
ライアンス・プログラム（但し、ドイツではコンプライアンス・プログラムという名称が
一般的である）の導入は英米の規制強化への対応が大きな動機である。そのため、英米な
ど諸外国で上場する大規模多国籍企業ほど、このプログラムの導入に積極的なことに変わ
りはないと推測される3。 
 
第2項  倫理綱領を中心とした普及 
 第 2 の共通点として、どの国においても、倫理綱領の設置率は、研修制度、相談窓口、
内部通報制度の設置率などと比べて最も高い傾向がみられる。図表 11-2 は、各国の分析で
使用したデータの内、最も幅広いサンプルのデータを比較したものである。ただし、フラ
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ンスのみ、上場企業だけのデータである。 
 
図表 11-2：米英仏独の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入状況（単位：%） 
 アメリカ イギリス ドイツ フランス 
標本 アメリカ企業 
4,683 社 
イギリス企業 
791 社 
ドイツ企業 
830 社 
外資系 1 社を除く
SBF120 社全社 
調査年 2011 2008 2011 2012 
倫理綱領 82 66 82 73.8 
倫理研修 76 55 42 N.A. 
相談窓口 68 49 49 
11.3 
内部通報制度 77 54 41 
倫理評価 67 N.A. N.A. 2.5 
懲罰制度 85 N.A. N.A. N.A. 
運営担当者 N.A. N.A. 44 30.0 
出所：アメリカは ERC, 2012a, p.48、イギリスは Webley & Werner, 2009, p.32、ドイツは
PricewaterhouseCoopers, 2011b, p.54、フランスは Ernst & Young, 2012, p.29 にあるデー
タを基に筆者作成。 
  
図表 11-2 より全体として、倫理綱領の設置率が最も高い傾向がみられる。アメリカの倫
理綱領の設置率は、85%の懲罰制度に続いて 2 番目に高い 82%であり、懲罰制度の設置率
とほとんど変わらない。また、そのほかのヨーロッパ 3 カ国では、倫理綱領の設置率が最
も高い。とくに、ドイツとフランスでは、倫理綱領の設置率がその他の制度の倍、ないし
それ以上高い。 
 倫理綱領の設置率が最も高い理由としては、その他の制度と比べた導入や運営において
発生するコストの低さがあると思われる。倫理綱領の伝達や研修、相談窓口、内部通報制
度などをグローバルに展開するには、異言語への対応、多額の資金投入、人員の投入や専
門家の登用、グローバル規模での管理体制の構築と統制など、多額の費用が掛かることが
想定される。とりわけ、規模の小さい企業ほど、倫理・コンプライアンス・プログラムに
投入できる経営資源は制限されると考えられる。 
他方、倫理綱領の策定そのものは、経営者や役員などだけで行うことが可能であり、そ
れほど多くの経営資源を必要としない。これらの経済的要因が、倫理綱領の設置率が最も
高いことの大きな理由であると考えられる。このことは、企業が、コンプライアンス・リ
スクの回避の必要性という消極的な理由から、倫理・コンプライアンス・プログラムの導
入を進めてきた事実とも符合すると思われる。 
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第3項  コンプライアンス中心の運営と監督 
 第 3 の共通点は、コンプライアンスを中心とした運営と監督の普及である。第 1 節で述
べた背景の下、前章までに解明したように、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営
と監督は、法律の専門家によって担当されている現状にある。 
 まず、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者に関して、アメリカでは、CECO
がそのほかの部門の担当者によって兼任されるケースが 4～6 割に上っており、兼任される
場合には法務関係者によって兼任されるケースが最も多かった。ドイツでは、倫理・コン
プライアンス・プログラムそのものが、コンプライアンスを目的とするコンプライアンス・
プログラムとして導入が進められている。また、イギリスでは、コンプライアンス・プロ
グラムは倫理プログラムなどとして運営されているものの、その運営担当者は会社秘書役
や法務・コンプライアンス部門などによって兼任されるケースが多い。 
 他方、フランスに関しては、データの乏しさから倫理担当者の出自が不明なままである。
だが、フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの取り組みも諸外国の規制強
化への対応を意図して行われているものであり、コンプライアンス中心であることに変わ
りはないと思われる。 
 次に、各国のコンプライアンス重視の姿勢は、倫理・コンプライアンス・プログラムの
監督機関の内訳からもうかがい知ることができる（図表 11-3）。 
 
図表 11-3：2010年の各国の倫理・社会責任委員会と監査委員会の設置状況（単位：%） 
 アメリカ イギリス フランス ドイツ ヨーロッパ 15 カ国
の大企業の平均 対象 フォーチュン 1000 社 FTSE50 社 CAC40 社 DAX30 社 
調査年 2008 年 2010 年 2010 年 2010 年 2010 年 
倫理・社会責任
委員会 
※17 53 20 7 12 
監査委員会 100 100 100 97 98 
※アメリカのみ会社責任委員会のデータ。 
出典：ヨーロッパは Heidrick & Struggles, 2011, p.18、アメリカは Korn/Ferry Institute, 
2008, p.18. 
 
監査委員会の設置は、アメリカ上場企業では義務化されているほか、ヨーロッパでは企
業統治規範などで設置が要求されていることもあり、アメリカ、イギリス、フランス、ド
イツにおける監査委員会の設置率は 100%ないしほぼ 100%に近い値である。ヨーロッパ 15
カ国の大企業の平均においても、98%が監査委員会を設置している現状にある。 
他方、法規制で特に設置が要求されていない倫理委員会の設置率は、どの国においても、
監査委員会とは比較にならないほど低い。このことは、これら 4 カ国だけに当てはまるこ
とではなく、ヨーロッパ 15 カ国の大企業の平均においても、倫理・社会責任委員会の設置
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率は 12%で、監査委員会の設置率の 1/9 に留まる。 
そもそも、連邦量刑ガイドラインでも、倫理・コンプライアンス・プログラムを監督す
る取締役会内委員会の例として挙げられているのは、倫理委員会ではなく監査委員会であ
る（U.S.S.G. §8C2.5(f)(3)(C)(i)）。このように、各国の倫理・コンプライアンス・プログラ
ムは、コンプライアンス・リスクへの対応を主な目的として、法律の専門家・機関によっ
て運営・監督されている現状にある。 
 
第3節  2つの相違点：倫理・コンプライアンス・プログラムの普及の推移と程度 
第1項  相違点①：普及の推移 
各国の相違点として、①普及の推移と②普及の程度の違いがある。 
まず、アメリカでは、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入の有無を違反を犯し
た組織の量刑の程度に連動させるとした 1991 年の連邦量刑ガイドラインの改正以降、その
導入が急速に進展した。たとえば、フォーチュン 1000 社を対象とした 1994 年の調査によ
れば、倫理綱領の設置率はほぼ 100%であり、各年の設置率は 1993 年が最多であった。ま
た、エシックス・オフィスを設置している企業は 30%であったが、その内、それを 1990
年代以降に設置した企業は 63%に上り（Weaver et al., 1999a, pp.286-288）、EOA 会員に
おいても連邦量刑ガイドラインの 1991 年の改正以降に CECO を設置した企業は 9 割を超
える（Fitzpartrick, 1996, p.253）。 
このように、アメリカでは、倫理・コンプライアンス・プログラムは 1990 年代から導入
が進んでいたものの、ヨーロッパ各国でその導入が本格的に進んだのは、2000 年代からで
ある。もっとも、アメリカと同じアングロサクソンの国として知られるイギリスでは、比
較的早く 1990 年代後半から、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入が始まった。イ
ギリスの大企業 FTSE350 社における倫理綱領と内部通報制度の導入率は、2010 年時点で
それぞれ 69%と 100%に達しているものの、1995 年時点では 46%と 66%に留まっている。
同じく、FTSE350 社の倫理研修の導入率も、2010 年は 60%であるが、1998 年時点では約
47%に留まっている（Webley et al., 2011, pp.8-19）。 
他方、ヨーロッパ大陸国であるドイツとフランスは、イギリスよりも遅い 2000 年代以降
に導入が開始された。ドイツでは、倫理ガイドラインの設置率は 2005 年の時点で 69%とか
なりの企業で導入されていた（PricewaterhouseCoopers, 2011b, S.54）。しかし、相談窓口、
内部通報制度、コンプライアンス研修の導入率は、2011 年にそれぞれ 49%、41%、42%と
4 割を超えているものの（PricewaterhouseCoopers, 2011b, S.54）、2005 年時点でさえそ
れぞれ 16%、26%、16%と 1～2 割程度にすぎなかった（PricewaterhouseCoopers, 2009, 
S.56）。 
 また、フランスではもともとアメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入
に対する否定論が大半であり、その導入が議論され始めたのは 2000 年代以降の諸外国の規
制強化の影響によるものである。たとえば、内部通報制度の導入がフランスで始まったの
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は、2002 年の SOX 法の制定以降である。筆者が確認できた限りでは、倫理憲章と内部通
報以外の制度も含めた倫理・コンプライアンス・プログラムの導入状況が調査され始めた
のは、2010 年代以降である。そして、この 2010 年代以降の調査では、CAC40 社では、2012
年から 2013 年にかけての 1 年間で、倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者の
設置率が 53.8%から 83%へ、内部通報制度、相談窓口を含む倫理通報制度が 25.6%から 55%
へ、倫理、ディオントロジー、コンプライアンスの監査制度が 2.6%から 18%へと増加して
いることが報告されている4。 
 
第2項  相違点②：普及の程度 
各国で倫理・コンプライアンス・プログラムの普及の始まりの早さに違いがある中で、
プログラムの導入状況にも、各国で差がみられる。図表 11-2 より、アメリカは倫理綱領が
ドイツと同じ 82%であるのを除き、どのプログラムの構成要素もそのほかの 3 カ国より 10
～20%以上高い現状にある。他方、フランスは、プログラムの導入に対する否定論が大半を
占めている中で、倫理綱領以外の制度の設置率、とりわけ内部通報制度の設置率がそのほ
かの 3 カ国と比べて非常に低い現状にある。 
図表 11-2 ではフランスだけが唯一上場企業のみのデータであるが、アメリカのフォーチ
ュン 500 社とイギリスの FTSE350 社のデータと比較しても、フランスの遅れは明白であ
る。フォーチュン 500 社の匿名の内部通報制度の設置率が 91%（ERC, 2012b, p.6）、イギ
リスの FTSE350社における 2010 年の内部通報経路の設置率は 100%（Webley et al., 2011, 
p.19）に上るのに対し、フランスの SBF120 社の 2012 年の倫理通報制度の設置率は 11.3%
と 10 分の 1 程度にすぎない。2013 年の SBF120 社の倫理通報制度の設置率は 21%と前年
の約 2 倍に増えているものの（Ernst & Young, 2013, p.22）、それでも英米の大規模ないし
大規模上場企業の 5 分の 1 程度に留まっている。 
 
おわりに 
 本章の目的は、国際比較を行うことで、本研究の第 1 の推論（問い）である近年のコン
プライアンス・リスクの高まりと複雑化を背景に、「欧米各国の倫理・コンプライアンス・
プログラムは、倫理ではなくコンプライアンスを強く重視する形で実践がされている」の
真偽を検証することであった。 
 本章では、前章までに国別に分析したアメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの 4 カ国
の企業を取り巻くコンプライアンス・リスクの現状を国際比較した。企業を取り巻くコン
プライアンス・リスクはグローバル化とともに複雑化し、英米を中心に諸外国企業に対し
ても自国での上場や取引関係などを理由に厳罰な規制を科す動きも高まってきている。他
方で、アメリカとイギリスでは、法律違反を犯した企業の量刑が、その企業の倫理・コン
プライアンス・プログラムの導入・強化状況と連動する仕組みが採用されている。これら
の事実から、これら 4 カ国のどの国の企業にとっても、英米を中心とする世界的なコンプ
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ライアンス・リスクの高まりに対応するために倫理・コンプライアンス・プログラムを導
入・強化しようとの誘因が高まっていることが推察される。 
 実際、アメリカで倫理・コンプライアンス・プログラムの導入が進んだのは、その導入
状況と量刑の程度の連動を規定した連邦量刑ガイドラインの 1991 年の改正以降である。ま
た、ヨーロッパでは、コンプライアンス・リスクが世界的に高まった 2000 年代以降、その
影響を大きく受ける大企業・上場企業を中心に広まったものである。どの国でも、コンプ
ライアンス・リスクの高まりの影響を受けやすい大企業・上場企業を中心に倫理・コンプ
ライアンス・プログラムの導入が進められている。さらに、どの国においても、このプロ
グラムの運営と監督は、コンプライアンスの専門家を中心に行われている。 
 以上の事実から、近年のコンプライアンス・リスクの高まりと複雑化を背景に、「欧米
各国の倫理・コンプライアンス・プログラムは、倫理ではなくコンプライアンスを強く重
視する形で実践がされている」との第 1 の推論は事実であるといえよう。 
 なお、コンプライアンスを中心に行われていること以外にも、各国の倫理・コンプライ
アンス・プログラムの取り組みには、以下の 2 つの共通点が見られた。第 1 の共通点は、
大企業と上場企業ほど取り組みの導入が進展していることである。これは、大企業や上場
企業ほど対応しなければならない規制が多くかつ厳しいものであること、大企業ほど倫
理・コンプライアンス・プログラムに投入可能な経営資源が質・量ともに優れていること
などが理由として考えられる。 
 次に、第 2 の共通点は、倫理・コンプライアンス・プログラムの構成要素の中でも倫理
綱領の導入が最も進んでいることである。これは、倫理綱領の策定そのものは、相談窓口
や研修制度といったその他の構成要素ほど、多くの経営資源の投入を必要としないためで
はないかと思われる。倫理綱領の伝達を通しその理念を組織全体に浸透させることには、
多くの労力が必要であると思われるが、策定そのものは経営陣や役員だけでも行うことが
できるだろう。このことは、企業が、コンプライアンス・リスクの回避の必要性という消
極的な理由から、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入を進めてきた事実とも符合
すると思われる。 
他方、相違点としては、倫理・コンプライアンス・プログラムの普及の推移と程度の差
を指摘した。同プログラムが最初に開発され、1990 年代以降一貫して導入が進められてき
たアメリカは、4 カ国の中で最もこのプログラムの導入が進んでいる。他方、ヨーロッパに
おける普及は 2000 年代以降始まったものの、アメリカと同じアングロサクソンの国である
イギリスは、ヨーロッパ大陸国であるドイツ、フランスよりも普及が早く始まっている。
特に、フランスは、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入に対する否定論が支配的
であり、4 カ国の中で最も導入が遅れている。 
 最後に、企業がコンプライアンス・リスクへの対応を目的に、倫理・コンプライアンス・
プログラムを展開しているとの事実は、企業はコンプライアンスを倫理よりも重視してい
るという主張が事実であることを裏付けている。そのため、倫理をコンプライアンスと一
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緒に 1 つの制度を通して実践しようとしても、倫理は軽視される恐れが高い。このことか
ら、コンプライアンスのみならず倫理の実践も図るに当たっては、倫理とコンプライアン
スの制度的分離が重要であると思われる。しかし、倫理とコンプライアンスの制度的分離
の有効性については、本研究では理論的にほとんど分析できなかったため、この分析は今
後の課題である。 
 
注 
1 イギリスの FTSE100 社はロンドン証券取引所上場企業株価指数上位 100 社で構成され、
FTSE350 社は FTSE100 社を含めたロンドン証券取引所上場企業株価指数上位 350 社で構
成されている。また、フランスの CAC40 社は、ユーロネクスト・パリ上場企業特定銘柄
40 社株価指数 CAC40 の構成企業のことであり、SBF120 社は CAC40 社を含むユーロネク
スト・パリ上場企業特定銘柄 120 社株価指数 SBF120 の構成企業のことを指す。 
2 イギリス企業全体のデータは Webley & Werner, 2009, p.32 より、FTSE100 社と
FTSE350 社のデータは Webley et al., 2011, pp.8-19 よりそれぞれ引用。 
3 DAX30 社、DAX100 社、DAX200 社など、企業規模別の倫理・コンプライアンス・プロ
グラムの導入状況に関するデータの収集は今後の課題である。DAX（Deutscher 
Aktienindex）30社はフランクフルト証券取引所上場企業株価指数上位30社で構成、MDAX
（Mid-Cap-DAX）は DAX30 社に次ぐフランクフルト証券取引所上場企業株価指数上位 31
位から 80 位までの企業 50 社で構成、SDAX（Small-Cap-DAX）は MDAX に次ぐフラン
クフルト証券取引所上場企業株価指数上位 81 位から 130 位までの 50 社で構成される。 
4 フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入状況のデータは、2012 年の
データは Ernst & Young, 2012, p.29、2013 年のデータは Ernst & Young , 2013, p.22 から
引用。 
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第 12章 倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者、監督機関、経営者の関係 
 
はじめに 
 本章の目的は、本研究の第 2 の問い（推論）である「倫理・コンプライアンス・プログ
ラムの運営担当者を取締役会の代理人として位置付けただけでは、経営者によるこの取り
組みの形骸化の防止の効果は多くを期待できないこと」を検証することにある。この検証
には、欧米各国の企業の経営者が運営担当者と取締役会の両方に対して大きな影響力を行
使しうることが少なくないことといった諸事実を克明に記述する必要がある（本研究の第 2
の課題）。 
 第 10 章までは、この課題の解明に向け、欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラ
ムの運営担当者、取締役会、経営者の権力関係などを分析してきた。本章では、これらの
分析結果、とりわけ、①経営者と運営担当者の関係、および②経営者と取締役会の関係の
実態を国際比較する。これにより、運営担当者の経営者に対する従属性や取締役会の独立
性の乏しさ、といった現象がどの国の企業でも見られる事実であることを究明できれば、
本研究の第 2 の推論が事実であることを解明したといえるだろう。 
 
第1節 経営者に対する運営担当者の従属性 
 本節では、まず、経営者と倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者の関係に
ついて考察する。本研究は、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスのいずれの国におい
ても、コンプライアンス・企業倫理への取り組みに対する経営者の影響力が極めて大きい
ことを明らかにした。倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者は、経営者の部
下であり、倫理担当者の選解任、報酬、業績評価などの権限のほか、このプログラムの運
営のために割り当てられる資源（人的・金銭的な資源など）の決定権も経営者によって握
られている。このような状況は、取締役会の監督機能の有効性が保たれていない限り、ど
の国においても、倫理・コンプライアンス・プログラムが経営者にとって都合の良いよう
に運営されてしまうリスクが極めて高いことを意味している。 
 アメリカでは、2000 年以降、CECO からの意見や企業不祥事の続発などを背景に、倫理・
コンプライアンス・プログラムの運営担当者の独立性、資源、権限の強化、および取締役
会の監督機能の強化が課題として取り組まれてきた。連邦量刑ガイドラインの 2004 年の改
正では、同プログラムの運営担当者への十分な資源や取締役会への定期的・直接的報告の
権限の割当てのほか、取締役会による合理的な監督などが要求された。また、2007 年には、
これらの運営担当者と監督機関の権限や責任、両者のあるべき関係などについて具体的に
規定した CECO ガイドラインが、ERC や OCEG などの複数の機関によって策定され、公
表されている。そして、2010 年の連邦量刑ガイドラインの改正では、運営担当者による取
締役会への直接的報告は、権利ではなく義務とすることが求められた。 
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 このような企業統治の観点からの制度改革が進むアメリカとは対照的に、それ以外の国
では、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者及び監督機関の実効性に対する
問題意識はほとんど共有されてこなかった。このような中で、企業統治的研究の先行研究
は、アメリカ企業を対象としたものに限られており、アメリカ以外の国の企業や制度を分
析、ないし国際比較した先行研究は極めて乏しい現状にある。しかしながら、本研究の分
析から、どの国においても、倫理・コンプライアンス・プログラムの有効性を実現・維持
するに当たり、同プログラムの運営担当者の独立性と権限、および監督機能の強化が課題
であることは明らかである。 
 イギリス企業の倫理担当者は、法律の専門家・専門部署によって兼任されていることが
ほとんどである。だが、本研究で分析した HSBC グループ、スタンダード・チャータード
銀行、バークレイズの不祥事の事例では、乏しい権限と経営資源しか割り当てられていな
かった CCO の下、コンプライアンス体制が全く機能していなかった。とりわけ、スタンダ
ード・チャータード銀行、バークレイズでは、CCO が積極的に不正に関与しており、その
形骸化はより深刻なものであった。 
ドイツのシーメンス、アリアンツ、ダイムラーの事例でも、倫理・コンプライアンス・
プログラムの運営に必要な権限や資源などが十分に割り当てられていなかった CCO が、不
正の防止と早期発見にまったく機能できていなかった。このことから、筆者は、第 8 章に
おいて、法務担当執行役の設置により倫理・コンプライアンス・プログラムの最高位の運
営担当者の地位を執行役まで高めることを提案した。しかしながら、たとえ CCO の権限を
高めたとしても、ドイツの取締役会が抱える独立性の乏しさなどの問題が改善されなけれ
ば、倫理・コンプライアンス・プログラムの形骸化のリスクを低下させることは困難であ
るだろう。 
また、第 9 章で考察したように、フランスでは、倫理担当者の経営者に対する従属性に
起因する不祥事は発覚していないものの、倫理担当者は経営者によって任命され、経営者
と接触するだけで、取締役会の会合には参加しないことが大半である。フランスでは、経
営者と取締役会会長の兼任の問題や独立性の乏しさから取締役会が十分な監督機能を果た
しているとは考えにくく、経営者と倫理担当者の上下関係は、アメリカと同等ないしそれ
以上であると思われる。 
フランスでは、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者の独立性と権限に起
因する企業不祥事は確認できなかった。とはいえ、その他の 3 カ国の分析から、どの国に
おいても、運営担当者に割り当てられる権限、人的・金銭的資源などの不足や監督機能の
形骸化は、倫理・コンプライアンス・プログラムの形式化と不祥事の発生リスクを大きく
高めるということに変わりはないと思われる。アメリカのファニーメイと SCM 社の粉飾事
件、イギリスの LIBOR を巡る一連の不正、ドイツのシーメンスとダイムラーの外国公務員
への贈賄事件の全てにおいて、取締役会への報告制度の欠如や不十分な独立性と権限の下
で、同プログラムの運営担当者は経営者の傀儡と成り果てていたり、さらに悪い場合には、
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積極的に不正に取り組んでいたりと無機能化していた。 
とはいえ、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者はあくまでオフィサー、
業務執行者であり、たとえその地位を執行役（ドイツ）ないし業務執行取締役（イギリス）
にまで高めたとしても、取締役会の監督機関としての役割が重要であることに変わりはな
いと思われる。また、法務担当執行役を設置しても、その人物が経営者側や労働者側に懐
柔されない毅然とした態度・人格を備え、かつこれを維持できない限り、法務担当執行役
が不祥事の防止に有効に機能することは困難であるだろう。とはいえ、自身の報酬や評価
が企業の財務業績と連動していたり、取締役会による監督機能が形骸化していたりしてい
た場合には、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者は本来の職務遂行よりも
自己利益の追求を重視するリスクが十分考えられる。 
また、1 人の人物に権限が集中することが権力の暴走をもたらす大きな要因となりうるこ
とは、経営者においても運営担当者においても変わりはないだろう。そのため、倫理・コ
ンプライアンス・プログラムが、経営者にとって都合の良いように運営され、形骸化して
しまう事態を防止するには、このプログラムの運営担当者と監督機関の両方に焦点を当て
た改革が求められる。 
 
第2節  欧米各国の独立取締役の導入の現状と課題 
第1項  独立取締役の比率に関する規定 
本節では、本研究がこれまで分析してきた 4 カ国の取締役会の独立性の現状について比
較する。近年、欧米各国では、取締役会の監督機能の実効性を確保するために、取締役会
の独立性の向上が課題として取り組まれてきた。アメリカでは上場規則、ヨーロッパ各国
では通常企業統治規範において、独立取締役の条件や比率などの規定が設けられている。
ヨーロッパでは、上場企業は「遵守せよ、さもなくば説明せよの原則」の下で企業統治規
範の遵守が求められている。このことから、欧米各国では、上場企業に対して独立取締役
の導入が強く要求されている現状にあるといえる。 
 アメリカでは、ニューヨーク証券取引所（New York Stock Exchange、以下、NYSE と
いう）とナスダック（National Association of Securities Dealers Automated Quotations、
以下、NASDAQ という）では、上場企業に対し、独立取締役の比率を、取締役会が過半数、
監査、指名、報酬委員会が 100%とすることが義務付けられている1。また、イギリスでは、
FTSE350 社に対して、取締役会が会長を除く取締役の半数以上、監査委員会と報酬委員会
が 3 人以上、指名委員会が過半数を、独立取締役とすることが企業統治規範で求められて
いる。そして、フランスの企業統治規範では、監査委員会は 2/3 以上、報酬委員会と指名委
員会は過半数を独立取締役とすることが求められており、取締役会全体においては、支配
株主のいない企業では半数以上、そうでない企業では 1/3 以上とすることが求められてい
る。 
 他方、ヨーロッパ各国では、上場企業に対し企業統治規範による「遵守せよ、さもなく
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ば説明せよの原則」の下で一定の独立取締役の構成比率の達成を求めるのが一般的であり、
アメリカとは異なりその達成は義務ではない。第 10 章で分析した通り、2009 年時点では、
EU 加盟 27 カ国のうち 23 カ国において、取締役会の独立性は企業統治規範において規定
されている。もっとも、企業統治規範で要求される独立取締役の比率のほとんどは「十分
な数」と曖昧に規定されており、特定の数値を規定している国は全体の 20%未満に留まっ
ている2。 
 本研究が中心的に分析したアメリカ、イギリス、ドイツ、フランスのうち、「十分な数」
という形で独立取締役の導入を要求している国はドイツだけであった。もっとも、アメリ
カの独立取締役の比率については、フォーチュン 500 社やフォーチュン 1000 社などにおけ
るデータを収集・分析することができなかったため、その収集と分析は今後の課題である。 
 ドイツの企業統治規範では、独立取締役の比率・人数は、取締役会全体に対して「十分
な数」としか求められておらず、監査、指名、報酬委員会に対しては独立取締役の比率や
人数については規定すらない現状にある。とはいえ、このように独立取締役の比率・人数
を、「十分な数」という曖昧な形で規定している国は、EU 加盟国全体の 8 割を超えており、
ドイツが例外的であるわけではない。加えて、ドイツにおいても、派遣取締役の減少と当
該企業の元 CEO である取締役会会長の増加に伴い、独立取締役の役割を巡る議論が活発化
してきている。 
 
第2項  各国の独立取締役の比率の現状 
 本研究は、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの独立取締役の比率・人数の規制と
その実際を国ごとに分析してきた。図表 12-1 は、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス
の独立取締役の比率・人数の規制と実際を整理したものである。 
 図表 12-1 より、要求されている独立取締役の比率は、アメリカが最も厳しいことがわか
る。取締役会の独立取締役の比率を過半数とすることはイギリスでも共通しているものの、
アメリカでは監査、報酬、指名委員会は全員独立取締役で構成されなければならないとさ
れている。加えて、アメリカでは、ヨーロッパのような「遵守せよ、さもなくば説明せよ
の原則」に基づく自主規制ではない。独立取締役の比率の達成は義務であり、したがって、
ヨーロッパ 3 カ国とは異なり、全上場企業がこの比率を達成していることになる。 
 他方、ヨーロッパの自主規制は理由さえ説明すれば要求を満たさなくても許される仕組
みであり、企業統治規範の内容が同様のものであったとしても、企業の姿勢によってその
実践は大きく異なる。実際、イギリスとフランスでは、一見フランスの方が規制は厳しい
ように見えるものの、独立取締役の比率は大きく異なっている。イギリスとフランスでは、
取締役会と指名委員会がともに過半数ないし半数を独立取締役とすることが要求されてい
るものの、監査委員会と報酬委員会についてはイギリスではフランスのように比率ではな
く 3 名以上と規定されているにとどまっている。 
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図表 12-1：欧米 4カ国の独立取締役の比率・人数の規制と実際（2010年） 
 アメリカ イギリス ドイツ フランス 
NYSE と
NASDA
Q の上場
規則 
the UK Corporate 
Governance Code 
FTSE
50 社 
DCGK DAX
30社 
AFEP-MEDEF 
code※※ 
CAC
40社 
FTSE350
社 
FTSE350
社以外 
支配株
主無 
支配株
主有 
取締役会 過半数 会長を除く
半数以上※ 
2 名以上 61% 十分な数 21% 半数以
上 
1/3 以上 40% 
監査委員会 全員 3 名以上 2 名以上 93% 委員長のみ 22% 2/3 以上 47% 
報酬委員会 全員 3 名以上 2 名以上 92% 特になし 18% 過半数 46% 
指名委員会 全員 過半数 84% 特になし 29% 過半数 41% 
※ただし、取締役会会長に対しても、独立取締役であることが求められている（イギリス
企業統治規範§A3.1）。 
※※フランスの支配株主の有無：商法第 L. 233-3 条で示された基準に基づいて判断される。 
出典：各上場規則と企業統治規範の内容を基に、そしてヨーロッパ 3 カ国のデータは
Heidrick & Struggles, 2011, pp.42-44 から引用して筆者作成。 
 
 しかしながら、図表 12-1 で示したデータでは、フランスの独立取締役の比率は、取締役
会、監査委員会、報酬委員会、指名委員会の 4 つ全てが 50%未満であり、AFEP-MEDEF code
が要求する水準を満たしていない現状にある。他方、イギリスの独立取締役の比率は、取
締役会が 60%を超えており、3 つの委員会は全て 80 ないし 90%以上である。ヨーロッパ 3
カ国の中でも、イギリスは独立取締役に関する規制も実践もかなり高い水準にあるといえ
よう。 
 ところで、4 カ国の内、ドイツの取締役会の独立性は際立って低い現状にある。ドイツで
は、監査委員会に関しては、委員長は会計と内部統制の専門家で、独立性が高く、当該企
業の執行役会出身者の場合その執行役会を退職してから 2 年以上経過している人物でなけ
ればならないとされている（DCGK§5.3.2）。しかしながら、取締役会の独立取締役の比率
は「十分な数」としかされておらず、監査、報酬、指名委員会に関しては独立取締役の比
率に関する規定すらない現状にある。 
また、図表 12-1 のデータは、ドイツの取締役会の半数を構成する労働者側代表取締役を
全員非独立取締役として算出している。このような理由から、ドイツの取締役会ならびに
取締役会内委員会における独立取締役の比率は、全て 10%台から 20%台の間となっている。 
 
第3項  独立取締役の会長の乏しさ 
 アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの取締役会会長の独立性については、イギリス
を除く 3 カ国全てにおいて、取締役会会長の独立性の乏しさがみられた。図表 12-2 は、2010
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年時点での欧米各国の会長の独立性の現状をまとめたものである。 
   
図表 12-2：欧米各国の会長の独立性の現状（2010年、単位%） 
 
アメリカ イギリス ドイツ フランス ヨーロッパ
15 カ国平均 大企業 100 社 FTSE50 社 DAX30 社 CAC40 社 
CEO 79 
2 0 42 15 
業務執行取締役 
21 
元 CEO（非業務執行） 10 60 30 19 
独立非業務執行取締役 73 17 15 33 
そのほか 15 23 13 33 
出所：Korn/Ferry Institute, 2010, p.26 と Heidrick & Struggles, 2011, p.52 のデータを基
に筆者作成。 
 
 先述したように、アメリカの独立取締役の構成比率に関する規制は極めて厳しいものの、 
アメリカ大企業 100 社における会長兼 CEO の比率は約 8 割に上る。フランスでも CAC40
社の会長の 7 割が業務執行者、元・現 CEO で占められている現状にある。さらに、ドイツ
は、二層制の取締役会を採用しているため、会長と CEO の分離率は 100%であるものの、
派遣取締役の減少に伴い、DAX30 社の 6 割が当該企業の CEO 出身者で占められている。 
 このように、アメリカ、ドイツ、フランスでは、会長の独立性が乏しい現状にあるが、
とりわけ、現役のCEOが会長を兼任するケースが多いことは大きな問題であると思われる。
取締役会会長の指名は、本来、メンバーの全員ないし過半数が独立取締役で構成される指
名委員会の役割である。近年、指名委員会の設置はアメリカ以外の国でも普及が進んでお
り、第 10 章図表 10-3 でも示したように、イギリス、ドイツ、フランスでは大企業の 9 割
以上が指名委員会を設置している現状にある。だが、従来CEOが会長を兼任する場合には、
この CEO1 人に意思決定権が集中し、指名委員会を支配して取締役の選任や役員人事に強
大な影響力を及ぼす傾向があることが問題点として指摘されてきた（e.g., 今西, 2006; 出見
世, 1997; 佐久間, 2003b）。 
加えて、欧米では、取締役会の中に日常的な事項に関して取締役会の持つ全ての権限を
行使できる委員会が設置され、その委員長に CEO が就任することがほとんどである。たと
えば、アメリカでは、このような委員会として執行委員会が置かれ、フォーチュン 1000 社
の取締役を兼任する CEO は全員が、この執行委員会のメンバーである（Korn/Ferry 
Institute, 2008, p.19）。二層制を採用するドイツにおいても、第 8 章で述べたように、取締
役会会長が委員長を務める上級委員会が取締役会と執行役会の指名、雇用、報酬に強力な
権限を有しているのが実態である。したがって、ドイツにおいても、元 CEO が会長を兼任
する場合には、取締役と執行役の両方に対する強大な権限が、この 1 人の人物に少なから
ず集中することに代わりはないと思われる。 
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第3節  各国の独立取締役の評価基準の相違点と疑問点 
各国の取締役会の実態を究明するには、独立取締役の比率だけではなく、各国の独立取
締役の評価基準の比較も重要であると思われる。本研究がアメリカ、イギリス、ドイツ、
フランスの独立性の評価基準を比較したところ、そこには、重大な相違点がいくつもみら
れた。また、各章では、各国の独立性の基準に関する疑問点もいくつか指摘し、その中に
は複数の国で共通してみられるものもある。本研究では、これらの独立取締役の評価基準
の相違点や疑問点について、それぞれの妥当性を検証するまでには至らなかった。この検
証は今後の課題であるが、最後に、本研究が明らかにした各国の独立性の評価基準の相違
点と疑問点をまとめることとする。 
 
第1項  独立性の乏しい人物が独立取締役となるための冷却期間の設定 
 本研究が中心的に分析したアメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの 4 カ国のうち、ド
イツを除く 3 カ国において、上場規則ないし企業統治規範で、元従業員や関連会社の従業
員など独立性の乏しい人物が、独立取締役に必要な独立性を回復するまでの期間が設定さ
れていた。したがって、これらの 3 カ国では、元従業員や役員でも、退社後一定期間さえ
経てば、独立性が回復することが事実上認められている現状にある。この独立性を回復す
るまでの一定期間のことを、欧州委員会は「冷却期間（cooling off period）」と呼んでいた。 
当該企業・関連会社の役員または従業員の冷却期間は、アメリカでは NYSE と NASDAQ
ともに 3 年、イギリスとフランスでは 5 年と規定されている。次に、当該企業・関連会社
の監査人の冷却期間は、アメリカとイギリスが 3 年、フランスが 5 年である。なお、当該
企業・関連会社の役員または従業員の家族に関しては、イギリスとフランスでも規定があ
るものの、冷却期間が規定されているのは過去 3 年間のアメリカのみであった。また、当
該企業・関連会社の取引先に関しては、アメリカとフランスでも規定があるものの、冷却
期間が規定されているのは過去 3 年間のイギリスのみであった。 
 この冷却期間に関しては、2 つの疑問が生じる。第 1 の疑問は、冷却期間の長さの妥当性
についてである。アメリカ、イギリス、フランスに限らず、これら以外の EU 諸国におい
ても、退社から 3～5 年が経過すれば、当該企業の元従業員や役員でさえ独立取締役となる
ことができるのが一般的な状況にあるが、この冷却期間の間に独立性が高まるとは限らな
いと思われる。とはいえ、現状として、上場規則や企業統治規範などで独立取締役の条件
は規定されているものの、独立取締役が備えているべき独立性の構成要素、独立性の高さ
を左右する要因の特定やその影響力などについての実証分析は乏しい。本研究でも、この
ような心理学的な分析を行うことができなかったため、この分析は今後の課題である。 
 第 2 の疑問は、冷却期間を設定すること自体の妥当性についてである。もっとも、冷却
期間がなければ、独立性が乏しい根拠とされる企業やその役員との関係が解消された時点
で、その人物は独立取締役として就任できるようになる。そのため、イギリスとフランス
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では従業員や役員の離婚した元妻や、アメリカやフランスでは契約を解消したばかりの取
引先なども、一定の期間を経ずにすぐに独立取締役に就任できる現状にある。当該企業と
利害関係をもった者が独立性を十分に回復することが可能なのか否かも含め、冷却期間を
設定すること自体の妥当性についての検証も、今後は必要であると思われる。 
 
第2項  独立取締役が非独立取締役となるまでの期間の設定 
 本研究では、イギリスやフランスなど EU 加盟国の中には、企業統治規範の独立性の基
準を満たした独立取締役が就任から一定期間を超えると非独立取締役とみなされる国が複
数見られることも指摘した。そのような国は 14 カ国あり、期間の設定方法は、①年数、②
任期数、または③これらの両方のいずれかであった。 
 このような中で、アメリカ、イギリス、フランス、ドイツの中では、イギリスとフラン
スのみが、独立取締役が非独立取締役となるまでの期間を、それぞれ 9 年、12 年と年数で
設定していた。イギリスの 9 年は EU 加盟国の中で最も短い年数である。他方、フランス
の 12 年も、設定されている年数の中では、一番多く採用されている年数であり、比較的長
いとは言えない。 
 しかしながら、独立取締役の独立性が年数のみならずどのような条件の変化の下で、ど
の程度低下ないし上昇していくのかについて具体的に解明した先行研究は乏しく、本研究
でも具体的に分析することができなかった。したがって、独立性の乏しい人物が独立取締
役となるための冷却期間同様、独立取締役が非独立取締役となるまでの期間の妥当性およ
びその必要性の検証は今後の課題である。 
 
第3項  株主の利害と独立性の考え方 
 アメリカでは、NYSE や NASDAQ などの証券取引所も含め、株主の利害を反映するこ
とが独立性を妨げる要因とはならないとの考え方が浸透していることが非常に特徴的であ
る。NYSE と NASDAQ の上場規則には、持ち株比率に関する独立性の条件が規定されて
いないため、株主であっても、独立取締役として就任できる現状にある。また、SEC も独
立取締役は持ち株比率が 10%以下であることが望ましいとしているが3、この持ち株比率を
超える者が直ちに独立性が乏しいとみなされるわけではないとしている4。 
このように株主の独立性に対する寛容な態度は、EU 加盟国が持ち株比率の高さが独立性
を低下させる要因であるとの認識を共有していることと比べてもきわめて特徴的である。
取締役会の独立性に関する規制の整備が遅れているドイツにおいてさえ、支配株主との人
的ないし業務上の関係がないことが独立取締役の条件の 1 つとして、企業統治規範に盛り
込まれている。 
 もっとも、EU 加盟国においても、企業統治規範で株主の非独立性を規定している国は
16～17 カ国あるが、そのうち半数以上の国では一定の値より持ち株比率が低い株主は、独
立取締役として就任できる現状にある。このような独立取締役が持つことができる持ち株
154 
 
比率の上限は、デンマークとリトアニアが過半数と規定しているが、そのほかの国では 10%
以下の値が規定されている。本研究が中心的に分析したイギリス、ドイツ、フランスでは、
フランスのみが上限持ち株比率として 10%という値を規定していた。 
 欧米各国の持ち株比率と取締役会の独立性の関係に関する規定の現状については、以下
の 2 つの疑問が生じる。まず、第 1 に、アメリカでは持ち株比率の高さが取締役会の独立
性を左右しないとの考え方が一般的であるが、それは妥当なのかということである。株主
にとって業績の向上は株価の上昇につながるのであり、このことは持ち株比率が粉飾決算
や事業獲得のための外国公務員への贈賄などの不祥事をもたらす要因となりうることを示
唆していると思われる。 
また、第 2 に、過半数は言うまでもないが、上限持ち株比率として最も多くの国で規定
されている 10%という値は妥当な値なのかという点である。株式の分散が進んだ企業では
10%の持ち株比率しかもたなくても大株主となる可能性が十分ある。そのため、この 10%
という基準は、大株主以外の一般株主の利害を大きく損ねる恐れがあるのではないかとの
懸念が生じる。いずれにせよ、これらの 2 点についての具体的な検討も今後の課題である。 
 
第4項  労資共同決定制度と独立性の向上 
 ドイツでは、ほとんどの欧米諸国とは対照的に、労働者側代表取締役は独立取締役とし
てみなされる。アメリカでも、ドイツ側からの一連の抗議活動を受けて、労働者側代表取
締役に関しては独立性の義務付けが免除されている。だが、2000 年以降、取締役会の独立
性の向上が課題として議論される中で、ドイツでも労働者側代表取締役を独立取締役とみ
なすことに対する疑問も指摘されるようになってきている。そのほかに、第 8 章第 4 節で
述べたように、労働者側代表取締役には、労働条件に関すること以外の事項に対する関心
の低さや法律の知識の欠如、企業経営に関する経験の欠如など、監督者としての能力の面
でも不足している点がいくつか見られることも、これまで指摘されてきた。 
とはいえ、ドイツでは、ステークホルダーの経営参画を意味する経営の民主化の観点か
らは最高水準の制度である既存の労資共同決定制度への支持が厚い。そのため、この制度
を廃止してまで、取締役会の独立性を諸外国の独立性の基準に適合させようとする動きは
ドイツ国内ではほとんど見られない。このような中で、ドイツの企業統治規範にも独立取
締役に関する規定はあるものの、その内容は「関連企業、執行役会、支配株主と人的ない
し業務上無関係である者」を「十分な数」だけ設置することが必要であるとされているに
とどまり、そのほかの国の企業統治規範の規定と比べても非常に水準の低いものである。 
 本研究は、ドイツの労働者側代表取締役の独立性に関し、一般従業員代表、管理職代表、
労働組合代表の独立性が個別に評価される必要があることを指摘した。たとえば、管理職
代表は経営者よりの行動をとるのが一般的であるのに対して、労働組合代表は活発な労使
交渉を展開し規模も非常に大きい労働組合から選ばれ、取締役報酬からの拠出金も強制さ
れているなど非常に独立性が高いと思われる。 
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もっとも、本研究は、一般従業員代表の独立性に関しては、これら 2 つの労働者側代表
取締役とは異なり、独立性が高いとも低いとも結論付けることができなかった。とはいえ、
以下のような理由から、その独立性は不安定なものであると思われる。一般従業員代表の
ほとんどは労働組合の社内支部としての性格が強い経営協議会の幹部で占められている。
そのため、労働組合との結びつきが強い限りにおいて一般従業員代表の独立性は非常に高
いといえるだろう。だが、労働組合は産業全体の労働者の利益を優先するのに対し、経営
協議会は特定の企業の社内の従業員の利益を最優先とするのであり、時には労働組合と経
営協議会の利害が対立するケースも起こりうる。また、近年労働組合とは距離を取る高学
歴な経営協議会幹部が増加傾向にあるほか、経営者と経営協議会幹部の癒着の不祥事も続
発しており、必ずしも一般従業員代表の独立性が高いとは言えないのである。 
本研究では、労資共同決定制度の下で、取締役会の独立性を高める方法についてほとん
ど明らかにすることができなかった。また、取締役会の独立性を高めなくても、ドイツの
企業統治制度の実効性を高める方法があるのかもしれないが、その方法についても全くと
言っていいほど明らかにできなかった。これらの点についての解明は、今後の課題である。 
 
第5項  フランスの報酬に関する規定の乏しさ 
 成果主義に基づく高額報酬は、取締役会の独立性を大きく低下させる要因であると思わ
れる。このような理由から、第 5 章で述べたように、アメリカでは、NYSE と NASDAQ
ともに、独立取締役およびその家族の当該企業からの年間報酬は 12 万ドルを超えてはなら
ないとされている。また、イギリスでも、独立取締役は、成果主義に基づく報酬、ストッ
ク・オプション、取締役報酬以外の追加的報酬、などを受取ってはならないとされている。
他方、ドイツとフランスの企業統治規範には、独立取締役の報酬に関する具体的な制限が
ない。 
 ドイツのような高度に発達した労資共同決定制度をもたないフランスで、独立取締役に
報酬に関する制限が課されていないのは大きな問題であると思われる。フランスでは、取
締役報酬以外の報酬を受取ったり、業績連動型の報酬やストック・オプションなどで報酬
を受取ったりしている人物でも、そのほかの条件さえ満たせば、独立取締役として就任す
ることができる現状にある。報酬に関する独立性は、雇用に関する独立性と同等ないしそ
れ以上に重要な独立性の要素であり、報酬に関する独立性の規定がないことはフランスの
独立性に関する制度の大きな後れを意味していると思われる。 
 
第6項  フランスの独立取締役を認定する際の例外規定の多さ 
フランスの独立取締役に関する規制の問題点としては、報酬に関する制限がないことに
加えて、イギリスやアメリカとは異なり、取締役会に対して取締役の独立性評価に関する
大幅な裁量が認められていることが指摘できるだろう。フランスの企業統治規範では、第 9
章で述べたような独立取締役の除外条件が設けられているものの、これらの項目に該当す
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る者でも、取締役会が認めれば独立取締役とみなすことが可能であるとされている。 
加えて、フランスの独立取締役の条件として挙げた 9 つの項目のうち、①過去 5 年間に
おいて当該企業の監査人であった者、②当該企業の役員と緊密な家族関係にある者、③12
年を超えて当該企業の役員を務めたことがある者の 3 つは、あくまで考慮要件にすぎない
という扱いとなっている。というのも、取締役会がこれら 3 つの除外条件に該当する人物
でも独立性がある理由を参考文書として公表すれば、独立取締役とみなされるとされてい
るからである（AFEP-MEDEF code（2013 年改訂版）§9.4）。さらに、CEO や CEO に次
ぐ経営責任者などの業務執行者が取締役会会長を務めている場合でさえも、取締役会は正
当な理由があれば独立取締役としてみなしてよいとされている。 
独立性を、株式保有や取引関係、親族関係など、バイアスを生み出す可能性が高い極め
て明白な関係がないことと定義したハイドリック・アンド・ストラグルスの調査では
（Heidrick & Struggles, 2011, p.41）、CAC40 社でさえ実際に独立取締役として評価でき
る取締役は半数に満たないことが指摘されている。この調査結果が示唆するように、取締
役会への取締役の独立性評価に関する大幅な裁量を認めていることは、実際には独立性の
乏しい取締役を独立取締役として公表するリスクがあると思われる。 
 
おわりに 
本章の目的は、本研究の第 2 の問い（推論）である「倫理・コンプライアンス・プログ
ラムの運営担当者を取締役会の代理人として位置付けただけでは、経営者によるこの取り
組みの形骸化の防止の効果は多くを期待できないのではないか」を検証することにあった。
本章では、①倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者の経営者に対する従属性、
および②各国の取締役会の独立性の乏しさといった事実を究明することで、この問いの検
証を試みた。 
まず、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者の経営者に対する従属性はど
の国にも共通している事実であることを解明した。運営担当者はあくまで業務執行者であ
り、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの全てにおいて、業務執行者のトップである
経営者に対する従属性が存在する。とりわけ、経営者は、部下である運営担当者の選解任、
報酬、業績評価や倫理ないしコンプライアンス・オフィスへの経営資源の割当量、などの
決定権を掌握している。このような状況下で、倫理・コンプライアンス・プログラムの運
営担当者が経営者に反抗することは非常に困難であるといえよう。 
同様に、このような状況下で運営される倫理・コンプライアンス・プログラムが、経営
者が関与ないし黙認するような不正の防止や早期発見において、有効に機能することは極
めて困難であると考えられる。したがって、このプログラムの運営担当者を経営者に対し
て実効性の高い監督機関の代理人と位置付けることでこの形骸化を防止すべきであるとい
う意味では、取締役会の代理人説の主張は妥当性のあるものと思われる。 
次に、本章では、各国の取締役会の独立性の実態を、規制の内容と先行研究などのデー
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タの比較を通して究明しようと試みた。独立取締役の比率という点では、アメリカが最も
厳しく、上場企業は上場規則において、取締役の過半数、主要取締役会内委員会メンバー
の 100%を独立取締役とすることが求められている。これに対し、ヨーロッパ 3 カ国では、
義務ではなく企業統治規範で独立取締役の比率の達成を求めている。加えて、イギリスの
独立取締役の比率は取締役会、主要取締役会内委員会ともに、アメリカと同等程度に高か
ったものの、フランスとドイツは非常に低かった。取締役会の独立取締役の比率は、フラ
ンスが 40%、ドイツが 21%、そして主要取締役会内委員会の独立取締役の比率は、フラン
スが 41%～47%、ドイツが 18%～29%であった（本章図表 12-1）。 
また、取締役会会長の独立性という点では、取締役会会長の独立性の乏しさと権力集中
の問題は、イギリスを除く 3 カ国全てで確認できた問題である。2010 年時点で、アメリカ
では独立取締役の比率について極めて厳しい規制が課されるものの、大企業 100 社におい
ては、会長兼 CEO に権力が集中している現状にある。また、ドイツとフランスでも会長が
独立取締役である比率は 20%未満であり、取締役会会長の独立性は低い現状にある。唯一、
イギリスのみが、取締役会会長が独立取締役である比率が 70%超と非常に高かった。 
とはいえ、取締役会の独立性の基準を比較したところ、各国で共通してみられる基準で
も、その妥当性に疑問が生じるものがいくつも見られた。たとえば、欧米では、独立性の
基準に従業員や取引先などが退職ないし取引解消後に独立性を回復するまでの冷却期間が
設けられている国が少なくない。ドイツにはこのような冷却期間が明記されていないが、
アメリカでは 3 年、イギリスとフランスでは 3 年ないし 5 年と設定されている。また、ア
メリカとドイツは違うものの、EU 加盟国には、独立取締役は就任から一定期間を超えると
独立性が乏しくなるとする国も少なくない。EU 加盟国の独立性の持続期間のうち、最も短
いのはイギリスの 9 年で、フランスは 12 年である。これらの長さの妥当性を裏付ける根拠
を示すことは難しく、このことだけを考慮しても、定量データを通して、各国企業の取締
役会の独立性の実際を把握することは非常に困難な現状にある。 
国際比較を通し明らかにした以上のような事実から、取締役会の経営者に対する独立性
が常に高いとする前提は事実にまったく即していないということはできない。したがって、
本研究の分析結果からは、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者を取締役会
の代理人として位置付けることで運営担当者の独立性が向上する可能性を完全に否定する
ことはできないだろう。しかしながら、本研究で示した多くの事実は、「倫理・コンプライ
アンス・プログラムの運営担当者を取締役会の代理人として位置付けるだけでは、経営者
による倫理・コンプライアンス・プログラムの形骸化の防止の効果は多くを期待できない」
可能性が非常に高いことを示しているといえよう。 
 
注 
1 ただし、NASDAQ 上場規則では、当該企業の独立取締役全体の過半数を占める独立取締
役による投票によって取締役の指名が行われる場合には、指名委員会を設置しなくても良
いと規定されている（NASDAQ 上場規則§5605 (e)(1)(A), (B)）。NYSE 上場規則における
独立取締役の比率については、それぞれ取締役会は§303A.01、監査委員会は§303A.07, (a)、
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報酬委員会は§303A.05, (a)、指名委員会は§303A.04, (a)で規定されている。NASDAQ 上場
規則における独立取締役の比率については、それぞれ取締役会は IM-5605. Definition of 
Independence (b)(1)、監査委員会は IM-5605-4. Audit Committee Composition、報酬委員
会は§5605(d)(2)(A)、指名委員会は§5605 (e)(1)(B)で規定されている。 
2 EU 加盟各国の独立性の定義と比率については、以下を参照のこと。Internal Market and 
Services, 2009a, pp.33-36. 
3 SEC 規則§10A-3(e)(1)(ii)(A)(1) 
4 SEC 規則§10A-3(e)(1)(ii)(B) 
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結章 本研究の結論、研究成果の意義、今後の課題 
 
第1節 本研究の結論 
第1項  第 1の結論：コンプライアンス中心の倫理・コンプライアンス・プログラム 
 本研究の目的は、序章で設定した 2 つの推論（問い）の真偽を検証することであった。
まず、第 1 の推論（問い）は、近年のコンプライアンス・リスクの高まりと複雑化を背景
に、「欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムは、倫理ではなくコンプライアン
スを強く重視する形で実践がされている」であった。 
 本研究は、この推論（問い）の真偽を検証するために、研究対象であるアメリカ、イギ
リス、ドイツ、フランスの 4 カ国の企業を取り巻くコンプライアンス・リスクが高まって
きている事実を示した。企業を取り巻くコンプライアンス・リスクはグローバル化ととも
に複雑化し、英米を中心に外国企業に対しても自国での上場や取引関係などを理由に、自
国の規制の対象としたり、実際に厳罰を科したりする動きも高まってきている。加えて、
アメリカとイギリスでは、法律違反を犯した企業の量刑が、その企業の倫理・コンプライ
アンス・プログラムの導入・強化状況と連動する仕組みが採用されている。これらの事実
から、どの国の企業においても、英米を中心とする世界的なコンプライアンス・リスクの
高まりに対応するために倫理・コンプライアンス・プログラムを導入・強化しようとする
誘因が高まっていると推察される。 
 「欧米各国の倫理・コンプライアンス・プログラムは、倫理ではなくコンプライアンス
を強く重視する形で実践がされている」という推論が事実であることは、第 11 章における
4 カ国の倫理・コンプライアンス・プログラムの実態の国際比較の結果から明らかになった。
アメリカで倫理・コンプライアンス・プログラムの導入が進んだのは、その導入状況と量
刑の程度の連動を規定した連邦量刑ガイドラインの 1991 年の改正以降である。また、ヨー
ロッパでは、コンプライアンス・リスクが世界的に高まった 2000 年代以降、その影響を大
きく受ける大企業・上場企業を中心に広まったものである。 
 さらに、どの国においても、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営と監督は、コ
ンプライアンスの専門家を中心に行われている。すなわち、倫理・コンプライアンス・プ
ログラムの運営は、法務部や最高法務責任者とも呼べる地位に属するジェネラル・カウン
セル、最高コンプライアンス責任者（Chief Compliance Officer）などによって担当されて
いる。そして、倫理・コンプライアンス・プログラムの監督は、倫理委員会ではなく監査
委員会を中心に担当されている。本研究が解明したこれらの事実から、本研究の第 1 の推
論が事実であることは明らかであるといえよう。 
 したがって、本研究の第 1 の結論は、「倫理・コンプライアンス・プログラムは、倫理と
コンプライアンスの両方を対象とした取り組みであるものの、実際はコンプライアンスを
中心に展開されている」である。 
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第2項  本研究の第 2の結論 
 本研究の序章で示した第 2 の推論（問い）は、「倫理・コンプライアンス・プログラムの
運営担当者を取締役会の代理人として位置付けただけでは、経営者によるこの取り組みの
形骸化の防止の効果は多くを期待できないこと」である。この推論は、経営者の暴走とこ
れを主たる要因とする企業不祥事の発生を防止することを目的とした企業統治の観点に立
脚したものである。本研究は、この推論（問い）を検証するために、研究対象であるアメ
リカ、イギリス、ドイツ、フランスにおける倫理・コンプライアンス・プログラムの運営
担当者、取締役会、経営者の力関係を分析した。 
 4 カ国における倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者、取締役会、経営者の
力関係の国際比較の結果は、第 12 章で示した通りである。第 12 章では、①倫理・コンプ
ライアンス・プログラムの運営担当者の経営者に対する従属性、および②取締役会の独立
性の乏しさが各国共通の問題であることを解明しようと試みた。 
まず、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者の経営者に対する従属性は、
どの国にも共通している事実であった。運営担当者はあくまで業務執行者であり、アメリ
カ、イギリス、ドイツ、フランスの全てにおいて、業務執行者のトップである経営者に対
する従属性が存在する。とりわけ、経営者は、部下である運営担当者の選・解任、報酬、
業績評価や倫理ないしコンプライアンス・オフィスへの経営資源の割当量、などの決定権
を掌握しており、運営担当者が経営者に反抗することは非常に困難であるといえよう。 
次に、どの国の取締役会においても、その独立性には何らかの問題点や疑問点がみられ
る。少なくとも、取締役会には、業務執行取締役かそうでないかに限らず、独立性の乏し
い取締役も必ず含まれている。そして、そのような取締役の中には、アメリカやフランス
のように、会長兼 CEO も少なくない。加えて、取締役の独立性を評価する基準も各国で異
なり、アメリカでは株主が、ドイツでは労働者側代表取締役であるとはいえ従業員も独立
取締役としてみなされる。そのほかに、各国の基準には、相違あるいは共通している内容
でも、独立性の乏しい主体が独立性を回復するまでの期間の長さや独立取締役が独立性を
失うまでの就任期間の長さなど、その根拠が曖昧なものが少なくない。 
以上の事実は、取締役会の独立性は必ず低いということを示すものではない。しかしな
がら、上述した各国の取締役会の独立性に関する問題点や疑問点の多さは、「倫理・コン
プライアンス・プログラムの運営担当者を取締役会の代理人として位置付けるだけでは、
経営者による倫理・コンプライアンス・プログラムの形骸化の防止の効果は大して向上し
ない」可能性が高いことを示唆している。このことから、本研究の第 2 の結論は、「倫理・
コンプライアンス・プログラムの運営担当者を取締役会の代理人として位置付けただけで
は、経営者によるこの取り組みの形骸化の防止の効果は多くを期待できないと思われる」
である。 
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第3項  第 3の結論 
本研究は、第 1 と第 2 の推論の検証を通し、コンプライアンスと企業倫理の企業統治的
研究の今後の発展に貢献することを意図したものである。この企業統治的研究は、2000 年
代後半頃からアメリカで研究成果が公表され始めた極めて新しい研究領域である。これは、
経営者の巨大な影響力を前提に、経営者に対する監督機能も踏まえて企業倫理・コンプラ
イアンスへの取組みについて研究する試みである。本研究の先行研究レビューで示した通
り、企業統治的研究は、アメリカ以外の国ではほとんど行われていない。筆者のサーベイ
では、ヨーロッパ 3 カ国のうち、アメリカでの企業統治的研究の議論が紹介されているの
は、2012 年後半にフランス取締役協会がこれを紹介したフランスだけであった。 
しかしながら、本研究で明らかにしたように、アメリカ以外の国においても、倫理・コ
ンプライアンス・プログラムの運営担当者は経営者の部下であることに変わりはなく、運
営担当者の独立性の乏しさに起因する不祥事は各国で発生している。このように、アメリ
カに限らず、どの国においても、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者に対
する経営者の影響力は、このプログラムの実効性を左右するほど強力である。そのため、
経営者の権力行使による倫理・コンプライアンス・プログラムの形骸化の防止に焦点を当
てる企業統治的研究が重要であることは、どの国においても共通していると思われる。 
本研究の考察から、「倫理・コンプライアンス・プログラムの企業統治的研究の発展、
およびその研究成果に基づく改革の進展は、各国共通の課題である」と思われ、これは本
研究の第 3 の結論である。 
 
第2節 本研究の意義 
第1項  学術的意義 
 本節では、本研究の学術的意義について検討する。本研究では、第 1 章において、倫理・
コンプライアンス・プログラムの先行研究の潮流を①実態調査研究、②実践過程研究、②
企業統治的研究の 3 つのタイプに整理・検討した。ここでは、まず、これら 3 つのタイプ
の研究にかかわる意義について検討する。 
 まず、第 1 の実態調査研究は、アンケート調査やアニュアル・レポートの分析などを通
して、倫理・コンプライアンス・プログラムの整備状況などを解明する研究スタイルであ
る。第 1 章では、各国の現状の国際比較の乏しさが、この研究領域の課題であることを指
摘した。したがって、本研究が、欧米各国の国際比較を通し、欧米各国の倫理・コンプラ
イアンス・プログラムの普及の背景や導入状況、および共通点や相違点などを解明したこ
とは、実態調査研究の観点からも意義があったことと思われる。 
 次に、第 2 の実践過程研究は、1990 年代以降展開されてきた、倫理・コンプライアンス・
プログラムの運営手法や従業員の認識の変化など、このプログラムの実践過程の分析に焦
点を当てた研究の潮流である。第 1 章で指摘したように、この研究領域では、倫理とコン
プライアンスの重要性を従業員全体の価値観として浸透させることを目標とした倫理・コ
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ンプライアンス・プログラムは、コンプライアンスだけを強制的に遵守させようとするプ
ログラムよりも実効性が高いことが指摘されてきた。この意味で、本研究が、欧米各国の
倫理・コンプライアンス・プログラムが未だコンプライアンス中心であることを解明した
ことは、コンプライアンス中心からの脱却を一貫して目指してきた実践過程研究の観点か
らも意義のあるものと思われる。 
そして、第 3 の企業統治的研究は、経営者の巨大な影響力を念頭に、倫理・コンプライ
アンス・プログラムの運営担当者の資源と権限の強化、および取締役会の監督機能の向上
を重視する研究の潮流である。第 1 章で述べたように、この研究は、2000 年代後半以降、
アメリカで研究成果が公表され始めた極めて新しい研究の潮流であり、アメリカ以外の国
の企業を対象とした研究が不足している現状にある。このような中で、本研究が、欧米各
国の倫理・コンプライアンス・プログラムを巡る権力構造を国際比較し、①このプログラ
ムの運営担当者と経営者の従属性が各国共通の問題であること、②各国の取締役会には独
立性の観点から各国共通のものから各国特有のものまで様々な問題点・疑問点が存在する
ことなどを解明したことは、意義があったものと思われる。 
また、第 1 章で述べたように、筆者がサーベイした限りでは、企業統治的研究の主要理
論は、ホフマンらが提唱した、倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者を取締
役会の代理人として位置付けるべきであるとする取締役会の代理人説しか見当たらない状
況にある。このような中で、本研究が取締役会の代理人説の妥当性を検証し、上述した運
営担当者と経営者間の従属性や各国の取締役会の独立性の問題点・疑問点などを根拠に、
同説の主張の限界を究明したことは意義のあることと思われる。なお、本研究が解明した
これらの事実は、取締役会の代理人説を完全に否定できるものではない。しかし、倫理・
コンプライアンス・プログラムの運営担当者を取締役会の代理人として位置付けただけで
は、経営者によるこの取り組みの形骸化を防ぐことは難しいことを示唆している。 
 本節の最後に、我が国の倫理・コンプライアンス・プログラム研究の観点から、本研究
の意義について検討したい。そもそも、一部の実践過程研究の研究成果を除いて、諸外国
で展開されてきた倫理・コンプライアンス・プログラムの研究の動向については、我が国
においてはあまり知られていない現状にある。このような状況の下、筆者の未熟さゆえ、
荒削りのところも多々あると思われるが、本研究の 4 つの章に渡る欧米の倫理・コンプラ
イアンス・プログラムの先行研究レビューは、欧米におけるこの研究領域の研究動向を知
ることに貢献することが期待される。 
   
第2項  実践的意義 
 次に、本研究の実践的意義について検討する。まず、前項で述べたように、欧米各国の
倫理・コンプライアンス・プログラムの実態の国際比較は十分に行われていない現状にあ
る。しかしながら、今日、人材や市場、資金調達といったあらゆる面でグローバル化が進
展する中で、日本企業も含めどの国の企業も、諸外国の法規制と無関係に事業を営むこと
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は困難となってきている。とりわけ、アメリカで日本企業が外国公務員への贈収賄などの
罪で、高額な罰金を科せられたり、役員が禁固刑に処せられたりするケースが増えてきて
いる。倫理・コンプライアンス・プログラムの導入は、深刻な量刑の回避に直結するばか
りでなく、投資家からの信用の確保という点でも重要な問題であると思われる。 
 このような中で、本研究が解明した倫理・コンプライアンス・プログラムに関する法規
制、企業の取組みとその権力構造に関する様々な事実は、倫理・コンプライアンス・プロ
グラムの実践に係る様々な主体にとって、このプログラムのあり方を考えていく上で有用
な資料となりうるだろう。各国の企業には、①自社の取組みはコンプライアンス重視とな
っており倫理を軽視しているのではないか、②自社の倫理・コンプライアンス・プログラ
ムの運営担当者と監督機関の独立性や権限は不十分なものではないのかといった問題意識
が共有され、見直しや改善を通しより実効性の高い取り組みを展開していくことが望まれ
る。とりわけ、わが国では、アメリカにおいて、企業の役員が不正に関与していた場合に
は、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入による減免措置が受けられない事実はあ
まり知られていないと思われる。 
 同様に、各国の政府関係者や業界団体、NPO などには、これらの改革を後押しする施策
（規制強化やガイドラインの策定など）を実施することが期待される。とりわけ、アメリ
カ以外の国では、企業統治的研究の観点からの改革があまり進んでいない。しかし、本研
究が分析した事例は、これらの国々においても、倫理・コンプライアンス・プログラムの
運営担当者と監督機関の両方を対象とした包括的改革が課題であることを示している。具
体的には、①運営担当者にこのプログラムの運営に必要かつ十分な資源（人員や資金など）
や権限（より下位の運営担当者の雇用や解雇に関する権限など）を割当てること、②取締
役会の独立性を確保すること、③運営担当者の取締役会への定期的報告の義務付けなどを
通し、取締役会と運営担当者の連携を強化することなどが重要であると思われる。 
 最後に、我が国においては、これらの改革は特に大きな課題であると思われる。わが国
の企業においても、倫理・コンプライアンス・プログラムを構成する各制度の導入は進展
してきているが、上述したような企業統治的研究の観点からの課題は十分に議論されてい
ないと思われる。また、企業統治の研究領域において長年課題とされてきた取締役会改革
においても、我が国の改革は欧米のそれと比較して非常に遅れている。たとえば、わが国
では、取締役の半数以上を独立取締役とすることを要求する規制は存在しない現状にある。 
 
第3節 今後の課題 
 最後に、本研究の今後の課題について述べる。まず、本研究では、アメリカ、イギリス、
ドイツ、フランス以外の国の倫理・コンプライアンス・プログラムの現状については分析
できなかった。また、可能な限りデータの収集に努めたものの、4 カ国全てにおいて規模別
あるいは上場の有無などの違いに基づくデータや、同プログラムの各構成要素、運営担当
者の出自等に関するデータなどを十分収集・分析できたわけではない。これらのデータの
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更なる収集と分析対象の拡大は、今後の課題である。 
 また、本研究では、倫理・コンプライアンス・プログラムがコンプライアンスを中心に
展開されている事実を解明したが、企業倫理への取組みを進展させていく上での具体的な
課題については十分検討できなかった。これは、本研究が倫理・コンプライアンス・プロ
グラムの権力構造に焦点を当てる企業統治的研究としての性格が強いためであった。本研
究が第 3 章第 4 節で若干指摘した「倫理とコンプライアンスの制度的分離の有効性」も含
め、企業にとって明らかに重要性の異なる倫理的責任と法的責任を単一の制度の下で実践
することの実効性についての考察は、今後の課題である。 
 加えて、本研究は、欧米各国の取締役会の独立性の基準の相違点や疑問点を指摘したが、
それらの点の妥当性を検証するまでには至らなかった。アメリカ、イギリス、ドイツ、フ
ランスの独立性の基準の相違点と疑問点は、第 12 章第 3 節において列挙した。例として、
アメリカでは株主との利害関係の有無は取締役の独立性を左右する要因とはならないとさ
れているが、ヨーロッパでは株主との利害関係の有無は取締役の独立性を左右する要因で
あると考えられているのが通常である。また、ドイツでは、ほとんどの欧米諸国とは対照
的に、労働者側代表取締役は独立取締役とみなされる。 
 また、上述した 4 カ国に限らず欧米各国では、独立性が乏しいと評価される根拠となる
利害関係を有する特定の主体（従業員や取引先など）を対象に、そのような利害関係の解
消後一定期間を経れば、独立取締役として就任できるのが通常である。加えて、独立取締
役といえども、就任後一定の期間が経てば、その独立性は低下してしまうとの観点から、
独立性が低下するまでの期間を規定している国も少なくない。しかし、これらの期間の妥
当性については、今後検証が必要であるだろう。 
 このように、近年、欧米各国では独立取締役の導入が進むものの、その独立性の評価基
準は各国で異なっていたり、根拠が曖昧だったりするものも少なくない。したがって、た
んに独立取締役の比率の国際比較をもって各国の取締役会の独立性の実態を把握すること
は、困難な現状にある。このことは、本研究が、倫理・コンプライアンス・プログラムの
運営担当者を取締役会の代理人として位置付けることで、この運営担当者の独立性が向上
する可能性を完全に否定することができなかった、大きな理由でもある。いずれにせよ、
各国の取締役会の独立性の基準の妥当性を検証していくことは、今後の大きな課題である。 
 最後に、本研究では、企業以外の組織における倫理・コンプライアンス・プログラムの
導入状況については考察していない。連邦量刑ガイドラインの改正の経緯を見てもわかる
ように、倫理・コンプライアンス・プログラムの中心的な主体は企業であり、監督機関の
例としても監査委員会が挙げられている。しかし、病院や学校といった企業以外の組織で
も倫理・コンプライアンス・プログラムを導入しているところはあると思われ、その実態
についての考察は今後の課題である。 
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